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１ 報告書の概要 
 
「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律」（通称「クリーンウッド法」）が

2016 年 5 月 20 日に公布され、2017 年 5 月 20 日に施行された。 
 
本法に基づき、木材関連事業者による合法性の確認等の取組を一層推進するためには、

木材関連事業者が効率的に合法性の確認等の取組が実施できるよう、生産国における木

材の流通や関連法令に関する国からの情報提供を緊急に充実させる必要がある。 
 
本報告書は、「クリーンウッド」利用推進事業のうち生産国における現地情報の収集（熱

帯地域）事業の実施結果について以下のとおり報告する。 
 
第 2 章で本事業の概要について説明し、第 3 章で「クリーンウッド法」の概要を示す。

本事業の対象国（フィリピン、タイ、ブラジル、エクアドル、ラオス）における調査結

果は、第 4 章で取りまとめる。第 5 章では、対象国での調査を効果的、効率的に行うた

めに実施した国内調査について報告する。第 6 章で、本事業において実施した 3 回の調

査委員会について取りまとめ、第 7 章では、平成 31 年 3 月 8 日に開催した事業者向け

報告会について報告する。 
 
なお、別冊に対象国での調査を実施したコンサルタント（表 1-1-2 参照）が提出した各

国報告書（英語）（フィリピン、タイ、ブラジル、エクアドル、ラオス）を掲載する。 
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２ 事業概要  
 
２－１ 事業の目的 
 
「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律」（通称「クリーンウッド法」）が

2016 年 5 月 20 日に公布され、2017 年 5 月 20 日に施行された。2017 年 11 月からは、

本法に基づく木材関連事業者の登録が始まった。 
 
本法に基づき、木材関連事業者による合法性の確認等の取組を一層推進するためには、

木材関連事業者が効率的に合法性の確認等の取組が実施できるよう、生産国における木

材の流通や関連法令に関する国からの情報提供を緊急に充実させる必要がある。このた

め、林野庁ホームページ内に情報提供サイト「クリーンウッド・ナビ」を公開した。 
 
本事業は、木材関連事業者が取り扱う木材等の合法性の確認を適切に実施でききるよう、

生産国における木材の流通や関連法令に関する情報を収集して、「クリーンウッド・ナ

ビ」に掲載できる形に取りまとめることを目的とする。 
 
２－２ 事業の実施内容等 
 
「『クリーンウッド』利用推進事業のうち生産国における現地情報の収集（熱帯地域）

に係る仕様書」に示された本事業の内容は、次の通りである。 

（１）事業概要 
生産国における現地情報の収集 
木材関連事業者が取り扱う木材等の合法性の確認を適切に実施できるよう、以下の取

組により、生産国における木材の流通や関連法令に関する情報を収集して、「クリー

ンウッド・ナビ」に掲載できる形に取りまとめる。 
 
（２）事業の具体的内容 
事業の具体的内容は以下の通りとする。なお、事業の実施にあたっては、あらかじめ

林野庁と協議のうえ、実施することとする。 
 
① 調査対象国 
熱帯地域（フィリピン、タイ、ブラジル、エクアドル、ラオス等） 
 
② 調査内容 
ア 森林の伐採に関する法令等の調査 
• 伐採に関する法令の概要 
• 伐採に関する許可証等の法令に基づく書類の有無 
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本事業では、5 カ国（フィリピン、タイ、ブラジル、エクアドル、ラオス）において、

上記仕様書で示された内容を実施した。さらに、本事業計画書とおり、第一回調査委員

会での議論を踏まえて、対象国で実際に調査を開始する前に日本国内の調査を実施した

（詳細は本報告書「5 国内調査」参照）。国内調査の目的は、対象国での調査を効果的、

効率的に行うために、対象国（フィリピン、タイ、ブラジル、エクアドル、ラオス等）

から日本に輸入される木材、木材製品を明らかにし、日本の木材関連事業者が合法確認

を行う際のニーズを把握することである。 
 
本事業において得られた情報は、平成 31 年 3 月 8 日に開催した事業者向け報告会で発

表した（詳細は本報告書「7 事業者向け報告会」参照）。 
 
２－３ 事業の実施体制 
 
１）統括事業責任者 
本事業の統括事業責任者（Project Director）には、国際熱帯木材機関（ITTO）の林産

物貿易・林産業担当次長のスティーブ・ジョンソン（Steve Johnson, Ph.D.）が従事

した。 

２）事業責任者 

本事業の事業責任者（Project Manager）には、国際熱帯木材機関（ITTO）の林産物貿

• 伐採の合法性が確認できる（証明システム）の事例及びその発行条件 
イ 伐採の流通段階における法令調査 
• 木材の流通段階における法令の有無及び事例 
• 木材・木材製品を輸入・輸出する際の法令・証明システムの有無及び事例 
ウ 木材流通状況調査 
• 調査対象国の木材流通の特徴（主要な木材輸出製品、木材の原産国等） 
• 違法伐採に関する情報の有無・あればその内容 
 
（３）調査方法 
林野庁、学識経験者、業界団体等から成る調査員会を設置し、事業実施期間中、3 回

以上（開始、中間報告、取りまとめ）開催する。調査委員会では、調査対象国の既往

情報を整理した上で、現地情報を含む調査計画を作成するとともに、調査の進捗状況

の管理や、調査結果の整理・分析、事業成果のとりまとめを行う。 
 
現地調査に当たっては、②の調査内容について、政府機関、業界団体、企業等に対し

て、ヒアリング調査を実施する。 
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易・林産業担当部長のテトラ・ヤヌアリアディ（Tetra Yanuariadi, Ph.D.）が従事した

。 

３）ITTO本部の実行体制 

本事業の実施に当たって、ITTO本部においては、統括事業責任者のスティーブ・ジョ

ンソン、事業責任者のテトラ・ヤヌアリアディのほか、森林法の施行とガバナンスの

向上及び貿易（FLEGT）に関する事業及びプロジェクト進行管理、財務処理の経験を

もつ職員による以下のチーム（表1-1-1）を編成した。 

 

表1-1-1 ITTO本部のプロジェクト人員配置 

 

 

担当 氏名 所属 

会計担当者 

Account 

Manager 

川口才文 

Simon Kawaguchi, 

Mr. 

総務担当官 

Finance and Administrative Officer (Div. of 

Operations) 

鈴木舞子 

Maiko Suzuki, Ms.  

 

総務部 上級財務・総務アシスタント 

Senior Finance / Administrative Assistant 

(Div. of Operations) 

事業担当者 

Project 

Officer 

シャーム・サックル 

Sheam Satkuru, Ms. 

総務担当事務局次長 

Assistant Director (Div. of Operations) 

 赤堀聡之 

Satoshi Akahori, Mr. 

事務局次長、森林経営部担当 

Assistant Director (Div. of Forest 

Management) 

 藤崎泰治 

Taiji Fujisaki, Mr. 

森林経営部･客員研究員 

Policy Researcher (Div. of Forest 

Management) 

 田村菜穂 

Naho Tamura, Ms.  

木材貿易・産業部プログラムアシスタント 

Programme Assistant (Div. of Trade and 

Industry) 
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４）調査実施者 

対象国の調査及び日本国内調査にあたって、それぞれの国の林業、木材産業に精通し

、ITTOでの業務経験が豊富で信頼できるコンサルタント及び研究機関に調査を発注し

た（表1-1-2）。 

 

表 1-1-2 本事業で調査を発注したコンサルタント一覧 

対象国 氏名 所属等 

フィリピン

調査 
パトリック・ダースト 

Patric Durst, Mr. 

 

Independent Forestry and Natural 

Resources Consultant 

 タイ調査 

ブラジル調

査 
イワン・トマセリ 

Ivan Tomaselli, Mr. 

 

STPC コンサルティング社部長 

Managing Director, STCP Consulting Ltd. 

 エクアドル

調査 

ラオス調査 
クリストファー・フリント 

Christopher Flint, Mr.  

Independent Forestry and Natural 

Resources Consultant 

日本（及び

フ ィ リ ピ

ン、タイ、ラ

オス調査支

援） 

鮫島弘光 

Hiromitsu Samejima, Mr. 

山ノ下麻木乃 

Makino Yamanoshita, Ms. 

公益財団法人 地球環境戦略研究機関 

Institute for Global Environmental 

Strategies (IGES) 

 
２－４ 事業の実施スケジュール 
 
本事業は、平成 31 年 3 月 15 日まで以下のスケジュール（表 1-1-3）で実施した。 
 
表 1-1-3 主な事業活動の実施スケジュール 

時期 活動内容 
平成 30 年 5 月 17 日 第一回調査委員会 
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平成 30 年 5 月～7 月 事前調査及びコンサルタントの選定 

平成 30 年 8 月～9 月 国内調査：文献調査、UN COMTRADE 等の貿易統計データの

分析、聞き取り調査、アンケート調査等 
平成 30 年 8 月～平

成 31 年 2 月 
対象国（フィリピン、タイ、ブラジル、エクアドル、ラオス）

調査：文献調査、第 1 次報告書作成（英語版）、現地調査（聞

き取り調査、現場視察）、第 2 次報告書作成（英語版）、追加的

調査・情報収集等 
平成 30年 10月 11日 第二回調査委員会 

平成 31 年 1 月～2 月 各国報告書（英語）の日本語翻訳作業 

平成 31 年 2 月 4 日 第三回調査委員会 

平成 31 年 3 月 8 日 事業者向け報告会 
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３ クリーンウッド法の概要 
 
「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（通称「クリーンウッド法」）」が

2016 年 5 月 20 日に公布され、2017 年 5 月 20 日に施行された。 
 
 同法は、我が国又は原産国の法令に適合して伐採された木材及びその製品の流通及び

利用を促進することを目的として、対象となる木材等や木材関連事業者の範囲、登録方

法等を定めるとともに、木材関連事業者及び国が取り組むべき措置についても定めてい

る。 
 
３－１ 基本方針 
 
クリーンウッド法に基づき、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する基本的な方

向、措置、及びその意義についての知識と普及等について、「合法伐採木材等の流通及

び利用の促進に関する基本方針」に定めている。また同法の対象となる木材等、木材関

連事業者の定義や取り組むべき措置、合法性の確認方法、国が取り組むべき措置等につ

いて規定している。 
 
３－２ 合法性の確認方法 
 
合法性の確認は、第一種木材関連事業において最初に行われ、第二種木材関連事業にお

いては、第一種木材関連事業において合法性の確認が行われた木材等について再確認す

ることになり、両者の合法性の確認方法は異なる。 
 
合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律施行規則において、木材関連事業は

次のとおりに区分されている。 
 
１）第一種木材関連事業 
① 樹木の所有者から当該樹木を材料とする丸太を譲り受けた者が行う当該丸太の加工

に加え、輸出又は販売（消費者に対する販売を除く。以下同じ。）を行う事業（第三

者に委託して当該加工、輸出又は販売をする事業を含む。） 
② 樹木の所有者が行う当該樹木を材料とする丸太の加工又は輸出を行う事業（第三者

に委託して当該加工又は輸出をする事業を含む。） 
③ 樹木の所有者から当該樹木を材料とする丸太の販売の委託を受けた者（その者から

当該丸太の販売の再委託を受けた者を含む）が行う当該丸太を木材取引のために開

設される市場において販売をする事業 
④ 木材等の輸入をする事業 
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２）第二種木材関連事業 
木材関連事業者が行う事業のうち、第一種木材関連事業以外の事業 
 
合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する基本方針において、木材等の合法性の確

認方法として、次の方法が挙げられる。 
 
（１）第一種木材関連事業のうち、１）①、③又は④における合法性の確認方法 
樹木の所有者又は我が国に木材等を輸出する者に対して、次の書類（電磁的記録を含む。

以下同じ。）を提出させ、法令等情報、樹木の所有者又は我が国に木材等を輸出する者

との取引実績その他必要な情報を踏まえて、これらの書類の内容を確認する。 
ア 樹木の所有者から譲り受け、若しくは販売の委託若しくは再委託を受けた丸太又は

輸入した木材等についての次の事項を記載した書類 
• 種類及び原材料となっている樹木の樹種 
• 原材料となっている樹木が伐採された国又は地域 
• 重量、面積、体積又は数量 
• 原材料となっている樹木の所有者又は我が国に木材等を輸出する者の氏名又は

名称及び住所 
イ アの丸太又は木材等の原材料となっている樹木が我が国又は原産国の法令に適合

して伐採されたことを証明する書類 
 
上記の方法によって合法性が確認できない場合には、次のいずれかの措置を実施する。 
ウ 合法性が確認できない木材等の原材料となっている樹木が我が国又は原産国の法

令に適合して伐採されたことに係る情報であって、上記イの書類以外のものを収集

し、法令等情報、その他必要な情報を踏まえて、当該情報の内容を確認する。 
エ 合法性の確認ができない木材等を取り扱わない。 
 
（２）第一種木材関連事業のうち、１）②における合法性の確認方法 
法令等情報、その他必要な情報を踏まえて、次の書類の内容を確認する。 
オ 自ら所有する樹木を材料とする丸太についての次の事項を記載した書類 

• 種類及び原材料となっている樹木の樹種 
• 原材料となっている樹木の樹種が伐採された国又は地域 
• 重量、面積、体積又は数量 

カ オの樹木が我が国の法令に適合して伐採されたことを証明する書類 
 
上記の方法によって合法性が確認できない場合には、次のいずれかの措置を実施する。 
キ 合法性が確認できない木材等の原材料となっている樹木が我が国又は原産国の法

令に適合して伐採されたことに係る情報であって、カの書類以外のものを収集し、

法令等情報、その他必要な情報を踏まえて、当該情報の内容を確認する。 
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ク 合法性が確認できない木材等を取り扱わない。 
 
（３）第二種木材関連事業における合法性の確認方法 
木材等を譲りうける際に提供された書類、その他これに類する書類の内容を確認する。

譲り渡される書類には、以下の旨が記載されている。 
ケ 第一種木材関連事業者から木材等を譲り受ける場合には、第一種木材関連事業の合

法性の確認方法（上記（1）又は（2）の①から③）によって確認し、合法性が確認

できた旨 
コ 第二種木材関連事業者から木材等を譲り受ける場合には、その第二種木材関連事業

者が木材等を譲り受ける際に提供された書類、その他これに類する書類の内容を確

認し、合法性が確認できた旨 
また、クリーンウッド法第 8 条の木材関連事業者の登録、その他合法伐採木材等の

流通及び利用の促進に資する制度に基づく登録、認証又は認定を受けている者から

木材等を譲り受ける場合には、その登録、認証又は認定を受けている旨 
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４ 生産国における情報の収集 
 
調査対象国（フィリピン、タイ、ブラジル、エクアドル、ラオス）における木材の流通

や関連法令に関する情報を収集し、「クリーンウッド・ナビ」に掲載できる形に取りま

とめた。 
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４－１ フィリピン 

 
 
 
 
 
 
 

フィリピン 
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1. フィリピンの林業セクターの概説 

1.1. フィリピンの森林資源 

1.1.1. 土地利用区分 

フィリピンには、土地分類で「林地（forestland）」として区分されている土地が約

1,580 万ヘクタールあり、フィリピンの全陸地面積（3,000 万ヘクタール）の 52%以上

を占めている（図１）。一方、残りの 1,419 万ヘクタールの土地（同陸地面積の

47%）は、「譲渡・処分可能地（alienable and disposable）（林地にする必要がなく、

私有できると定められた土地）」として区分されている。 

さらに林地のうち、約 1,005 万ヘクタールが「木材用林地（timberlands）」、約 327

万ヘクタールが森林保全林（Forest Reserves）、134 万ヘクタールが国立公園、野生生

物保護区、狩猟禁止区域及び鳥類保護区域に区分されている。 
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図 1．フィリピンの土地区分図（DNER 2019）。 

緑色：林地、赤色：譲渡可能地 

 

1.1.2. 植生の種類 

前述のようにフィリピンでは 1,500 万ヘクタール以上の土地が「林地」に区分されて

いるものの、現在の実際の森林被覆は 804 万ヘクタール（全陸地面積の 27%）しかな

い（FAO, 2015）。これは、1930 年代当時の同国の森林被覆の約半分が消失したことを

表している（図 2）。 
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フィリピンでは、森林の約 10%（86 万ヘクタール）が原生林（フィリピンでは「成熟

林（old growth forest）」とも呼ばれている）とみなされており、4 分の 3 近く（593 万

ヘクタール）は「その他の天然更新した」森林である。2015 年、フィリピンには推定

125 万ヘクタール（総森林被覆の約 15.5%）の人工林が存在したが、これら植林地の大

半はごく最近造成されたものである。 

一方、FAO（2015）によると、2015 年現在のフィリピンの森林被覆（804 万ヘクター

ル）のうち、3 分の 2 が「林冠閉鎖林（closed forest）（林冠被覆率が 40%超）」、

28%が「疎林（open forest）（林冠被覆率が 10～40%）」、4.5%がマングローブ林に分

類されている。 

もっとも広く分布する天然林の種類は混合フタバガキ林で、全体の 3 分の 2 近くを占

めている。優占種はフタバガキ科の樹種で、Shorea、Parashorea、Dipterocarpus 及び

Hopea 属が長年にわたり最も重要な木材生産樹種であった（天然林の伐採一時停止措

置以前）。フィリピンの高地には 25 万ヘクタール未満の松林（Pinus kesiya 及び P. 

merkusii）があり、山の最上部（一般的に 1,700 メートル以上）には約 100 万ヘクター

ルの「蘚苔林（大半が低木で「山地林」または「雲霧林」と呼ばれることもある）」

が分布している。 

フィリピンでは、天然林を他の土地利用（主に農業）に（無計画に）転換する傾向が

緩やかなペースで続いているものの、2011～2016 年の国家緑化プログラム（National 

Greening Program/NGP）の下で植林が野心的に進められた結果、森林面積が近年わずか

に増加している。NGP は、2016 年までに 15 億本の苗木を植えて 150 万ヘクタールの

土地を緑化することを目的に、2011 年に行政命令（Executive Order/E.O.）第 26 号に基

づいて策定された。政府機関、民間セクター、NGO 及び地域住民組織は、同プログラ

ムの下に結束して緑化に取り組んだ。環境天然資源省（Department of Environment and 

Natural Resources/DENR）の公式報告書には、同プログラム期間の 6 年間にわたり、170

万ヘクタールの土地に 13 億本の苗木が植えられたと記されている（ただし同プログラ

ムにおける苗木の生存率を疑問視する声もある）。2015 年、フィリピン政府は行政命

令第 193 号（E.O. 193）に基づいて NGP を 2028 年まで延長した。目的は、全国に残存

する非生産的で荒廃・劣化した林地 710 万ヘクタールを緑化することで、同計画は

「拡大国家緑化プログラム」（Expanding the National Greening Program/ENGP）と名付

けられた。現フェーズ（2017～2022 年）では、120 万ヘクタールの緑化が目標に掲げ

られている1。NGP 及び ENGP の下では、各機関・企業が自己資金を用いて自主的に貢

献することができるが、これまでに実施された植樹の大半は政府資金で賄われ、委託

を受けた住民組織や NGO が植樹を行っている。 

 

                                                            
1 https://www.denr.gov.ph/priority-programs/national-greening-program.html 
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図 2．フィリピンの森林被覆の経年変化（DENR, 2016a） 
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図 3．フィリピンの植生（2015 年）（Miettinen et al. 2016） 

 

1.2. 林業・木材加工セクター 

1.2.1. 丸太生産 

1970 年代以前、フィリピンは木材の主要生産国及び輸出国であり、特に 1960 年代後

半から 1970 年代前半の数年間は産業用丸太の生産量が現在の 10 倍以上、1,000 万立方

メートルを上回っていた（Dauvergne, 1997、図４）。しかし 1980 年代になると、過剰
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伐採、森林の他の土地利用への転換、移動耕作・木材の違法採取に起因する森林劣化

などによって同国の木材生産量は激減した。国内の森林が消失し続けていることへの

懸念から 2011 年に行政命令第 23 号（E.O. 23）が発令され、全ての天然林の伐採に一

時停止措置（モラトリアム）が課された。同措置は現在も続いている。 

 

 
図４．フィリピンの原木生産量、輸出量（m3） 

出典：塩谷 1969、DENR 1009-2017 など 

 

フィリピンでは、E.O. 23 の発令以降、実質的に全ての合法木材が人工林から伐採され

ており、そのほぼ全てが私有地から伐採されたものである。まれな例外として、認可

されたインフラ、エネルギー、鉱業プロジェクトのために天然林を伐採することは認

められているが、同伐採量は全体の 1%（1 万立方メートル未満）を占めるのみであ

る。 

近年、フィリピンでは毎年 70 万～120 万立方メートルの産業用丸太が生産されている

（表１）2。2017 年には合計 733,474 立方メートルの丸太が集材された。 

2017 年に国内で合法的に伐採された木材のうち、植林地所有証明書（Certificate of Tree 

Plantation Ownership/CTPO）、特別伐採許可証（Special Cutting Permit）及び確認証明書

（Certificates of Verification/CV）に基づいて私有地の植林地から調達された木材の割合

は 93%（726,872 立方メートル）に達していた（表２）。包括的森林管理協定

（Integrated Forest Management Agreements/IFMA）に基づいてリースされた公有地から

                                                            
2 同表にはココヤシから生産されている大量の「ヤシ材」は含まれていない。ヤシ材は DENR の

規制対象ではないが、国内の木材需要の多くを満たしている。ヤシ材の推定生産量は毎年変動

しているが、実際の生産量は数百万立方メートルに及ぶ可能性がある。 
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伐採された木材は 28,284 立方メートルで、コミュニティ林管理協定（Community-

Based Forest Management Agreements/CBFMA）及び林地における統合型社会林業によっ

て伐採された木材は 258 立方メートルだった。さらに、特別伐採協定（Special Cutting 

Agreements：送電線、道路、採掘作業など認可されたインフラ・建設プロジェクトの

ための伐採許可）による木材、再植林の準備が進められている木材用林地または私有

地の劣化した天然林の例外的伐採許可による木材は 3,000 立方メートル未満だった。

上記以外の木材は全て植林地から伐採された。 

フィリピンの 15 地方（Region）のうち、ミンダナオ島（地方 9～13）は丸太生産が盛

んで、2017 年にはフィリピン全国で生産された人工林丸太の 86%、天然林丸太の 77%

が同地に由来した。特にミンダナオ島北東部のカラガ地方（地方 13）では、人工林丸

太の 67%、天然林丸太の 77%が生産された。 

また 2017 年に伐採された丸太（733,474 立方メートル）のうち、99.6%（780,563 立方

メートル）が植林木だった。植林木の主な樹種には以下が含まれる。 

 ファルカタ（Paraserianthes falcataria（以前の学名は Albizia falcatari または

Falcataria moluccana、フィリピンでは一般的に falcata と呼ばれている））：

498,251 立方メートル 

 マホガニー（Swietenia macropylla）：68,550 立方メートル 

 ヤマネ／メリナ（Gmelina arborea）：56,556 立方メートル 

 アカシアマンギウム（Acacia mangium）：53,449 立方メートル 

また、少量のゴムノキ（Hevea brasiliensis）、グバス（Endospermum peltatum）、ユー

カリ（Eucalyptus deglupta）、ギンネム（Leucaena leucocephala）、モンキーポッド

（Samanea saman）も植林地の供給源から伐採されている。 

 

表１．フィリピン国内の事業者に消費されている産業用丸太生産量 

（単位：千 m3） 

年 挽材／ベニヤ丸太 パルプ材 柱・杭 合計 

2016 440 347 3 790 

2015 443 395 4 842 

2014 631 465 6 1,102 

2013 641 518 7 1,166 

2012 742 116 4 862 

2007 648 227 6 881 

2002 288 106 9 403 

1997 241 312 3 556 

出所：DENR/FMB フィリピン林業統計、2016 
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表 2．各種木材伐採権（ライセンス）・許可ごとの丸太生産量（2017 年） 

（単位：m3） 

地方 合計   IFMA  CBFM/ 
ISF CTPO/SMF/ CV PLTP  Special Cutting 

Permit その他  

 合計 天然木 植林木 天然木 植林木 Planted 天然木 植林木 天然木 植林木 天然木 植林木 天然木 植林木 

PHILIPPINES 733,474  2,912  730,563  2,252  26,032  258  36  688,329  4  770  a 2,543  619  12,632  

CAR 1,439  552  887  - - - 18  293  - 35  - 2  535  556  

Region 1 4,106  - 4,106  - - - - 4,049  - - - 57  - - 

Region 2 333  - 333  - - - - 0  - - - - - 333  

Region 3 1,669  - 1,669  - - - - 277  - - - 738  - 654  

Region 4A 8,091  - 8,091  - - - - 8,092  - - - - - - 

MIMAPORA 8,016  58  7,958  - - - 10  5,082  3  735  - 35  45  2,106  

Region 5 716  12  703  - - - - 186  1  - - 339  11  178  

Region 6 14,370  - 14,370  - - - - 14,282  - - - - - 88  

Region 7 28,609  - 28,609  - - - - 27,966  - - - - - 643  

Region 8 33,595  38  33,557  - - - 8  27,998  - - a 1,372  29  4,188  

Region 9 33,280  - 33,280  - 18,078  258  - 14,612  - - - - - 332  

Region 10 55,961  - 55,961  - - - - 54,657  - - - - - 1,305  

Region 11 24,272  - 24,272  - - - - 598  - - - - - 35  

Region 12 26,492  - 26,492  - - - - 25,757  - - - - - 735  

Region 13 492,525  2,252  490,274  2,252  7,954  - - 480,841  - - - - - 1,479  

IFMA：包括的森林管理協定、CBFM：コミュニティ林管理、ISF：統合型社会林業、CTPO：私有地の植林地所有証明書。以前の名称は PTPOC（私有植林地所

有証明書）、SMF：自己モニタリングフォーム（CTPO からの木材搬出に必要な書類）、CV：確認証明書（CTPO 外の小規模私有地からの木材搬出に必要な書

類） ※SMF の木材生産量は本来 CTPO として集計されるべきだが、一部の地域では SMF というカテゴリーが使われている（2019 年森林管理局聞き取り）。

PLTP：私有地木材許可証（Private Land Timber Permit）、Special Cutting Permit：道路などの開発に伴い伐採された木材。公有地からの材が多い。その他：

その他の木材伐採権／許可：木材伐採許可証、ムヨン資源採取許可書、木材原産地証明書（CTO）／材木原産地証明書（CLO）、特別私有地木材許可証

（Special Private Land Timber Permit） 

a - 1 立方メートル未満 

出典：DENR/FMB フィリピン林業統計  2017 を改変 
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1.2.2. 木材製品 

2016 年の時点で、フィリピンには認可された 171 の一次木材加工工場があった。製材

所（11）、小規模製材所（115）、ベニヤ工場（44）、合板工場（20）、統合型木材加

工施設（21）などが含まれ（DENR, 2016）、大半はミンダナオ島に位置している。こ

れら全ての工場に認められている年間丸太使用上限量を合わせると 180 万立方メート

ルに達するが（DENR, 2016）、操業されていない工場や生産量を下げている工場があ

るため、実際の加工水準はそれよりもはるかに低い。 

2014 年（データが入手できる最新年）に DENR に登録していた森林関連業者の数は合

計 1,923 あり（二次木材製品製造業者、家具製造業者、紙・紙製品工場を含む）、こ

れら製造業者全体の公式雇用者数は合計 73,819 人だった（DENR, 2016）。ただし、家

具工場は DENR から木材加工工場許可証を取得する必要がないため、これらの数字が

全ての森林関連事業者の現状を反映しているわけではない。森林関連部門、特に家具

産業には非公式に事業を行っている小規模企業が多数あると認識されている。フィリ

ピン家具産業会議所（Chamber of Furniture Industries of the Philippines/CFIP）によると、

2018 年現在で 5,000 を超える小規模・家内企業（下請け業者を含む）が存在しており

（Salvio Valenzuela、2018 年聞き取り調査）、より精度が低い他の推定値では、2018 年

初期の同企業数が 15,000 に上るとされている。これら小企業の大半は現地の国内消費

者向けに家具、戸棚その他の製品を供給しており、完成品を輸出している企業はごく

わずかである（Salvio Valenzuela、2018 年聞き取り調査）。 

近年のフィリピンの木材加工事業者は、国内の丸太を主原料とし、輸入丸太や木材一

次加工品で補充しながら（セクション 1.3 の原料輸入を参照）、以下の量の木材加工

品を生産している（表３）。 

 

表 3．木材加工品の生産状況 

（単位：千 m3） 

年 製材 ベニヤ 合板 繊維板 単板 

2016 425 59 152 6 59 

2015 322 59 146 54 87 

2014 496 40 164 22 49 

2013 450 60 199 13 58 

2012 218 129 297 5 22 

2007 362 124 281 6 56 

2002 163 172 360 4 45 

1997 351 62 484 NA 27 

 出典：DENR/FMB フィリピン林業統計、2016 

 

1.3. 木材製品の取引状況（輸出及び輸入）  

1.3.1. 輸入 
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コラソン・アキノ大統領は 1991 年、残存する原生林、並びに急勾配地・高地にある森

林でのあらゆる伐採施業を禁止した。その後 1990 年代から 2000 年代初めにかけて、

大量の木材・木材製品が輸入されるようになった（図５、表４）。また 2010 年代以降

は合板、紙、木製家具などの輸入が増大している。 

丸太は主にマレーシア（主にサバ州）。ソロモン諸島から輸入されており、他にパプ

アニューギニアなどからも輸入された（FAO, 2018、図６）。製材は主にマレーシア

（大半がサラワク州）、カナダから輸入され、他の数カ国からも輸入されていた。合

板は主に中国、マレーシア（特にサバ州）、及び日本が主な輸入先となっている。 

フィリピンは、2017 年に木材・木材製品（丸太、木材一次加工品、木材二次加工品を

含む）全体で 20 億米ドル以上に相当する製品を輸入した（表７）。その半分以上（12

億米ドル相当）が紙・紙製品・板紙で、中国（26%）、インドネシア（13%）及びアメ

リカ合衆国（10%）が主な供給国であった（FAO, 2018）3。 

 

 

図５ フィリピンの木材・木材製品輸入金額経年変化 

数字は HS コード 

出典：UN Comtrade Database 

 

  

                                                            
3 フィリピンの製紙能力は限定的で、再生紙と輸入パルプのみに依存している。 
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表 4．丸太及び木材一次加工品の輸入状況（1997～2017 年） 

（単位：千 m3、百万米ドル） 

年 丸太 *1 製材 合板 *2 ベニヤ *3 

量 金額 量 金額 量 金額 量 金額 

2017 66.5  10.3  254.2  57.9  596.5  223.1  60.3  20.1  

2016 113.5  25.6  326.8  119.8  517.7  209.1  25.3  11.7  

2015 98.1  15.3  1144.7  80.9  292.1  149.9  23.7  9.2  

2014 50.7  8.3  207.4  108.9  411.3  167.1  14.8  9.5  

2013 119.0  20.8  240.2  123.1  195.0  107.8  30.6  12.6  

2012 107.3  23.7  218.6  98.9  95.2  72.1  59.5  22.0  

2011 87.2  18.3  160.0  77.3  94.2  76.7  38.0  12.7  

2010 27.7  6.6  136.6  55.2  61.2  39.6  25.7  6.8  

2009 35.3  7.0  128.8  47.7  3.9  1.5  22.9  5.5  

2008 72.9  16.7  134.8  52.0  1.5  0.0  27.3  9.3  

2007 88.7  22.5  174.5  90.7  4.3  2.4  18.1  4.7  

2006 65.2  19.7  261.2  95.7  6.2  4.1  26.6  7.3  

2005 165.0  23.9  362.5  117.7  4.0  1.5  64.4  16.7  

2004 177.1  17.9  246.7  88.4  2.0  1.1  51.2  12.3  

2003 355.8  33.1  338.1  105.4  5.1  2.1  91.1  22.4  

2002 434.2  40.6  401.1  103.9  0.7  0.2  74.5  17.9  

2001 551.3  44.7  370.8  86.3  0.4  0.2  105.4  26.4  

2000 584.8  54.3  358.5  79.8  1.0  0.6  119.3  31.5  

1999 583.6  69.5  381.2  116.8  1.0  0.6  138.2  40.2  

1998 434.9  54.9  296.1  71.2  2.0  0.7  63.3  16.6  

1997 768.5  117.8  411.7  112.6  1.0  0.5  86.4  27.6  

*1- 以下は含まず：塗料、着色剤、クレオソートその他防腐剤で処理したもの（2007 年以降） 

*2 - 薄い板のみで構成された合板（1996～2009 年） 

*3 - 合板生産用のベニヤシートとコアストック（1996～2007 年） 

出典：DENR/FMB フィリピン林業統計、2017 
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図６ フィリピンの木材・木材製品輸入金額の輸入先別経年変化 

数字は HS コード 

出典：UN Comtrade Database 
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表 5．フィリピン向け木材一次加工品の主要供給国（2017 年） 

（単位：m3、米ドル(FOB*価格）) 

*FOB: 本船甲板渡し条件（Free On Board） 

出典：フィリピン統計局（Philippine Statistics Authority/PSA） 

 

  

供給国 量 金額 

丸太   

    マレーシア 42,581 5,181,084 

    ソロモン諸島 27,000 7,082,958 

    パプアニューギニア 5,716 600,740 

    南アフリカ 2,864 226,952 

    アメリカ合衆国 1,507 316,914 

    その他 26,299 520,624 

    合計 81,667 13,929,172 

   

製材   

    マレーシア 175,594 26,545,964 

    カナダ 28,164 11,930,138 

    ガボン 10,812 2,468,892 

    アメリカ合衆国 10,236 4,011,727 

    パプアニューギニア 6,738 1,147,327 

    その他 22,656 7,040,772 

    合計 254,200 53,144,820 

   

合板   

    中国 516,723 138,388,240 

    日本 46,569 41,758,722 

    マレーシア 13,205 16,350,356 

    ベトナム 10,274 3,904,562 

    インドネシア 6,725 7,581,734 

    その他 3,497 2,362,505 

    合計 596,543 210,346,119 

   

単板   

    中国 30,096 10,568,901 

    マレーシア 11,796 2,305,042 

    ニュージーランド 7,597 2,834,892 

    ベトナム 1,866 514,112 

    ソロモン諸島 1,391 317,825 

    その他 7,563 2,432,266 

    合計 60,309 18,973,038 
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表 6．マレーシアからフィリピンへの木材・木材製品輸出量（2016 年） 

（単位：千 m3） 

 丸太 製材 合板 ベニヤ 

マレーシア半島 0 42.34 10.10 0.3 

サバ州 44.67 19.42 29.04 2.65 

サラワク州 0 169.77 17.57 0.62 

合計 44.67 231.53 47.45 3.31 

出典：マレーシア木材産業公社4 

 

表 7．フィリピンの林産物輸入（2017 年） 

（金額：：千米ドル；FOB 価格） 

品目 量 単位 金額 

紙・紙製品・板紙 1,366,593,259 net kg 1,223,019 

木質製品 299,489,668 gross kg 226,234 

合板及び合板ベニヤパネル 596,543 m3 210,346 

木製・ラタン家具 147,881,423 gross kg 137,481 

パルプ・古紙 230,220,747 net kg 87,036 

製材 254,200 m3 53,145 

繊維板 64,290,646 net kg 35,336 

パーティクルボード 59,723,543 gross kg 26,482 

ベニヤその他加工木材 60,309 m3 18,793 

丸太 m - 13,755 

さねはぎ加工材等 5,194,610 gross kg 7,784 

圧縮木材及び再生木材 6,088,628 m3 2,046 

廃材 23,816,819 net kg 1,183 

非木材林産物 829,544 net kg 891 

木材チップ及び小片 17,662,103 gross kg 651 

木毛・木粉 2,029,571 net kg 308 

非木材製品 m - 191 

木炭 120,066 net kg 64 

単純加工木材 53,800 gross kg 20 

 森林関連製品輸入総額 2,044,764 

フィリピンの輸入総額     92,660,272 

 輸入総額に占める林産物輸入額の割合（%）（金額ベース） 2.21 

m - 様々な測定単位が採用されている。 

出典：フィリピン統計局 

 

1.3.2. 輸出 

フィリピンでは、国産・輸入原料から国内消費・輸出向け木材製品が製造されてい

る。フィリピンから輸出される木材製品の大半は二次及び三次付加価値製品で、2017

年の森林由来品目の輸出総額は 17 億米ドル近くに達している（表８）。これら輸出品

の大半（12 億米ドル相当）は「木質製品」（例：ドア、窓、建具、モールディング、

床材、木製器具、木製玩具）で、ほとんどが日本へ輸出されている。金額ベースで

は、2016 年の森林由来品目の関連製品の輸出はフィリピンの輸出全体の 2.7 %以上を

                                                            
4 http://www.mtc.com.my/resources-TradeInfo-2016.php 
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占めている（DENR, 2017）。2017 年の「木質製品」の輸出量は前年（28 億米ドル）か

らは減少したが、これはその最大の生産拠点であるカビテ輸出加工区において 2017 年

2 月に最大の工場で起きた火災が主な原因である可能性が高く、一時的なものだと考

えられる。 

「木質製品」の次に主要なフィリピンの輸出品（金額ははるかに小さい）には、パル

プ・古紙（主に英国、オランダ、日本へ輸出）、紙・紙製品・板紙（主にインドネシ

ア、アメリカ合衆国、マレーシアへ輸出）、及び家具などがある（DENR, 2017）。ア

メリカ合衆国はこれまでフィリピン製家具の主な輸出先だったが、近年、その割合は

40%未満に下がっている。フィリピンの輸出業者が家具の輸出市場の多角化に取り組

んでいるためで、日本や中東への輸出が大幅に増えている（Salvio Valenzuela、2018 年

聞き取り調査）。 

フィリピンは 2017 年に 8,100 万米ドル相当の木製・ラタン家具を輸出しており、同年

に 25 万立方メートルの製材、及び 3.7 万トンの木炭（2,170 万米ドル相当）も輸出し

ている。木材チップおよび小片の輸出額はごくわずか（34 万米ドル）であった

（DENR, 2017）。 

フィリピン産木材製品の主な輸出先として突出しているのは日本で、2017 年には同輸

出品全体の約 69%を輸入している（表 12）。その 85％は前述の「木質製品」であっ

た。日本以外では、アメリカ合衆国（特に家具）、英国、中国、及びオランダがフィ

リピン産木材製品の主な輸入国である（DENR, 2017）。 

 

表 8．フィリピンの林産物輸出（2017 年） 

（単位：千米ドル；FOB 価格） 

森林関連製品 量 単位 金額 

木質製品 727,786,369 gross kg 1,219,985  

紙・紙製品・板紙 89,898,103 net kg 114,880  

パルプ・古紙 142,200,282 net kg 111,518  

製材 249,005 m3 94,485  

木製・ラタン家具 19,348,489 gross kg 81,156  

合板及び合板ベニヤパネル 25,830 m3 54,466  

木炭 37,079,277 net kg 21,707  

非木材製品 m - 16,517  

繊維板 2,068,460 net kg 11,753  

さねはぎ加工材等 1,374,775 gross kg 7,810  

パーティクルボード 535,395 gross kg 3,178  

非木材林産物 761,557 net kg 1,265  

ベニヤその他加工木材 1,086 m3 556  

木材チップ及び小片 4,939,493 gross kg 343  

廃材 704,489 net kg 139  

圧縮木材及び再生木材 21,915 m3 121  

丸太 11 net kg 14  

単一加工木材 20 gross kg a 

森林関連製品輸出量合計 
 

  1,739,893 
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フィリピンの輸出総額 
 

  62,874,635 

輸出総額に占める林産物輸出額の割合（%）（金額ベース）   2.77 

a - 1,000 米ドル未満 

m - 様々な測定単位が採用されている。 

出典：フィリピン統計局 

 

表 9．木材一次製品の輸出状況（1997～2017 年） 

年 材木 合板 *1 ベニヤ *2 
量 金額 量 金額 量 金額 

2017 249 94,485  26  54,466  1  556  
2016 189 25,931  a 418  a 242  
2015 267 37,346  a 401  1  808  
2014 310 69,42 2  1,819  4  3,269  
2013 240 74,132  4  3,773  3  3,078  
2012 392 28,046  13  10,986  32  13,475  
2011 405 24,377  40  24,336  15  1,347  
2010 377 10,587  24  14,963  3  2,057  
2009 293 9,629  33  21,921  4  1,301  
2008 215 11,602  39  19,237  4  2,003  
2007 208 14,342  37  14,81 6  3,57 
2006 184 13,198  20  9,619  6  4,019  
2005 130 8,487    7,734  6  3,596  
2004 125 9,737  42  15,466  7  3,225  
2003 119 12,12 10  3,287  4  2,382  
2002 91 10,267  7  3,029  6  3,089  
2001 105 15,959  a 200  3  1,547  
2000 120 20,457  2  2,056  5  2,962  
1999 69 8,739  a 343  5  2,89 
1998 41 5,543  a 80  32  11,748  
1997 141 21,852  a 17  31  14,385  

a - 1,000 立方メートル未満 

*1 - 薄い板のみで構成された合板（1998～2005 年） 

*2 - 合板生産用のベニヤシートとコアストック（1998～2007 年） 

出典：フィリピン統計局  
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表 10．フィリピンから輸出された森林由来品目の主な輸入国（2017 年） 

（単位：百万米ドル；FOB 価格） 

品目 日本 米国 中国 英国 オランダ 

製材 69.2   24.5    

合板 53.2      

木質製品 1196.1  9.3   0.7  0.7  

木製・ラタン家具 23.9  36.1  1.3  1.8  1.5  

非木材林産物  13.2  0.1  0.1  

紙・板紙  18.4  7.2  0.6  0.3  

パルプ・古紙 15.6  10.9  4.7  29.1  20.7  

木炭   4.0    

その他 49.6  0.7  1.1  0.0  0.1  

合計 1407.5 88.6  42.8  32.3  23.4  

出典：フィリピン統計局 

 

2. 関連政府機関の概説 

2.1 法的権限 

フィリピンの森林・木材関連部門を管轄・管理する主な機関・当局を表 13 にまとめ

た。 

現地レベルのあらゆる監視・管理は、DENR の職員、通常はコミュニティ環境天然資源

官（Community Environment and Natural Resources Officers/CENROs）が担当する。現在フ

ィリピン国内には 173 人の CENROs が配置されており、公有林地内の利用権取得を希望

する個人・企業にとって、CENROs が最初の接点となる。CENROs は、あらゆる申請を

受領し、現地調査を行い、要請の承認・却下に関する決定または勧告を行う。CENROs

はさらに、管理計画（例：5カ年作業計画、年次運用計画、成果報告）の精査、伐採の

対象となる植林地の調査、伐採予定のインベントリーと量の検証、私有植林地所有者

への認証付与なども担当している。 

丸太・製材の輸送時には、輸送する量と詳細を CENROs が点検・確認する。また

CENROs は、木材加工工場許可証の申請を受領し、必要な決定レベルに従って、より上

級の DENR 職員に承認または却下の勧告を行う。 

DENR は、搬入される木材を監視・検証する「工場内計測者」を全ての木材加工工場に

配置している。木材の搬入・移動を記録するために、木材加工工場の受入エリアには

CCTV カメラの設置が義務付けられており、木材の搬入・搬出に関する日報、週報、月

報または四半期報告書の記入及びDENRへの提出も義務付けられている（報告頻度は工

場の種類によって異なる）。 

労働慣行並びに労働者の健康・安全に関する問題は、労働雇用省（Department of Labor 

and Employment/DOLE）が監督し、同省には製造工場その他事業者を無作為に点検する

権限が与えられている。さらに DOLE には、従業員記録を点検し、支払い・手当の慣
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行を検証し、労働条件を調査する権限も与えられており、フィリピン労働法に違反し

た場合は罰金または営業停止処分を受けることがある。 

 

表 11．木材及び木材製品の伐採、加工、流通及び取引の管轄機関・当局 

機関名 役割及び責務 

環境天然資源省（DENR） 

 国の環境及び天然資源（公有地内の森林・放牧地、保護区、流
域地区を含む）の保全・管理・開発・適切な利用を所管する主務
官庁。 

 全国に展開する事務所のネットワークを通じ、木材の伐採・輸送・
利用など天然資源のあらゆる利用を認可・規制する。 

 国・地方・州・コミュニティレベルでそれぞれ相応する権限・役割を
有する職員及び事務所を維持する。 

環境天然資源省森林管理局
（Forest Management 
Bureau/FMB） 

 林地及び流域を効果的に保護・開発・保全するために、DENR の
本部及び現地事務所に技術指導を提供する 

 持続可能な森林管理を実施するための政策及びプログラムを提
言する。 

環境天然資源省生物多様性
管理局（Biodiversity 
Management Bureau/BMB） 

 国家統合保護地域制度（国立公園、保護区を含む）を構築・管理
するための政策・指針・規則・規制を提言する。 

 生物多様性の保全を目的とした政策・指針・規制を提言する。 
 絶滅のおそれのあるフィリピンの動植物リストを作成・保持し、そ

れらの保全計画を策定する。 
 ワシントン条約（Convention on International Trade in Endangered 

Species of Wild Fauna and Flora/CITES）の指定権限機関（全て
の CITES リスト掲載種の輸出に関する CITES 許可書の発行を
含む）。 

環境天然資源省環境管理局
（Environmental Management 
Bureau/EMB） 

 国の環境影響評価プロセスの監督を所管する。 
 木材加工工場の操業に必要な環境クリアランス証明書

（Environmental Clearance Certificates）の申請を審査し、承認ま
たは却下する。 

環境天然資源省国土地理・資
源情報庁（National Mapping 
and Resource Information 
Authority/NAMRIA） 

 地図作成サービスを提供し、天然資源データ（地図、図表、文
書、統計）の中央マッピング局、保管施設、配信機関としての役
割を果たす。 

環境天然資源省地方事務所
（Regional Environment and 
Natural Resources Offices） 
 

 DENR は 16 の地方事務所を持っており、それらの事務所は、許
認可の直接発行、地方自治体や州環境天然資源官（Provincial 
Environment and Natural Resources Officers /PENROs）の監督
下で CENROs が発行した許認可の審査を行うなどの重要な役割
を果たしている。 

環境天然資源省州事務所
（Provincial Environment and 
Natural Resources 
Offices/PENROs） 

 天然資源管理を州レベルで監督する。 
 CENROs を評価・監督する。 

環境天然資源省コミュニティ
事務所（Community 
Environment and Natural 
Resources Office/CENROs） 

 地方政府（州、独立市、市・町、バランガイ）と連携しながら、関連
する環境天然資源省州事務所長の監督下で、地方自治体レベル
（通常 4～10 の町を担当）の職務に就いている。CENROs は
PENROs の直属にあり、DENR（本部、DENR 地方事務所及び
DENR 州事務所）の指導を受けるが、現地の市町村長とも連携す
る。 
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機関名 役割及び責務 

 CENROs はフィリピンの林業のほぼ全ての側面において現地レ
ベルで主要な役割を果たしている。 

 フィリピン国内に 173 の CENROs が配置されている。 

 

国家先住民族委員会
（National Commission on 
Indigenous Peoples/NCIP） 

 フィリピン先住民族の権利保護を所管する。1997 年制定の先住
民族権利法（Indigenous Peoples’ Rights Act/IPRA）に即した先
住民族の先祖伝来領域の公式認定の取得支援を含む。 

 先祖伝来領域権原証明書及び先祖伝来地権原証明書を発行す
る。 

 先祖伝来領域請求の審査及び同権原発行を待つ先祖伝来領域
請求（先祖伝来領域請求権証明書）を登録する。 

貿易産業省（Department of 
Trade and Industry/DTI） 

 貿易産業政策の策定を所管する。 
 競争力及びビジネス環境の向上に努める。貿易及び投資を促進

する。 
 輸出申告書を発行する。 
 フィリピン貿易投資センターを世界中 28 カ所（大阪、東京を含む）

に展開している。 

農業省植物産業局（Bureau of 
Plant Industry, Department of 
Agriculture/BPI） 

 植物製品の輸出に関する植物検疫証明書を発行する。 
 植物原料及び製品の輸入に関する衛生・植物検疫輸入許可書を

発行する。 

証券取引委員会（Securities 
and Exchange Commission 
/SEC） 

 フィリピンの資本市場を育成及び規制し、民間企業が事業を行う
ために必要な登録を行う。 

 優れた企業統治を推進する。 
 金融商品・資源へのアクセスを促進する。 

土地登記局（Land 
Registration Authority/LRA） 
（法務省 Department of 
Justice）の下部組織） 

 登記命令及び権原証書を発行し、文書、土地権利証その他土地
取引を登録し、土地所有権の記録を提供する。 

 権原譲渡証書を発行する。 
 登記済みの土地の取引に関する権原の時系列記録または取引

記録を保持する。 

財務省関税局（Bureau of 
Customs, Department of 
Finance/BoC） 

 貿易の規制・促進を所管する。 
 輸入税を課税・徴収する。 
 違法取引その他税関詐欺対策を講じる。 
 通関管理システムを運用する。 
 輸入業者及び輸出業者を登録する。 

労働雇用省（Department of 
Labor and 
Employment/DOLE） 

 労働及び雇用に関する政策策定・計画立案・調整・行政を担う主要
機関。 

 労働法及び労働安全衛生規制の執行を所管する。 

科学技術省（Department of 
Science and 
Technology/DOST） 

 DOST 傘下の林産物開発研究所（Forest Products Research and 
Development Institute/FPRDI）は、森林セクターにおける新製品・技
術の開発を所管する。 

 DOST 傘下のフィリピン農水産天然資源研究開発センター
（Philippine Council for Agriculture, Aquatic and Natural Resources 
Research and Development/PCAARRD）は、技術開発（林業を含
む）に関連する政策及びプログラム、並びに技術の普及・導入の支
援を所管する。 

地方自治体 

 フィリピンは、州、市・町、バランガイの 3 つの地方行政単位に分
かれている（イスラム教徒ミンダナオ自治地方、コルディリェラ行
政地域を除く）。 

 2017 年 3 月 31 日現在、フィリピンには 1,489 の町がある。 
 木材加工・取引など現地の事業活動を登録する（例：営業許可

証）。 
 CENROs と連携する。 
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 現地の環境・天然資源問題に対処するために町環境天然資源官
（Municipal Environment and Natural Resources 
Officers/MENROs）を雇用する権限がある。MENROs は通常、現
地レベルで CENROs と緊密に連携する。 

 

 

図７ 環境天然資源省組織図 

出展：http://www.denr.gov.ph/about-us/organizational-structure 

 

3. 森林資源の収穫に関する法律 

3.1. 森林資源の収穫に関する法規制 

表 12 は、森林・資源保有権、森林管理、木材伐採等に関する主な法規制のリストであ

る（該当する主なサイトの HTML リンクを記載している）。 
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表 12．森林へのアクセス、森林管理、及び各種許認可の発行に関する法規制 

法規制の名称  
年（公布年
及 び 最 終
改正年） 

詳細 

大 統 領 令
（ Presidential 
Decree /PD ）
705 号、「フィリピ
ン改正森林法」
として知られる 

 1975  フィリピンの森林基本法に相当し、行政、管理方針、木材伐採、森
林利用、木材加工、森林保護、森林再生、手数料等について定め
ている。 
https://www.lawphil.net/statutes/presdecs/pd1975/pd_705_1975.h
tml 

行 政 命 令
（ Executive 
Order/E.O. ） 23
号 

 2011  フィリピン国内の全ての天然林及び残存林における木材伐採の一
時停止（モラトリアム）を宣言し、違法伐採対策タスクフォース結成し
た。 
https://server2.denr.gov.ph/uploads/rmdd/executive_order_no._23_
692.pdf 

行政命令 263 号  1995  国の林地資源の持続可能な開発を確保するために、コミュニティを
基盤とする森林管理を国家戦略として採用し、実施のためのメカニ
ズムを規定した。 
https://www.lawphil.net/executive/execord/eo1995/eo_263_1995.h
tml 

DENR 省 令
（ Administrative 
Order ） 2004-29
号 

 2004  行政命令 263 号の施行を目的に改正された規則・規制。「コミュニテ
ィ林管理（CBFM）戦略」として知られる： 
• 過去の住民指向型森林管理アプローチが全て統合されている。 
• 国の森林管理の主な戦略である CBFM について詳述している。 
• CBFM に参加する住民組織の資格、並びに CBFM 協定の指定手

続き（申請要件、保有便益、ガバナンス、森林管理実践を含む）を
定めている。 

http://policy.denr.gov.ph/dao2004/dao2004-29.pdf 

DENR 省 令
2004-30 号 

 2004  社会産業林管理プログラムの下で小区画の劣化林地において植林
を行うことを目的に、個人及び団体が森林保有権を取得するための
要件・資格・手続きについて説明し、木材伐採規定を含む権利と義
務を詳述している。1～20 ヘクタールの林地は個人または単一世帯
に、20～500 ヘクタールの森林は協会、パートナーシップ、協同組合
に配分される。保有期間は 25 年で更新可能。 
http://policy.denr.gov.ph/dao2004/dao2004-30.pdf 

DENR 省 令
1999-53 号 

 1999  包括的森林管理プログラムに関する規則・規制： 
 500 ヘクタール未満の林地を対象に、包括的森林管理協定

（IFMAs）を結ぶために必要な資格及び条件について詳述してい
る。無効または失効した木材伐採権協定（TLAs）（かつての木材コ
ンセッション）を IFMAs に転換させることも含まれる。 

• IFMA 保持者の利益と義務について概説している。 
• IFMA に基づいてリースされた土地における管理・伐採・植林等に

関する実践と規則を明確化している。 
http://policy.denr.gov.ph/1999/fordao99-53.pdf  

 
DENR 省 令
1998-45 号 

 1998  CBFM区域内における管理（スチュワードシップ）契約証書の発行及
び譲渡に関する指針： 
• 最大 10 ヘクタールの林地を対象に、資格のある森林占有者に対

して管理契約証書（CSCs）保有権（期間は 25 年で更新可能）を付
与するための諸条件を明確化している。 
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法規制の名称  
年（公布年
及 び 最 終
改正年） 

詳細 

• 付与された土地を売却または譲渡できる条件を概説している。 
• 森林居住者の保有権を認めた国内初の証書の 1 つ。 
http://policy.denr.gov.ph/1998/dao98-45.pdf 

DENR 通 達
（ Memorandum 
Circular ） 1999-
20 号 
 

 1999  重要な「私有地または納税申告された譲渡可能地内にある私有植
林地から得られた木材副産物の登録・伐採・輸送・販売に関する補
足指針」について規定している。私有地で造成された植林地の登録
について概説し、伐採・輸送・販売手続きを簡素化している。 
http://policy.denr.gov.ph/1999/formo99-20.pdf 

共 和 国 令
（ Republic Act）
7586 号「1992 年
国 家 統 合 保 護
地 域 制 度 法 」
（ National 
Integrated 
Protected Areas 
System Act） 

 1992  国家統合保護地域制度の構築・管理（国立公園、厳正自然保護
区、国定記念物その他保護区を含む）について定めている。 
http://extwprlegs1.fao.org/docs/pdf/phi19796.pdf 

共和国令 9147
号「野生生物資
源保全保護法」
（ Wildlife 
Resources 
Conservation 
and Protection 
Act） 

 2001  国の野生生物資源（絶滅危惧動植物を含む）に法的保護を与え、そ
の管理について概説している。野生生物種の採集・取引について規
定し、DENR 保護地域・野生生物局（現在の生物多様性管理局）を
CITES に記載された種の取引を管轄する管理機関に指定してい
る。 
https://www.lawphil.net/statutes/repacts/ra2001/ra_9147_2001.ht
ml 

共和国令 8371
号「1997 年先住
民 族 権 利 法 」
（ Indigenous 
Peoples' Rights 
Act: IPRA） 

 1997  先住民族文化社会と先住民の権利を承認・保護・促進している： 
• 先祖伝来領域に対する先住民族文化社会と先住民の権利を承認

し、先祖伝来領域の所有・範囲の決定に際して財産権及び財産
関係に関する慣習法を適用できることを認めている。 

• 先祖伝来領域請求権／権原証明書の発行について規定してい
る。 

• 先祖伝来領域・伝来地に影響を与えるあらゆる取り組み及び計画
に対して、FPIC の取得を義務付けている。 

• 先住民族が先祖伝来領域内の天然資源を管理・利用する権利を
認識している。 

• 先住民族文化社会及び先住民の権利を支援するために国家先
住民族委員会を設立している。 

http://extwprlegs1.fao.org/docs/pdf/phi13930.pdf  

共和国令 9175
号「2002 年チェ
ー ン ソ ー 法 」
（Chainsaw Act） 

 2002  • チェーンソーの所有・占有・売却・輸入・利用を規制している。 
• チェーンソーの所有者及び占有者に有効な許可書の取得を義務

付けている。 
https://www.lawphil.net/statutes/repacts/ra2002/ra_9175_2002.ht
ml  

大 統 領 令
（ Presidential 
Decree/PD）442
号「フィリピン労
働 法 」 （ Labor 

 1974 
 複 数 回

にわたっ
て 様 々
なセクシ

労働者及び雇用者の権利義務、労働条件、労働安全衛生、福利厚
生、保護等に関するフィリピン労働基本法。これまでに PD 442 の
様々なセクションが改正されており、DOLE は最近、更新及び修正さ
れた全ての条項を編纂・公表している（DOLE ウェブサイト参照）。 
https://www.dole.gov.ph/  
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法規制の名称  
年（公布年
及 び 最 終
改正年） 

詳細 

Code of the 
Philippines） 

ョンが改
正 

 

3.2. 森林に対する法的権利 

3.2.1. 公有地・林地 

フィリピンでは、国家が「林地（forestland）」として知られる「公有地」の全ての土

地（総面積 1,580万ヘクタール）を所有している。「林地」として維持する必要が無い

との決定が下された土地は「譲渡可能地（alienable and disposable lands）」に分類され、

大部分は私有されている。公有地の管理者である政府は、各種法令の規定に適合する

林地について、様々な保有証書や協定書を発行し、林地の保有権や伐採等の利用権を

付与している。DENR が発行するそれらの保有証書が対象としている面積は、現在合計

280 万ヘクタールに達している。また 550 万ヘクタールの土地の権原が先住民族文化コ

ミュニティ（indigenous cultural communities/ICCs）及び先住民（Indigenous Peoples/IPs）

に付与されているが、様々な保有証書があり、先祖伝来領域として権原付与されてい

る土地の一部と重複しているため、混乱や争いの原因となっているケースもある

（Gillian Dunuan、2018 年聞き取り調査）。また現実には、公有地を占有・利用する法

的権限を与えられていない「不法占拠者」によって多くの公有地が占有されている。 

また、フィリピン政府は、現地コミュニティや先住民の権利の承認・行使および、あ

らゆるステークホルダーが天然資源管理に関する計画立案及び意思決定に参加・関与

することを推進している。フィリピンでは NGO や住民組織（Peoples Organizations/PO）

に積極的に関わる人が多いため、ほとんどの意思決定プロセスにおいて、影響を受け

る現地ステークホルダーの意見が反映されている。 

1990 年代以前のフィリピンでは、森林利用権は主に木材伐採権協定（Timber License 

Agreements/TLAs）に基づいて配分され、数十万ヘクタールの天然林の木材伐採権が商

業伐採企業に付与されていた。1975 年頃に森林政策の改革が始まり、PD 705 号（現在

もフィリピンの森林基本法として存続）により、区分された林地に居住し高地で移動

耕作に従事している人が数百万人いることを認識し、1975 年以前から森林に居住して

いる者を不法占拠者として起訴することを中止した。1982 年、フィリピン政府は統合

型社会林業プログラム（Integrated Social Forestry Program/ISFP）を開始し、森林占有者

に 25 年間の保有権（更新可能）を保証する管理契約証書（Certificates of Stewardship 

Contracts/CSCs）を付与した（Pulhin, et al., 2008）。1986 年にマルコス政権が失脚する

と急速な民主化への道が開かれ、森林政策における社会的公正の向上につながった。

1989 年には DENR 省令 123 号が発令され、コミュニティ林業プログラム（Community 

Forestry Program/CFP）が策定された。それによって、高地の農家に森林資源への合法

的なアクセス（配分された土地の天然林から木材を伐採する権利を含む）が提供され

た。1995 年、当時のラモス大統領は行政命令 263 号を発令し、CBFM プログラムを持

続可能な森林管理における国家戦略に位置付ける画期的な政策を打ち出した。同プロ
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グラムの下で、様々な証書（大半は CBFMAs）に基づき現地コミュニティに 25 年間の

保有権（更新可能）が付与された。 

一方 TLA コンセッション制度は段階的に廃止されていった。現存する TLAs は 2 つのみ

で（対象面積は 119,560 ヘクタール）、いずれのケースも天然林の伐採一時停止措置

（E.O. 23）によって伐採作業が中止されている。また一部の既存または無効の TLAs は

包括的森林管理協定（IFMAs）へ転換されていった。 

1995 年には、先住民（IPs）の先祖伝来領域（Ancestral domain）に対する請求も認めら

れ、記録された。1997 年には、先住民に関する世界で最も進歩的な法律の 1 つであ

る、先住民族権利法（Indigenous Peoples’ Rights Act / IPRA）が制定された。IPRA は、

先住民族文化コミュニティ及び先住民が、先祖伝来領域の所有権を主張することにつ

いて規定している。先祖伝来領域（有史以前から居住してきたことが証明された土

地）とは、資格のある先住民族文化コミュニティ（indigenous cultural community / 

ICC）または先住民に交付された先祖伝来領域権原証明書（Certificates of Ancestral 

Domain Title / CADT）または先祖伝来地権原証明書（Certificates of Ancestral Land Title / 

CALT）に基づき私有が法的に認められた土地を指し、先住民族文化コミュニティまた

は先住民は、IPRA の下で、指定された先祖伝来地の範囲内において土地と資源を管

理・利用する権利を有する。その他の権利・保護として、先住民族文化コミュニティ

と先住民には、十分な情報と理解に基づき、先祖伝来領域に影響を与えるあらゆるプ

ロジェクト（公共・民間を問わず）の策定及び実施に参加する権利も保証されている

（＝十分な情報に基づく事前の自発的同意：Free, Prior and Informed Consent/FPIC）。

また国家先住民族委員会（National Commission on Indigenous Peoples/NCIP）には、IPRA

に基づいて先住民族文化コミュニティ及び先住民の権利を確保及び保護するための幅

広い権能が与えられている。 

上記以外の林地は、多数の異なる保有権配分の取り決めによって、個人・世帯、コミ

ュニティ、協会その他の組織に配分された。ほとんどの場合、様々な保有証書や規制

に基づいて林地を配分するには、現地住民が土地の境界確定・指定・管理に積極的に

関与することが不可欠である。林地保有権に関する主な取り決めを以下にまとめた。 

3.2.1.1. コミュニティ林管理協定（CBFMAs） 

コミュニティ林管理協定（Community-Based Forest Management Agreement / CBFMA）と

は、政府と住民組織（PO）が代表する現地コミュニティとの間で交わされる合意であ

り、POs には現地住民を代表し合法な保有権保持者としての役割を果たすことが求め

られる。現地コミュニティは、定められた権利と義務を有する森林管理者として活動

する。保有期間は 25 年で、さらに 25 年間更新することができる。2017 年現在、フィ

リピンには正式な CBFMAs が 1,884 件あり、対象面積は合計 1,615,598 ヘクタール（全

林地の約 10%）に及ぶ。また約 20 万世帯が CBFMAs の下で森林管理に従事していると

公式登録されている（DENR 省令 2004-29： E.O. 263 の施行に関する改正規則・規制及

びコミュニティ林管理戦略）。しかし現実には、CBFMAs を保有しているが、ガバナン

スの弱さや森林利用に関する不安定な政策（例：天然林からの木材伐採に対する現行

規制）が阻害要因となり、活動していない POs も存在する。 
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3.2.1.2. 包括的森林管理協定（IFMAs） 

包括的森林管理協定（Integrated Forest Management Agreements / IFMAs）は、林地管理

の資格を有する個人・主体が、産業林の造成のために、一定の賃料を対価として、

DENR と交わす協定である。2017 年現在、フィリピンには 102 件の有効な IFMAs があ

り、対象面積は 727,983 ヘクタール（全林地の約 5%）に及ぶ。かつての TLAs 地域を

カバーしている IFMAs が多くあり、それらの地域は TLAs が失効または無効になった後

に IFMAs に切り替わった。IFMAs に関連する所有権は他の主体に譲渡・移転できる

が、そのためには DENR 大臣の承認が不可欠である（DENR 省令 1999-53：包括的森林

管理プログラムに関する規制）。 

IFMA 保持者には、協定を正式なものにする条件の 1 つとして、環境適合認証書

（Environmental Compliance Certificate）の取得が義務付けられている。同認証書は

DENR が発行し、特定の地域で提案されているプロジェクトまたは事業が、環境影響評

価（Environmental Impact Assessment/EIA）または初期環境調査（ Initial Environment 

Evaluation/IEE）の結果、許容できない影響をもたらすことはないと評価されたこと、

並びに提案者が（必要に応じて）環境影響評価書（environmental impact statement/EIS）

制度の要件を満たしていることを証明する文書である。 

IFMAs の指定に関する DENR 省令 1999-53 規則は、対象地域の境界確定及び実施予定の

管理活動について、当該の森林に依存して生活しているコミュニティと協議を行うこ

とを明確に義務付けている。先住民族文化社会または先住民が先祖伝来領域・土地請

求権に基づいて請求している土地、或いは ISFP、CFP などの住民指向型林業プログラム

に基づいて DENR が交付した他の保有証書の対象土地は、当該土地保有者による FPIC

が無い限り、IFMAs に含まれることは無い。また、プロジェクトや開発活動が与える

社会経済的、政治的、文化的影響に関しては、高地のコミュニティ及び IFMA 地域内の

先住民から FPIC を得ることも義務付けられている。 

3.2.1.3. 社会産業林管理協定（SIFMAs） 

社会産業林管理協定（Socialized Industrial Forest Management Agreements/SIFMAs）は、

DENR と一般世帯（1～20 ヘクタール）または協会・パートナーシップ・協同組合（20

～500ヘクタール）が、持続可能な開発の原則に則り、小区画の林地を開発・利用・管

理する権利について規定する協定である。2017 年現在、フィリピンには 1,511 件の

SIFMAs があり、対象面積は 32,005 ヘクタール（全林地の約 2%）に及ぶ（DENR 省令 

1996-24：社会産業林管理プログラムに関する規則・規制）。 

上記以外にも、植林借地契約（Tree Farm Lease Agreements/TFLAs）やアグロフォレスト

リー借地契約（Agroforestry Farm Lease Agreements/AFFLAs）など、林地の利用について

DENR が発行している保有証書や協定・契約が数多くあるが、これらの協定・契約がカ

バーしている総面積は比較的小さい。 

3.2.1.4. 先祖伝来領域 

1997 年 IPRA の公布により、先住民の「先祖伝来領域」が合法的に認定された。先祖伝

来領域は IPRA によって法律上「私有地」と認定され、同認定地内の全ての天然資源の
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所有権と利用権も認められた。これまで IPRA の規定の下で約 550 万ヘクタールの土地

が先祖伝来領域と認定されてきた。慣習的管理に基づいて森林資源を管理することが

明確に認められ、DENR は、関連する伝統的かつ持続可能な土着の天然資源管理慣行を

記録する取り組みを行っている。先住民は、IPRA に基づいて CADT または CALT を申請

することができる。前者は一般的により広い地域が対象で、証明書はコミュニティに

対して交付される。後者は一般的に小規模な地域が対象で、証明書は個人や世帯に交

付される。CADTs と CALTs は、土地と資源の永代所有権を証明している。先住民はま

た、先祖伝来領域に対する請求権を証明する先祖伝来領域請求権証明書（Certificate of 

Ancestral Domain Claim/CADC）を先に申請した上で、権原の請求審査や審査後の権原付

与を待つこともできる。IPRA は、所有権が付与された先住民族文化コミュニティの外

部に先祖伝来領域／伝来地を売却することを禁じている。実質的には、国が原則的に

保有している譲渡権を除き、先祖伝来領域・伝来地と定められた土地を利用・管理し、

他者を排除する権利は、正当な所有者と特定された先住民に付与される。しかし、一

部の先祖伝来領域には不確実性という大きな課題がある。原因は、IPRA の条項に

「IPRA 制定以前に存在していた先祖伝来領域内の財産権と利用権は認識及び尊重され

なければならない」と規定されていることにある。先祖伝来領域と主張されている多

くの地域で、IPRA 以前にそのような財産権及び利用権（例：IFMAs）が付与されている

ため、権利の確定ができず、CADTs 及び CALTs の交付や IFMAs の更新に遅れが出ている

（Gillian Dunuan、2018 年聞き取り調査）。先祖伝来領域の権原が認められている先住

民と先住民族文化社会であっても、森林に関する国の法規制には従わなければならな

い。従って先住民と先住民族文化コミュニティは、自己利用のためであれば天然林か

ら木材を伐採できるが、それらの木材を商業的に販売することは認められていない。

ただし同じ境界内の私有植林地については木材を伐採・販売することができる。 

3.2.2. 私有地 

2011 年以前、様々な森林保有契約の保持者は、所定の条件や管理計画に従って天然林

から木材を伐採することができた。しかし、違法伐採や持続不可能な森林伐採への懸

念が高まり、フィリピン政府は 2011 年に E.O.23 を発令し、全ての天然林及び残存林の

木材伐採一時停止措置（モラトリアム）を課した。天然林での木材伐採は現在も規制

されており、専門家の大半は近い将来規制が解除されることは無いと考えている。 

そのため 2011 年以降、フィリピンでは人工林から伐採された木材のみが合法木材とな

っている（ごくまれな特例として、認可されたインフラ及び開発プロジェクトのため

の伐採は認められている）。CBFMAs、IFMAs、SIFMAs その他様々な保有契約の対象と

なっている林地内には小規模の植林地があり、これら植林地では合法的に伐採できる

が、国産合法木材の大半（80%以上）は私有地に造成された植林地で生産されている

（DENR, 2016）。 

現在拡大しつつある私有地の植林地は、DENR が発行している保有契約の対象ではなく、

土地登記局（Land Registration Authority/LRA）の権原付与・登記慣行によって管理され

ている。譲渡可能地の合法的所有権を持つ個人や企業は、商業植林地を造成するよう

奨励されており、私有植林地から伐採した木材を販売する意図がある植林地保有者は、

地方自治体の監督下にある現地の CENROs から植林地所有証明書（Certificate of Tree 

Plantation Ownership/CTPO）（以前の名称は私有植林地所有証明書（Private Tree 
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Plantation Ownership Certificate/PTPOC））を取得し、植林地を登記するよう求められて

いる。登記をすれば、植林地木材の伐採・輸送・販売が可能になる。植林地の登記に

は、土地所有権の証拠、申請者が植林地の正当な所有者であることを示す、バランガ

イ首長（村長）から取得した証明書、及び植林地の写真が必要である。 

 

表 13．森林の保有権、利用権の種類と、木材の管理・伐採・輸送許可に関する書類 

保有権・利用権 木材の管理・伐採・輸送許可に関する書類 

公有地・林地［1,580 万 ha］ 

うち権利が付与された面積：280 万 ha 

うち ICCs 及び IPs に権原が付与された面積：550 万 ha 

コミュニティ林管理協定

（CBFMAs） 

[1,615,598 ha] 

（1） 

25 カ年包括的資源管理フレームワーク（DENR が承認） 

5 カ年作業計画（DENR または CENRO が承認？） 

（2） 

統合型社会林業プログラム（ISFP）によって付与された CSCs 

農地計画 

木材原産地証明書（Certificate of Timber Origin /CTO）（CENRO が

発行） 

包括的森林管理協定

（IFMAs）[961,510 ha] 

初期環境調査（DENR が承認） 

25 カ年包括的資源管理計画（DENR が承認） 

環境適合認証書（DENR が発行） 

木材原産地証明書（CTO）（CENRO が発行） 

社会産業林管理協定

（SIFMAs）[32,219 ha] 

年次計画（DENR が承認？） 

あらゆる植林木を自由に伐採する許可 

伐採許可証（CENRO が発行） 

木材原産地証明書（CTO）（CENRO が発行） 

植林借地契約（TFLAs）  

アグロフォレストリー借地契

約（AFFLAs） 

 

木材伐採権協定（TLAs） 

[119,560 ha] 

 

Special Cutting Permit インフラにともなう伐採 

譲渡可能地 

私有地 （1）植林地所有証明書（CTPO）（CENRO が登録） 

- 土地登記局（LRA）による権原付与及び登記 

- 植林地木材の伐採・輸送には CTPO と自己モニタリングフォー

ム（SMF）（CENRO が承認）、輸送契約書のみが必要。 

（2）CTPO が無い私有地 

伐採許可証及び輸送確認証明書（CV）（CENRO が発行）が必要。 

（3）私有地の自然木伐採に関する私有地木材許可証（Private Land 

Timber Permit/PLTP）（高品質種を除く） 

（4）インドカリン（Pterocarpus indicus）やベンゲット松（Pinus keysia）

などの植栽または自然植生の高品質硬材に関する特別私有地木材

許可証（Special Private Land Timber Permit/SPLTP） 

 

3.3. 木材供給源の種類、管理・伐採計画及び許可証 
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E.O.23 の発令によって、実質的にフィリピンで合法木材となるのは、植林地から伐採

された木材、並びにアグロフォレストリーと農地での植林木のみである。植林地での

植栽には様々な環境規則が適用され、例えば、傾斜 50%以上の斜面と標高約 1,000 メ

ートル以上の高地、並びに河川岸から 20 メートル以内の緩衝帯での木材伐採を禁じて

いる。また国立公園や保護区内での木材伐採も全面的に禁止されている。 

CBFMAs、CSCs、IFMAs 及び SIFMAs 対象地域内及び私有地からの木材伐採は認められて

いるが、調達できるのは植林木のみである（まれな例外として、認可されたインフラ

プロジェクトや鉱業・エネルギー開発プログラム、IFMAs 対象地内での植林を目的に

認可された敷地造成のための伐採は認められている）。木材伐採規則の順守監視を主

に所管するのは現地の CENROsで、CENROsは伐採作業中及び作業後に公有地の CBFMAs、

IFMAs その他対象地域を検査し、違反があった場合は（必要に応じて）PENRO 及び

DENR 地方事務所に報告する。 

フィリピンでは、森林資源に関連した利益分配は一般的に現地住民に有利な取り決め

になっている。ほとんどのケースで、現地コミュニティ、協会及び個人世帯は森林税

が免除される（特に人工林からの木材伐採）。 

違法木材伐採の監視・対策はDENRが主に所管する。様々な保有証書の対象となってい

る公有地内での伐採に関しては、DENR職員（通常は CENROまたはそのスタッフ）が、

伐採予定または伐採されたばかりの地域を定期的に訪れて調査する。同調査では、認

可された伐採地以外で伐採された可能性がないかどうか、環境価値などに関連した伐

採規則違反が行われていないかどうかという点に注意が払われる。TLAs 時代の古いフ

ォームが今でも用いられているケースもあるが、伐採に関する違反は比較的まれであ

る。 

伐採に関する特定の法的要件を保有協定ごとに以下にまとめた。 

3.3.1. 公有地・林地 

保有証書（例：IFMAs、CBFMAs、SIFMAs）の対象となる公有林地の全ての土地におい

て、政府または現在の保有権保持者以外の主体が植林した場合、総収入の 30%は政府

に支払われ、70%は植林木伐採時の保有権保持者に支払われる。一方、現在の保有権

保持者が植林及び育成した場合は、同保有権保持者が収入の 100%を取得する。 

3.3.1.1. コミュニティ林管理協定（CBFMA） 

CBFM 対象地では、承認済みの 25 カ年包括的資源管理フレームワークを構築すること

が求められ、同フレームワークには以下が義務付けられている：地元コミュニティと

の協議、土地の境界確定と調査、木のマーキング、DENR（コミュニティ、州、地方レ

ベル）、住民組織メンバー、地方行政単位その他ステークホルダーによる検証・承

認。伐採は当該地域の承認済み 5 カ年作業計画に記された指示に従って行い、伐採予

定の樹木の全木調査を行って CENRO に報告しなければならない。5 カ年作業計画の策

定・承認は通常 2 カ月ほどかかり、費用は数百（場合によっては数千）米ドルになる

（Pulhin and Ramiriz, 2016; Gritten, et al., 2013）。植林地から伐採した木材に森林税はか

からない。伐採した樹木がコミュニティへの CBFMA 保有証書交付前に植えられていた

場合、その販売によって得られた収入の 70%はコミュニティに、30%は政府に配分さ
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れる。コミュニティ自身が植えた木を伐採した場合は、全収入がコミュニティのもの

になる。 

管理契約証書（CSC） 

ISFP によって付与された CSC 保持者は、管理計画策定を目的とした簡単な年次計画を

策定する必要がある。CSC 対象地での植林木伐採の際に従うべき手続き及び規則は、

CBFM 対象地に適用されるものと似ている。例外は、5 カ年作業計画ではなく、個別の

「農地計画」を指示書にしている点である。伐採する樹木の全木調査が義務付けられ

ており、植林地から伐採した木材には森林税がかからない。現在ではほとんどの CSCs

が CBFMAs に組み込まれている。 

3.3.1.2. 包括的森林管理協定（IFMA） 

IFMA 保持者は、対象地域の初期環境調査（同調査後に環境適合認証書の承認が必要）

を実施し、25 カ年包括的資源管理計画を作成した後、担当の DENR 職員から同計画へ

の承認を得なければならない。5 カ年作業計画及び年次運用計画は、特定の作業（伐

採を含む）に関する指示書となる。現在（E.O. 23 の発令以降）認められているのは植

林木の伐採のみで、実施した主な管理活動に関する年次成果報告書を毎年 DENR に提

出することが義務付けられている。植林地では承認された計画に従って伐採すること

ができるが、例外として、傾斜 50%以上の斜面と標高約 1,000 メートル以上の高地、

並びに河川岸から 20 メートル以内の緩衝帯での伐採は禁止されている。全木調査が義

務付けられており、植林地から伐採した木材には森林税がかからない。 

IFMAs の契約条件は契約時に行われた DENR との個別の交渉によって異なるが、IFMAs

でも植林地から伐採した木材に対する森林税は免除される。 

天然林での木材伐採が禁止されているため、現状では多くの IFMAs は活動していない

か、最低限の森林管理活動しか行っていない。IFMA 管理者からは、指定地内の森林資

源保護に多大なコストがかかり続けているにもかかわらず、ほとんど収入を得ること

ができないと不満の声が上がっている。 

3.3.1.3. 社会産業林管理協定（SIFMA） 

SIFMA 保持者は、管理を目的とした簡単な年次計画を策定する必要がある。あらゆる

植林木を自由に伐採することが認められているが、環境保護のために必要な場所

（例：傾斜 50%以上の斜面や河川岸）は除外される。伐採予定の木の全木調査が義務

付けられており、CENRO が発行する伐採許可書が必要である。植林地から伐採した木

材に森林税はかからない。 

3.3.1.4. Special Cutting Permit 

インフラ建設のために伐採された木材については、Special Cutting Permit が発行され

る。ほとんどが公有地であるが、私有地が含まれることもある。 

3.3.2. 私有地 

私有地に造成された商業植林地に関しては、伐採前に登記を行い、植林地所有証明書

（CTPO、以前の名称は PTPOC）の交付を受けなければならない。所有者が既に CTPO
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を取得している場合は、私有植林地または個人所有の人工林から木材を伐採するため

に特定の管理計画を策定したり伐採許可証を取得する必要はない。ただし例外とし

て、植栽されたインドカリン（Pterocarpus indicus、「フィリピンローズウッド」と呼

ばれることもある）は高品質樹種とみなされており、1993 年 9 月 30 日付 DENR 省令

58 号セクション 4 に従って「特別私有地木材許可証」（Special Private Land Timber Permit 

/SPLTP）の取得が義務付けられている。 

伐採時には、面積 50 ヘクタール以上の植林地の場合は伐採予定の木の全木調査を行い、

CENRO に報告しなければならないが、それ以下の面積の場合は免除されている。CTPO

登録済み植林地の所有者は、自己モニタリングフォーム（Self Monitoring Form/SMF）

を作成し、CENRO による検証を受ける。輸送と販売には、同フォームにタリーシート

（輸送・販売を目的に伐採された木材の樹種と量を記載）と輸送契約書の写しを添付

して提出するだけで十分である。 

CTPO に登記されていない私有地であっても、本数が 10 本に満たないような場合には

CENRO による CV の交付によって輸送が可能になる。 

自然木（植栽ではない）を有する私有地所有者は、自然木の伐採を認める私有地木材

許可証（Private Land Timber Permit/PLTP）を取得することができる。ただし、許可申請

手続きが細かく複雑な上に、許可が下りることはほとんどない。 

3.3.3. チェーンソー所有許可 

木材伐採のためにチェーンソーを使用する全ての個人または団体・企業は、有効な許

可書を取得することが法律（共和国令 9175 号）によって義務付けられている。チェー

ンソー販売業者も、実施規則（DENR 省令 2003-24）に基づいてチェーンソーの輸入・

販売許可書を DENR から取得する必要がある。チェーンソーを合法的に所有する資格

を有する者には、CBFMAs、IFMAs、SIFMAs 及び CSCs の保持者、並びに私有樹木農場経

営者が含まれる。チェーンソー所有許可証は現地の CENRO が発行し、CENRO は林業に

携わる適格所有者に登録証明書（有効期間 2 年、更新可能）を交付する。所有者は、

チェーンソー所有の適格性と必要性、及びチェーンソーの詳細（種類、型式、シリア

ル番号等）を示す証明書類を提出する必要がある。 

（参照：http://policy.denr.gov.ph/2003/dao2003-24.pdf）。 

また環境上の懸念として、木材伐採設備に用いられる潤滑剤の使用と適切な処分とい

う課題もある。ただし現在フィリピンでは、木材伐採のほとんどのケースでチェーン

ソーや軽機しか使用されないため（スキッダーやブルドーザーは使われない）、その

ような化学物質が不適切に扱われたり処分されたりするリスクは低い。 

3.4. 保護種 

環境天然資源省（DENR）生物多様性管理局は、共和国令 9147 号（「2001 年野生生物

資源保全保護法」）に従って、DENR 森林管理局と連携し、「近絶滅種」、「絶滅危惧

種」、「危急種」、「その他危急種」の樹種に分類された「フィリピン絶滅危惧植物

種リスト」を作成・保持している。最新リストが発表されたのは 2017 年 5 月で（DENR
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省令 2017-11 号）5、同リストには、過去（E.O. 23 発令以前）に商用樹種として伐採さ

れていた複数の樹種を含む 388 の樹種が記載されている。しかし、フィリピン絶滅危

惧植物種リストは野生個体群のみを対象としているため、同リストの樹種が植栽され

て DENRに登録されると、合法的な伐採が可能になり、サプライチェーンに混入する場

合がある。これに最も該当するのがインドカリン（Pterocarpus indicus、現地名 narra）

で、同野生個体群は「危急種」に分類されている。現在、インドカリンを植栽する樹

木栽培者は、植林木の伐採に SPLTP を取得することが義務付けられている。フィリピ

ンで生産されているインドカリンは現在でも天然林由来のものがが多い。 

CITES 付属書 II にはフィリピン在来種が 3 種記載されている。Aquilaria spp と Gyrinops 

spp.（沈香）及び Gonystylus spp.（一般名：ラミン）で、これらの種の輸出入は過去数

年間一切禁止されている。 

さらに、南米原産の広葉樹種のマホガニー（Swietenia macrophylla）も CITES付属書 IIに

記載されている種だが、フィリピン国内でよく植栽されている。フィリピンで植栽さ

れた Swietenia macrophylla の木材及び木材製品は CITES の対象ではないため、CITES 許可

書が無くても自由に取引できる。従って理論的には、新熱帯区の国からマホガニー木

材がフィリピンに輸入され、フィリピンの植林地で育った木材としてロンダリングさ

れる危険性が存在する。しかしそのようなことが起きたことを示す事例は無い。 

3.5. 林地及び資源保有権、並びに林産物を収穫・販売する権利に関連するリスク 

3..5.1. 森林保有証書に関連したリスク 

森林資源に対する請求権が重複または競合している可能性があり、契約策定プロセス

の一環として土地利用権が相反するケースを特定するために多くの努力が払われてい

るが、保有権をめぐる争いは実際に起きており、長期の法廷闘争に発展することもあ

る。 

森林資源保有権の配分プロセスや資源管理に関する意思決定のほとんどに、協議原則

や ICCs・IPs の権利保護が適切に組み込まれているが、保有権の相反（請求権の重複）

に起因するリスクが生じることがある。CADTs 及び CALTs に関する懸念が特に高く、

1997 年以前に締結された資源利用協定（例：IFMAs）には、IPRA の下で同利用権を保

持する法的権限が認められている。また、先祖伝来領域での林業活動を行う許可を IPs

や ICCs から取得する際に、FPIC が不適切または不十分に行われているケースもある。 

3.5.2. 木材伐採に関連したリスクと木材所有権の明確化 

2つ目のリスクとして、伐採許可が付与されている保有証書対象地以外から得た木材が

サプライチェーンに混入するケースもある（盗伐や近隣地域からの木材の入れ替え）。 

人工林の場合、所有者が植林木を注意深く監視・警備しているため盗伐が発生するの

は比較的まれである。一方、（実際の所有者の同意を得た）木材の入れ替えは慣行と

して続いており、持続不可能な伐採につながるわけではないが、法律違反である。 

3.5.3. 樹種の偽装に関連したリスク 

                                                            
5 https://server2.denr.gov.ph/uploads/rmdd/dao-2017-11.pdf 
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3つ目のリスクは、樹種の偽装で、近隣の天然林から得た木材を植林地で育った木とし

て伐採・販売されることである。 

しかし大半の植林地の樹種は識別が容易なため、（DENR 監視当局と共謀しない限り）

天然林の樹種を植林地で育った木に偽装することは難しい。 

フィリピンでは、植林地から伐採した木材の合法性リスクは低い。現在、合法的に伐

採された木材の大半は所有者が明確な私有植林地から調達されており、私有植林地で

の伐採には規制がほとんど無い。また、（様々な保有証書の対象となっている）公有

林の植林地から伐採された木材に関しても、ほとんどの場合 DENR が厳しく監視して

いるため、合法性リスクは低い。フィリピンで植栽されている主な植林地の樹種は、

Paraserianthes falcataria（syn. Albizia falcataria）、Acacia mangium、Gmelina arborea 及び

Swietenia macropylla、より規模が小さいものでは、Eucalyptus deglupta、Pinus kesiya、

Casuarina equisetifolia、Leucaena leucocephala、Pterocarpus indicus 及び Samanea saman

などがある。インドカリン（Pterocarpus indicus）を除き、通常の書類が備わっていれ

ば、上記いずれの樹種の木材及び木材製品も、概して低リスクとみなすことができ

る。 

Pterocarpus indicus の場合、同種は高品質樹種で天然林でも生育しており、天然林での

伐採は違法であるため、Pterocarpus indicus から作られた製品にはより注意を払う必要

がある。ただし（自然植生ではない）植栽された Pterocarpus indicus であれば、DENR

が交付した同樹種の伐採を許可する SPLTP を提出すれば伐採が認められる。 

現在、フィリピンの国内で生産されている木材の大半は、最低限の法的要件しか課さ

れていない私有植林地から伐採されているため、違反件数はほとんど無い。そのため、

DENR による私有地での伐採の監視・検査に関しては、最低限の対策しか行われていな

い。 

E.O. 23 号の発令、並びに違法伐採対策タスクフォースの結成以降、監視と規制の執行

が強化された結果、違法伐採「ホットスポット」（町）の数が 2011 年の 197 カ所から

2016 年には 17 カ所に減少した（DENR, 2017）。ただし、天然林からの違法伐採は現在

も続いていると広く認識されている（当局と共謀していたり、政治家や有力者に庇護

されていたりするケースもある）。天然林からの木材違法伐採の場合、伐採された木

材は主に現地で利用され、取引規制に違反してフィリピン国内市場で売られている。

そのような木材が輸出市場に混入するリスクが最も高いのは、高価値の三次特産品の

製造原料として使用されるケースで、それらは監視職員によって見過ごされやすい。 

合法的に生産された天然林の木材は極めて少ない（2016 年で 1 万立方メートル未

満）。従って、フィリピンの非植栽樹種（＝天然林で発見される樹種）から作られた

木材または木材製品は、合法的に調達されたことを示す明確な証拠が無い限り、リス

クが極めて高いとみなすべきである。 

3.6. 森林管理と伐採施業における雇用と安全 

林業・木材加工施業での雇用に関する法的要件は、長年にわたって改正されてきた

1974 年フィリピン労働法（PD 442）によって規制されている。同労働法には、雇用条

件及び労働者と雇用者の権利・義務が規定されている。ただし、同労働法には林業の
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現場作業員や木材伐採従事者に関する特定の条項が無く、農業労働者に関する条項に

基づいて解釈されている。木材加工工場の労働者は、工場労働者関連の規則の分類に

入る（労働安全衛生を含む）。 

同労働法は、労働時間、最低賃金（地方三者賃金生産性委員会が定期的に改定）、超

過勤務手当、休暇、出産休暇、国家保険基金（障害給付金、医療給付金、死亡給付

金、退職年金に適用）への加入、個人保護具に関する規定、その他様々な給付金等に

ついて定めている。15 歳未満の児童を雇用してはならず（両親が単独の責任を負う場

合を除く）、15 歳から 18 歳の者を有害業務に従事させてはならない。「成果報酬」

や「出来高」報酬の場合は、時給労働の最低日給と同等またはそれ以上の報酬額でな

ければならず、労働時間が 8 時間を超えなくても同条件を満たすものとする。 

労働雇用省（DOLE）は、同労働法の要件の監視・執行を所管し、順守しない雇用者に

事業閉鎖を命じたり、罰金を科したりする権限を有する。しかし実際は、DOLE が現地

調査を行うのはまれだと言われており、順守状況の検証は自己申告や書類確認によっ

て行われている。 

未成年者の不法雇用や、法定最低賃金の未払い、最低賃金基準を満たす「成果報酬」

（「出来高」払い）の未払いによる合法性リスクが生じる可能性があり、特に、DOLE

職員による厳しい監視が行き届きにくい僻地の森林伐採事業者や請負業者に関して合

法性リスクが高くなる。大規模木材加工工場の方が労働法規制の順守レベルが高く、

小規模事業者の順守レベルの方がはるかに低いと認識されている。 

より大規模な企業であっても、DOLE による厳しい調査によって労働法違反が発覚する

ことがしばしばある。その一例が、日本向けに木材製品を輸出していた事業者のケー

スで、少なくとも 3 人の従業員が死亡した 2017 年の大規模火災6を受けて DOLE が調査

を行ったところ、労働者安全規制違反や給与の不適切な減額などが明らかになった7。 

労働法の監視・執行は林業部門の職員の権限外であるため、木材購入事業者が労働法

の順守が合法性の重大な要素であると考える場合には DOLE 職員との連携が不可欠で

ある。 

4. 木材及び木材製品の輸送と加工に関する法律 

4.1 木材及び木材製品の輸送と加工に関する法規制 

表 14 に木材及び木材製品の輸送と加工に関する主な法規制をまとめた（該当する主な

サイトの HTML リンクを記載している）。 

  

                                                            
6 同事業者の工場では 2018年初めに二度目の大規模火災が発生した。 
7 https://www.rappler.com/nation/172010-dole-peza-cavite-factory-fire-hti-violated-labor-safety-
standards 
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表 14．木材及び木材製品の輸送と加工に関する法規制 

法規制の名称 年 詳細 

PD 705、「フ
ィリピン改正
森林法」とし
て知られる 

 1975 年 5
月公布 

フィリピンの森林基本法の役割を果たし、行政、管理方針、
木材伐採、森林利用、木材加工、森林保護、森林再生、手数
料等について定めている。 
https://www.lawphil.net/statutes/presdecs/pd1975/pd_705_19
75.html 
 

DENR 省 令
1994-07 号及
び 2007-31 号 

 1994 年 2
月 

 2007 年に
公 表 さ れ
た 改 正 指
針 

これら 2 つの省令は、丸太、木材、材木及び非木材林産物の
輸送に義務付けられている、DENR 交付の原産地証明書発行
要件が規定されている。 
DENR 省令 1994-07 は、林産物の完成品、半製品、ノックダ
ウン製品の輸送要件も規定している。 
http://policy.denr.gov.ph/1994/ForDao_1994-07.pdf  
http://policy.denr.gov.ph/2003/dao2003-24.pdf  

省令 1986-50
号 、 並 び に
DENR 省 令
2003-41 号及
び 2003-53 号 

 1986 年に
最 初 に 発
令 

 2003 年に
公 布 さ れ
た 改 正 指
針 

「木材加工工場設立・操業許可証」の発行手続きを定めてい
る。 
http://policy.denr.gov.ph/2003/dao2003-41.pdf  
http://policy.denr.gov.ph/2003/dao2003-53.pdf  

DENR 省 令
2003-30 号 

 2003 年 6
月 

フィリピン EIS 制度の施行規則（ Implementing Rules and 
Regulations /IRR）について詳述している。同規則には、「木
材加工工場設立・操業許可証」の取得に必要な環境クリアラ
ンス証明書または非該当証明書（ Certificate of Non-
Coverage/CNC）を取得する要件も含まれる。 
http://policy.denr.gov.ph/2003/dao2003-30.pdf  

DENR 通 達
1994-18 号 
 

 1994 年 5
月 

木材加工工場設立・操業許可証の申請において重要な証明書
類となる丸太／材木供給契約書の承認手続きを概説してい
る。 
http://policy.denr.gov.ph/1994/ForMC_1994-18.pdf  

 

4.2. 丸太の輸送 

4.2.1. 公有地・林地 

CBFMA、IFMA、CSCs 及び SIFMA に基づく保有権対象地から輸送される全ての丸太は、

当該木材原産地担当の CENRO が発行する「木材原産地証明書（Certificate of Timber 

Origin/CTO）」を備えていなければならない。CTO 申請書には以下を明記する必要があ

る。 

 輸送する丸太の本数、量及び金額； 

 輸送日／積込日； 

 積込地点； 

 輸送手段／輸送機関の種類； 

 荷受人住所氏名； 

 仕向地； 

 予定輸送期間 
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CTO 申請書には、輸送する丸太の詳細（丸太の本数、樹種及び寸法）を記載したタリ

ーシート（計数表）と、必要に応じて手数料の支払いを証明する領収書を添付しなけ

ればならない。CENRO は上記書類と輸送予定の丸太を点検し、申請内容が正確である

ことを確認した後、CTO を交付する。 

4.2.2. 私有地 

植林地所有証明書（CTPO）がある私有地から伐採した丸太の輸送・販売の要件として

は、CENRO による検証を受けた自己モニタリングフォーム（SMF）に、輸送・販売を

目的に伐採された木材の樹種と量を記載したタリーシート（計数表）と輸送契約書の

写しを添付して提出するだけで十分である。CTPO に基づいて登録されていない私有地

から伐採された植林木は、CENRO による伐採許可書と CV の交付が必要であり、CENRO

は当該木材が私有植林地から輸送されたことを認証する。 

また通常は、運送業者が同時にトラックの所有者でない限り、「輸送機関所有者との

輸送契約書」が必要となる。 

通常、原料のバイヤーは、追跡または業務管理目的で、原料の量、樹種その他特徴を

記した注文書を発行する。受取側の加工工場は納品受領書を発行することが多く、同

受領書は、原料供給源や輸送に関する情報が記載された関連の CTO または SMF と照合

できるようになっている必要がある。木材記録は、保管用・生産用・販売用に分類

し、注文書、製造バッチ番号、販売注文等（必要に応じて）と照合できるように作

成・保持する。 

丸太・製材の輸送時には、輸送する量と詳細を CENROs が点検・確認する。 
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丸太、材木、及び非木材林産物の原産地証明書発行 

（DENR 省令 1994-07 号） 

発行される保有証書・許可

証・認可証 
申請者 CENRO 

・ 木材原産地証明書

（CTO） 

・ 材木原産地証明書

（CLO） 

・ 非木材林産物原産地証

明書（Certificate of 

Non-Timber Forest 

Production 

Origin/CNFPO） 

・ 私有地植林木の確認証

明書（Certificate of 

Verification/COV） 

・ 被許可者／船荷主は、海上輸送

の場合は輸送日の少なくとも 1

週間前、陸上輸送の場合は同

24 時間前に、下記情報を記載し

た依頼状を提出する： 

a. 輸送する製品の数、量、金額 

b. 輸送日／積込日 

c. 積込地点 

d. 輸送手段／輸送機関の種類 

e. 荷受人住所氏名 

f. 仕向地 

g. 予定輸送期間 

・ 被許可者／船荷主は、タリーシ

ート、販売用インボイス、納品受

領書、及び手数料領収書を提出

する。 

・ 輸送要請書を受領・記録す

る。 

・ 輸送予定の製品を検査す

る。 

・ 必要書類／要件の具備、並

びに森林税／手数料の支

払証明を確認する。 

・ CTO、CLO または CNFPO

（いずれか該当するもの）を

発行する。 

 

COV の場合、CENRO は輸

送する製品が私有地／私

有植林地から伐採されたこ

とを認証する。 

 

図８．丸太、材木、及び非木材林産物の原産地証明書発行（DENR 省令 1994-07 号） 

 

 

4.3. 木材及び木材製品の加工 

全ての木材加工会社には、関連政府当局に適切に登録し、許可証を所得することが義

務付けられている。CENROs は、木材加工工場許可証の申請を受領し、必要な決定レベ

ルに従って、より上級の DENR職員に承認または却下の勧告を行う。フィリピンでは、

事業活動を行うための基本的要件として、証券取引委員会への登録が義務付けられて

いる。また地方自治体も、市長が発行する営業許可証の取得を義務付けている。 

木材加工会社の所有者は、事業活動を始める前に DENRから木材加工工場許可証を取得

しなければならない（前提条件として DENR環境管理局が発行する環境クリアランス証

明書の取得が義務付けられている）。木材加工工場許可証の新規申請の場合は、DENR

大臣による承認が必要で、更新申請の場合は、関連の地方エグゼクティブディレクタ

ー （Regional Executive Director/RED）による承認が必要である。また木材加工工場許可

証の条件として、加工された丸太が合法なものであることを保証し、生産量と利用可

能な合法丸太供給量がマッチするように、一日の丸太消費量と材木生産量を記録する

ことが義務付けられている。木材加工工場が指定林地に隣接している場合は、木材加

工工場許可証を考慮に入れた上で、DENR が特別土地利用許可証を発行する。 
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フィリピンでは、1991 年外国投資法に基づき、100%の資本参加を行う外国法人がフィ

リピン国内の林業活動（木材加工を含む）に投資することが認められている

（https://asean.org/storage/2016/08/P79_Foreign-Investments-Act-of-1991.pdf）。産業植

林はフィリピンの優先投資活動の 1 つで、フィリピン投資優先計画（ Investment 

Priorities Plan/IPP）の下でインセンティブが与えられる可能性がある。 

製造段階から完成品までの全体を通した木材追跡システムは法律で明示的に義務付け

られていないが、木材加工工場許可証の取得条件や他のDENR監視要件として義務付け

られている。木材加工業者は、（販売または移転を通して）受領・使用・処分した原

料に関する書類を保持することが求められており、それによって木材在庫の監視・追

跡や回収率の計算が可能になる。企業は、特定の製造バッチに割り当てられた原料在

庫の記録を保持し、注文書、CTOs、SMF、CVs などによって木材の供給源をたどれるよ

うにしなければならない。 

木材加工工場は、（木材加工工場許可証の要件に基づいて）木材受入エリアに CCTV カ

メラを設置・維持することが義務付けられている。また、搬入木材の合法性や必要書

類などを監視する「工場内計測者」が DENRから木材加工工場に派遣される。工場内計

測者は全ての木材加工工場に配属されることになっているが、実際は全ての工場に計

測者が常駐しているとは限らない（特に小規模加工工場）。 

家具製造業者と木材三次加工品の監視・追跡に関しては一貫性の欠如が見られる。

DENR システムは、森林伐採や木材一次加工品の輸送・加工を監視する目的で構築され

ており、家具・完成品製造工場の監視については、システムに一貫性が無いように思

われる8。 

木材加工関連の合法性リスクには、製材所の違法操業や違法調達木材の加工などが含

まれる。これらの違法活動は小規模で、大企業や輸出市場に商品が流れ込むのではな

く、現地の商品市場に出回ることが多い。とはいえ、それらの影響や量を総合すると

かなりの規模になる（具体的には不明）。また記録管理がずさんな場合、完成品から

原料供給源をさかのぼって追跡できなくなる。 

 

発行される保有証書・許可証・認可証 

木材加工工場 

↓ 

申請者 

申請書と必要書類を提出する。 

↓ 

CENRO 

                                                            
8例えば、家具工場は一般的に木材加工工場許可証の取得を義務付けられていないようだが、木

材在庫の受領・処分に関する記録を保持し報告することが求められている。 
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・ 申請書と予備的必要書類を受領・記録する。 

・ 提出された申請書と必要書類を審査・評価する。 

・ 検査官が申請対象地及び作成された報告書を審査する。 

・ 調査報告書を精査・評価する。 

・ 正規のルートを経て RED への承認勧告書を作成する。 

↓ 

PENRO 

・ 承認された申請書と必要書類を受領・記録する。 

・ 要件が十分満たされている場合、申請書を審査・評価する。 

・ 該当する RED に承認勧告を行う。 

↓ 

RED（RENRO） 

・ 正式な申請書と必要書類及び承認書を受領・記録する。 

・ 申請書が全ての要件を満たしている場合、提出された申請書と必要書類を審査・評価 

・ 該当する許可証を発行する。 

図９．木材加工許可証の手続き・承認に関する現行フローチャート 

（MAO 50、1986 シリーズ、DENR 省令 2003-41 号により改正） 

 

 

4.4. 木材及び木材製品の輸送 

加工された材木を製材所から木材販売業者やさらなる加工のための工場へ輸送する際

は、丸太を輸送する場合と同様の許可証が必要である。実際、いずれの輸送でも同じ

書式が用いられており、材木の場合は、当該材木原産地担当の CENRO が以下に基づい

て「材木原産地証明書」（Certificate of Lumber Origin/CLO）を発行する。 

 輸送する材木の本数、量及び寸法 

 輸送日／積込日 

 積込地点 

 輸送手段／輸送機関の種類 

 荷受人住所氏名 

 仕向地 

 予定船積み期間 

 

CLO 申請書には、輸送する材木の詳細（本数、樹種、寸法及び量）を記載したタリー

シート（計数表）と、必要に応じて手数料の支払いを証明する領収書を添付しなけれ

ばならない。CENRO は上記書類と輸送予定の材木を点検し、申請内容が正確であるこ

とを確認した後、CTO を交付する。 
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ただし、完成木材製品（家具、ドア、窓、キャビネット、木製品）の輸送には輸送許

可証は必要ない。 

木材の違法伐採・輸送対策の主な取り組みに、DENR による高速道路での検問があり、

検問所を設置できる場所は全国に 117 カ所ある。同検問所では、丸太または製材を輸

送する者は輸送のための適切な CTOs または CLOs を所持していなければならず、所持

していない場合、当該木材原料は押収され、法的手続きが取られる。 

丸太・木材の輸送におけるリスク 

以前は、文書の偽造または使いまわしといった合法性リスクがあったが、発行された

輸送文書がオンラインデータベース管理されることによって同リスクは最小限に抑え

られている。 

輸送書類はDENR監視局で刻印されるため、使いまわされることが難しくなっている。

ただし、検査が適切に行われなかったり、DENR とその他当局が共謀していたり、申告

された量と実際の供給源を慎重に照合せずに輸送が許可された場合は、盗まれたまた

は違法の丸太がサプライチェーンに混入する可能性がある。また記録管理がずさんな

場合、完成品から原料供給源をさかのぼって追跡できなくなる。実際、DENR は完成木

材製品の輸送許可証を義務付けておらず、原料供給源を確認できない場合、これら製

品の合法性に疑問が生じる可能性がある。 

 

5. 木材及び木材製品の輸出入に関する法律 

5.1. 法的に義務付けられている文書または記録 

木材及び木材製品をフィリピンへ輸入する、またはフィリピンから輸出する際に要求

される書類を表 15 にまとめた。 

 

表 15．木材及び木材製品の輸入・輸出において法的に義務付けられている文書 

文書名 詳細 発行当局 

輸入 

丸太／材木販売業者登録証

明書 

輸入業者が木材製品をフィ

リピンへ輸入する資格を有

することを保証する。 

DENR RED 

木材原料輸入許可書 木材の輸入を許可する。 DENR RED 

外国の輸出業者との木材原

料売買・供給契約書 

木材輸出業者の正当性を証

明する。 

フィリピンへ輸出される木材原

料の原産国のフィリピン商務官

または大使館 

植物検疫証明書 
製品が無病で植物検疫処置

を受けたことを証明する。 
輸出国の権限機関 

関税登録 

全取引に用いる特定照合番

号を割り当て、財務省関税

局（BoC）の許可を交付す

る。 

フィリピン輸出業者連合 
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インボイス 
輸出された製品の詳細と約

定価格が示されている。 
輸出業者 

船荷証券 貨物の受領を確認する。 
運送業者または貨物取扱業者

（またはその代理業者） 

梱包明細書 

輸送された各クレート、ボ

ックス、コンテナの中身が

詳細に記されている。 

輸出業者 

輸入通関申告書 
輸入された商品の正式な申

告書 
関税局 

原産地証明書 
輸入された品目の税関手続

き上の原産国を証明する。 
輸出国における指定権限機関 

 

輸出 

販売用インボイス 
輸出された製品の詳細と約

定価格が示されている。 
輸出業者 

船荷証券 貨物の受領を確認する。 
運送業者または貨物取扱業者（ま

たはその代理業者） 

植物検疫証明書（BPI フォー

ム“Q” No. 11） 

製品が無病で植物検疫処置

を受けたことを証明する。 

植物産業局植物検疫サービス課

（農業省） 

輸出許可書 

認可輸出業者が要請された

輸出手配を進めることができ

る。 

DENR RED 

特別許可書 

製品が植林地で育った高品

質樹種（例：Pterocarpus 
indicus）から作られている場

合、当該製品の輸出に特別

許可が与えられる。 

DENR RED  

輸出承諾書及び輸出適合証

明書 

積荷の製品が、輸出許可書

によって輸出を認められた製

品と合致していることを証明

する。 

DENR CENRO 

輸出申告書 
輸出される品目・製品の詳細

な申告書。 
輸出業者が関税局へ提出 

積込許可書 

輸出業者が積荷を船または

航空機へ積み込むことができ

る。 

関税局 

原産地証明書（日本向け輸

出の場合は「JP 原産地証明

書」が作成される） 

輸出される製品の税関手続

き上の原産地を証明する。 
関税局 

梱包明細書 

輸送された各クレート、ボック

ス、コンテナの中身が詳細に

記されている。 

輸出業者（CENRO による認可） 

 

5.2. 木材及び木材製品の取引に関する法規制 

5.2.1. 輸入 
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DENR 省令 1999-46 号は、輸入された丸太、材木、ベニヤ、合板その他木材パネル、

柱・杭、パルプ材及び木材チップの輸入申告と引き取りについて規定している。丸太、

製材その他木質製品をフィリピンに輸入できるのは、TLAs、IFMAs または木材加工工場

許可証の保持者、或いは登録木材販売業者とその代理業者のみである。フィリピンで

は、木材加工業者への原料供給や国内消費に十分な量を確保するために、丸太、製材、

その他大半の木材製品の輸入が自由化されている。 

「丸太／材木販売業者登録証明書（Certificate of Registration as Log/lumber Dealer）」の

発行は、1955 年共和国令 1239 号（FAO  26 Series 1956）及び DENR 省令 1994-08 を指針

としている。丸太／材木販売業者登録証明書を取得するには、申請者は DENR（最初に

CENRO）に以下を含む少なくとも 16 点の証明資料を提出しなければならない：証券取

引委員会（Securities and Exchange Commission /SEC）への登録書及び市長発行の営業許

可証、輸入木材製品の登録書、外国サプライヤーとの販売・供給契約書（sales/supply 

contract）の写し、輸入書類の写し、必要手数料の領収書、過去 2 年間の確定申告書、

申告している木材／材木集積場の写真、事業計画、資産流動性を証明する文書等。申

請の承認は、CENROから（PENROを通じて）地方エグゼクティブ・ディレクター（RED）

に付託される。 

木材製品を輸入する予定の個人または企業は、フィリピン木材生産者協会（Philippine 

Wood Producers Association/PWPA）への「丸太／材木販売業者登録証明書」の記録・登

録、並びにその後の関連の RED による正当な「木材原料輸入許可」の承認・取得が求

められている。 

輸入事業者は、外国の木材原料輸出業者との販売・供給契約書（少なくとも 1 年間有

効）の写しを提出することが義務付けられており、同契約は、当該木材原料原産国の

フィリピン商務官／大使館による認証を受けなければならない。しかし、木材輸出業

者の所在地がフィリピン大使館や領事館の近くではないことが多いため、このプロセ

スのために一部の国からはスムーズに輸入することができないと言われている（Salvio 

Valenzuela, Nicolaas de Lange、2018 年聞き取り調査）。 

フィリピンへ輸入される木材原料の輸入申告と荷揚げ（許可された港でのみ）は、関

税局、並びに植物産業局植物検疫室が定める要件及び手続きに従って行われなければ

ならない。また各積荷は、検疫処理の種類を示す原産国発行の植物検疫証明書が添付

されていなければならない。 

輸入業者はまた、財務省関税局（BoC）による認定を含む BoC が定める基本的な輸入

規則を順守しなければならない。認定輸入業者（または通関業者）は、BoC の電子通

関システム「Electronic to Mobile（E2M）」にアクセスし、オンラインで輸入申告（輸

入通関申告を含む）を行うことができる。E2M システムを用いると、税関職員や取引

業者がオンラインで大半の通関手続きを行うことができる。ただし輸入業者には、確

認のために輸入書類と添付文書のハードコピーを輸入申告手続きユニットに提出する

ことが現在も義務付けられている。なお、E2M システムは他の政府機関が発行する許

認可例：DENR による木材輸入規制）は扱っておらず、それらは個別に申請しなければ

ならない。（フィリピンへの輸入企業は、製品到着時に以下の文書を提出しなければ

ならない： 
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 梱包明細書 

 インボイス 

 船荷証券 

 輸入許可書 

 通関輸入申告書 

 原産地証明書 

 

審査（及び必要に応じて検証）の後、BoC は輸入商品の引渡指図書または通関許可書

を発行する。関税局が発行する輸入商品通関許可書を取得し、輸入木材原料を通関手

続地から仕向地へ移動させるために必要な書類は、承認された「輸入許可書」または

DENR が付与した木材原料輸入登録証明書である。なお輸入業者は、仕向地に積荷が到

着した際に、担当の CENRO に以下の書類の写しを提出しなければならない。（1）

「輸入許可書」または「木材原料輸入登録証明書」；（2）原産国が発行する植物検疫

証明書；（3）船荷証券、及び（4）梱包明細書の概要。 

輸入業者は、毎月、輸入後に、以下を記載した報告書を該当する CENRO に提出するこ

とが義務付けられている。（1）前月から繰り越された輸入木材在庫の残高；（2）報

告月に受領した追加仕入れ分；（3）取扱総量／数量；（4）加工量／販売量；（5）月

末の輸入木材在庫の残高。 

輸入業者は、木材原料輸入許可の条件として、権限を有する DENR 職員から、輸入木

材原料が保管されている敷地内での検査、及び木材の引き取りに関する記録の調査を

受けることがある。 

付加価値品が直接輸出される輸出加工区での木材輸入・加工の監視・監督範囲につい

ては、さらなる調査が必要である。そのような施設は、DENR、DOLE その他現地当局

の通常の監督・規制対象から外れ、フィリピン経済区庁（Philippine Economic Zone 

Authority/PEZA）の規制を受けている。しかし、カビテ輸出加工区のある木材加工会社

によると、これらの企業は毎年 DENR に輸入木材の樹種・原産国・量等を報告してお

り、輸出加工区内の企業にも同規則が適用されると理解しているとのことである。 

フィリピンは他国から大量の木材を輸入し、それらをさらに加工して完成木材製品を

作っているため、輸入木材の合法性確保は、輸出国で採用されている合法性確認制度

に大きく依存している。輸入木材の合法性を確保する最善の方法は、独立した検証・

認証システムのある低リスク国から低リスクの樹種を輸入することである。また現

在、フィリピン木材協会は、貿易産業省（DTI）、フィリピン家具産業会議所

（CFIP）、フィリピン木材生産者協会（PWPA）と共同で、さらに DENR/FMB 及び FAO

と協力しながら、「加工流通過程の管理（Chain of Custody/CoC）システム及びモニタ

リングコンプライアンスの要件に関するガイドブック」の草案を作成しており、同ガ

イダンスは、輸入に関連したデューディリジェンスを実施するための指針を木材輸入

業者に提供するものとなっている

（https://issuu.com/naniegonzales/docs/cfip_duediligence）。 
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5.2.2. 輸出 

輸出主体は、貿易産業省（個人事業体の場合）、証券取引委員会（パートナーシッ

プ、企業の場合）、または協同組合開発庁（協同組合の場合）に登録し、（全ての登

録を最新の状態に保たなければならない（例：営業許可証、内国歳入庁、社会保障制

度、労働雇用省、フィルヘルス（PhilHealth）、PAG-IBIG 基金、及び DENR）。 

輸出事業者は、E2M 通関システムを用いて、顧客プロフィール登録システム（Client 

Profile Registration System/CPRS）から BoC に登録することが義務付けられており、顧客

が CPRS に正式に登録していなければ輸出取引の手続きを進めることができない。大半

の輸出業者にとって CPRS 許可当局はフィリピン輸出業者連合（www.philexport.ph）

で、登録輸出業者には特定照合番号（URN）が割り当てられる。同番号は各輸出業者

の CPRS プロフィールに含まれ、12 カ月間有効で 1 年ごとに更新できる。 

フィリピンからの木材製品の輸出は、DENR 省令 1991-54 号及び DENR 省令 1993-33 号

の下で規制されている。木材製品の輸出を計画している個人、認可木材加工業者・販

売業者、その他協同組合、パートナーシップ、協会は、当該製品が輸出される地域を

担当する CENRO を通じ、DENR から「輸出許可書（Export Authority）」を取得しなけ

ればならない。同申請には、輸出する製品の樹種、寸法、本数、量などの情報が必要

で、さらに注文書、フィリピン中央銀行が発行する信用状、木材加工工場操業許可書

（必要に応じて）、過去 3 年間の確定申告書、提出した情報を確認する権限を DENR

代表者に与える宣誓陳述書の写しを添付しなければならない。認可木材加工業者また

は販売業者以外の申請者は、追加書類の提出を求められることがある。輸出する製品

が植林木から製造されている場合、CENRO はその証明書を発行する。公有地から得ら

れた製品の場合、または高品質広葉樹樹種（例：Pterocarpus indicus）の植林木から作

られた製品が含まれている場合は、義務付けられている特別許可書の写しも申請書に

添付しなければならない。CENRO は、輸出予定の製品／商品、積込日・場所、並びに

使用する輸送機関を確認する調査チームを現地に派遣する。 

輸出許可申請書は、CENRO が作成した確認報告書と共に、PENRO を通じて CENRO から

DENR RED へ送られる。承認されると、輸出許可書が RED から CENRO 及び輸出業者に

付与される。付与された輸出許可は、加工工場から最終輸出積込地点までの輸送にも

適用される。 

CENRO は、輸出が許可された製品／商品の輸送・積込の監視を所管する。積荷の検査

結果が輸出許可書の内容と合致していれば、CENRO は輸出承諾書を発行し、その写し

が DENR 大臣室、実務局次官室、FMB、及び該当する RED に提出される。CENRO は、

許可された木材製品のみが輸出用に積み込まれるように、実際の積込を監視すること

が義務付けられている。積荷に問題が無ければ、CENRO は許可された木材製品に対し

て輸出適合証明書を発行する。 

ほとんどの輸出先は、あらゆる林産物の輸出に植物検疫証明書の添付を義務付けてい

る。フィリピンからの輸出の場合、農業省植物産業局（BPI）発行の“Q”No.10（検査要

請）が提出され、実際に輸出予定品が検査された後、植物産業局植物検疫サービス課

のみが植物検疫証明書（BPI 発行の “Q” No.11）を発行する。 
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輸出業者は、輸出品の詳細を記載したプロフォーマインボイスを作成し、注文内容を

確認する署名を輸入国のバイヤーから取得する。船荷証券は、輸入国への輸送を取り

扱う運輸業者と協力して作成される。最後に、輸出業者は輸出申告書を作成し、E2M 

BoC オンラインサービスによって積込許可を取得する（木材製品の場合は、DENR の輸

出承諾書が証明書類となる）。 

関税局（BoC）は、輸出業者に原産地証明書を発行することもある。日本向けの積荷の

場合、日・フィリピン経済連携協定（ Philippines-Japan Economic Partnership 

Agreement/PJEPA）に基づいて、フィリピンから日本へ輸出される商品であることを裏

付ける原産地証明書が発行される。 

輸出業者は通常、梱包明細書も作成し、林産物の場合は該当する CENRO が認証するこ

とがある。 

輸出段階でのリスク 

輸出最終段階での合法性リスクには、製品の虚偽申告または誤申告（樹種、製品カテ

ゴリーを含む）、及び量・金額の虚偽申告または誤申告がある。これらのリスクは、

輸出許可書や関連輸出書類を綿密に精査し、DENR が現地検査で輸出予定の商品を調べ

ることによって緩和できる。 

 

6. その他 

6.1. 違法伐採及び関連する取引を撲滅するための国際的枠組み及び貿易協定 

フィリピンは、東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian Nations/ASEAN）、

アジア太平洋経済協力フォーラム（Asia-Pacific Economic Cooperation Forum/APEC）、国

際熱帯木材機関（International Tropical Timber Organization/ITTO）、及び国際連合食糧農

業機関（Food and Agriculture Organization of the United Nations/FAO）の加盟国で、これ

ら機関は違法森林伐採及び関連する取引の撲滅に取り組んでいる。現在フィリピンは、

これら機関が実施する木材合法性関連の複数のプロジェクトやイニシアティブに参加

しており、その中には、木材合法性保証システム（Timber Legality Assurance System/T 

LAS）の開発を目的に ITTO が支援する継続中のプロジェクトも含まれる。 

またフィリピンは、CITES の締約国である。 

フィリピンは、ASEAN 内では、森林法の施行・ガバナンス（Forest Law Enforcement and 

Governance/FLEG）に関連する作業グループ、ASEAN 全域木材認証イニシアティブ、持

続可能な森林管理に関する ASEAN 基準・指標の策定（合法性の定義や国家認証制度の

基盤形成に役立つ）、並びに ASEAN CoC フレームワークに積極的に関与している。 

さらにフィリピンは、APECの違法伐採及び関連する貿易専門家グループ（Expert Group 

on Illegal Logging and Associated Trade/EGILAT）にも積極的にも参加している。 

フィリピンは、欧州連合（European Union/EU）と連携しながら EU 木材規則の要件への

適合に取り組んでおり、欧州森林研究所（European Forest Institute/EFI）の森林法の施

行・ガバナンス・貿易に関するファシリティ（Europen Union Forest Law Enforcement, 
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Governance and Trade/EU FLEGT Facility）や FAO EU FLEGT プログラムの支援も受けてい

る。DENR 及び林業セクターは、EU との自主的二国間協定（Voluntary Partnership 

Agreement/VPA）締結交渉に関心を示しているが、現在は外務省からの承認を待ってい

る段階で、まだ交渉は行われていない。 

フィリピンは、あらゆる製品（木材及び木材製品を含む）の貿易において、HS コード

を導入している。また、AHTN も採用している。ASEAN の下では、通関・貿易手続きを

簡素化し、ASEAN 諸国内での書類のやり取りを容易にするために、フィリピン国家単

一窓口（National Single Window/NSW）の設置が進められている。森林・木材製品は最

終的に NSW システムの対象になる予定で、同システムも現在開発中である。 

 

6.2. 木材及び木材製品の合法性/持続可能性に関する自主的制度 

フィリピンでは、過去に少数の森林が FSC 認証を取得していたが既に失効しており、

現在、フィリピン国内に FSC 認証林は存在しない。FSC の CoC 認証は 10 社が取得して

いる。 

フィリピンは、森林認証プログラム（ Programme for the Endorsement of Forest 

Certification/PEFC）と協議を行い、国家森林認証システム（PEFC による承認検討の可能

性がある）構築の初期段階に入った。産業団体はフィリピン森林認証システムのため

の暫定的な政府機関を創設することを提案しているが、認証の実施に必要な、木材合

法性証明システム（TLAS）が DENR-FMB によってさらに強化されるのを待っている

（Tommy Valdez、2018 年聞き取り調査）。 

貿易産業省（DTI）、フィリピン家具産業会議所（CFIP）、フィリピン木材生産者協会

（PWPA）は、DENR/FMB 及び FAO と連携し、「CoC システム及びモニタリングコンプ

ラ イ ア ン ス の 要 件 に 関 す る ガ イ ド ブ ッ ク

（https://issuu.com/naniegonzales/docs/cfip_duediligence）」の草案作成に共同で取り組

んでいる。これは、合法性の証明や、他国からフィリピンへ木材製品を輸入する際の

バイヤーによるデューディリジェンスを支援する目的で、民間セクターが自主的に取

り組んでいるものである。同ガイドブックは現時点では暫定的なものであり、EU 木材

規則や米国改正レイシー法で求められている CoC 手続き及びデューディリジェンスの

指針として、初期の有益な枠組みを提供している（Bill Maynard、2018 年聞き取り調

査）。 

 

6.3.  その他の考察及び見解 

現在、フィリピンの林業事情は流動的で、政策・法規制において様々な変化が起き、

改革が進められている。この 20 年間、林業セクターは不安定で頻繁に変わる政策によ

って大きな制約を受けてきた。しかし数年に及ぶ努力の結果、最近は楽観的な気運が

高まり始めている。議会が 2019 年中にも新たな林業基本法（「持続可能な林業法」）

を可決する可能性があるためで、産業界、NGOs、政府その他利益団体は、あらゆる関

係者が妥協を重ねた末に一本化された同法案を支持している。新林業法の制定によっ
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て安定性や投資のインセンティブが高まり、法規制による負担が軽減すれば、林業セ

クターが活気付くきっかけになると考えられる。 

現行の政策及び規制では、フィリピン国内で天然林からの伐採が認められている木材

はごく少量である。伐採可能な樹齢に達している既存の植林地の大半は、天然林から

伐採されていない樹種で構成されているため、樹種に基づいて国産木材の合法性を判

断・確認するのは比較的容易だと考えられる。 

また植林地の大半は自然保護の関心が集まっている地域に含まれていないため、植林

地から得られた木材及び木材製品のバイヤーはその持続可能性についても比較的自信

を持っている。 

ただし、NGP の下での植林に関するガイドラインが、在来種の植林を強調している点

に留意する必要がある。今後そのような植林地が伐採されるようになれば、現在のよ

うに樹種を主な判断基準として容易に合法性を確認できなくなる。とはいえ、そのよ

うな課題に直面するのはかなり先のことである。 

たびたび報道されるニュースや事例証拠によると、天然林の違法伐採は未だに国内の

多くの地域で続いており、関心のある木材のバイヤーが、天然林の木材から材木、キ

ャビネット、床材、木製品などを製造することは現在も可能である（特に天然林に隣

接する地域で製造されている）。インドカリン（Pterocarpus indicus）やコクタン

（Diospyros spp.）などの高品質保護種から作られた家具を入手することもできるが、

昔よりは購入が難しくなったと言われている（聞き取り調査より）。ただし、そのよ

うな違法伐採木材の大半は国内市場にとどまっており、通常、輸出市場には混入しな

いと言われている。 

一般的にフィリピンの植林地で育つ樹種以外から作られる製品は全て、合法輸入原料

から製造しなければならない。そのような製品の合法性は、原料の供給源、輸入原料

の合法性の保証、輸入業者のデューディリジェンスによって主に判断され、輸入原料

の合法性を最も確実に保証するのは、森林管理及び CoC 認証である。 

フィリピンでは、TLAS が確立されておらず、独立した第三者によって認証された森林

が無いため、木材及び木材製品の合法性を確実に保証することが難しい場合がある

（特に三次付加価値品）。合法木材かもしれないが、それを証明する確固とした証拠

文書が無いという状況で、国家木材合法性証明システム（TLAS）の構築によって近い

うちにこの欠点が補われることが期待される。 

フィリピンの労働法は、細かい上に複雑である。DOLE のコンプライアンスモニタリン

グには一貫性が無く、大規模な工場や企業には概して厳しいが、現地の DOLE 職員に

よる厳格な監視に頼っている面が大きい。一方、農村地域の木材伐採に対しては明ら

かに監視が緩い。対象は主に下請け業者や臨時雇用者で、報酬が最低賃金を下回った

り、完全な法定給付や個人保護具を支給されなかったりすることもある。 

 

7. 聞き取り調査・現地調査（実施記録） 

67



54 

 

7.1. 聞き取り調査 

表 16．聞き取り調査リスト 

日付 所属機関 役職 主なテーマ 

29/6/18 
FAO-EU FLEGT プログ

ラム 
林業職員 

合法性に関する一般的課題；

情報源：関係筋 

29/6/18 
3/8/18 

FAO-EU FLEGT プログ

ラム 
コンサルタント 

合法性に関する一般的課題；

情報源；フィリピンでの関係

筋 

29/6/18 
FAO-EU FLEGT プログ

ラム 
コンサルタント 

合法性に関する一般的課題；

情報源：関係筋 

13/8/18 
22/8/18 

（上記以外にも複数

日に電子メールで通

信） 

DENR 森林管理局 
アシスタントディレ

クター 

合法性に関する一般的課題；

情報源及び関係筋；資料調査

で特定された課題の明確化。 

1/8/18 
(via email) 

フィリピン大学ロス

バニオス校 
教授 

森林保有権；木材の伐採・輸

送に関する規制 

2/8/18 
(via email) 

フィリピン大学ロス

バニオス校 
教授 

フィリピンの 

絶滅危惧・危急樹種 

2/8/18 
6/8/18 
10/8/18 

（電子メールまたは

スカイプを利用） 

トゥンク・アブドゥ

ル・ラーマン大学、

マレーシア 

講師 
東南アジアの CITES リスト樹種

の取引 

13/8/18 DENR 森林管理局 

森林政策、計画立案

及び知識管理部

（FPPKMD）チーフ 

森林管理と木材合法性に関す

る法規制及び政策 

13/8/18 DENR 森林管理局 
森林政策部

（FPPKMD）チーフ 

森林管理と木材合法性に関す

る法規制及び政策 

13/8/18 DENR 森林管理局 
知識・情報システム

部（FPPKMD）チーフ 

林地、森林被覆、分類、生産

及び貿易 

13/8/18 DENR 森林管理局 

森林地理空間データ

及び情報システム

（FPPKMD）チーフ 

林地区分、林地、保有権配分 
 

13/8/18 DENR 森林管理局 
森林資源管理部

（FRMD）チーフ 

森林管理、伐採、輸送、加工

要件 

13/8/18 DENR 森林管理局 森林生産部、チーフ FLEGT、認証の取り組み 

13/8/18 DENR 森林管理局 
企業・産業林部門、

森林監督官 

森林保有証書、先祖伝来領域

請求権 

13/8/18 DENR 森林管理局 局長室、技術補佐 
現地の管理、伐採、輸送要

件；木材加工工場要件 

14/8/18 バゴン・パガサ財団 理事長 
現場での合法性執行の実践的

側面 

14/8/18 
社会変革のための環

境科学 
スタッフ研究員 

合法性要件と現場での脱法行

為；先住民族の権利 

15/8/18 
フィリピン木材生産

者協会 

エグゼクティブディ

レクター 

法的要件に関する産業界の視

点と事業活動における課題 
 

15/8/18 

フィリピン環境保護

および持続可能な発

展センター 

プレジデント兼エグ

ゼクティブディレク

ター 

持続可能な森林管理 

に関する政策及び法制化を進

める取り組み（認証を含む） 

16/8/18 
フィリピン家具産業

会議所 

エグゼクティブディ

レクター 

木材供給と貿易に関する家具

業界の視点 
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16/8/18 林業開発センター ディレクター 

持続可能な森林管理に関する

規則・規制の策定（SFM 法を

含む） 

16/8/18 
フィリピン森林監督

官協会 
プレジデント 新 SFM 法の策定 

17/8/18 
FAO EU FLEGT プログ

ラム 
スタッフ森林監督官 

フィリピンにおける FLEGT イ

ニシアティブ 

15/8/18 
16/8/18 
17/8/18 

アカシア天然資源コ

ンサルタント 
コンサルタント 

フィリピンにおける EU FLEGT

イニシアティブ 

20/8/18  独立コンサルタント 林業コンサルタント 森林合法性政策と規制枠組み 

16/8/18 
22/8/18 

グローバルフォレス

トリーサービシズ 

コンサルタント 
加工流通過程の管理（CoC）に

関する指針 

22/8/18 Yakap Kalikasan 
エグゼクティブディ

レクター 

IFMA 保持者の検証、課題と活

動 

23/8/18 
国家先住民族委員会

（NCIP） 

先祖伝来領域事務所

責任者 

先住民族の権利、先祖伝来領

域保有権、資源利用権 

23/8/18 

資源環境及び経済学

研究センター

（REECS） 
 

エグゼクティブディ

レクター 

森林保有権；木材の伐採・輸

送に関する規制 

24/8/18 FILTRA Timber 
エグゼクティブアシ

スタント 
木材輸入手続き、木材取引 

24/8/18 
 
Designs Ligna 
 

 

プレジデント 
 

木材調達、製造工場の操業、

輸出手続き 

 

7.2. 現地調査 

上記調査は、2018 年 8 月 13 日から 24 日にかけてフィリピンのマニラ市と周辺地域で

実施された。調査には、主な情報提供者との個別面談や、様々な利益団体とのフォー

カスグループディスカッションが含まれる。ディスカッションは、データ・情報・文

書を収集し、事前に得ていた資料調査結果を確認する目的で行った。ラグナ州サンペ

ドロの製造施設、マカティの木材取引企業、並びにマニラ首都圏にある複数の家具・

木材製品直販店への現地視察も実施した。 
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8. 添付書類 

植林地所有証明書（Certificate of Tree Plantation Ownership）
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伐採許可証（Tree-Cutting Permit）(page 1) 

 

71



58 

 

伐採許可証（Tree-Cutting Permit） (page 2)
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チェーンソー登録証明書（Certificate of Chainsaw Registration） 
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チェーンソー輸入許可証（Permit to Import Chainsaw）
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チェーンソー所有許可証（Permit to Sell Chainsaw） 
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私有地からの植林木材のための自己モニタリングフォーム（Self Monitoring Form） 
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自己モニタリングフォーム（Self Monitaring Form）に添付された、梱包リスト
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輸送契約証明書（Certificate of Transport Agreement） 
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私有地植林木の確認証明書（Certificate of Verification）(for transport) (page 1) 
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私有地植林木の確認証明書（Certificate of Verification）(page 2) タリーシート（計数表） 
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国内の島間の輸送のための輸送契約書（Certificate of Transport Agreement） 
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木材原産地証明書（Certificate of Timber/Lumber Origin） 
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小規模木材加工工場への環境コンプライアンス証明書（Environmental Compliance Certificate for 

Mini-Sawmill） 
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環境コンプライアンス証明書 (page 2) 
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環境クリアランス証明（ECC Amendment）：搬入木材を監視する CCTV カメラの設置を要求 
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家具工場への環境遵守証書（Environmental Compliance Certificate） (page 1) 
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家具工場への環境遵守証書（Environmental Compliance Certificate） (page 2) 
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工場操業許可証：大気汚染源および制御装置）（Permit to Operate: Air Pollution Source and 

Control Installations)  
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小規模木材加工工場許可証（Wood Processing Plant Permit－Mini-Sawmill)）(page 1)
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小規模木材加工工場許可証（Wood Processing Plant Permit－Mini-Sawmill)）(page 2) 
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小規模木材加工工場許可証（Wood Processing Plant Permit－Mini-Sawmill)）(page 3) 
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小規模木材加工工場許可証（Wood Processing Plant Permit－Mini-Sawmill)）(page 4)
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木材生産・在庫量報告（Lumber Production and Disposition Report）  
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木材生産・在庫量報告（Lumber Production and Disposition Report）四半期報告 
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木材生産・在庫量報告（Lumber Production and Disposition Report）年間要約報告 
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木材輸入事業者の販売業者登録証明書（Certificate of Registration）(page 1) 
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83 

 

木材輸入事業者の販売業者登録証明書（Certificate of Registration） (page 2) 
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84 

 

輸入材の原産地証明（Certificate of Origin ）  
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輸入材のインボイス（Invoice） 
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輸入材の船荷証券（Bill of Lading）s 
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輸入材の梱包明細書（Packing List）  
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輸入材のための供給契約書証書（Certificate of Supply Contract）輸入元のフィリピン領事館が発

効 (page 1) 
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輸入材のための供給契約書証書（Certificate of Supply Contract） (page 2)
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輸入材のための供給契約書証書（Certificate of Supply Contract） (page 3) 
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輸入材のための供給契約書証書（Certificate of Supply Contract） (page 4)
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輸入材のための供給契約書証書（Certificate of Supply Contract） (page 5) 
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関税登録（Customs Registration）
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関税登録（Customs Registration）
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輸出許可証（Export Authority） (page 1) 
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Export Authority (page 2) 
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輸出適合証明書（Export Compliance Certificate） 
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輸出申告書（Export Declaration） 
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原産地証明書（Certificate of Origin） (Philippine exports) 
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４－２ タイ 

 
 
 
 
 
 
 

タイ王国 
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1. 林業セクターの概要  

1.1. 国の森林資源   

1.1.1. 土地利用のタイプ  

タイにおける「林地（Forest）」は、仏暦12484 年森林法（Forest Act B.E. 2484）
（1941 年）によって「土地法のもとにおいて、占有あるいは他の手段によって取得さ

れていない土地」と法的に定義されている。したがって林地関連の法律は私有地とし

て所有権を認められていないすべての土地に適用されるものである。「林地」の総面

積は、2018 年には 2,300 万ヘクタールで、タイの総面積（5,131 万ヘクタール）の

44.8％である。従って、法的な「林地」は、実際の或いは永続的な森林や樹木の植生

がある場合とない場合があり得る。 

国は、林地について、以下を含む様々な分類を定めている。 

国有保存林（National Reserved Forests : NRF）：国有保存林は、仏暦 2507 年国家

保存林法（National Reserved Forest Act）（1964 年）により指定されている 3。  国
有保存林は、基本的には「林地」と同じであり、天然資源環境省国立公園・野生動

物・植物保全局（2017 年）によると合計 2,300 万ヘクタールを覆う 1,221 保存林から

成る。留意すべきことは、この数字には、国立公園および野生生物保護区と重複する

769 万ヘクタールと、農業生産用に民間世帯や他の実体に配分するために農業・協同

組合省の農地改革局（Agricultural Land Reform Office: ARLO）に譲渡された 522 万ヘ

クタールの劣化した森林が含まれるということである。しかしながら、農地改革局に

譲渡された区域は、もはや国有保存林とは認められないとする意見もある2。 

天然資源環境省（Ministry of Natural Resources and Environment: MONRE）の王立森

林局（Royal Forest Department: RFD）は、国有保存林の内の 1,012 万ヘクタール及

び国有保存林外の 168 万ヘクタールの恒久林を含む 1,180 万ヘクタールの林地を管理

する責任がある。 

国立公園： 合計 632 万ヘクタールの 127 の国立公園（これら国立公園の一部は保存林

と重複していることに留意） 

野生動物保護区： 合計 373 万ヘクタールの 58 の野生動物保護区（これら野生動物保

護区の一部は保存林と重複していることに留意） 

天然資源環境省の国立公園・野生動物・植物保全局（Department of National Parks, 
Wildlife and Plant Conservation: DNP）は、すべての国立公園、野生動物保護区、流

域、その他の保護区域を管理する。海洋海岸資源局（Department of Marine and 
Coastal Resources: DMCR）は、国のマングローブ林と海岸林の管理責任を負う。 

仏暦 2497 年土地法（Land Code B.E. 2497）（1954 年）は、土地について個人や法

人が占有、利用、法的所有を主張できるかどうかに応じて、異なる種類の保有権

（tenure）証書を定義している。所有権（ownership）と利用権（use right）は分離す

ることができ、実際に分離されていることがある。 

                                                            
1 仏暦は西暦の紀元前 543 年を元年とする。 
2 本報告書第 3 節では、これらの譲渡された土地は「国有保存林以外の公有地」と分類した。 
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個人や法人は国有保存林内で、樹木の育成のためにさまざまな保有権や利用権をもつ

ことができる。樹木育成のための保有権や利用権の申請書は王立森林局により審査、

天然資源環境省により承認され、国有保存林内の森林が劣化しているとみなされる区

域で植林地を設けることができる。 

一方、用益権証書（Usufruct certificates）は、境界が定められる以前から国有保存林

内に居住してきた多くの世帯に対して発行されてきた。林地の中や周辺に居住してい

る人々の実際の数については様々な説があるが、幾つかの報告書では 2,000 万から

2,500 万もの人々が国有保存林内に定住していると推定されている（Woods, et al., 
2011;  FAO, 2009）。 

 
タイ内閣は、1992 年に、国の林地を 3 つのゾーンに分ける決議を発令した（図１）。 

（1） 保全林区域（Conservation Forest Zone）（ゾーン C） 
保全林区域は、国王令及び内閣決議で宣言された保護林地域（Protected 
forest area）を含む（例、国立公園、野生動物保護区、流域分類区分１地

域、マングローブ保護地域等）。 
 

（2） 経済林区域（Economic Forest Zone）（ゾーン E） 
国有保存林内で商業用植林プランテーション、緩衝地帯、鉱業、その他の

経済活動のために指定された地域。これらの地域の多くは、荒廃した森林

を含む。 
 

（3） 農業区域（Agricultural Zone）（ゾーン A） 
国有保存林内の、森林が劣化したあるいは樹木が除去され、農業に適する

と定められた地域。これらの地域は、農地改革局（Agricultural Land 
Reform Organization：ALRO）により将来農民に配分される。 

 
図１．タイ林地概略図 

 
出典：Woods, et al., 2011 
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私有地の植林地 

現在のタイの「林業」は、国内で生産されている木材の大部分が、私有地の植林地由

来のものであるという点で特徴付けられる。私有地で栽培されているユーカリやゴム

ノキの大部分は王立森林局の規制を受けていない。それらの植林地の登録は王立森林

局により奨励されているが、必須とはなっていない。ラテックス生産のために植えら

れるゴムは、農業・協同組合省（Ministry of Agriculture and Cooperatives: MOAC）の

管轄下にある農作物の一つとみなされている。しかし、樹齢ともにラテックス生産が

減少し、植え替えのためにゴムノキが伐採されると、その木材は木材加工産業の原材

料として販売される。 

 

1985 年に制定された国家森林政策では、生産目的のための森林と保存目的のための森

林をそれぞれ国土総面積の 15％及び 25％とする目標を掲げている（FAO, 2015a）。

1989 年に天然林の伐採禁止が全国に課されたことにより、保存対象となっている森林

面積はほぼ目標を達している。木材生産のための森林は、現在では基本的に植林地に

限定されており、私有地に存在するものもある。 

 

1.1.2 植生のタイプ 

2017 年現在、タイの森林被覆は 1,634 万ヘクタールで、国土面積の 32%である

（RFD, 2017）。2015 年時点では、タイの森林うち人間の手のほとんど入っていない

一次林は 670 万ヘクタール（全体の 41%）、その他の再生林（または二次林）は 570
万ヘクタール（全体の 35%）、植林地の面積は 399 万ヘクタール（全体の 24％）で

ある（FAO, 2015）。 

タイの天然林には主に常緑樹林と落葉樹林の二つのタイプが存在する（FAO, 
2009）。 

(1) 常緑樹林は、熱帯常緑樹林、松林、マングローブ林、海岸林に細分化される。  
 熱帯常緑樹林は、国土の湿った地域全体でみられる。このタイプの森林は、さら

に熱帯雨林、半常緑樹林及び丘陵常緑樹林に細分される。  
 熱帯雨林は、植物相が非常に豊かで、下層植生に富んでいる事が特徴であ

る。このタイプの森林は、降雨量が年間2,000ミリを超える国内南部や東部

地方によくみられる。また、国内の他地域の川沿いや谷部でもみられる。卓

越する樹種はDipterocarpus（フタバガキ）属、Hopea属、Lagerstroemi（サ

ルスベリ）属、Shorea（サラノキ）属であり、通常、タケ、ヤシ、ラタン類

を低木層に含む。 
 半常緑樹林は、国内の年間降雨量が1,000～2,000ミリのところに点在してい

る。主な樹種は、Dipterocarpus（フタバガキ）属、Hopea属、Diospyros

（カキノキ）属、 Afzelia属、Terminalia（シクンシ）属、Artocarpus（パン

ノキ）属である。主な下層種は、タケとラタンである。 
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 丘陵常緑樹林は、海抜1,000メートル以上の高地に分布し、樹木や岩の上を

苔や地衣類が覆っているという特徴がある。主な樹種は、Quercus（カシ）

属、Castanopsis（シイ）属、Lithocarpus（マテバシイ）属である。 
 マツ林には、熱帯マツの2樹種があり、土壌がやせてラテライト性、ポドゾル性

である中部地方の北部及び西部に見られるPinus merkusii（メルクシマツ）と、

北部及び北東部地方の高地でのみ見られるP. kesiya（カシアマツ）である。 
 マングローブ林は、東部、中部、南部地方の河口や沿岸部に点在している。主な

樹種は、Rhizophora（ヒルギ）属、 Xylocarpus属、Avecennia（ヒルギダマシ）

属、Bruguiers（オヒルギ）属、Nypa（ニッパ）属。  
 海岸林は、砂地の沿岸部、特に南部地方の東海岸に分布している。このタイプの

森林の主な樹種は、Diospyros（カキノキ）属、Croton（クロトン）属、

Lagerstroemia（サルスベリ）属、Casuarina（モクマオウ）属である。 
(2) 落葉樹林は、全国のさまざまな場所に見られる。樹種の組成により、混合落葉樹林

（チーク有りと無し）及び乾燥フタバガキ林に大別される。 
 混合落葉樹林は、伝統的にタイで最も商業価値のある森林であった。北部地方

では、このタイプの森林はチーク林と呼ばれ、Tectona grandis（チーク）、 
Xylia xylocarpa（ピンカド）、Pterocarpus marcrocarpus（ビルマパドウ

ク）、Afzelia xylocarpus（メンガ）、Dalbergia属（ローズウッド／紫檀）を優

占ないし普通種として含む。 
 乾燥フタバガキ林は、砂地または砂利のラテライト性肥沃土壌がある乾燥地域

（降雨量1,000ミリ未満）によくみられる。主な樹種はフタバガキ科の

Diptercarpus tuberculatus、D. obtusifolius、Shorea obtusa、S. siamensisで、

Dalbergia属（ローズウッド／紫檀）、Lagerstroemia（サルスベリ）属、

Terminalia（モモタマナ）属や他の種を伴う。 

 

一方、植林地の主な植栽樹種は、ゴムノキ、チーク、ユーカリ、アカシア・マンギウ

ム、マツである。ユーカリ植林地は、主に国内東部と北東部、また部分的に西部に分

布している。成熟したゴム林は、主に国内南部にあり、最近植栽された若いゴム農園

は北部や北東部にも分布している。チーク植林地は、主に国内北部に分布している。 
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図２ タイの森林タイプ 
Miettinen et al. (2015)より作成 
 

タイの森林面積は 1961 年に始めて航空写真によって調査され、1961 年時点で約 29
万 ha、国土面積の 57%と推定された（RFD 1962）。しかしながらその後、チークな

どの商業樹種の過剰伐採、北部における移動耕作の拡大、東北部のキャッサバなどの
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換金作物の農地拡大や塩害による森林減少が進み（田坂, 1991）、1998 年には 25%ま

で減少した（RFD, 2017、図３、４）。価値の高い天然チーク林の減少が特に著し

く、1953 年から 2000 年の間に 94%減少した（Lawson, 2014）。 

 

タイの森林面積はランドサット画像によって分析されているが、2000 年に解析解像度

の変更があり、2000 年の森林被覆率は 33%と計算された。2000 年以降森林被覆はほ

とんど変化を示してないが、この間植林地の面積は増加しており（2000 年 311 万

ha→2015 年 399 万 ha）、逆に天然林の継続的な減少は続いている（FAO, 2015a）。 

タイ政府は現在、森林保護と管理に高い優先順位を与えており、20 年以内に森林被覆

を現在の 32%から 55%へ増加する目標を提案している（National News Bureau of 
Thailand, 2018）。 

 

 
図３ タイの森林面積推移（RFD, 2017）。なお 2000 年から分析手法が変更されたた

め、その前後でデータの一貫性はない。 
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図４ 1973-1997 年の間に失われた森林（赤い部分）（Ongsomwang & 
Rattanasuwan, 2009） 
 
 
1.2 林業及び木材加工セクター 

1989 年以前、チークの伐採については、全国に 79 の 15 年間の択伐コンセッションが

設定されていたが、1960 年閣議決定に基づいて農業組合省傘下の公社である森林産業
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機構（FIO）にほぼ独占的に与えられていた（71 コンセッション）（篠原, 1981）。

チーク以外の樹木に関しては、1968 年閣議決定に基づき、30 年間のコンセッション

が発行されていた。その総数は全国で 301 件であったが、うち 237 件は全国に 49 社

あった県森林開発会社（Provincial Forest Company）、32 件は森林産業機構、7 件は

森林産業機構の子会社であるタイ合板会社に与えられていた。森林産業機構は各県森

林開発会社の株式の 46.7%を有しており、森林産業機構はチーク林、非チーク林とも

に支配的地位を保持していた（篠原, 1981; 田坂, 1991）。 

 

多くのコンセッションでは天然林択伐施業が行われていたが、1980 年代には皆伐・再

造林施業も試みられていた。ただしその多くは不成功に終わった（Sadoff, Claudia W.  
1992）。 

1988 年にタイ南部を襲った百年に一度の被害といわれる洪水の後、国の森林管理の不

備が広く非難され、タイ政府は天然林の完全な伐採禁止令を出した（Lawson, 
2014）。1989 年 1 月の内閣決議の結果、すべての伐採コンセッションは無効とな

り、天然林の伐採は全土で中止された。 

1.2.1. 植林地 

現在タイには、ゴムノキとユーカリ双方で広い植林地が存在しているが、実際の面積

や資源量を明確にするのは非常に困難である。 

(1) ゴム植林地 

現在、タイには 300 万ヘクタール以上のゴム植林地があり、最近の拡大によって 370
万ヘクタール近くに達していると推定されている（Thai Rubber Association, 
http://www.thainr.com/en/index.php?detail=message）。 

2013 年農業センサスのデータ3によれば、全国 118 万世帯がゴムを栽培しており、そ

の 61%は南部に分布していたが。東北部、北部のメコン河沿いでの拡大しつつある

（鮫島 2018、 図５）。植栽されたゴムノキは、一般に樹齢 25 年から 30 年でラテッ

クス生産が減少し、伐採された丸太が製材原料となる。 

 (2) ユーカリ植林地 

ユーカリ植林の多くは散在した小区画で耕作地の境界に沿ってアグロフォーレストリ

ーの形態で行われているため、ユーカリ植林面積を正確に見積もることは困難であ

る。Bolay et al.（2012）は、タイには約 48 万ヘクタールのユーカリ植林地があり、

その 95％が私有であり、70％が契約栽培によってユーカリ材を紙パルプ産業に供給し

ていると推定している。2013 年農業センサスによれば、4.6 万世帯が合計 8124 万本

のユーカリを植林しており、東北部（植林世帯の 70%）と中央部（22%）で多かった

（鮫島 2018、 図５）。 

(3) チーク植林地 

                                                            
3 http://www.nso.go.th/sites/2014en/Pages/Census/Agricultural‐Census.aspx 
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タイのチーク林についても、多くは小規模で分散して植えられたものであり、面積や

全体量の把握は難しい。Kollert and Kleine（2017）は 12.8 万ヘクタール（FAO 
2010）と 83.6 万ヘクタール（ITTO 2009）という数値を示している。2013 年農業セ

ンサスによれば、4.5 万世帯が 4104 万本のチークを植林しており、ほとんどは北部に

分布していた（植林世帯の 94%）（鮫島 2018、 図●）。 

そのほか、天然資源環境省管轄の公社である森林産業機構（Forest Industries 
Organization: FIO）は、約 16 万ヘクタールの 244 の植林地を管理している（RFD, 
2017）。FSC（2015）によればその面積は 19 万 217 ヘクタールで、大部分が国有保

存林に存在する。 

 

 
図５ 2013 年農業センサスによる (a)ゴム栽培世帯密度、(b)用材樹種（ユーカリ、チ

ークなど）栽培世帯密度（鮫島 2018）。 
 

1.2.2. 木材・木材製品の生産 

天然林伐採禁止令が発令されて以来、国内で合法的に生産された木材のほとんどは植

林地由来のもので、その多くは私有林のものである。それ以外では、公式に承認され

たインフラ計画地域における天然林から極めて少量の木材が合法的に伐採されてい

る。 

しかしながら上述のように、タイの木材生産の大部分を占める私有林のゴムノキとユ

ーカリは王立森林局の管轄外となっているため、その生産量について信頼できるデー
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タが存在しない。FAO（2018）では、タイの 2015 年製材及びパルプ用丸太生産は

910 万立方メートルになると推定している。 

タイは、世界で最大の工業用ゴムの生産国であり、大量のゴムの丸太が国内の家具製

造セクターに吸収されている。またそれよりは少ない量であるが、木質パネル製造に

も供給されている（Woods et al., 2011）。ゴムノキ（ほとんど国内で調達される）

は、タイにおける木製家具製造用原材料の 85％以上を供給している（FAO, 2009）。 

一方、ユーカリ植林地は、2003 年にはタイ国内の紙パルプ需要の大部分を供給してい

る （FAO, 2009）。 ユーカリの契約農業は、木質チップと紙・パルプ会社により、

その加工工場への木材の安定した国内供給源を確保する目的で、1980 年代に開始され

た（Boulay, 2010）。現在、タイにおける紙パルプ生産には、北部低地部、北東部、

中部の推定 6 万人の契約ユーカリ栽培農家が関わっている（Barney, 2005; Boulay et 
al., 2012）。タイの主要な 6 つの紙パルプ会社は、ユーカリを主な原材料として使用

し、合わせて年間約 110 万トンのパルプを製造している（Boulay, 2010; Boulay et al., 
2012）。 

また森林産業機構（FIO）は、2017 年には、主にチークとユーカリプランテーション

からの 28 万立方メートル強の木材の伐採を報告している（RFD, 2017）。 

2017 年に、王立森林局は 9,648 の製材・木材製品工場と木材販売業者を登録した。そ

の内訳は 5,582 の木材・木材製品小売店、786 の製材工場、3,280 の木材加工工場であ

った（RFD, 2017）。製材工場の 56%はゴムの栽培が盛んな南部に所在していた。一

方より下流段階の木材加工工場は、中央部（30%）、バンコク首都圏（26%）で多か

った。 

タイの木製家具産業は、1989 年の天然林伐採禁止令を受けて、1990 年代に大きく再

編され、現在では原材料源としては、ほぼ完全に農園のゴムノキに頼っている。 

タイはまた、パーティクルボード、中質繊維板（Medium Density Fiberboard: 
MDF）、合板を含む木質パネルの重要な生産及び輸出国でもあり、これらの産業もま

た国内のゴム材供給に大きく依存している（FAO, 2009）。 

表１は、2015 年におけるタイでの主要林産物の推定生産・消費量を示す。 

 

表１. 2015 年のタイの主要林産物の生産・消費量4 
製品 単位  生産量 消費量 

産業用丸太5 1,000 m3 14,600 14,771 
製材 1,000 m3 2,850 1,234 
木質パネル 1,000 m3 5,400 1,451 
木質パルプ 1,000 ton 927 1,386 
紙及び板紙 1,000 ton 4,829 4,953 
木炭 1,000 ton 1,449 1,538 

出典:  FAO, 2018 
                                                            
4 ある製品は他の付加価値製品の製造に使用されることに注意 
5 製材、パルプ、その他の木材製品用 
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1.3. 木材製品の輸出入 

タイは、森林製品の主要な輸入国であり輸出国でもある（表２、図６）。タイは、中

国、マレーシア、ベトナムと競合する、アジアの林産物の主要な製造拠点であり、ま

たゴムの製材品とユーカリの木質チップを大量に、特に中国に向けて輸出している。 

 

表２. 2015 年の木材一次加工品の輸出入 
（容積単位は丸太、製材、パネルについては千 m3、その他はすべて千 ton、金額は千

米ドル CIF） 

製品 
輸入 輸出 

量 金額 量 金額 
産業用丸太 184 15,123 13 8,147 

製材 684 250,923 2,301 844,282 
木質パネル 184 190,797 4,133 803,168 
木質パルプ 631 454,423 172 124,796 
紙及び板紙 1,002 1,153,883 879 684,567 

木炭 127 14,318 37 14,052 
木質チップ 52 1,927 4,3984 275,972 

 出典:  FAO, 2018 
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図６ タイの木材・木材製品の輸出入額推移（百万米ドル）。番号は HS コード 
出典：UN Comtrade Database（https://comtrade.un.org/data） 
 

1.3.1. 輸入 

1989 年の天然林伐採禁止令の後、タイの木材輸入が急激に増加した（図７）。1993-
97 年の間には丸太の供給の 95%以上、製材の供給の 70-80%は輸入品が占めていた

（Barney 2005）。この時期タイの企業はカンボジアなどに伐採コンセッションを持

ち、タイへの丸太供給を行っていた。 

その後各国で丸太輸出が禁止され、タイ企業のコンセッションが停止されるに従い、

輸入量が急減した。近年はミャンマーが主な丸太輸入先となっていたが、2014 年のミ

ャンマーの丸太輸出禁止に伴い、激減した。 

製材の輸入はマレーシアからのものが大半を占め、ラオス、ニュージーランド、米国

などからも輸入されている。近年は減少傾向にある。 

合板に関しては 2000 年代中盤以降、中国からの輸入が増加しており、他にマレーシ

ア、ベトナム、インドネシアなどからも輸入されている。 
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図７ タイの丸太、製材、合板の輸入先別輸入額推移（百万米ドル）。番号は HS コー

ド 
出典：UN Comtrade Database（https://comtrade.un.org/data） 
 

1.3.2. 輸出 

タイの主要な木製品輸出は、製材、紙及び板紙、ファイバーボード（繊維板）、パー

ティクルボード、木製家具、家具部品であり、そのほとんどゴム材製である。未加工

の丸太については、輸出を許可された唯一の団体である森林産業機構（FIO）によ

り、非常に少量（ほとんどがプランテーション栽培のチーク）輸出されているのみで

ある。 

タイの製材輸出のほとんど全てはゴム材であるが、2015 年には、タイは非針葉樹製材

の輸出量で、アメリカ合衆国に次いで世界第二位となった（FAO, 2015）。 

2017 年の関税局統計は、440 万 m3、価格にして 16 億 5,000 万米ドルの製材が輸出さ

れていた。ゴム製材のうちほとんどは中国に輸出され（99％）、非常にわずかな量

（290 万米ドル）のみが日本に輸出された（DNP, 2017）。最近の報告によれば、ア

メリカ合衆国が中国製家具に課した輸入関税（アメリカ市場での中国製家具競争力低

下を招いた）及び中国製家具メーカーに対する環境規制強化の結果、家具製造に使用
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されるゴム製材への需要の落ち込みを引き起こし、中国へのゴム製材輸出は 2018 年

に減少している。結果として、タイ南部の多くのゴム製材所が操業を停止したり生産

量を削減したりしていると報じられている（Jhongsathit Aungvitayatorn, 私信）。 

またタイは、2015 年にはファイバーボード（繊維板）の輸出国の世界第三位であっ

た。37％を中東諸国に、残りをベトナム、中国、インドなど様々な国へ輸出した

（FAO, 2015）。ファイバーボードの輸出は、2017 年には総額 5 億 9,100 万米ドルに

達したが、日本への輸出額は 140 万米ドルであった（DNP, 2017）。 

タイは 2015 年のパーティクルボードの輸出額でも、世界第三位であった。2017 年に

は、4 億 2,400 万米ドルのパーティクルボードを輸出したが、そのうち 46％が韓国、

18％がマレーシア、11％が中国向けだった。日本への輸出は、タイのパーティクルボ

ード輸出の 1％未満、価格にして 250 万米ドルにであった（DNP 2017）。 

タイは、2010 年から 2015 年の間に年間 400 万 m3を超える木質チップ（wood chips 
and particles）を輸出した（FAO, 2015; DNP, 2017）。2015 年には木質チップの輸出

量で世界第三位となった（FAO, 2015）。2017 年には、200 万トン強、2 億 2,400 万

米ドル（DNP, 2017）の木質チップが輸出され、うち 53％が中国向け、47％が日本向

けであった。 

関税局のデータによると、タイは 2017 年に紙及び板紙製品（HS48）を 16 億米ドル

輸出した。2017 年の紙及び板紙の輸出先は、金額の大きい順からベトナム（17％）、

韓国（8％）、インドネシア（8％）、中国（8％）、マレーシア（7％）であった。日

本向け輸出量は、紙及び板紙輸出の 2％強、3,900 万米ドルであった。 

木製家具の輸出は、2015 年に 8 億４千万米ドル強であった（Office of Industrial 
Economics, 2016）。家具及び家具部品の主な輸出市場は、日本（30％）、アメリカ

合衆国（20％）、欧州連合（10％）、中国（8％）である（Bangkok Post, 2018）。

一方で関税局の公式統計によると、2017 年の木製家具輸出は 2 億 9,600 万米ドルとな

っており（DNP, 2017）、おそらく製品の分類や報告上の混乱や相違による影響と思

われる。 

 

2. 関連政府機関の概要 

2.1. 法的機関 

表３に、タイにおける森林及び木材産業の管理及び規制を担当する主要組織及び機関

の一覧を示す。 

表３.  木材及び木製品の伐採、加工、流通、貿易を担う組織/機関 
組織名 役割及び責任 

天然資源環境省

（MONRE）王立森林局

（RFD） 

保存林及び永久森林財産の管理 
木材伐採、輸送、加工、製造、貿易の監督及び規制 

天然資源環境省 国立公

園・野生動物・植物保全

局（DNP） 

国立公園、野生動物保護区、流域、その他の保護区域を管理 
ワシントン条約（CITES）動物許可証を付与する権限をもつワ

シントン条約管理当局 

天然資源環境省 天然資源環

境政策計画局（Office of 
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Natural Resources and 
Environmental Policy and 
Planning: ONEP） 
天然資源環境省 海洋海岸

資源局（DMCR） 
マングローブ林を含むすべての海洋及び沿岸地域の管理 

森林産業機構（FIO） 以前は国有地での伐採施業を行っていた国営森林公社 
天然林伐採禁止令後、FIO は植林プランテーションの管理及び

伐採が主な事業内容 
内務省（Ministry of 
Interior: MOI）土地局

（Department of Lands: 
DOL） 

土地保有の登録、土地所有権及び土地利用証明の発行 
地籍調査の実施 

農業・協同組合省

（MOAC）農業局

（Department of 
Agriculture: DOA） 

木材及び木材製品の輸出用の植物検疫証明書の発行（王立森

林局と連携） 
ワシントン条約のもとでの植物相管理及び実施の責任（王立

森林局と調整して） 
ワシントン条約付属書樹種及び派生物の輸出に対する関連許

可証の発行（王立森林局と調整して） 
農業・協同組合省 農地改革

局（ALRO） 
農地改革法（Agricultural Land Reform Act）に従って農民に土

地を配分 
農業・協同組合省 協同組合

促進局（Cooperative 
Promotion Department） 

植林農民協同組合を登録する 
協同組合員に公有地を配分 

内務省（Ministry of 
Interior）公共福祉局

（Department of Public 
Welfare） 

土地収用プロジェクトの導入 
農民への公有地配分 

商務省 （Ministry of 
Commerce） 

企業の登録を担当 

工業省（Ministry of 
Industry: MOIND）工場局

（Department of 
Industrial Works: DIW） 

工場免許の承認 

工業省 タイ工業規格局 
(Thailand Industrial 
Standards Institute: TISI) 

国の工業、貿易、経済成長を支援する主要工業部門（林業を

含む）の国家基準を開発 

財務省 （Ministry of 
Finance: MOF）歳入局 
（Revenue Department） 

税徴収を担当 
付加価値税 (VAT)の登録 
個人及び法人の所得税を徴収 

財務省 関税局（Customs 
Department） 

国内外への物品の輸出入を管理 
違法貿易及びその他の形式の関税詐欺を取り締まる 
関税の徴収 

労働省(Ministry of Labor: 
MOL)労働保護福祉局

（Department of Labor 
Protection and Welfare: 
DLPW） 

労働安全衛生を含む労働法規の監視及び執行を担当 

社会開発・人間安全保障省 
社会開発福祉局

（Department of Social 

仏暦 2511 年生活用地配分法に従い、土地無しの社会的に恵ま

れない人々に公有地を配分（Nor Kor 3 利用証書） 
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Development and 
Welfare） 
県自治体 (PAOs) 国の 77 の各県に PAO があり、天然資源環境省及び王立森林

局からの派遣スタッフを含む 
PAO 役員は県知事に対し、県の土地及び資源利用に関して助

言し、郡及びタムボン職員により発行された許可証、免許、

証明書を確認する 
県知事は、郡長とともにしばしば天然資源をめぐる紛争を裁

決する 
郡当局（Amphoe） 国内に 878 の郡が存在 

郡の職員は TAO のさまざまな行政判断や行動を見直し承認す

る 
タムボン（準郡）当局 
(TAOs) 

国内に 7,000 以上存在 
タイにおける最も下位の地方自治体の行政体制 
村や準郡レベルでの土地及び資源利用を含むさまざまな活動

を監督、承認する 
 

3. 森林資源の伐採に関する法律  

3.1. 森林資源の伐採に関する法律及び規則 

表４に、森林と資源の保有権、森林管理、木材伐採等を管理する主要な法規の一覧を

示す。ほとんどの主要な法律および規制について HTML のリンク（英文）を提供して

いる。 

表４.  森林へのアクセス、森林管理、許可証及び免許発行を規制する法律及び規則  
法律名 制定年 説明 

仏暦 2484 年森林法
（Forest Act B.E. 
2484） 

 1941 
 改正

1948
、 
1982
、 
1989
、 
2014 

 国内林業を扱う基本法 
 森林管理及び伐採に関する規定 
 公有森林地の利用権配分の基礎を提供 
 木材の伐採、輸送、加工、販売に関する規則を詳述 
 使用料及び料金システムの確立 
(http://thailawforum.com/database1/forest-act.html)  

仏暦 2507 年国有保
存林法（National 
Reserved Forests 
Act B.E. 2507） 

 1964 
 改正

2016 
 

 保存林を決定し、その維持、管理責任を王立森林局に
指定 

 保存林の承認された利用及び木材・非木材林産物の伐
採を含む利用権配分条件を概説 

 保存林内の劣化森林における農業利用権の割り当て及
び植林を可能にする 

(http://www.thailawforum.com/national-reserved-forests-
act/)  

仏暦 2504 年国立公
園法 （National 
Park Act B.E. 
2504） 

 1961  国立公園システムを設置 
 国立公園の保護・維持活動及び国立公園委員会の設置

の概説 
 国立公園の境界内での占有を禁止 
 国立公園からの資源伐採持ち出しを禁止 
(http://thailawforum.com/database1/national-park-
act.html)  

仏暦 2535 年野生動
物保全保護法
（Wildlife 

 1992 
 以前の

1960 年
野生生

 野生動物保護区及び非狩猟地域の設置を認可 
 野生動物保護区内の土地の占有や所有を禁止 
 野生動物保護区内での木材伐採を禁止 
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Preservation and 
Protection Act 
B.E.2535）  

物法を
廃止 

(http://thailaws.com/law/t_laws/tlaw0317.pdf)  

仏暦 2535 年商業用
植林プランテーシ
ョン法
（Commercial 
Forest Plantation 
Act B.E. 2535） 

 1992 
 改正

2015 

 私有地や仏暦 2497 年土地法または仏暦 2507 年国有保
存林法に基づく利用証明書をもつ適格な公有地で栽培
されている 58 樹種の植林地（ゴムノキとユーカリは含
まない）登録の適格性の概要 

 登録植林地で栽培される木材の伐採及び輸送条件の指
定 

 登録植林地から伐採した木材を所有者印でマーキング
するための要件の詳細 

 登録植林地からの木材の森林使用料及び森林維持費免
除 

 2015 年改正により制限及び非制限樹種のリスト明確化 
 (http://extwprlegs1.fao.org/docs/pdf/tha70240.pdf 

仏暦 2518 年植物法
（Plant Act 
B.E.2518） 

 1975  「保存種」として知られるワシントン条約記載植物樹
種の監視及び管理を認可する 

(http://thailaws.com/law/t_laws/tlaw0502.pdf)  
仏暦 2507 年植物検
疫法(Plant 
Quarantine Act 
B.E. 2507)  

 1964 
 改正

1999、 
2008 

 植物及び植物材料の輸出入を規制 
 植物検疫証明書の検査及び発行を提供 
(http://www.doa.go.th/ard/FileUpload/import/1.4%20QA/1.
4.1%20QA/QA02E.pdf)  

仏暦 2497 年土地法
（Land Code B.E. 
2497） 

 1954 
 何度も

改正 

 個人及び法人が土地を所有し使用するための条件と資
格を規定 

 私有地の所有権及び公有地の利用証明書を許可 
 国の土地登記簿の維持を促進 
 土地譲渡条件を規定 
(http://thailawforum.com/database1/Thailand-Land-
Code.html)  

仏暦 2518 年農地改
革法（Agricultural 
Land Reform Act 
B.E. 2518） 

 1975  土地改革プログラムのもとで小規模農家に公有地の農
業用利用のための配分を提供。以前保存林に指定され
ていた土地を含む場合もある 

 農地改革委員会及び ALRO の設置 
(https://www.samuiforsale.com/knowledge/thailand-
land-title-deeds.html)  

仏暦 2558 年農地整
備法（Agricultural 
Land 
Consolidation Act 
B.E. 2558） 

 2015 
 同名の 

1974 年
法を廃
止 

 土地整備イニシアチブの前に土地を所有あるいは利用
する権利を以前持っていた個人が土地所有権を獲得す
るための規定を含む 

(http://web.krisdika.go.th/data/outsitedata/outsite21/file/Ag
ricultural_Land_Consolidation_Act_BE_2558_(2015).pdf)  

仏暦 2511 年生活用
地配分法
（Allotment of 
Land for Living 
Act B.E. 2511） 

 1968  農業に関連した利用及び生計のために家族あたり 50 ラ
イ（8 ヘクタール）以下の公有地を農村世帯に提供 

(http://www.cpd.go.th/cpden/images/Allotment.pdf)  

仏暦 2542 年協同組
合法
（Cooperatives 
Act B.E. 2542） 

 1999  農民と樹木栽培者のための協同組合を含めた協同組合
の設置と登録を提供 

(http://www.cpd.go.th/cpden/images/coop_act.pdf)  

仏暦 2518 年
Ratchaphatsadu
土地法
（Ratchaphatsadu 
Land Act B.E. 
2518） 

 1975  財務省所管の国有地をリース 

仏暦 2545 年チェー
ンソー法
（Electrical Saw 
Act B.E. 2545） 

 2002  チェーンソーの登録、所有権、使用を規制 
 チェーンソーの販売と輸入業者に登録を義務付け 
(http://www.thailawforum.com/electrical-saw-act-english-
translation/)  
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仏暦 2532 年 1 月
17 日内閣決議 

 1989  マングローブ林を除く全ての天然林の伐採コンセッシ
ョンを廃止 

仏暦 2539 年 8 月
13 日内閣決議 

 1996  マングローブに関して残存するすべての伐採コンセッ
ションを廃止し、事実上天然林からのすべての木材伐
採を違法にする（公共インフラプロジェクトのために
特別に命じられたもの以外） 

仏暦 2541 年労働保
護法（Labor 
Protection Act 
B.E. 2541） 

 1998 
 改正

2008  
2017 

 従業員及び雇用主の権利義務、給料及び福利厚生、労
働条件、労働衛生安全、保護等を規定する基本的労働
法 

https://www.labour.go.th/en/attachments/article/18/Labour
_Protection_Act_BE2541.pdf)  

仏暦 2554 年労働安
全衛生環境法
（Occupational 
Safety, Health and 
Environment Act 
B.E. 2554） 

 2011  労働者安全、労働条件、訓練、防具等に関する雇用主
と従業員の権利義務を概説  

(http://legal.labour.go.th/2018/images/law/Safety2554/safe
ty54eng.pdf)  

 

3.2. 森林に対する法的権利  

タイにおける土地は「私有」あるいは「公有」として分類され、仏暦 2497 年土地法

のもとで、何人によっても合法的に取得されていないすべての土地は、樹木に覆われ

ているかいないかに関わらず「林地」と定義される。 

土地及び資源の保有権は、タイでは複雑を極めている。小規模農地保有を含め 17 以上

の種類の土地所有、使用、占有証書が、木材生産促進のため利用可能である。さらに

これらのさまざまな保有権証書が、土地使用と譲渡に関して何を法的に認めているか

について、相当の誤解があることに注意が必要である。また、土地保有権証書の誤用

や、既存の制度のもとでの詐欺的土地譲渡の事例（故意あるいは許容しうる譲渡権に

関する無知による）も多数ある。加えて、土地の長期占有者（及び公然たる土地侵害

者）の多くは、将来もっと有利で合法的な法的土地配分が政府によって許可されると

憶測している。このような憶測は、実際に過去にこれが度々起こったという事実や、

現在のタイ政府が森林地占有者に対してその保有権を認める意図をほのめかしている

ので、全く根拠がない訳でもない。土地配分プロセス全体は、非常に政治的で議論を

呼んでいる問題である。 

タイにおいては、国立公園、野生動物保護区、カテゴリー１と２の流域を含む、比較

的よく管理された保護地域システムが確立されている。これらは、保全価値の高い森

林及び関連資源を擁する国の核心的地域であり、これらの地域ではすべての木材伐採

が厳しく禁止されている。これらの地域では散発的に違法伐採や侵入の報告がある

が、大部分はよく管理、保護されている。 

これらの厳格に保護された地域外においては、法的に林地として分類された国内の多

くの地域において、森林が非常に劣化し、樹木がほとんど残っていない。これらの森

林が劣化した土地の一部は、政府によるさまざまな土地利用配分プログラムのもとで

個人や企業に対し土地配分やリースすることが可能となっている。豊かな森林の不適

切なリースや占有についての報告が散発的にあるものの、土地配分制度は、一般的に

森林が劣化した土地に制限されている。 
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王立森林局には「森林が劣化した土地」と分類するための調査手続が定められてお

り、樹木の種数、対象地域内の 5％以上の面積の調査プロット中の胸高直径 50cm 以

上の樹木の毎木調査などを含む。 

「劣化した森林」の具体的な定義として、以下のような閾値が定められている   

 用材樹種が少なく、自然に回復するのが難しい国有保存林内の地域  
 樹高が 2 メートル以上の樹木がライ（0.16 ヘクタール）あたり 20 本以下かつ、

胸高直径 100 cm 以上の木がライあたり 2 本未満 
 源流域においては、上記閾値に加えて、胸高直径 50-100 cm のサイズの樹木がラ

イあたり 8 本以上ある場合も除外する 

過去には「森林が劣化した土地」の指定がかなり悪用されており、実際には優良森林

の閾値を超えていた土地が、土地や林業関連役人の共謀などにより、不適切に「劣化

した」と宣言され、規制に違反してリースを割り当てることを可能にしていた。他の

事例では、人々が意図的に森林を荒廃させて「劣化」したと分類されるようにし、そ

の後公有地のさまざまのリースプログラムに基づいて利用権を得ていた。 

3.2.1. 国有保存林における土地／資源保有権 

植林地免許 

 国有保存林内の劣化した森林地は、植林地の設立または劣化した森林地回復を目的

として個人にリースすることができる（1964 年の仏暦 2507 年国有保存林法第 20
項に基づき、王立森林局長により Por Sor 31 植林地免許発行）。リースは最長 30
年までで、最大リース面積は、以前は 320 ヘクタールであったが、1992 年のプロ

グラム改定により 8 ヘクタールに縮小された。16 ヘクタール以上の古いリース地

では、開始時期、目的、予算、人員配置/作業者を含む詳細なプロジェクト文書が

必要だった。リース権を法的に譲渡したり、売却したりすることはできない。 
 劣化した国有保存林地内に植林地を設立するためにリースを許可された（Por Sor 

31）事業者は、少なくとも年に二回雑草防除を行い、土地を火災から防護し、害

虫や病気の防止策を取らなければならない。これらの活動は、毎年末に提出される

植林地年次管理報告書（Por Sor 32）で報告されなければならない（TEFSO, RFD 
and MONRE, 2017）。 

小規模農地保有者への 5 年間リース 

 国有保存林内で生活あるいは農業及び家畜生産の目的のために土地を占有する小規

模農地保有者に対し、5 年間のリース（30 年まで延長可能）が提供されている

（1964 年の仏暦 2507 年国有保存林法第 16 項に従い、王立森林局により Por Sor 
23 が発行される）。リースされた土地での植林は、王立森林局の承認によって許

可される。リース権を法的に譲渡したり、売却したりすることはできない。リース

された土地は、仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法に基づき登録する資格

はないことに留意する。 

国有保存林を長期占有する世帯への土地利用配分 
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 Sor Tor Kor イニチアチブに基づき、国有保存林内の土地を長期間（通常、保存林

設立以前から）占有している個人に対し、森林が劣化したまたは完全に消失した土

地が、利用及び生計（植林地を含む）の目的のためリースされた。リース期間は 5
年間で更新可能であり、世帯当たり最大面積は 3.2 ヘクタールである。リースした

個人に対しては、Sor Tor Kor 1A、 Sor Tor Kor 2A、Sor Tor Kor 1B の文書が発行

される。1987 年に STK プログラムが終了する前までに、国有保存林内の 120 万ヘ

クタール以上の土地に対する Sor Tor Kor 証書が発行され、Barney（2005）によ

れば、1990 年までに約 70 万世帯が Sor Tor Kor 証書を手に入れた。Sor Tor Kor
によって配分された土地の管理は、1998 年の内閣決議に基づき継続されている。 

 1995 年には、Sor Tor Kor の土地に対する管轄権が王立森林局から農業・協同組合

省農地改革局（ALRO）に移されたが、土地は技術的には国の財産に留まってい

る。法的には、リース権は相続人への相続を除いて売買や譲渡はできないのである

が、実際には Sor Tor Kor の保有者が、公式な所有権文書なしにリース権を他人に

譲渡してしまう事例が多数存在する（Lakanavichian, 2006）。 

3.2.2. 国有保存林外の公有地における土地／資源保有権 

仏暦 2484 年森林法に基づく利用許可証  

 仏暦 2484 年森林法第 54 項は、農業及び生計活動のためには 10 年、植林のために

は最長 30 年までの利用許可証の発行を認めている。この利用許可を得た土地は、

仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法の下での登録資格はないことを留意す

る。 

仏暦 2518 年農地改革法に基づく農業あるいは生計のための公有地利用権 

 公有地を農業や生計のために利用する権利を認可する Sor Por Kor（農業用土地改

革）証書、リース契約書、リース購入契約書、土地補償契約書は、仏暦 2518 年農

地改革法第 30 項に従い、農地改革局（ALRO）により発行される。配分される面

積は、最大 8 ヘクタール（もし大型家畜が飼育されている場合は 16 ヘクタール）

である。土地は、相続人以外に譲渡することはできない。640 万ヘクタールが王立

森林局から農地改革局に譲渡された（Barney, 2005）。 

仏暦 2558 年農地整備法に基づく土地利用証書 

 仏暦 2558 年農地整備法のもとでも、土地利用証書が発行されている。 

仏暦 2511 年生活用地配分法に基づく利用証書 

 仏暦 2511 年生活用地配分法に定められた条件のもと、Nor Kor 3 利用証書（社会

開発・人間安全保障省 社会開発福祉局により発行）及び Kor Sor Nor 5 共同組合地

利用証書（タイ農業・協同組合省 組合振興局により発行）が、一世帯につき最大

8 ヘクタールの土地を農業及び生計活動のために配分する。  

その他 
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 仏暦 2518 年 Ratchaphatsadu 土地法（1975 年）に基づき発行された公有地リース

及びその他の契約書。リース契約書は、植林を含む許可された活動を指定する。森

林に対するこのタイプの許可証は非常にまれである。 
 公共団体、国営企業（例：森林産業機構）やその他の国の機関の土地権利書。これ

らは関連団体に関する個々の法律によって管理されている。 

3.2.3. 私有地における土地／資源保有権 

仏歴 2497 年土地法に基づく自由土地保有権証書 

 「Chanote」としても知られる自由土地保有権証書（Nor Sor 4、Nor Sor 4 Kor、 
Nor Sor 4 Khor、Nor Sor 4 Ngor、Nor Sor 4 Chor）は、仏歴 2497 年土地法に基づ

いて発行され、土地使用に何らの制限も受けない絶対的所有権を譲渡するものであ

る。所有権のある土地は、自由に売却あるいは譲渡することができる。 

仏歴 2497 年土地法に基づく利用証書 

 仏歴 2497 年土地法に基づいて発行された利用証書（Nor Sor 3、Nor Sor 3 Kor、
Nor Sor 3 Kho）は、所有権を指定するが、当該土地は一度も公式に所有権証書発

行のために調査されたことはない。所有者は、土地局に土地の調査と所有権証書の

発行を請求する権利がある。これらの土地は法的に売却あるいは譲渡できる。 

仏歴 2497 年土地法に基づいて発行された優先買取権証書 

 仏歴 2497 年土地法に基づいて発行された優先買取権証書（Nor Sor 2）は、一時的

な土地所有を認めるものである。所有者は、発行から 6 か月以内に土地利用を開

始し、3 年以内に土地利用目的を達成することが求められる。もし指定条件が満た

された場合、所有者は、当該土地 の権利証書か利用証書を請求する権利がある。

仏歴 2497 年土地法に定められているように、その権利証書あるいは利用証書は、

それぞれ 5 年または 10 年間は売却あるいは譲渡できない。 
 私有地で植林される樹木は、ほとんどの林業関連の法律に基づく規制を受けない。

土地所有者は、特別な許可が必要な Tectona grandis（チーク）、Dipterocarpus 

alatus（ヤン）、Dalbergia 属（ローズウッド／紫檀）を除けば、許可なしで植林

地を設立し、木材を収穫・輸送・販売することができる。 

3.2.4. 仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法登録プランテーション 

 仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法（1992 年制定、2015 年改正）は、元

々、伝統的な森林コンセッション制度による天然林からの木材の伐採、輸送のコ

ントロールのための以前の法律に関連し、私有地あるいは公有地における植林か

らの木材については伐採と輸送手続きを合理化することを目的としていた。この

法律のもとでは、天然林由来の木材と判別が困難な 58 樹種のうちの一つ以上を栽

培する植林地所有者は、Por Sor 3 を取得して、植林地を王立森林局に登録するこ

とができる。登録には、国民 ID カード、家の登録、土地所有権証書、用益権保有

証書、植林地の説明に加えて申請書の提出が求められる。一旦登録が承認される
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と、木材の伐採及び輸送手続きが簡単になり、使用料や森林維持費が免除とな

る。 
 全ての植林地所有者は登録申請することはできるが、例外は以下のとおりであ

る。 
 国有保存林における小規模保有者への 5 年リース権（Por Sor 23）または国有

林地配分証明書 （Sor Tor Kor）所持者（ただし交付後 5 年以降であれば申請

可能） 
 国有保存林外の公有地における仏暦 2484 年森林法（1941 年）に基づく利用

許可証所持者 
 私有地における仏暦 2497 年土地法に基づき発行された優先買取権証書（Nor 

Sor 2）所持者 
 登録は、長期の保有権確保を含むいくつかのメリットを植林地所有者に与える

が、伐採に対して王立森林局の承認が必要となるなどのデメリットもあり、私有

植林地所有者の多くは登録を躊躇しているようでもある（Heuch et al.,2012、
Rungnapa Wattanavichian, 私信）。 

 重要な点は、この仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法は、潜在的に天然林

からの木材と混同する恐れがあると考えられた 58 樹種だけを対象とするというこ

とである。58 樹種にはチークとローズウッド／紫檀は含まれるが、最も広く植え

られているゴムノキやユーカリは含まれない。このためタイにおける植林地のう

ち、この法律に基づいて登録されているものはごく一部に過ぎず、農民の植林地

の登録はわずかである。 

3.2.5.コミュニティ林 

タイの林地や保護区の中や周辺には、非常に多くの人々が住んでいる。国立公園・野

生動物・植物保全局（DNP）は、2007 年に国立公園、野生動物保護区、狩猟禁止区域

の境界内に 55 万人が居住していたと推定した。一方 FAO（2009）は国立公園や野生

動物保護区の境界内に 120 万人から 200 万人、国有保存林の中や周辺に 2,000 万から

2,500 万人もの人々が居住していると報告している。 

タイ政府は、少数民族の存在を認識する一方で（一般に「丘陵部族（hill tribes）」と

呼ばれる）、同化政策を推奨し、森林及び資源へのアクセスや保有権に関して慣習的

権利は認めていない。 

政府は林地内の居住者達の一部を、前述した土地保有権証書を通して合法化してきた

が、さらに多くの人たちが、法的状態が不確実なままで居住している。このような住

民の多くは、土地が公的に指定、分類されるよりずっと前から何世代にもわたって林

地を占有してきた。 

王立森林局は、多くの森林に居住するコミュニティに対し、実際的な共同管理のアプ

ローチを取ってきており、1 万を超えるコミュニティ林用地を登録している。その面

積は合計約 20 万ヘクタール（Lakanavichian, 2006）で、大半は国有保存林の中にあ

り（RFD, 2017）、長期の処分に関する政治的判断を待つ間、さまざまな程度の支援

を提供している。しかし、一般的に、当局は国立公園及び野生動物保護区内の占有に

対しては厳しい処置を取ってきている（Usher, 2009）。 
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タイ政府は、近い将来、国有保存林内の様々な占有者を合法化し（商業用植林を許

可）、（恐らく）保護区域や流域カテゴリー１及び２の場所内でも、（商業活動は許

可しないが）必要最低限の生活のために占有することを合法化するような法律を検討

しようと考えている。 

また、長年審議されてきたコミュニティ林業法の承認への期待もある。 1993 年よ

り、コミュニティ林業を対象とする法案が数度起草され議論されてきたが、現在まで

のところ国内のコミュニティ森林管理の権利及び手続を明らかにする明確な法的義務

は制定されていない。現軍事政権が、2019 年に予想される選挙の前に、コミュニティ

林業法案通過を推し進めるだろうという楽観的期待があるが、これは確実というには

程遠い。予想されている新しいコミュニティ林業法により影響を受ける可能性のある

約 2 万のコミュニティが国有保存林の中または近隣にあると推定されている

（Warangkana Rattanarat, 私信）。 

もしコミュニティ林業法が公布されたとしても、それが国有保存林内のコミュニティ

だけを対象とするのか、それとも国立公園、野生動物保護区内の占有地も認めるのか

については明確になってはいない。新しいコミュニティ林業法は、商業用木材開発を

植林樹木からのものだけに許可することで既存の天然林を保護するコミュニティの役

割と責任を強調することが期待されている。 

3.2.6. リスク 

タイの複雑な土地及び資源保有権に関する法律は、土地利用の合法性（そして、その

土地での育林の合法性）に関して相当のリスクをもたらしている。土地の明確で長期

的な保有権は、自由所有権証書のある私有地に対してのみ確実である。公有地に対す

る土地利用権の発行条項は、さまざまな法律や規則に詳述されているが、実際にはこ

のような保有権証書の発行は、非正常な処置や腐敗の結果であることが多いとも言わ

れている。さらにこのように違法にリースされた土地や土地利用権の売買や譲渡が行

われている事例が多数存在する。 

また他の事例では、個人が公有地（国立公園、野生動物保護区、国有保存林など）に

違法に進入、耕作しており、彼らはその不法占有が後に合法化されるという希望や期

待をもって行っている。土地紛争は、所有権のない土地では珍しいことではない。   

タイで生産されている主な木材は小規模農地保有者に栽培されたゴムノキやユーカリ

であるが、その多くは、信頼性に欠ける保有権証書に基づいて公有地を占有、利用し

ているため、その合法性は不確実なものとなっている。ゴムノキは、初期には Nor 
Sor 3, Nor Sor 2 などを有し、所有権が明確な私有地に主に植栽されていたと思われる

が、近年の拡大に伴い、公有地の中にも植えられるようになったと考えられる。その

いくつかは政府からの土地利用証書を得て栽培している合法なものだが、公有地を不

法占有して栽培されている違法なものも存在する。さらに本来は販売が禁止されてい

る政府からの土地利用証書を購入し、公有地でゴム植栽を行っているグレーな植林地

が多数存在する（匿名希望のある専門家）。この場合植林地自体は違法ではないが、

植栽・育林している個人は利用権を合法的に所持していないことになる。 
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表５ 土地保有権のタイプと、その場所における樹木の管理、伐採、輸送のために必

要な許可 

土地保有権 管理、伐採、輸送許可証 
国有保存林※ 
植林地免許 (Por Sor 31)  申請が必要 

 年次操業計画 
 植林地年次管理報告 (Por Sor 32) – 植林地免許

（Por Sor 31）保有者 
 植林地から伐採された全ての樹種の木材に関

し、伐採許可証 (Por Sor 2) 及び移動許可/輸送

証明書が必要  

小規模保有者への 5 年リース権(Por 
Sor 23) 
国有林地配分証明書 (Sor Tor Kor) 

国有保存林外の公有地※ 
仏暦 2484 年森林法（1941 年）に基づ

く利用許可証 
 伐採許可及び移動許可/輸送証明書 
 伐採許可、輸送前の移動許可/輸送証明書取得

が必要な制限樹種 
‐ カテゴリー A (158 樹種): 王立森林局の認可 
‐ カテゴリー B (13 樹種): 大臣の承認 
 非制限樹種用移動許可/輸送証明書は木材が輸

送される途中の最初の王立森林局チェックポ

イントで取得 

仏暦 2518 年農地改革法に基づく農業

または生計のための公有地利用権 (Sor 
Por Kor) 
仏暦 2558 年農地整備法に基づく土地

利用証明書 

仏暦 2511 年生活用地配分法に基づく

利用証明書 (Nor Kor 3) 

仏暦 2518 年 Ratchaphatsadu 土地法

（Ratchaphatsadu Land Act B.E. 
2518）に基づく土地リース及びその他

の契約書 

私有地※ 
仏暦 2497 年土地法にもとづく自由土

地所有権証書 (Nor Sor 4, Nor Sor 4 
Kor, Nor Sor 4 Khor, Nor Sor 4 Ngor 
及び Nor Sor 4 Chor) 

 チーク、ヤン、ローズウッドを除き、伐採許

可および輸送許可は必要ない 
 チーク、ヤン、ローズウッドについては、伐

採許可および移動許可/輸送証明書の取得が必

要 仏暦 2497 年土地法に基づく利用証明

書 (Nor Sor 3, Nor Sor 3 Kor, Nor Sor 
3 Khor) 
仏暦 2497 年土地法に基づき発行され

た優先買取権証書 (Nor Sor 2) 
仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法に基づき登録されている植林プランテーショ

ン 
（公有地、私有地を含む） 
Por Sor 3  伐採証明書/伐採通知書（Sor Por 13）、印鑑登

録証（Sor Por 8） 、印鑑証明書（Sor Por 
9）、承認されたプランテーション木材梱包リ

スト（Sor Por 15）が必要 
 輸送許可は必要ない 

※：仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法に基づき登録されている植林プラン

テーションを除く 
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3.3. 木材供給源の種類、管理、伐採計画及び許可証 

伐採許可取得のための法的要件は、該当する樹種及び樹木の栽培地によって異なる。

1989 年以降、天然林での合法的木材伐採は行われていないため、タイ国内における合

法的な木材伐採は主に植林木に完全に移行した。 

森林伐採手順及び許可は仏暦 2507 年保存林法に定められているが、これらの規制は

天然林での商業的伐採を対象にしたもので、植林地での伐採にはほとんど関係がな

い。  

なおタイには伐採前の詳細な伐採計画の承認や、伐採作業、労働者の健康と安全、伐

採後の森林回復に関連した規制要件はない。 

 

3.3.1.国有保存林6 

 管理計画に対する法的要件は、国有林保存林における植林地にのみに適用され

る。保存林の植林地免許（Por Sor 31）保有者は、毎年運営開始前に年次運営計

画を、また毎年末に植林地年次管理報告書（Por Sor 32）を提出する必要があ

る。年次報告書は、農園規模、境界、樹種、生存率、維持、雑草除去、害虫駆

除、防火、インフラ整備に関する情報を含むものとする。 
 仏暦 2484 年森林法及び仏暦 2507 年国有保存林法に基づき、免許保有者：植林地

免許（Por Sor 31）、小規模保有者への 5 年リース権（Por Sor 23）、国有林地配

分証明書（Sor Tor Kor）保有者は木材がある県林業機関（王立森林局）から伐採

許可（Por Sor 2）を取得しなければならない(TEFSO, RFD and MONRE, 2017)。
国有保存林内では、非制限樹種を含むすべての木材樹種の伐採に伐採許可が必要

である。  
 伐採を行う場合、免許保有者は、伐採予定地を示す地図を、樹木インベントリー

結果とともに伐採許可の申請時に提出する必要がある。 
 伐採許可を得るため、免許保有者は、王立森林局に対し、植林地を占有する法的

権利に関して書類を精査し、伐採予定地域を調査し、伐採予定木の樹種、サイ

ズ、推定立木量などを調査するよう請求しなければならない。  
 国有保存林内の全ての樹木に関し、伐採には使用料（ロイヤルティ）および森林

維持料の支払いが必要である。 

3.3.2. 国有保存林外の公有地 11 

 公有地内の植林地の伐採には、伐採許可、使用料（ロイヤルティ）や森林維持料

の支払いが必要である。 
 仏暦 2484 年森林法第 6 項は、「制限された」材木樹種を、カテゴリーA（158 樹

種）とカテゴリーB（13 樹種）に分類している。カテゴリーA 制限樹種の伐採許

可証は王立森林局により権限を与えられるが、カテゴリーB の樹木の伐採許可証

                                                            
6 仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法に基づき登録されている植林プランテーションを

除く 
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は、大臣の承認が必要である（NEPCon, 2017; TEFSO, RFD and MONRE, 
2017）。 

 伐採許可を必要とする制限樹種の伐採は、王立森林局により、伐採が行われる植

林地の調査/検査を通じて管理されている。伐採後、担当係官（通常王立森林局よ

り任命される）が、伐採された木材の樹種、サイズ、量の記録を含む伐採の確認

を行う。 

3.3.3. 私有地  

 私有地では、チーク（Tectona grandis）、ヤン（Diptercarpus alatus）、ローズ

ウッド／紫檀（Dalbergia 属）の伐採を除き、伐採許可は必要ではない。使用料

（ロイヤルティ）および森林維持料の支払いも必要ではない。 
 これらの制限樹種の伐採については、私有地で栽培されている場合でも、伐採許

可証が必要である。2017 年には、王立森林局は私有地の農園で栽培されているチ

ークとヤンに対して 156 の伐採許可証を発行した（RFD, 2017）。 
 農民や小規模農地所有者による用材樹種栽培を促進するため、現行の制限樹種

（チーク、ローズウッド／紫檀など）のいくつかに関し、私有地や国有保存林外

の公有地での植栽、伐採、輸送、加工に対する制限を緩和し、使用料および森林

維持料の支払を免除する法案が現在考慮されている（Rattanarat Warangkana, 私
信）。 

3.3.4. 仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法登録プランテーション 

 仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法によると、同法のもとで登録された公

有あるいは私有地におけるプランテーションの樹木を伐採しようとする事業者

（すなわち Por Sor 3 証書の保有者）は、伐採通知書を県の機関に提出し、その

後、伐採証明書／伐採通知書（Sor Por 13）を発行する植林プランテーション登

録官により確認が行われる。 
 登録プランテーションからの木材（登録資格のある 58 樹種）は、公有地からのも

のであっても使用料（ロイヤルティ）および森林維持税の支払いが免除される

（NEPCon, 2017） 

3.3.5. リスク 

タイにおける木材伐採に関する法的リスクは主に、事業者が当該の土地を取得し、植

林地を造成するための法的権限を最初に取得していたかどうかに関係する。違法な占

有及び土地使用のリスクは、恐らくゴム農園に関するものが最大であり、国有保存林

内やさらには国立公園や野生動物保護区内に違法にゴム農園が造成された報告が後を

絶たない（Bangkok Post, 2018C; The Nation, 2017; Phuket News, 2017）。  

一方、登録プランテーションや、伐採許可が発行されている植林地での伐採に関する

法的リスクは極めて低いと考えられている。承認された土地外で伐採が行われている

リスクがありえるが、そのような報告は一般的ではない。 

タイの天然林における、特にローズウッド／紫檀（Dalbergia cochinchinensis）や他の

高級樹種、沈香（Aquilaria 属）のように高価な樹種の違法伐採は、依然として大きな
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問題である。違法に伐採されたローズウッド／紫檀や、カリン（Pterocarpus 

indicus 、Pterocarpus macrocarpus）や Shorea 属の一部の”redwood”と呼ばれる他の

高級樹種の大半はタイ国外に密輸され、最終的には中国市場に到達するという報告も

ある（EIA, 2014）。また違法に伐採された沈香は、しばしば精油を取るため加工さ

れ、その大部分は中東諸国に輸出される。 

チークや天然林からのその他の木材の違法伐採も、以前よりは遥かに少ない頻度では

あるが、珍しくはない。違法に伐採された木材の中には、直接地元の国内市場に入り

込むものもあるが、過去にはタイで違法に伐採された木材が国境を越えて輸送され、

その木材が、その後タイに「輸入」されて戻り、近隣諸国から合法に輸入されたもの

としてロンダリングされるという巧妙なやり口も存在した。 このような悪質な木材ロ

ンダリングに関する報告は、近年ではタイと近隣諸国の両方での監視とコントロール

強化のため減少している。近隣諸国もまた未加工丸太の輸出制限を増やしている。タ

イも木材ロンダリングを阻止するため、ミャンマー国境からの丸太及び製材の輸入を

定期的に制限してきた。 

 
3.4. 環境に関する要件  

またタイにおいては、森林や植林地での農薬やその他の化学物質の使用を管理する、

林業に特定の規制要件も存在しない（NEPCon, 2017）。 

木材伐採に関連した唯一、法的強制力のある法律は、違法伐採の阻止のためにチェー

ンソーの登録を義務付けた仏暦 2545 年チェーンソー法である。 2017 年には全国で

4,793 台のチェーンソーが登録されている（RFD, 2017）。 

タイは、1983 年にワシントン条約を批准したため、ワシントン条約に掲載された樹種

の貿易規制を誓約している。タイ原産のワシントン条約に掲載された樹種のうち重要

なものには、沈香（Aquilaria 属と Gyrinops 属）、シャムローズウッド（Dalbergia 

cochinchinensis）、黒檀（Diospyros ferrea）で、すべてワシントン条約の付属書 II
（国際取引を規制しないと絶滅のおそれのある種）にリストされている。散在した地

域で見つかる Podocarpus neriifolius は付属書 III（締約国が自国内での保護のために、

他の締約国の協力を必要とする種）に掲載されている。  

ワシントン条約に掲載された主要樹種で主な懸念となっているのは、シャムローズウ

ッド（Dalbergia cochinchinensis）であり、アジア市場、特に中国の紅木市場において

高く珍重される。。タイ政府は、ローズウッドの違法取引を阻止するためにさまざま

な措置を講じてきており、2012 年から 2014 年の 2 年間に、総計 2,975m3に及ぶ

4,386 本のローズウッドを押収したとワシントン条約事務局に報告している（CITES, 
2016）。また Siriwat and Nijman（2018）は、2014 年から 2016 年の 28 か月間で、

単独で 835 件、合計何万もの丸太と粗製材の違法なローズウッドの押収があったと報

道されたと報告している。タイの有力者の強い関与や中国人バイヤーとのつながりを

含む深刻な問題が続いていることが報道されている（Bangkok Post, 2018a）。 

沈香について、タイ政府はその木材、チップ、根、油、粉末、その他の派生物に関

し、2016 年には 150 以上の輸出許可証を発行した（https://trade.cites.org）。それら

はすべて、人工的に繁殖させた植物に由来するものと示されていた。 タイには、いく
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つかの沈香プランテーションがあるので、そのような輸出は合法で適切かもしれな

い。しかし、過去数年間に天然林からの沈香の盗伐に関するさまざまな報告があり、

天然林からの沈香の違法伐採がプランテーション由来のものであるという主張のもと

に輸出された、あるいはワシントン条約の許可証なしに密輸された可能性も指摘され

ている。 

3.3 節で述べた天然林での違法伐採に関するリスクを除けば、現在効力をもつ木材伐採

に直接関係する特定の環境法はほとんど存在しないため、環境要件に関する法的リス

クはほとんどない。  

 
3.5. 森林管理と伐採作業における雇用及び安全  

森林管理と伐採作業を管理する特定の労働または労働安全衛生に関する規則はない

が、林業作業は「農業労働」として分類され、とりわけ仏暦 2541 年労働保護法及び

仏暦 2554 年労働安全衛生環境法により管理されている。これらの法律は、給料、福

利厚生、労働条件、安全性、個人用保護具、安全訓練、保健サービスなどに関する雇

用主と従業員の権利と責任について定めている。 

雇用主は、従業員名、性別、国籍、生年月日、雇用開始日、地位、職務、賃金、福利

厚生、予想雇用満了日を詳述した各職場の雇用記録を維持する必要がある。社会保障

局は、社会保障登録証明書を雇用主に発行し、社会保障カードを従業員に発行する。

残業手当を含む給与及び支払いの記録も維持されなければならない。規制の対象は、

最低法定賃金、男女平等賃金、病気休暇、残業手当、清浄な飲料水へのアクセス、個

人用防護具などである。  

15 歳から 60 歳の労働者を雇用する雇用主は、社会保障局へ雇用情報を提出し、社会

保険に従業員を登録することが義務付けられている。請負業者や下請け業者を使用す

る場合、タイの法律は、安全な労働条件を保証するため、雇用主と下請け雇用主に共

同責任を課している。雇用主は、必要な作業に応じて安全対策に関し労働者に適切な

訓練を与え、個人用防具を提供する必要がある。提供された訓練の記録は潜在的検査

のために職場で維持されるべきである。職場の状況は、照明、温度、騒音、空気の

質、検査官による見直しの可能性のため現場に保管される分析報告書について、定期

的に検査される必要がある。仏暦 2554 年労働安全衛生環境法により、従業員の健康

診断は、定期的に雇用主によって提供されなければならない。 

労働者は少なくとも 15 歳以上でなければならず、15 歳から 18 歳の者は、労働省労働

保護福祉局（DLPW）の特別な通知が必要である。10 人以上の従業員を雇用する企業

は、「労働規則」を掲示して労働者に自らの権利と利益、労働条件を知らせなければ

ならない。 

タイの法律は地域ごとの最低賃金を保証しているが、指定された全国最低賃金レート

以下ではない。   

すべての外国人労働者は、タイに滞在するために労働許可証と居住許可証を取得する

必要がある。雇用主は、外国人労働者が有効な労働許可証を保持していることを確認

する責任がある。 

タイは、近年さまざまな労働法や労働安全衛生規制の違反や不十分な試行についてか

なりの批判と監視を受けている。よくある批判は、労働者（特に非公式部門や農村地
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域で）が最低賃金を支払われず、福利厚生、強制残業、休日の不足、賃金からの説明

なしの控除、危険な労働条件などについてである。児童労働はいまだに問題となって

おり、外国人労働者の雇用条件は、いくつかのセクターでは特に問題となっている。   

タイは、労働組合の権利と差別に関する ILO 条約を批准していない。 

タイの経済は、ミャンマー、ラオス、カンボジアといった近隣諸国からの労働者に大

きく依存している。その数について正確な数字はないが、300 万人から 500 万人と推

定されている。農業、漁業、食品加工、工場部門などにおいて、劣悪な労働条件と搾

取は一般的であると報じられている。近年、いくつかの改善がなされ、アメリカ合衆

国が発行した一番最近の人身売買報告書ではタイは階級 3 から階級 2 に「格上げ」さ

れたが、現在でも虐待の横行が当局に認識されている。木材加工工場マネージャー達

によると、外国人労働者の法的チェックが過去 2 年間でもっと厳しくなってきてお

り、労働当局が定期的に工場訪問をし、滞在や労働許可の確認を行っている。   

 
3.6. 社会的要件 

タイには、森林管理に関して、「自由で事前の、十分な情報を与えられた上での合意

（FPIC）」や、地元居住民に相談する必要性に対処する法律はない。にもかかわら

ず、劣化した公有地をさまざまな団体に配分する際に協議が欠如していたことから生

じた過去の頻繁な衝突は、そのような配分を行う前にもっと実際的な協議を地元民と

行うことへの動機づけとなった。その後、Sor Tor Kor 及び Cor Tor Chor プログラム

は、配分決定においては、劣化した森林地を占有する地元民を優先することになっ

た。 

 
3.7. 伐採の合法性を確保するための規制措置   

伐採に関連する規制措置は、天然林からの木材の違法伐採を食い止めることと、植林

地で生育した木を伐採しようとする事業者が、伐採される木材に対し法的所有権を持

つことを確実にすることに焦点を当てている。 

現タイ政府は、森林保護に高い優先順位を与えており、違法伐採や密輸に対する逮捕

は近年増加している。林業関係者、警察、軍、税関その他を巻き込んだ共同作業は、

現在では一般的である。王立森林局と国立公園・野生動物・植物保全局は、双方とも

特別森林保護タスクフォースを設立し、「Phayak Prai」と「Phaya Sua」とそれぞれ

命名された。2017 年には、違法な森林活動ケースの効果的な監視、法執行、訴追をし

やすくするために、さまざまな政府機関のタスクフォースや他の機関を結ぶ「森林保

護運営センター」が設立された（The Nation, 2017a）。 

2017 年度には、王立森林局は、2,279 件の違法な林地侵入または開墾、また 3,014 件

の違法な木材伐採あるいは加工を記録した（RFD, 2017）。特に、ローズウッドにつ

いて、外国人を巻き込んだいくつかのケース（国境沿いのタイの森林でローズウッド

を盗伐したと告発されたカンボジア人が大半）を含め、数多くの逮捕や没収があっ

た 。   

天然資源環境省の最近の報告書によると、2015 年以降、違法伐採及び野生動物密猟の

罪で 23,000 名以上が逮捕され、国家に対して推定で千億バーツ（32 億米ドル）の損
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失となった。2014 年以降に報告された没収には、130 万本の丸太及び他の木製品が含

まれる（Bangkok Post, 2018b）。 

盗伐及び違法占有では、侵入者の立ち退きや公有林地に違法に建設された建造物の解

体を含む、目立ったケースもあった（The Nation, 2018）。 天然資源環境省からの最

近の報告書によると、2014 年以来、違法占有された林地 10 万ヘクタール以上が政府

により回収されている（Bangkok Post, 2018b）。 

 

4.木材及び木材製品の輸送及び加工に関する法律  

4.1. 木材及び木材製品の輸送及び加工に関する法律及び規則 

表６は、木材及び木材製品の輸送及び加工に関する主要な法規の一覧である。ほとん

どの法律及び規則について HTML リンクを提示する。 

表 6. 木材及び木材製品の輸送及び加工を規制する法律及び規則 
法規名 制定年 説明 

仏暦 2484 年森林
法 （ Forest Act 
B.E. 2484） 

 1941 
 改正  

1948, 
1982, 
1989, 
2014 

 国内林業を扱う基本法 
 木材の伐採、輸送、加工、販売に関する規則を詳述 
 さまざまな省令が木材及び製材の輸送、所有、加工、貿易に関

しての実施詳細を規定 
 使用料及び料金システムの確立 
(http://thailawforum.com/database1/forest-act.html) 

仏暦 2507 年国有
保 存 林 法
（ National 
Reserved Forest 
Act B.E. 2507） 

 1964 
 改正 
 2016 

 国有保存林の許容可能な利用及び木材及び非木材林産物の収穫
を含む利用権配分条件の概要 

 (http://www.thailawforum.com/national-reserved-forests-act/) 

仏暦 2535 年商業
用植林プランテー
シ ョ ン 法
（ Commercial 
Forest Plantation 
Act B.E. 2535） 

 1992 
改正 
2015 

 登録植林プランテーションで栽培されている 58 樹種の木材の伐
採及び輸送条件の特定 

 登録植林プランテーションから伐採した木材を所有者印でマー
キングするための要件の詳細 

 登録植林プランテーションからの木材の森林使用料及び森林維
持費免除 

 王立森林局は仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法の
2015 年改正を詳述し、登録植林プランテーションからの木材及
び製材の輸送に関するさまざまな実施規則を発表 

 2015 年改正により制限及び非制限樹種のリスト明確化 
(http://extwprlegs1.fao.org/docs/pdf/tha70240.pdf) 

仏暦 2541 年労働
保 護 法 （ Labor 
Protection Act B.E. 
2541） 

 1998 
改正 
2008, 
2017 

 従業員及び雇用主の権利義務、給料及び福利厚生、労働条件、
労働衛生安全、保護等を規定するタイの基本的労働法 

(https://www.labour.go.th/en/attachments/article/18/Labour_Protect
ion_Act_BE2541.pdf) 

仏暦 2554 年労働
安全衛生環境法
（ Occupational 
Safety, Health and 
Environment Act 
B.E. 2554） 

 2011  労働者安全、労働条件、訓練、防具等に関する雇用主と従業員
の権利義務を概説  

(http://legal.labour.go.th/2018/images/law/Safety2554/safety54eng.
pdf) 
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法規名 制定年 説明 
外国人就労管理緊
急勅令（ Foreign 
Workers 
Management 
Emergency 
Decree） 

 2017 
 改 正

2018 

 2008 年外国人労働者法を更新し破棄する 
 タイにおける外国人労働者雇用要件を概説し外国人労働者管理

及び規制を強化 
 外国人労働者の雇用主の権利義務を強調 
 書類のない外国人労働者雇用に対する大幅な罰金増加 
(https://www.doe.go.th/prd/assets/upload/files/bkk_th/3c35c06309c
7e8942a8f6ea363b8b916.pdf)  

 

4.2. 丸太の輸送  

4.2.1. 通常の輸送許可 

以下の供給源と樹種から伐採された丸太の輸送については、ほぼ同様の手続きが必要

である。 

 国有保存林内の植林地で伐採された全ての樹種の木材 
 国有保存林外の公有地にある植林地からの制限樹種：カテゴリーA（158 樹種）と

カテゴリーB（13 樹種） 
 公有地・私有地で栽培されたチーク（Tectona grandis）、ヤン（Diptercarpus 

alatus）、ローズウッド／紫檀（Dalbergia 属） 
 事業者は輸送前に、関係当局（通常、王立森林局）に、伐採場所及び輸送される

丸太を検査するよう通知しなければならない。担当係官は、輸送される丸太の樹

種、丸太に記された印鑑あるいはタグの詳細、連続番号、支払われた使用料（該

当する場合）に関する情報を含む移動許可／輸送証明書（Removal Pass / 
Transportation Certificate）を発行する。 

 カテゴリーA 制限樹種の輸送許可証は王立森林局により与えられるが、カテゴリ

ーB の樹木の輸送許可証は、大臣の承認が必要である（NEPCon, 2017; TEFSO, 
RFD and MONRE, 2017）。 

4.2.2. 国有保存林外の公有地で伐採された非制限樹種の木材 

 丸太を輸送する事業者は、木材が輸送される場所の最初の王立森林局の森林チェ

ックポイントで、輸送証明書（Transportation Certificate）を申請する必要があ

る。最初の森林チェックポイントの王立森林局係官は、輸送証明書を発行する際

に樹種、量その他の丸太に関する詳細を確認する。その文書は、森林チェックポ

イントを通過するたびに精査を受ける可能性がある。  

4.2.3. チーク、ヤン、ローズウッド／紫檀以外の私有地で伐採された木材 

 輸送許可証は必要ない。現在のタイの国内木材供給は、輸送許可証要件を免除さ

れる樹種の大量の丸太を含み（特にゴムノキとユーカリ）、輸送許可要件の対象

となるものよりも多い。 

4.2.4. 登録植林プランテーションからの丸太の輸送 
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 仏暦 2535 年商業用植林プランテーション法に基づいて登録された植林プランテー

ションから伐採された丸太を輸送するためには、事業者は、連続した順番の丸太

番号と伐採年に加え、登録された私印で全ての丸太に標識あるいはタグを付ける

ことになっている。個々の丸太の標識づけの要件は、大きなサイズの丸太を念頭

に設定されたが、実際的には、直径の小さい丸太の輸送には、しばしば個別に標

識や番号が付けられていないことがある。 
 標識をつけるための私印は王立森林局に登録し、印鑑登録証（Sor Por 8）及び 印

鑑証明書（Sor Por 9）を取得しなければならない。 
 また、事業者は王立森林局規定の書式に従った植林プランテーション木材梱包リ

スト（Sor Por 15）を準備し、その帳簿を県の管轄官庁に登録しなければならな

い（TEFSO, RFD and MONRE, 2017）。梱包リストは樹種、サイズ（長さと直

径）、量、私印、タグ詳細、丸太の連続番号に関する情報を含む。木材梱包リス

トは権限ある係官（通常は王立森林局係官）によって確認され、無作為検査に備

えて、輸送されている丸太とともに保持されなければならない。 
 輸送許可証は必要としない 
 また輸送事業者は輸送中の検査に備えて、以前に承認された伐採証明書／伐採通

知書（Sor Por 13）も所持しているべきである。 

4.2.5. 森林チェックポイント 

タイ国内外で生産された木材及び木材製品の輸送の統制のため、王立森林局は全国で

39 の森林チェックポイントシステムを維持している。「カテゴリー１」のチェックポ

イントは 38 の県に位置し、24 時間運営している。「カテゴリー２」のチェックポイ

ントはバンコクで運営されており（4 つの支所）、日中の就業時間の間だけ開いてい

る。カテゴリー１のチェックポイントは、大半が主要な国境越えポイントの近く及び

バンコク近郊の木材加工センターの近くにある。 

木材及び林産物の輸送に関する仏暦 2552 年王立森林局規則（2009 年）によると、森

林チェックポイントの職員は、輸送文書（移動許可／輸送証明書、製材輸送証明書、

製品証明書など）の有効性と有効期限を確認し、関連する使用料が支払われたかどう

か記録する。もし、すべて問題がなければ、積み荷の少なくとも 20％のサンプルチェ

ックが行われる。一旦確認できたら、職員はサンプルチェックした品目に私印及び除

去用印を押し、輸送文書に署名する。もし、元の輸送文書の期限が切れたら、チェッ

クポイントの職員は、発行日より最長 30 日までの有効期限のついた新しい移動許可証

を発行する（NEPCon, 2017）。 

ほとんどの場合、チェックポイントは車両を強制的に停止させる物理的障壁ではな

く、むしろチェックポイントにおいて、関連する許可証を請求するために停止し、先

に発行された許可証に従って輸送を記録する輸送コンベアに依存するものである。本

質的に、事業者は、ただ、関連する梱包リストと共に、輸送されている製材や製品の

ために指定された期限内に輸送文書をチェックポイントの職員に提示することが求め

られている。 

4.2.6. リスク 
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合法性リスクは、供給源（登録植林プランテーションからかそうでないか）と樹種

（制限樹種かそうでないか）によって丸太輸送に対する法的要件が異なる点について

の混乱、異なる解釈、不均一な執行に関係するものである。規制の混乱、異なる解

釈、不均一な執行は、法的要件に厳密に従わない方法での丸太の輸送を不可避的に招

く。また、制限樹種の丸太を、非制限樹種を運搬するトラックに混合して輸送し、許

可証なしにチェックポイントを通過させるという潜在的リスクもある。 

 
4.3. 木材及び木材製品の加工   

木材加工工場の運営者は、木材加工許可証を王立森林局から取得しなければならず、

それは毎年更新しなければならない。1960 年に政府は新しい製材所への免許発行を停

止したが、1989 年にゴムノキを加工する新しい製材所に免許を再び発行し始めた。

1994 年には、追加された 13 の非制限樹種の加工をする新しい製材所も許可された。

このような製材所への免許は比較的取得しやすく、通常の個人及び企業登録、納税記

録等を提出する（Jhongsathit Aungvitayatorn, personal communication）。結果とし

て、多様な樹種を加工するための免許をもつ比較的数の少ない古い製材所（1960 年以

前設立）がある一方、現存の製材所の大半は 1989 年以降に設立されたもので、国内

で生産される以下の 14 樹種を加工できる（Heuch et al., 2012）。 

 Hevea brasiliensis（パラゴムノキ） 
 Eucalyptus（ユーカリ）属 
 Azadirachta excelsa（インドセンダン） 

 Casuarina equisetifolia（トクサバモクマオウ） 
 Casuarina junghuhniana（ヤマモクマオウ） 

 Acacia auriculiformis（アカシア・アウリキュリフォルミス） 

 Acacia mangium（アカシア・マンギュウム） 

 Leucaena leucocephala（ギンネム） 

 Samanea saman（アメリカネムノキ） 

 Tamarindus indica（タマリンド） 
 Baccaurea ramiflora 
 Bouea macrophylla 
 Cocos nucifera（ココヤシ） 

 Borassus flabellifer（パルミラヤシ） 

一日当たり 50 トンを超える紙、板紙、またはその他の紙製品を生産するパルプ/紙工

場の免許を取得するためには、運営者は免許を持つ会社を雇って環境影響評価書を準

備し、操業開始前に承認を得るために天然資源環境省天然資源環境政策計画局（Office 
of Natural Resources and Environmental Policy and Planning: ONEP）に提出しなけれ

ばならない。6 か月ごとに、大気及び水質汚染と緩和に関する定期的監視報告書を天

然資源環境政策計画局（ONEP）及び工業省工業局（DIW）に提出する必要がある。   

王立森林局の観点からの主な運営要件は、加工工場運営者が 3 つの木材関連口座

（Timber accounts）を持つことである（省令第 25 号、項目 6、1976 年）。木材口座

は以下の詳細を記録する（TEFSO, RFD and MONRE, 2017）。しかしながら原料の

木材の入荷先の情報を記録することは求められていない。 
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 原料の木材入荷量 
 木材使用量及び木材製品出荷量 
 木材及び製品の在庫量 

工場木材口座は木材加工許可証（仏暦 2484 年森林法第 48 項）の年次更新請求を付随

しなければならず、また立入検査の間、王立森林局当局が閲覧可能なものでなければ

ならない。木材口座は輸送許可証要件を免除された樹種を含むすべての木材投入を含

んでいなければならない。しかし、更に下流の製造において用いられる半加工木材あ

るいはパネルは含まれない。紙パルプ工場の木材口座には、木質チップ及び丸太の投

入が含まれるが、購入されたパルプや再生紙の投入は含まれない（Heuch, 2012）。 

木材加工工場は、本報告書の第 3.5 項に概説したように、給与、福利厚生、労働条

件、安全性、個人用防具、安全訓練、保健サービス等に関する雇用主と従業員の権利

義務を規定する仏暦 2554 年労働保護法、仏暦 2554 年労働安全衛生環境法、外国人労

働者管理緊急勅令 （2017 年）に従わなければならない（TEFSO, RFD and MONRE, 
2017）。 

木材加工工場は、仏暦 2554 年労働安全衛生環境法の順守を文書化した労働省

（MOL）への定期的報告書を提出することが義務付けられている。加工作業に危険物

を使用している事業者はまた危険物質保有許可証を取得し、毎年使用及び作業報告書

を工業省（MOIND）に提出する必要もある。（TEFSO, RFD and MONRE, 2017）。 

各木材加工工場は、操業免許の年次更新の前に王立森林局による検査及び審査を受け

ることがある。免許更新時に、加工工場の木材口座も王立森林局によって精査され

る。当局はまた、年間を通じて事前通知なしに材木口座を検証する立入検査を行うこ

とができる。王立森林局による監視に加えて、木材加工工場は、労働保護福祉局

（DLPW）、労働省（MOL）、工業局（DIW）やその他の職員による定期的な見直し

及び立入検査または文書検査の対象となる。 

4.3.1. リスク 

ゴムノキとユーカリなどの非制限樹種の木材に関しては、供給元や合法性に関する文

書が殆どあるいは全くなくても製材所が受け入れることが法的に認められているた

め、木材製造工場で使用される木材供給の合法性を検証することは、タイの現行手続

きのもとでは困難である。多くの製材所では、合法的な供給元からの経路を示す文章

が付随している木材が、付随していない木材と混ざっている可能性がある。合理的に

考えて当該の木材が全て合法的に伐採・輸送されていたとしても、それが確認できる

あるいは保証する文章は全く存在しない可能性がある。 

タイ政府は、合法性や加工過程管理に関する文書化に関して現在のサプライチェーン

における弱点を認識しており、厳格な木材合法性保証システム（TLAS）を開発するプ

ロセス中にある。しかしこのプロセスは、長期にわたり、異論が多く、厳格な木材合

法性保証システムが完全に実施されるまでにはしばらく時間がかかるかもしれない

（Rungnapa Wattanavichian, Erica Pohnan, Sapol Boonsermsuk, 私信）。 

 
4.4. 木材及び木材製品の輸送   
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一次加工あるいは取引施設からの木材及び木材製品の輸送に関する規則は、仏暦 2484
年森林法の第 48-53 項及びその後の改正（http://thailawforum.com/database1/forest-
act.html）、さらに関連する省令や規則に概説されている。木材加工工場あるいは取引

所が、木材販売業者や他の下流の製造工場または輸出拠点に製材を輸送する場合には

以下の輸送証明書が必要である。これらの証明書は事業者自身が作成し、同県内の輸

送に使うことができる。県間の輸送の際にはさらに森林チェックポイントから輸送許

可（Transportation Certification）を得る必要がある。 

 製材輸送証明書（白色）（white-form Sawn Timber Certificate for transport）： 
一般の樹種の製材。24 時間有効 

 製材輸送証明書（黄色）（yellow-form Sawn Timber Certificate）： 
本報告書 4.3 項に記した 14 非制限樹種（ゴムノキやユーカリなど）の木材を加工

する免許を持つ機械式加工工場からの製材やチップ。7 日間有効 

これらの証明書の裏側には、タイプ／樹種、量、サイズ、私印、標識を含む、製材ま

たは輸送される製品の梱包リストの説明が含まれる。輸送証明書には、製材の輸送先

も記されている（NEPCon, 2017）。  しかしながら原料となった木材の生産地に関す

る情報は含まれない。 

このシステムは、伝統的には紙ベースだったが、現在ナショナル・シングル・ウィン

ドウ （National Single Window: NSW）と互換性のある電子承認システムが開発中で

ある（Sapol Boonsermsuk, 私信）。電子承認システムが完成すれば上記の輸送許可シ

ステムに置き換えられるはずである。 

なおこの手続きは、家具、パネル、パルプや紙などの加工された木材製品の輸送には

適用されない。事業者は、最終製品の輸送に関し独自の文書を発行することを選択で

きる。  

また制限樹種材から製造した最終製品については、王立森林局から制限樹種材製品証

明書（Restricted Wood Product Certificate）を取得する必要がある。これは 2 日間有

効である。 

4.4.1. リスク 

規制に関する混乱、解釈の相違、不均一な執行、事業者と担当当局者との共謀により

違法に調達された木材（製材及びその他の製品）が輸送段階のサプライチェーンに侵

入するリスクが存在する。 

法的権限／保有権なしに占有された土地から調達された木材、制限樹種の木材の非制

限樹種の木材への混入、輸送許可証や取引許可証の不正などのリスクが存在する

（NEPCon, 2017）。 

 

5. 木材及び木材製品の貿易に関する法律    

5.1. 木材及び木材製品の貿易に関する法律及び規則 
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仏暦 2560 年関税法（Customs Act B.E. 2560）（2017 年）は、タイへの輸入及びタイ

からの輸出のすべての一般的な手続きを規制している。

(http://www.customs.go.th/data_files/a48902e107a80bbbfc83d38742957569.pdf) 

すべての輸出入業者は輸入／輸出免許を取得する必要がある。この免許は電子的に取

得でき、3 年間有効である。 

タイは、世界税関機構（World Customs Organization: WCO）が開発した国際統一商

品分類（Harmonized Commodity Description and Coding System: HS）を使用してい

るが、これはまた ASEAN 関税品目分類表の基礎でもある。 

5.1.1. 輸入 

港や国境検問書で丸太や製材を輸入し輸送することを希望する輸入業者あるいは代理

人は、必要な書類を関税局、王立森林局、農業局（DOA）の適切な係官に提出する必

要がある。輸入代理人は商品が到着したときに以下の書類を提示しなければならな

い。 
 輸入税関申告書 (税関書式 99 または 99/1) 電子データ交換（Electronic Data 

Interchange: EDI）システムを通じて電子的に提出できる 
 梱包リスト 
 請求書 
 船荷証券  
 保険請求書  
 外国取引書式（輸入額が 50 万バーツすなわち約 1 万 6 千 USD を超える場合） 
 輸入免許の写し 
 原産国からの木材輸出許可証（該当する場合） 
 原産地証明書  

 

図８は、タイへの物品輸入についての一般要件を描いたものである。 
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図 ８.  タイの輸入手続き  
出典:  Thai Customs Department Website (http://en.customs.go.th/)  
 

文書処理の大部分は、電子税関及び電子決済の電子ポータルにより遂行することがで

きる。大半の木材及び木材製品には、追加の精査が必要なので、輸入は通常赤い線に

割り当てられ、特殊検査を必要とする。 

農業局（DOA）は、必要に応じて輸入品目を植物検疫条件に関し検査する。木材及び

木材製品の各出荷には、もしあれば、必要な、あるいは適用された検疫処理の種類を

示す、原産国によって発行された有効な植物検疫証明書が添付されていなければなら

ない。 

関税局及び王立森林局の係官は、樹種、量、説明に関して、申告された輸入品目が請

求書/梱包リスト及び税関申告書に記されたものと一致しているか、また、輸入される

木材に物理的に押されたスタンプ/標識が梱包リスト記載のものと合致するかを確認す

るため、出荷を検査する。 

検査を行う王立森林局の係官は、輸入木材に王立森林局ハンマーと連番を刻印する。

税関は、関連する輸入関税を課し、領収書を発行する。関税の支払いは、銀行小切手

か銀行振出小切手または EDI システムや銀行振込を通じて電子的に行うことができ

る。 

３つの検査機関すべての検査官が、物品引渡書式に署名する。 

木材を入国地点から輸送する輸入業者は、その後一番近い王立森林局の森林チェック

ポイントに、関税局に提出された書類、輸入関税支払い証明、輸送される木材の樹

種、量、容積を記した木材口座を報告し、輸送許可証を取得する。王立森林局からの

輸送許可証により、輸入業者は木材を加工工場または木材取引施設に移動させること

が可能になる。 

155



42 

 

輸入木材の合法性は、輸出国での合法性システムに大きく依存している。現在、輸入

木材について要求される唯一の重要な書類は、原産地証明であるが、これは合法性を

保証しない。特に木材がその伐採が行われた国ではなく、加工された国から輸出され

てきている場合には、原産地証明には木材が伐採された原産国は記載されていないこ

とが一般的である。  

5.1.2. 輸出 

図９はタイから物品を輸出する一般的要件を描いたものである。 

           

 
図９ タイの輸出手続き   

出典:  Thai Customs Department Website (http://en.customs.go.th/)  

 

図５に描かれた輸出一般要件に加えて、いかなる木材樹種からの丸太、製材、木炭

も、対外貿易局より輸出許可証（Export permit）を取得しなければならない（ただし

ゴム材、木質チップ、紙、パルプなどは含まれない）。そのような輸出許可証を取得

するためには、輸出業者は合法性証明書を対外貿易局に提出しなければならない。合

法性文書は、王立森林局発行の木材または製材の移動許可／輸送証明書や Sor Por 文
章（登録植林プランテーションからの木材の場合）、丸太、製材、木炭の輸出許可

（Export Certificate）などである。しかし木材製品については王立森林局からの輸出

許可証は必要としない。制限樹種から作られた木材製品や家具には、制限樹種材製品

証明書が発行される。ワシントン条約に記載された樹種の製品の輸出には、必要に応

じて、農業局（DOA）により、保護樹種輸出許可証が発行される。私有地からの木炭

については、王立森林局は、請求があれば、私有地産出木炭証明書も発行する。 
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なおチーク丸太及びチーク製材は、仏暦 2549 年商務省丸太及び木材輸出規則（2006
年）に基づいて、森林産業機構（FIO）のみが輸出を許可されている。 

もし原産地証明が必要な場合は、輸出業者は対外貿易局に申請できる。 

加えて、農業局（DOA）により、植物検疫証明書が発行される。 

これらの書類に関連するものとして、輸出申告書（税関書式 101 または 101/1）、請

求書、船荷証券、保険、梱包リスト、外国取引書式（輸出額が 50 万バーツ、すなわち

約 1 万 6 千 US ドルを超える場合）を含む標準輸出書類と一緒に関税局に提出される

必要がある。 

5.2. 法的必要書類または記録  

表７は、木材や木材製品のタイからの輸出入に必要な書類を掲げたものである。 

表 7.  木材及び木材製品の輸出入のための法的文書  
書類名 説明 発行機関 

輸入 
原産国からの木材輸出許可

の証拠  
木材輸出者の合法性を確認

する 
輸出国の関連機関 

植物検疫証明書 製品が無病及び /または植

物検疫処置を受けたことの

証明 

輸出国の認可機関 (必要に応じタ

イ農業局（DOA）による精査 ) 

請求書 輸出される製品及び合意額

の詳述 
輸出者 

船荷証券 出荷用貨物の受領を確認 配達業者あるいは貨物取扱業者 
(あるいはその代理人) 

梱包リスト  出荷される各クレート、

箱、コンテナの内容物の詳

細説明 

輸出者 

税関輸入申告（税関書式 
99 または 99/1） 

輸入品の公式申告 手動あるいは電子通関システム

を通じて税関に輸入者が提出 

原産地証明 輸入される品目の原産国を

確認 
輸出国における指定当局 

輸出 
輸出許可証 あらゆる樹種の丸太、製

材、木炭の輸出に必要  
対外貿易局 

（ 輸 出 用 ） 移 動 許 可

（removal pass） 
木材製品の輸出を認可 王立森林局 

私有地からの木炭証明書 私有地で生産された木炭の

輸出を認可 
王立森林局 

制限木材製品証明書 制限樹種から作られた家具

や木材製品に対して発行さ

れる 

王立森林局 
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売上請求書 輸出製品及び合意額の詳細 輸出者 

船荷証券 出荷のための貨物の受領確

認 
配達業者または貨物取扱業者

（あるいはその代理人） 

梱包リスト 出荷される各クレート、

箱、コンテナの内容物の詳

細説明 

輸出者あるいは代理人 

植物検疫証明書   製品が無病及び /または植

物検疫処置をうけたことの

証明 

DOA、農業・協同組合省 

保護樹種輸出許可証（ワシ

ントン条約に該当する場

合） 

必要に応じて、ワシントン

条約にリストされた樹木種

及び派生物の輸出を促進す

る 

DOA（ワシントン条約にリスト

された木材樹種に関して王立森

林局と協議して） 

輸出申告書 (税関書式 101 
または 101/1) 

輸出品目及び製品の詳細申

告 
輸出者により税関に提出 

原産地証明（輸入国から要

求あるいは輸出者から請求

された場合）  

輸出品の原産国を確認 対外貿易局 

 

6. その他  

6.1. 違法伐採及び関連取引との闘いに関係する国際的枠組／貿易協定 

タイは、東南アジア諸国連合 （ASEAN）、アジア太平洋経済協力会議（APEC）、国

際熱帯木材機関（ITTO）、国連食糧農業機関（FAO）の加盟国であり、そのすべて

が、違法な森林伐採及びそれに関連する貿易との闘いに取り組んでいる。タイは、過

去また現在、木材合法性に関連して、木材合法性保証システム（Timer Legality 
Assurance System: TLAS）開発の継続的努力を含む、これら機関のプロジェクトやイ

ニシアチブのいくつかに取り組んでいる。 

ASEAN の中で、タイは FLEG、汎 ASEAN 木材認証イニシアチブ、持続可能な森林管

理のための ASEAN 基準及び指標（合法性定義及び国家認証制度の基盤を提供す

る）、ASEAN 加工流通過程の管理の枠組みの開発に取り組む作業部会で活動してい

る。 

タイは、ASEAN 内の製品の貿易及び輸送に関与するすべての関連機関及び当事者を結

ぶために、最終的には ASEAN のシングル・ウィンドウと連携することになる NSW
を開発する、ASEAN の主要国の一つである。NSW システムは、単一のチャネルを通

して、貨物通関データ、同期・同時処理、意思決定を、一度の提出で可能にする。タ

イの NSW 開発は、DOA、王立森林局、天然ゴム再植林援助基金、DNP、対外貿易

局、関税局を含む少なくとも 36 政府機関が含まれる。従って、タイの NSW が効果的

に木材と木材製品貿易に対応するための基盤が存在する（EF, 2014）。NSW のさまざ

まな構成要素は運用段階あるいは試験段階（林産物に関連するものもいくつか含む）
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にあるが、NSW はいまだ完全には機能していない。しかし、現政府は、 関連機関に

NSW の導入を加速させるよう促している（Sapol Boonsermsuk, 私信）。 

タイは、ASEAN 内の物品の自由な流れを達成することを目的とした ASEAN 物品貿易

協定（ATIGA）の調印国である。この協定に基づいて、輸出業者に発行される原産地

証明として ATIGA 書式 D が各国で使用されており、木材の合法性文書を組み入れる

可能性がある（EFI, 2014）。 

タイはまた、APEC の違法伐採及び関連取引に関する専門家グループ（EGILAT）にも

参加している。 

タイはまた、絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約（ワシント

ン条約）の締約国である。国は、ワシントン条約の枠組みのもとで、シャムローズウ

ッド（Dalbergia cochinchinensis）保護を推進する主導的役割を果たしてきており、こ

れには注釈５の注釈４による置き換えを推進し、シャムローズウッドの全部分及び派

生物（種子及び苗木を除く）の取引をワシントン条約の支配下におくことが含まれ

る。シャムローズウッド違法伐採及び取引防止地域協議の総会も 3 回開催しており

（2014、2016、2017 年)、シャムローズウッド取引に関する討論を含んだ、2017 年

の第 4 回野生動植物不正取引対策地域協議を主催した。タイは、カンボジアやラオス

などの国境諸国との間で、シャムローズウッドの違法伐採及び取引の防止についてい

くつかの覚書を締結している。  

FLEGT VPA 

2013 年に、タイは EU との自主的パートナーシップ協定を交渉するための正式なプロ

セスを開始した。王立森林局は、2013 年、タイにおけるすべての FLEGT 関連事項を

調整し支援するために、タイ-EU FLEGT 事務局（TEFSO）を設置した。予備的技術

作業のあと、最初の公式交渉が 2017 年 6 月に行われた。天然資源環境省が、VPA 交

渉におけるタイの主要省庁である。このプロセスを支援するために、合法性定義、

TLAS、加工流通過程の管理システムの開発においてタイは EU より技術支援を受けて

いる（欧州林業機関 European Forestry Institute 及び FAO-EU FLEGT プログラムに

よって調整された EU FLEGT 施設を通じて）。 

 

6.2. 木材及び木材製品の合法性／持続可能性に関する自主的制度  

6.2.1. 森林管理協議会（FSC） 

現在、森林管理協議会（Forest Stewardship Council: FSC）の森林管理（FM）認証を

受けているのは 19 の森林地域であり、84,216 ヘクタールである。 
(file:///C:/Users/HP/Downloads/Facts_and_Figures_2018-08-01%20(1).pdf).   

タイにおける FSC 森林管理認証は、すべてチーク、ゴムノキ、ユーカリの 3 つの樹種

についてのものである。FSC 認証されたチーク林はすべて森林産業機構（FIO）が管

理しているものである。さらに、156 社が FSC の加工流通過程管理（CoC）の認証を

得ている。 
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2018 年のはじめ、タイ政府は小規模ゴム農家が FSC の基準に従うのを支援すること

を約束した。大半のゴム栽培者（特に何年も前に農園を設立した人たち）やゴムノキ

生産者は、法的にたいてい持続可能なやり方で運営していると一般的に認識されてい

る。最近になって設立されたゴム農園の多くの合法性には、いくつかの農園が合法な

リースなしに公有地に違法に設立されていることが知られているため、疑問が持たれ

ている。土地への法的アクセスが FSC 認証の主要な要件であるので、FSC 認証はゴ

ム農園の合法性を判断するのにとても有益である。しかし、ほとんどの農園所有者は

小規模保有者であり、伝統的な FSC 認証は、彼らの経済的能力を超えるものである。

従って、小規模保有者ゴムノキ生産者のための厳格で実際的なグループ認証を設立す

る努力がなされている。 

 (https://blogapac.fsc.org/2018/04/07/thailands-support-for-fsc-standards-background-
reasons-and-impacts/). 

6.2.2. 森林認証承認プログラム（PEFC） 

2016 年に、タイは森林認証承認プログラム（Programme for the Endorsement of 
Forest Certification: PEFC）と公式関係を樹立した。タイ工業連盟の後援のもとでタイ

森林認証協議会が公式に PEFC のタイ国家会員として受け入れられた。森林認証及び

加工流通過程の管理に対する国家基準は、タイ工業規格局（TISI）の枠組みの中で、

関係者と協議して、専門家チームにより起草されている。その他の利害関係者ととも

に、タイ工業連盟は、国家基準（２つの主要法人パートナーとの実地試験を含む）を

さらに洗練し、早ければ 2019 年に、承認の可能性も視野に入れて PEFC に提出すべ

き国家認証システムを開発する目標を掲げて取り組んでいる。（Rungnapa 
Wattanavichian, personal communication）。 

より強力な認証及び合法性保証システムを構築するため、特に現在の非制限種や非制

限木材（例．ゴムノキとユーカリ）及び輸入木材や木材製品について、タイでは多く

のイニチアチブが進行中である。これらイニシアチブのいくつかは、現在私有地の農

林で栽培された木材の自主的自己宣言（合法性の証明の提供とともに）にかかってい

る。   

6.2.3. E-ツリーシステム（E-Tree System） 

王立森林局のシングル・ウィンドウ・プログラムの一環である E-ツリー・オンライ

ン・データベースは、私有植林地所有者に、植林地所有権、樹種、在庫、伐採、売

買、輸送に関する情報を登録する機会を提供する（Sapol Boonsermsuk, personal 
communication）。現在のところその対象は仏暦 2535 年商業用植林プランテーション

法に基づいて登録する対象ではない樹種の植林農家を含んでいる。しかしながら E-ツ
リーにはまださまざまな技術上の制約があると報じられており、多くの植林事業者は

現在設定されているシステムに基づいて登録することを躊躇している（Rungnapa 
Wattanavichian, 私信）。  

6.2.4. 自己宣言アプローチ 
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タイ工業連盟（FTI）は現在、育林農家が自分たちの樹木の合法性を確認できる単純で

低コストな実際的方法を提供するような様々な自己宣言アプローチの実現可能性を現

在探っている。これらの自己宣言は、将来王立森林局の E-ツリーシステムに連携され

る可能性がある（Rungnapa Wattanavichian,私信）。調査されている方法には、以下

のようなものが含まれている。 

 タイゴム協会（RAOT）及び/または他の育林農家協会あるいは協同組合を通じた

紙ベースあるいは電子媒体ベースの自己宣言 
 王立森林局の立入検査による認証 
 地元の村や地区当局の立ち合いによる自己宣言 

樹木所有権の「自己宣言」のもう一つの形は、小規模保有者による経済的樹木栽培促

進のためにタイに設けられたツリーバンクプログラム（Tree Bank Program）を介し

たものである。ツリーバンクプログラムは、農業・農業協同組合銀行（Bank for 
Agriculture and Agricultural Cooperatives: BAAC）により管理運営され、植林農家が栽

培している樹木を担保にローンを確保することを可能にする。ツリーバンクシステム

に基づく所有権の自己宣言は、法的立場からは疑問があるが、栽培している土地の保

有権が不明であっても、小規模保有者が樹木の所有権の認識を確実にする助けとはな

る。今日までに 15 万本という樹木の農家がツリーバンクプログラムに参加している。

最近、プログラムは、チークやローズウッドといった高価値木材樹種を含むより多く

の樹種を含むよう拡張された（Bangkok Post, 2018d）。 

 
 
8. インタビュー／現地調査 

8.1. インタビュー 

表 8.  インタビュー一覧   
日付 役職  組織  主な話題 
複数日程 林業係官 FAO-EU FLEGT プ

ログラム 
合法性に関する一般的課

題、情報源、コンタクト 
複数日程 コンサルタント FAO-EU FLEGT プ

ログラム 
合法性に関する一般的課

題、情報源、タイにおける

コンタクト 
3/9/18 国際特別プログ

ラム課長 
国際森林協力局、

王立森林局 
タイ森林統計、森林分類、

森林管理法律 
複数日程 コンサルタント FAO-EU FLEGT プ

ログラム 
合法性に関する一般的課

題、情報源、コンタクト 
22/8/18 タイ法律専門家 コンサルタント会

社 
タイ林業法及び法的規制 

30/8/18 チームリーダー アジアにおける責

任ある林業及び 木
材貿易 (RAFT) プ
ログラム 

合法性に関する一般的課

題、情報源、タイにおける

コンタクト 
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5/9/18 
6/9/18 

FLEGT コンサル

タント 
独立系コンサルタ

ント (欧州林業機関

と提携) 

合法性定義、加工流通過程

の管理、リスク評価、デュ

ー・ディリジェンス・シス

テム 
6/9/18 FLEGT 専門家 Thai-EU FLEGT 事

務局 
土地保有権の合法性、伐

採、輸送、製造、貿易要件 
7/9/18 高地農業天然資

源局長 
 

チェンマイ大学 森林管理及び資源保有権、

違法伐採及び貿易 

10/8/18 
(skype 経

由) 

講師 マレーシア、トゥ

ンクꞏアブドゥルꞏラ
ーマン大学 

東南アジアにおけるワシン

トン条約にリストされた樹

種の貿易 
22/8/18 コンサルタント 森林認証コンサル

タント会社 
地域林産物貿易及び合法性

システム 
10/9/18 シニアプログラ

ムオフィサー 
RECOFTC –人々と

森林センター 
土地及び資源保有権、農園

木材のトレーサビリティ及

び合法性、コミュニティ林  
10/9/18 タイ国プログラ

ムコーディネー

ター 

RECOFTC –人々と

森林センター 
地域合法性課題、国際・地

域貿易 

10/9/18 大学院生 ブリティッシュコ

ロンビア大学 
 FLEGT 政策決定への地域

住民参加 
11/9/18 ゴム農園及び製

材所オーナー 
A 社 ゴム木材伐採、輸送、加工

手続き/慣行、木材加工管

理、輸出手続き 
20/9/18  

マーケティング

部長 
  

B 社 木材調達、家具製造作業、

輸出手続 

26/9/18 長官 国際森林調査セン

ター 
地域貿易及び統治 

27/9/18 木材貿易プログ

ラムリーダー  
トラフィック、 野
生動植物国際取引

調査記録特別委員

会 

地域貿易、税関規制、訓練

及び能力開発、貿易統計 

28/9/18 部長 タイ森林認証協議

会 (TFCC)、タイ工

業連盟 

認証及び加工流通過程の管

理イニシアチブ、非制限樹

種の自己宣言のパイロット 
28/9/18 局長 国際森林協力局、

王立森林局 
進行中の立法・規制改革、

輸出入規制、輸送規制、

NSW 開発 
 

8.2. 現地調査 
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本報告書の編纂者はタイに 24 年住んでおり、林業セクターで、その全期間において地

域問題に取り組んできた。そのため、本報告書にまとめられた情報の多くは、この直

接のコンサルティング業務期間を超えた、長期にわたって得られたものである。2018
年 8 月 1 日から 2018 年 9 月 30 日までの間に、書類、報告書、ウェブサイト、ニュー

ス記事の徹底的な見直しが行われた。調査及びミーティングは主に 9 月に行われた

が、そのうちのいくつかは 8 月の頭に行われた。調査は、主要な情報提供者との個人

的なミーティングや利害団体とのフォーカスグループディスカッションで成り立って

いた。ディスカッションは、データ、情報、書類を収集し、最初のデスクワークで事

前に識別された結果を検証する意図があった。またバンコク郊外のバング・スー地区

の木材販売業者、バンコクのゴールドベル家具工場及びショールーム、カオ・ヤイと

サップ・ラン国立公園、サラブリとナホン・ラッチャシマ県の植林地の見学が行われ

た。 
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付属資料 

商業用植林プランテーション法に基づく植林プランテーション登録フォーム(Por Sor 
3) 
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商業用植林プランテーション法に基づく登録プランテーションからの伐採証明書／通

知書(Sor Por 13)  
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商業用植林プランテーション法に基づく登録プランテーションからのプランテーショ

ン木材梱包リスト承認書(Sor Por 15) 
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続き 
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商業用植林プランテーション法に基づく登録プランテーションからのプランテーショ

ン木材梱包リスト承認書(Sor Por 15)：英語版 
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商業用植林プランテーション法に基づく登録プランテーションからの木材に対する移

動許可証 
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製材輸送証明書（白色） 

 
 

  

173



60 

 

続き 
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製材輸送証明書（白色）：英語版 
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製材輸送証明書（黄色） 
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続き 
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税関申告書（Form 99/1） 
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輸入材の輸入港から移動許可証 
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輸入材の港から移動許可証：英語版 
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王立森林局からの輸出事業者証明書（取得は任意） 
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ワシントン条約保護樹種輸出許可証 
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ASEAN 物品貿易協定（ATIGA）原産地証明書式 D 
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INSS  国立社会保障院 (Insituto Nacional de Seguridade Social) 
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ITTO  国際熱帯木材機関（International Tropical Timber Organization） 
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MDIC   産業貿易サービス省（Ministry of Development, Industry and Foreign 
Trade ) 

MERCOSUL 南米南部共同市場（Southern Common Market（Mercado Comum do 
Sul）） 

MMA  環境省（Ministério do Meio Ambiente） 

MTE  労働雇用省（Ministério do Trabalho） 
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SFMP  持続可能な森林管理計画（Sustainable Forest Management Plans） 
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 国家森林製品原産地管理システム（Sistema Nacional de Controle 
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TIMOs  林地投資経営組織（Timberland Investment Management Organizations） 

TOR  委託事項（Terms of Reference） 

UC  保全ユニット（Unidades de Conservação） 

UK  英国（United Kingdom） 

USA  アメリカ合衆国（United States of America） 
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１ 森林セクターの概要 

本項では、ブラジル連邦共和国（以下、ブラジル）における森林の植生分類、土地利用、

土地所有タイプ、および森林認証の状況について述べる。 

 

１．１ 森林資源 

ブラジルは、4 億 8,580 万ヘクタールの天然林と 784 万ヘクタールの植林地を有する。

ブラジルの天然林は、アマゾン（アマゾニア Amazônia）、カアチンガ（Caatinga）、

サバンナ（セラード：Cerrado）、大西洋岸森林（Mata Atlântica）、パンパ（Pampa）、

および湿地（パンタナル：Pantanal）の 6 種類の生物群系に分類される。このうち、ア

マゾン、カアチンガ、サバンナの生物群系はブラジルの森林面積の 93%を占める。図 1
にて生物群系の分布を、表 1 にて各生物群系の面積を示す。 

 

図 1 ブラジルの生物群系分布図 
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表 1 生物群系別森林面積（2015 年） 

生物群区分 面積（ヘクタール） 全体に占める割合（%） 
アマゾン 342.027.340 70.4 

カアチンガ 40.582.671 8.3 
サバンナ 69.235.988 14.3 

大西洋岸森林 21.270.466 4.5 
パンパ 3.210.486 0.7 
湿地 8.975.022 1.8 
合計 485.801.973 100 

出典：SFB – SNIF（2017）  

ブラジルの天然林はアクレ州、ロンドニア州、パラ州、アマゾナス州、マトグロッソ州、

アクレ州、ロライマ州が位置する北部に広がる。一方で植林地の大部分は南東部（ミナ

ス・ジェライス州、サンパウロ州）や南部（サンタ・カタリーナ州、パラナ州）に分布

する。表 2 にてブラジルで多く流通している商業用木材の樹種を示す。 

 

表 2 ブラジルで一般的に流通している木材用樹種（天然林および植林樹種 ） 

天然林 植林地 
一般的な樹種 高級樹種 一般的な樹種 その他樹種 

マニルカラ

（Manilkara 
Huberi） 
レッドアンジェリ

ム（Dinizia 
excelsa） 
クピウバ（Goupia 
coubari） 
ジャトバ

（Hymenaea 
courbaril） 
ジャボチ（Erísma 
uncinatum） 
アマパ（Brosimum 
utile） 
クマル（Dipteryx 
odorata） 
ファヴェラ

（Parkia spp.） 
ガラッパ（Apuleia 
leiocarpa） 

イペ・アマレーロ

（handroanthus 
serratifolia） 
紫イペ

（handroanthus 
impetifinosus） 
スパニッシュシー

ダー（セドロ）

（Cedrela 
odorata） 
ワシントン条約附

属書 III に掲載され 

マツ類（Pinus 
spp.） 
ユーカリ

（Eucalyptus 
spp.） 

アカシア（Acaia 
spp.） 
チーク（Tectoria 
spp.） 
パシャコ

（Schizolobium 
amazonicum） 
パラゴムノキ

（Hevea 
brasiliensis） 

 

ブラジルは、外来種を導入した植林の歴史が長い。代表的な植林樹種であるユーカリや

マツ類は、木材パルプ、木製パネル、製材、木炭等の生産のために植栽されている。ユ
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ーカリの植林地（570 万 ha）のほとんどが、ミナス・ジェライス州、サンパウロ州、サ

ンカタリーナ州 、南マトグロッソ州に分布し、マツ類の植林地（160 万 ha）のほとん

どがパラナ州とサンカタリーナ州に分布する（IBÁ, 2017）。 

植林地のほとんどがユーカリとマツ類であるが、近年は、パシャコ（Schizolobium 
amazonicum）やパラゴムノキ（Hevea brasiliensis）などの在来種を使った植林に対し

て積極的に投資を行っている。植林地（外来樹種と在来種）から伐採された丸太は輸出

可能となっている。 

 

１．２ 土地利用区分 

ブラジル統計地理院（Instituto Brasileiro de Geografia e Estatísticas：IBGE）は、ブラ

ジルの土地利用区分を 12 に分類している（表 3）。 

 

表 3 ブラジルの土地利用区分（2014 年） 

区分 特徴 
天然林 天然林地域 
人工林 外来種を導入して造林された地域 
農業活動を伴ったモザイ

ク状の森林植生 一時的な農牧活動に使用される森林地域 

草原植生 サバンナ、ステップ、開拓地、自然保護区といった植生

の地域 

自然放牧地 人為的干渉が少ない放牧地として使用される自然植生の

牧草地 

管理放牧地 管理された永年性の放牧地 

農地 農業作物生産用の土地 

森林が残るモザイク状農

業地域 天然林が大部分を占める農地 

草原植生が残るモザイク

状の農業地域 
農業、放牧および（あるいは）林業に利用される土地。

草原植生が残る部分や小規模ではあるが植林地もある 

湿地 沼地、湿地と分類される土地 

人工地 都市型インフラストラクチャー 

空き地 露出岩、崖、礁がみられる土地および浸食地 
出典: IBGE（2016）に基づく 

 

図 2 にて、IBGE による土地利用区分別に基づく 2014 年の土地利用状況を示す。 
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図 2 ブラジルの土地利用状況（2014 年） 
出典：IBGE（2014）に基づく 
 

１．３ 土地所区分 

ブラジルの土地所有権は、大きく私有地と公有地に大きく分かれ、入植地

（assentamentos）、先住民所有地、空き地、占有地（posse）、保護地域、私有地、

キロンボ（quilombola）という 7 区分に分類される（表 4）。1988 年に制定された現行

のブラジル連邦憲法は、このように分類された土地所有権を認めている。 
 
表 4 ブラジルの土地利用区分 

区分 所有権タ

イプ 
概要 面積（陸地面積

に対する割合） 
入植地

（Assentamentos
） 

公有 農地改革を通じて形成された農村

地域の集落。法律第 8.629/93 号

（Law 8.629/93）により規定され

る 

8.8 千万 ha
（8.8%） 

先住民の土地 公有 先住民の生活基盤として指定され

ている土地。ブラジル連邦憲法第

231 条によって保証される 

1.1 億 ha
（13.8%） 

空き地 公有 特段の用途が指定されていない公

有地 
 

占有地（Posse） 公有ま

たは私

有 

第 3 者による一時的な土地利用。

法律第 4.505/64 号第 4 章

（Chapter IV of Law 4.505/64）に

よって規定される 
 公有地の場合、利用者は個

人あるいは伝統的なコミュ

ニティを指す 

 

39%

19%

12%

10%

7%

6%

5%

1% 1%
0.5%0.5%

0.1% 天然林

放牧地（天然）

管理された放牧地

森林が残存したモザイク状の農地

農地

農業活動が存在するモザイク状の森林植生

草地植生が残存したモザイク状の農地

草地植生

植林地

湿地

人口地

空地
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 私有地の場合、賃貸借契約

等の契約を通じた使用と正

式な手続きを取ってない利

用を指す 
保護地域 公有ま

たは私

有 

私有地あるいは公有地で、生物多

様性の保護を目的とした土地。可

能な活動は森林法第 12.561/12 号

（Forest Code Law 12.561/12）お

よび国家保全ユニットシステム

（SNUC）が定める保護区の分類

により異なる 

1.5 億 ha
（18.1%） 

私有地 私有 法人あるいは個人が所有する土地  

キロンボ

（Quilombolas） 
私有 植民地時代にアフリカから連れて

こられた奴隷が脱走し形成された

共同体 

1.4 百万 ha
（0.2%） 

出典：Climate Policy Initiative （2017） 
 
ブラジル政府は、2012 年に法律第 12.651/12 号（Law 12.651/12）に基づき、農村地域

の私有地や占有地における土地利用を管理し、自然資源の持続的利用と保全を目的に、

農村環境登録制度（Cadastro Ambiental Rural：CAR） を制定した。CAR（付属資料 1）
は、国レベルの電子登録システムで、農村地域の全私有地に対して登録が義務付けられ、

所有レベルでの土地利用情報を統合管理し、環境・経済計画策定や森林減少対策に活用

することを目的としている。ブラジル森林局（Serviço Florestal Brasileiro：SFB）によ

ると、2018 年 6 月時点で、CAR に登録された面積は 5.2 百万 ha であった。 

IBGE が実施した最新の農業国勢調査（2006 年）によると、所有者が不明な土地が 3 億

haに達し、重要な課題として挙げられる。このような土地は北部に多くみられ、リーガ

ル・アマゾン（Amazônia Legal）1の 53%は所有権が不明であると推定されている。こ

のように土地の権利にかかる制度整備が未だ不完全であることから、土地紛争や天然資

源の違法な収穫など社会面や環境面で問題が頻発している。 

１．４ 保護区 

ブラジル森林法（法律第 12.651/12 号）（Brazilian Forest Code, Law 12.651/12）第 12
条は、所有レベルで以下のように土地利用に制限を設けている： 
 
 法的保護区（Legal Reserves：LR）2 

                                                            
1 リーガル・アマゾンは、連邦法第 5.173／66 号（Federal Law No. 5.73/66）によって規定されたアマゾン

地域一帯を示す。北部全 7 州（アクレ州、アマパ州、アマゾナス州、パラ州、ロンドニア州、ロライマ州、

トカンチス州）、中西部マトグロッソ州の一部、北東部マラニョン州の大部分を包含し、その総面積はブラ

ジル全土の 59%を占める。 
2 法律 12.651/12 号（Law 12.651/12）第 3 条は、「法的保護区とは、農村地域の土地が有す自然資源の持続

可能な経済的利用を促し、生態系の保護と再生を助け、野生動物、在来植物および生物多様性の保全を促す

機能を持つ」と定義している。  
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私有地では、所有面積の一定の割合で在来植生を保全し、経済活動を目的とした天然資

源の利用に持続性を確保することが定められる。法定保護区の割合は、生物群系により

異なる： 
 リーガル・アマゾン地域の森林：所有地の 80% 
 リーガル・アマゾン地域のサバンナ地帯：所有地の 35% 
 リーガル・アマゾン地域のその他の植生：所有地の 20% 
 その他の地域：所有地の 20% 

 
 恒久保護地域（Permanent Preservation Areas：PPA）3 
法的保護区に加えて、土地所有者は恒久的保護地域（PPA）を考慮する必要がある。

PPAは、土壌保全と水質確保のために河川沿いあるいは斜面に設定され、所有者は該当

する区画の自然植生を維持しなければならない。 
 

 保全ユニット（Conservation Unites：UC） 
さらに、ブラジルでは、法律第 9.985 号（Law 9.985/00）によって、国家保全ユニット

システム（Sistema Nacional de Unidades de Conservação：SNUC）と保護区の分類と

なる保全ユニット（Conservation Unites：UC）が定められる。SNUC はその目的と利

用方法によって、大きく i）完全保全区と ii）持続的利用区の 2 種類に分別されている。

表 5 にて、法律第 9.985 号（Law 9.985/00）が定める保護単位区分および土地所有権の

種類をまとめる。 
 
表 5 保全ユニット区分と土地所有形態  

                                                            
3 法律第 12.651／12 号第（Law 12.651/12）第 3 条は、物理的・生態学的に脆弱な地域を「恒久保護地域

（Permanent Preservation Areas：PPA）」として指定する。河岸地域、水源地、丘上、山地斜面、マング

ローブ林が該当し、このような地域は、ランドスケープレベルで水資源の保全、生物多様性、土壌保全等の

生態系サービスを提供している。 

保全ユニット区分（UC） 土地所有形態 

完
全

保
護

 生態系保護区（Estação ecológica） 公有 
生物保護区（Reserva biológica） 公有 
国立公園（Parques Nacionais） 公有 
自然風景保護区（Monumento Natural） 公有および私有 

森林保護区（Refúgio da vida Silvestre） 公有および私有 

持
続

的
利

用
 

環境保護区（Áreas de proteção ambiental） 公有および私有 

生態的保護区（Áreas de Relevante Interesse 
Ecológico） 公有および私有 

国有（および州有）林（FLONA – Floresta Nacional） 公有 
採集保留区（Reservas Extrativistas） 公有 
野生動物保護区（Reserva de Fauna） 公有 
持続可能な開発区（Reserva de Desenvolvimento 
Sustentável） 公有 
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１．５ 森林認証 

ブラジルでは、森林管理協議会（Forest Stewardship Council：FSC）認証と、PEFC
（Program for the Endorsement of Forest Certification Schemes）森林認証プログラムと

の相互承認を受けたブラジル森林認証プログラム（Programa de Certificação Florestal 
Brasileira：CERFLOR）の 2 種類の森林認証制度が活用される。 

CERFLOR は、国レベルの様々なステークホルダーが共同で開発した自主的プログラム

で、2003年 1月に開始された。CERFLORの基準の大部分は、政府間プロセス、アマゾ

ン森林の持続可能な管理を目的としたタラポト提案による基準と指標、さらには国際熱

帯木材機関（ITTO）の熱帯天然林および人工林の持続可能な管理のための基準と指標に

関するガイドラインに基づいている。CERFLOR は 2005 年に PEFC 森林認証プログラ

ムの相互承認を受けた。 

ブラジルでは、同一の森林管理が FSC と CERFLOR の認証を受けていることが多い。

2016年で、 250万 haの森林管理が両方の認証を受けていた。表 6に、FSCと CEFLOR
によるブラジル国内の認証面積を示す。 

2017年時点において、ブラジルの FSC森林管理認証数は、全世界の認証数の 8.1%に及

び、認証面積の 3.2%を占めた。FSC 森林管理の認証を受けた森林の 32%は天然林

（120 万 ha）、67%は人工林（480 万 ha）であった。また、加工・流通過程の管理

（Chain of Custody：CoC）認証数は 1,132 件で全世界の認証数の 3.4%を占めた。 

表 6 ブラジルにおける森林認証面積（2018 年 4 月） 

認証の種類 認証面積（HA） 認証数 
FSC 6,601,911  1,126 

CERFLOR 3,072,628* 48 
合計 9,674,539 1,174 

注*：2017 年のデータ.  
出典：IMAFLORA and SFB (2018)  
 

１．６ 木材の生産と加工 

１．６．１ 木材の生産と加工 

ブラジルでは、木材は植林地と天然林の両方から生産される。植林地からは、木材チッ

プ、木材パルプ、製材、木製パネル、木炭、薪といった多様な木材製品が生産される。

天然林からは主に、丸太、製材、合板、木炭、薪が生産される。 
 
1) 植林地 

民間自然遺産保護区 （Reserva Particular do 
Patrimônio Privado） 私有 
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ブラジルには 784 万ヘクタールの植林地が広がる。2016 年では、このうちの 36％が紙

パルプ事業者に、29％が契約栽培制度4の下、森林所有者や小規模生産者によって所有

されていた。第 3 位は、鉄鋼および木炭産業事業者で、植林地の 14%を所有、次いで林

業投資経営組織（Timberland Investment Management Organizations：TIMOs）と呼ば

れる金融投資家5が、ブラジルの植林地の 10%を所有していた。TIMOs はブラジルの植

林産業に潜在的収益性を見出し、2003 年から投資を開始した。 
 
ブラジルの人工林で最も利用される樹種はユーカリとマツ類である。ユーカリは紙パル

プ、木炭、木製パネルに使われる。マツ類は主に紙パルプ、木製パネル、製材に利用さ

れる。植林地から生産される木材は、ブラジルの総産業需要の約 90%を占める（IBÁ, 
2017 年）。 

ユーカリの植林地は 5.7百万 ha、マツ類の植林地は 1.6百万 ha存在する（IBÁ 2017）。

面積は少ないが、パシャコ（Schizolobium amazonicum）、ミモザアカシア（ブラック

ワトル）／モリシマアカシア（Acacia decurrens）やパラゴムノキ6（Hevea brasiliensis）

の植林地もある。図 3 にて 2016 年における人工林から生産された木材の消費量7を樹種

別に示す。植林面積は増加傾向にあるが、これらは主にミナス・ジェライス州、サンパ

ウロ州、マットグロッソ・ド・スル州で広がっている。新規の植林地は天然林を伐採し

て造成するのではなく、人為的な活動によって既に利用された、または劣化した土地で

開発される（EMBRAPA Florestas, 2016; FIEPA, 2017）。 

   
図 3 植林地から生産された木材の樹種別伐採量（2016 年） 
出典：IBÁ (2017) 
                                                            
4 契約栽培制度（forest out-grower programs）：農家または土地所有者と、丸太生産を目的とする事業者と

のパートナーシップ契約を意味する。事業者が原料を確保できるだけでなく、農家や農村地域の土地所有者

の木材生産への参加を促し、社会経済面における向上を目的にとする。同スキーム／プログラムは、農家や

土地所有者への苗木の無償提供や将来の伐採を担保とするローンの提供といった形で行われることが多い

（ABRAF 2007）。 
5 林業投資経営組織（TIMOs）とは、非上場の森林投資ファンド（小野 2017）を示す。森林投資ファンド

とは，主に法人投資家から資金を受託して林地資産を取得する資産運用事業であり，取得した林地において

林業を行うことで投資リターンを生み出し，顧客投資家に対して配当を行う。 
6 主に樹脂として利用される。 
7 消費目的として、紙・パルプ、木炭（製鉄所）、木材パネル、積層床材、無垢材が挙げられる。 
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２）天然林 
天然林の伐採量は植林地と比較すると非常に少ない。2016 年に天然林から伐採された

木材総伐採量は約 41 百万㎥、その内、11.5 百万㎥が産業用の丸太に、4.4 百万㎥が木

炭、25 百万㎥が薪に利用されたと推定される。この量は、植林地による木材生産量の

20% に 相 当 す る 。 図 6 に て 、 2016 年 の 用 途 別 の 天 然 林 伐 採 量 を 示 す 。

 
図 4 用途別の天然林伐採量（2016 年） 
出典：SFB - SNIF (2017)  
 
 ブラジルでは、天然林から多様な樹種が伐採される。2016 年に市場で取引された主な

天然林由来の木材樹種は、マニルカラ／アマゾンジャラ（Manilkara huberi）、クピウ

バ（Goupia glabra）、およびジャボチ（Erisma uncinatum）であった。表 7 に、2016
年において最も多く取引された天然林 20 樹種を示す。 

 
表 7 ブラジルで取引される主な在来樹種 20 種（取引量順、2016 年） 

樹種（学名） 俗名 取引量（㎥） 

Manilkara huberi アマゾンジャラ 343,780 
Goupia glabra クピウバ 264,126 
Erisma uncinatum ジャボチ 203,756 
Dinizia excelsa レッドアンジェリム 176,807 
Couratari guianensis サガリバナ 175,814 
Euterpe edulis アッサイヤシ 162,551 
Araucaria angustifolia ブラジルマツ 150,439 
Qualea paraenses マンディオクイラ 136,496 
Qualea albiflora マンディオクイラ 127,496 
Hymenolobium 
petraeum 

アンジェリム 118,939 

Hymenaea courbaril ジャトバ 110,652 
Dipteryx odorata クマル 108,100 
Cariniana micranta ホウガンボク 98,200 
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Apuleia molaris ガラッパ 92,848 
Astronium lecointei アロエイラ 91,560 
Mezilaurus itauba イタウベ 91,383 
Tabebuia serratifolia イペ・アマレーロ 88,805 
Allantoma lineata セル 76,749 
Apuleia leiocarpa グラピア 72,771 
Caryocar villosum ぺクイア／アイボリー

ウッド 
62,697 

出典：IBAMA （2016） 

１．６．２ 木材の合法的な供給源 

ブラジルでの合法的な木材生産は、森林タイプと土地所有を考慮し、5 つの伐採許可に

区分される（表 8）。 

表 8 ブラジルの合法的な伐採 

伐採許可 森林タ

イプ 土地所有権 概要 

持続的森林管理 天然林 私有 択伐 

森林コンセッショ

ン  天然林 公有 

択伐。2006 年から開始。公有林において事業

者およびコミュニティに対し、木材・非木材

林産物を収穫し販売、または観光業を営むラ

イセンスを付与している。 

土地利用転換 天然林 私有または

公有 

土地利用転換は、1） 森林由来の原材料の利

用許可（Autorização de Utilização de Matéria-
Prima Florestal ：AUMPF）と 2）ダム開発や

道路建設等に伴う伐採（Autorização de 
Supressão de Vegetação：ASV）がある。

IBAMA 等の発行する環境ライセンス付与が条

件となっている。 

植林 人工林 私有  

コミュニティによ

る森林管理8 天然林 私有または

公有 

入植した小規模農家や、伝統的に森林で生活

を営む先住民やコミュニティによる森林の持

続可能な管理の促進を目的とし、法令第

6.874/09 号（Law 6.874/09）にて定められ

る。 
 

                                                            
8 伝統的なコミュニティからの正確な木材生産量は不明である。世界自然保護基金（World Wildlife Fund：
WWF）ブラジル事務所によると、国内生産量の 1%未満と推定される（聞き取り調査：2018 年 9 月 27
日）。 
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１．６．３ 木材および木材製品の主要なサプライチェーン 

ブラジルでは、天然林の択伐として、公有地の森林コンセッション 9と私有地の持続的

森林管理が実施される。伐採許可証は、ブラジル環境省（Ministério do Meio 
Ambiente：MMA）の外局であるブラジル環境・再生可能天然資源院（ Instituto 
Brasileiro de Meio Ambiente e Recursos Naturais Renováveis：IBAMA）または、各州の

環境局（Secretaria de Estado do Meio Ambiente e Recursos Hídricos ：SEMA）が発行

する。また天然林から生産される木材には、土地利用転換許可（Autorização de 
Desmatamento）を通じた皆伐に由来する場合もある。土地利用転換許可は当該州政府

の SEMA が発行する。 

植林地は、土地の地拵えに始まり、苗畑での実生、植栽、施肥、その他の造林および管

理作業が行われる。エスピリット・サント州、ミナスジェライス州、リオ・グランデ・

ド・スール州では、新規植林の際に、当該州の SEMA による植林地開発許可が必要とな

る。人工林が十分に成長すると伐採され、木材は製材所に運搬され、様々な製材品に加

工される。その後、地元市場あるいは国際市場を通じて取引業者あるいは消費者に届け

られる。 

図 5 にて、天然林と植林地から生産される木材および木材製品の基本的なサプライチェ

ーンモデルを示す。 

 
図 5 天然林および人工林の木材および製材品のサプライチェーン 

                                                            
9 ブラジル森林局（SFB）によると、2015年、2016年、2017年、2018年の間、100万ヘクタールがコンセ

ッション下に置かれ、80 万㎥が伐採された。2018 年において、森林コンセッションは、2 州（パラ州とロ

ンドニア州）における 5 地域の国有林（アルタミラ（Altamira）、カシウアニャ（Caxiuanã）、ジャクンダ

（Jacundá）、ジャマリ（Jamari）、サラカ-タケーラ Saracá-Taquera）で実施されている。 
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１．７ 貿易 

木材産業はブラジルの主要な経済セクターの一つであり、GDP の 1.1%（2011 年）に貢

献する。ブラジル植林木産業連合会（Indústria Brasileira de Árvores：IBÁ）によれば、

ブラジルは、カナダ、アメリカに次いで世界第 3 位の木材パルプ輸出国、ユーカリ製パ

ルプの最大の生産国である。2016 年の同国のパルプの輸出額は 55 億ドルに達した（図

6）。木材パルプ生産に使用される主な樹種はユーカリと マツ類である（パルプ生産の

98%を占める）。製紙輸出においてブラジルは世界第 20位で、2016年の輸出額は 18億

ドルであった。ブラジルは日本に対して木材パルプを大量に輸出している（図 7）。

2016年には 1億 1,300万ドル相当の木材パルプを日本に輸出した。一方、日本への紙の

輸出は非常に少ない（2016 年輸入額は 116 万ドル。世界第 51 位）。 

 

 
図 6 ブラジルの木材パルプおよび紙の輸

出額（ドル）（2006 年〜2016 年） 

 

  

図 7 ブラジルの紙および木材パルプの対日

本輸出額（ドル）（2006 年〜2016 年） 

 
図 8 ブラジルの木材パルプおよび紙の輸

入額（ドル）（2006 年〜2016 年） 

 

図 9 ブラジルの木材パルプおよび紙の対日

本輸入額（ドル）（2006 年〜2016 年） 

出典：Trademap (2018) 
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図 10 に、木材および木材製品の主要な輸出相手先を示す。 

 

図 10 木材製品輸出相手国（金額ベース、2017 年）:HS コード 44 品目

出典：ITC (2018) 
 

最大の輸出先である米国に対する 2016 年における輸出内訳は、合板（1 億 5,100 万ド

ル）、建材（2 億 700 万ドル）、製材（1 億 6,300 万ドル）であった。輸出される木材

のほとんどがマツ類であるが、製材の対米輸出総額の 8％（1,300 万ドル）が熱帯天然

林材であった。 

2016 年、メキシコはブラジル輸出先国の内、合板において第 5 位（2,160 万ドル）、製

材において第 2 位（7,730 万ドル）であり、熱帯木材の輸入額は 884 千ドルであった。

中国は、ブラジル産丸太の輸出先国として第 2 位（550 万ドル）、製材では第 3 位

（6,830 万ドル）で、熱帯天然林木材の総輸入額が全体の 6%（430 万ドル）を占めた。 

ヨーロッパ連合（Europearn Union：EU）への輸出については、2016 年では、合板の 2
億 1,500 万ドルが輸出最高額で、製材の 7,700 万ドル、建材の 3,000 万ドルが続いた。

米国や、イギリスとドイツはブラジル製合板の第 2 位と第 3 位の輸入国である。輸入製

材の総額の 48%にあたる 3,600 万ドルは熱帯天然林木材である。 

図 11 にて、主要な製品の輸出額の推移を示す。ブラジル木材加工業協会（Associação 
Brasileira das Indústrias de Madeira Processada ：ABIMCI）によると10、米国リーマン

ションショックの影響による低下の後には、輸出量は全体的には増加してきたものの、

木材産業の企業収益は明らかに減少傾向にある。その理由としては、製材産業がエネル

ギー、輸送、その他の製造にかかるコスト増に直面しているためである。 

                                                            
10 聞き取り調査：ブラジル木材加工業協会（Associação Brasileira das Indústrias de Madeira 
Processada ：ABIMCI）Roberto Puppo 氏（2018 年 9 月 25 日） 
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図 11 ブラジルの主要な木材製品の輸出額の傾向（2006－2016 年） 
出典: Trademap （2018）  

日本は、ブラジルにとって第 5 位の輸出先（全体の 3.5%）であり、木材チップ（ユー

カリとアカシア）の主要な輸出先国である。これは、ブラジルで事業展開している日本

企業の子会社の影響が大きい。また、量は少ないものの、日本への天然林木材製品の輸

出が行われる。図 12 にブラジルから日本への輸出の推移を示す。 

 
図 12 ブラジルから日本への輸出製材品（単位：ドル）（2006 年〜2016 年） 
出典: Trademap （2018） 

 

また、限られた量ではあるが、ブラジルは近隣諸国のボリビア、パラグアイ、アルゼン

チンから丸太を輸入している（図 13）。 
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図 13 ブラジルの丸太輸入額（US ドル）（2006 年〜2017 年） 
出典: Trademap (2018) 
 

２ 木材の伐採・流通に関連する政府機関の概要 

ブラジル森林法（法律第 12.651/12 号）（Brazilian Forest Code：Law 12.651/12）によ

って、森林管理や保全に関する行政機関とその役割が定められている。ブラジルの森林

行政は、連邦、州、自治体という 3 つのレベルの行政機関により実施されるが、特に連

邦レベルと州レベルの機関が中心的な役割を果たす。 

 連邦レベル 

連邦レベルでは、森林行政は環境省（MMA）と同省の下部組織である IBAMA、ブラジ

ル森林局（SFB）、チコ・メンデス生物多様性保全院（ Insituto Chico Mendes de 
Conservação e Biodiversidade ：ICMBio）が所管し、法制度を制定、許可の交付を行い、

事業を監督する。その他関連機関として、直接森林行政には関わらないものの、国立農

地改革院（Instituto Nacional da Colonização e Reforma Agrária：INCRA）や労働雇用省

（Ministério do Trabalho：MTE）が、土地権や労働規定の面で大きく関わりを持つ。 

 州レベル 

州レベルでは、州政府の SEMA が所管する。州によってその管轄権が及ぶ範囲が異なる

が、基本的に州内の規定を定め、森林管理のモニタリングを実施し、許可を付与し、木

材・木材製品の検査を行う。 

表 9 にて、森林管理、木材加工、流通を管理する連邦および州の政府機関をまとめる。 
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表 9 主な政府機関とその役割 

機関 行政レベル 主な役割と責任 

ブラジル 森林局
（SFB） 連邦 

国有林における持続可能な森林の利用と促進、森林
生態系サービスの保全、経済に関する戦略的森林政
策の策定、コンセッションの管理等 

ブラジル 環境・再
生可能天然資源院

（IBAMA） 
連邦 森林のライセンス付与および環境行政、森林モニタ

リング、天然林からの木材生産と輸送の管理 

チコ・メンデス生
物多様性保全院
（ICMBio） 

連邦 保護区の提案、施行、管理、保全、検査、モニタリ
ング等を実施。 

州環境局
（SEMA） 州 

州における環境行政全般。伐採許可、木材及び木材
製品の輸送許可、木材加工場のライセンス発行、検
査等 

 

３ 森林管理と伐採に関連する法制度 

３．１ 森林資源採取関連の法規制 

ブラジル森林法（法律第 12.651/12号）第 21条は、天然林の利用権について規定してい

る。天然林由来の木材は、土地利用転換に基づく木材もあるが、多くは、私有地の天然

林択伐である持続可能森林管理計画（PMFS）と公有林における森林コンセッションを

通じて生産される。植林地に関する規制は緩和傾向にあり、州によって事前許可の有無

等、制度が異なっている。表 10 にて、森林資源へのアクセスと管理、伐採許可、その

他の関連法令を示す。 

 
表 10 森林資源へのアクセス、管理、許可の発行に関する法令 

法令 施行年 内容 

法律第 12.651 号

（Law 12.651） 2012 主に在来植生の保全、除去、伐採に関する指針を定める 

法律第 12.187 号

（Law 12.187） 2009 気候変動国家計画（PNMC）を定め、気候変動緩和を目的と

した森林管理と保全について規定する 

法律第 11.284 号 

（Law 12.284） 2006 持続可能な生産を目的とした公有林の管理と運営に関する原

則を定める 

法律第 6.938 号 

（Law 6.938） 1981 国家環境政策の目的、策定と実施メカニズム、その他の事柄

を規定する 

政令第 8.375 号

（Decree 8.375） 2014 主に植林地に関する制度について定める 

政令第 6.063 号 
（Decree 6.063） 2007 公有林管理に関する法律第 11.284 号（Law 11.284）の実施

等を規定する 
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環境省規範第 05
号（Normative 

Instruction MMA 
05） 

2006 
持続可能な森林管理計画（PMFS）の作成、提出、実施、技

術評価にかかる技術手順を規定するほか、リーガル・アマゾ

ンの相続等について規定する 

 

３．２ 森林資源の利用権 

３．２．１ 森林資源利用に関する権利 

ブラジルでは、法律で認められた森林の伐採は 5 つに分類されている（表 8）。天然林

の伐採は、公有林における森林コンセッションと私有地が主流である： 

 公有地における森林コンセッションによる天然林択伐 

森林コンセッションは、当該政府機関が作成する森林コンセッション 年次計画

（Plano Annual de Outorga Florestal：PAOF）が基本となり、年次毎に付与する森

林コンセッションの規模（ヘクタール）等を規定する。PAOF は、ブラジルの公有

林管理政策における公平性を確保するために、地域コミュニティ組織や中小規模事

業者に対する森林コンセッションライセンスに関する基準を設けている。一方で、

Ramos et al. （2015）の報告によると、技術や管理能力の課題から、コミュニティ

や中小規模事業者がコンセッションライセンスを獲得した実績がないことが指摘さ

れる。 

コンセッションライセンスの期間は伐期によって異なるが通常 30 年（最長で 40 年）

である。連邦レベルでは、PAOF はブラジル森林局（SFB）が作成・提案し、環境

省（MMA）が承認する。州レベルでは、PAOF は通常、州政府環境局（SEMA）が

作成する。なお、PAOF の策定においては、アマゾン地域の森林減少防止および管

理のための行動計画（Plan of Action for the Prevention and Control of Deforestation 
in the Amazon：PPCDA）やリーガル・アマゾンの環境と開発に関する政策やプロ

グラムが考慮される。 

森林コンセッションライセンスを得るには法律第 11.284/06 号（Law 11.284/06）に

て定められた要件を満たす必要がある。コンセッションライセンスは、提出する技

術・財務プロポーザルにおいて最高評価を獲得し、環境への影響が最小かつ社会へ

の直接的な便益が最大であること、効率性にも優れ、コンセッション地域における

林産物や森林サービスに付加価値をつける事業者11に対して付与する。 

 私有林における天然林択伐。 

私有地での天然林伐採には、伐採業者は土地権利証書あるいは土地貸与契約書を所

有していなければならない。私有地の所有は、公証人によって有効性が確認された

土地所有権に基づき、法律第 4.504/64 号（Law 4.504/64）が農村地域の土地所有と

森林資源の管理に関する権利や義務を規定している。土地所有権は、IBAMA による

森林管理計画の承認が必要となる。同法律は、契約（農村地域の土地貸与、パート

                                                            
11 法律第 11,284/06 第 19 条（Article 19, § 1o of Law 11.284/06）により、ブラジルに本部のある企業のみが

森林コンセッション ライセンスの付与対象である。 
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ナーシップ）を通じて土地を第三者に移譲する権利を認めている。第 3 者への移譲

は、天然林と植林地の管理、伐採においてよく行われる。 

 

３．３ 森林の管理、伐採と木材の輸送 

３．３．１ 森林管理計画と伐採許可 

ブラジルにおける伐採に関する法的要件はブラジル森林法（法律第 12.651/12 号）、森

林コンセッションは法律第 11.284/06号（Law 11.284/06）、および関連規則によって定

められている。 

前述の通り、ブラジルでは、天然林伐採（択伐）は公有林（森林コンセッション）また

は私有地で行われる。伐採許可取得プロセスは公有地または私有地により異なるが、い

ずれの場合においても、長期的な持続的森林管理計画（PMFS）と年間事業計画

（Plano Operacional Annual：POA）の提出と承認、政府機関が発行する伐採許可を受

ける必要がある。POAには、森林インベントリ12の作成が必要となる。承認された POA
に基づき、当該地域の 1 年間の伐採許可量が示された伐採許可（Autorização de 
Exploração Floresta：AUTEX または Autorização para Exploração Florestal：AUTEF）
（付属資料 2 と 3）13が発行される。連邦政府が管理する公有林に対する伐採許可は

IBAMA、州有林と私有林の場合は当該州の環境局（SEMA）が発行する。伐採許可

（AUTEXと AUTEF）は、POAに基づき樹種別の伐採許可量を記している。各州は、森

林管理計画の許可について独自の手続きを定める権利を有しており、州政府が個別の規

則を検討することがある。図 14 にて天然林伐採の際に必要な文書を概説する。 

 

図 14 天然林における伐採に必要な文書および許可証 

出典: IBAMA（2018） 
 

天然林の皆伐に関しては、SEMA が申請に応じて、土地利用転換許可または植生除去許

可（Autorização de Supressão Vegetal：ASV） を発行する。これら 2種類の許可には、

                                                            
12 POA の対象区画における伐採予定全樹木の調査（樹種名、胸高直径、樹高、位置情報） 
13 AUTEF はマトグロッソ州とパラ州で発行される使用される許可証。その他の州では AUTEX が発行され

る 
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当該地域の伐採対象とする樹木の基本調査と伐採量調査（樹木毎の位置情報は必要とし

ない）を実施する必要がある。 

植林地については、森林法（法律第 12.651/12 号）第 VII 章の規定に基づき、管轄当局

（当該地域の州環境局）に対し、山林毎に新規植林の際には許認可が必要となる 。植林

地の伐採には、山林区毎に、伐採届（Requerimento de Colheita e Comercialização de 
Florestas Plantadas）（付属資料 4）を州政府に提出する必要がある。州によってルー

ルが異なり、ミナスジェライス州では伐採開始前に許可取得が必要であるが、伐採後 1
年以内に届けを提出すればよい州もある。なお、、ナンヨウスギやマホガニーといった

樹種に対しては植林であっても伐採許可が求められる。 

３．３．２ 森林管理計画と年間事業計画に関する合法性リスク 

ブラジルでは、コンセッションのプロセス（入札公示からライセンスの付与、監査に至

るまでの全工程）においては透明性が高い。また、コンセッションを監督するブラジル

森林局（SFB）は、コンセッションの運営とモニタリングの報告書をウェブ上で公開し

ている 。 

違法性リスクは主に、不正確または、虚偽に作成された森林インベントリ（実際の伐採

量よりも多くの量を示す）と、禁止されている樹種の採取、伐採許可のない地域におけ

る伐採、法律で定められた伐採可能な木の最小直径よりも小さい木の伐採が挙げられる

（Brancalion et al., 2018）。特に、IBAMA は、違法に伐採された木材が入り込む余地と

してインベントリの情報（特に樹高）を問題視している14。後述する SINAFLOR（オン

ラインシステム）では、伐採後の丸太のバーコード管理と長さを登録することで、実際

に伐採された量を把握できるようしている。 

３．３．３ 木材生産と輸送に関する政府の管理 

天然林からの木材生産は、 IBAMA の管理する電子ツールである森林原産証明書

（Documento de Origem Florestal：DOF）システムによって管理され、生産量も推定さ

れる。DOF システムは、森林原産証明書 （DOF）と呼ばれる丸太と木材 1 次加工品の

輸送許可証を発行し、天然林からの木材生産、加工、取引をモニタリング・管理する。

なお、IBAMA は CAR や伐採許可、DOF といった異なる許認可や管理制度を統合してオ

ンライン管理する国家森林原産地証明システム（Sistema Nacional de Controle de 
Origem de Produtos Florestai：SINAFLOR）の開発を行い、試験的に導入を開始した。 

 DOF（Documento de Origem Florestal）システム 
伐採業者または加工業者は、DOF システムを通じて丸太または一次加工木材製品の輸送

に必要な DOF を入手する（付属資料 5）。丸太輸送に添付される DOF は、伐採許可に

記載される伐採許可量に基づき発行される。加工木材製品に添付される DOF は、加工

場に搬送される丸太の量と歩留まり率から算定された量に対して発行される。なお、パ

ラ州とマトグロッソ州では、丸太輸送に必要な文書は GF1（Guía Florestal 1）（付属資

料 6）、加工場からは輸送される木材製品に対しては GF3（Guía Florestal 3）（付属資

料 7）と呼ばれる文書が使われる。 

                                                            
14 聞き取り調査：IBAMA（2018 年 9 月 26 日） 
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DOF は、土地利用転換許可、植生除去許可（ASV）に由来する木材の搬送に対しても発

行される。植林地には DOF システムは適用されない。ブラジル政府の 2017 年 11 月時

点の報告によると、年間約 70 万の DOF が発行された15。 
 

 国家森林原産地証明システム（Sistema Nacional de Controle de Origem de Produtos 
Florestai：SINAFLOR） 

IBAMA が管理する本システムは、CAR や POA、DOF 等の既存のデータベースと認可シ

ステムを統合管理するオンラインシステムであり、木材、木炭、その他の林産物のサプ

ライチェーン（伐採、輸送、加工、販売）をオンライン上で統合管理することを目的と

している。登録した事業者は与えられたコードでログインし、DOF 等の申請を行う。

SINAFLOR は 2012 年に定まった法律第 12.651/12 号（Law 12.651/12）第 35 条および

第 36 条に準じた規範第 21/14 号（Normative Instruction Nº 21/14）に従って開発され、

森林管理計画（私有地および公有地）、土地利用転換、ASV による天然林伐採許可を対

象とする。一方で、人工的に植栽された樹木（在来種および外来種）はSINAFLORの対

象外である。 

2017 年から試験的に運用が開始され、IBAMA（2018）によると 21 州が SINAFLOR 運

用に向けた準備を完了し、バイア州、エスプリトサント州、サンパウロ州、サンタカタ

リーナ州では、トレーニングから実施に向けた移行期である。IBAMA は 2018 年 5 月に

完全運営を目指していたが、その予定は遅れている。このように同システムが未稼働の

州では、森林管理事業は DOF システム下で管理される。 

 SISFLORA（Sistema de Comercialização e Transporte de Produtos Florestais） 
SISFLORA は、パラ州とマトグロッソ州において適用される SINAFLOR と同じ機能を

持つ州政府が管理する独立したシステムである。SINAFLORと同様に、SISFLORAは、

森林管理計画（私有地および公有地）、土地利用転換、ASV による伐採許可を対象とし

ている。SISFLORAを運用する両州は、ブラジル国内で生産される熱帯木材の 70%以上

を供給しており、2016 年には、2 州の SFMP（私有林と公有林）からの材木生産量は

18,073,603 m3であった（IBAMA, 2018）。 
 
すべての州は、各州環境局が管理する許可制度をSINAFLORに統合する、または報告す

ることが義務付けられるが、パラ州とマトグロッソ州のシステムの統合は遅れている。

なお、マトグロッソ州では、2019 年 2 月時点で SISFLORA version 2 の開発・テスト期

間に移行しており、この新しいバージョンでは木材製品輸送証（GF3）の発行には、伐

採許可（AUTEX）の情報が必要となる16。つまり、GF3 の情報からその木材製品の由来

となった伐採許可（森林）を特定することが可能となる。 
 

３．３．４ 木材生産と輸送に関する合法性リスク 

ブラジルでは過去に伐採許可量や輸送許可量の違法な取引（「クレジット販売 」）が指

摘された（Wellesley, 2014）。インベントリの虚偽情報や、実際の伐採量を少なくする

                                                            
15 http://londres.itamaraty.gov.br/en-us/sinaflor.xml  
16 聞き取り調査：CIMPEM（2019 年 2 月 25 日） 
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ことにより、伐採許可証（AUTEXまたはAUTEF）、丸太の輸送証（DOFまたはGF1）、

木材製品の輸送証（DOF または GF3）で許可されている量の一部が違法に売買され、

許可を受けていない森林から伐採された丸太が書類上で合法化される問題が挙げられる。 

 

３．４ 環境配慮に関する要件 

３．４．１ 法律上の環境配慮要件 

前述したように（セクション 1.4）、私有地では、所有面積に対して一定の割合で在来

植生を保全することが求められる。この制度は「法定保全林」と呼ばれ、植生を保全し、

経済活動を目的とした自然資源の利用に持続可能性を担保する役割を果たす。 

政令第 1.282/94 号（Decree 1.282/94）によって、アマゾン地域では 2,000 ヘクタール

を超える森林管理計画には環境影響評価の実施と環境影響報告書の提出が必要であった。

しかしながら、政令第 5.975/06 号（Decree 5.975/06）第 4 条により、承認された森林

管理計画によって環境に関する配慮、要件は満たされることとなり、環境影響評価の実

施と環境影響報告は要件ではなくなった。 

３．４．２ ワシントン条約（CITES）付属書で指定されたブラジルの樹種 

ブラジルには、ワシントン条約（Convention on International Trade in Endangered 
Species of Wild Fauna and Flora：CITES）によって保護対象とされる樹種の保全、利

用、および取引を規制する法令が多くある。特に、政令第 3.607/00 号（Decree 
3.607/00）は、CITES 附属書に記載されている樹種の輸出入の手順について定める。

CITES 附属書に記載されている樹種の輸出には、CITES 管理当局である IBAMA が発行

する CITES 輸出許可書（付属資料 8）が必要である17。この CITES 輸出許可書は、科学

当局（環境省と IBAMA の複数の機関と ICMBio）による「当該輸出が当該樹種の種の存

続を脅かすものでない」旨の報告に基づき発給される。 

商業価値が高く CITESの規制対象となっているブラジル産の主な樹種は、附属書 IIに掲

載されているオオバマホガニー（Swietenia macrophylla）と、附属書 III に掲載されてい

るスパニッシュシーダー（セドロ）（Cedrela odorata）である。両樹種はアマゾン地域

に分布している。表 11 にてブラジルの CITES 附属書に記載されている主な樹種をまと

める。 

 
表 11 CITES 規制対象の樹種一覧 

附属書 樹種 俗名 
附属書 III Cedrela fissilis セドロ（Cedro rosa） 
附属書 III Cedrela lilloi セドロ（Cedrinho） 
附属書 III Cedrela odorata スパニッシュシーダー（セドロ） 

                                                            
17 ブラジルの CITES に関するホームページ
https://www.cites.org/eng/cms/index.php/component/cp/country/BR  
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附属書 II Swietenia macrophylla オオバマホガニー 
附属書 II Caesalpinia echinata ブラジルボク（ブラジルウッド） 

附属書 II Aniba rosaeodora ローズウッド 

附属書 I Dalbergia nigra 
ブラジリアンローズウッド（ジャカ

ランダ） 
出典：CITES （2018）  

IBAMAは CITESの輸出入許可18を管理するオンラインシステムを設けており、個人ある

いは企業が輸出あるいは輸入を行う場合には登録する必要がある。IBAMA は CITES 附

属書に記載されている樹種の商業目的の利用申請をすべて審査する。 

 

３．５ 森林管理・伐採における雇用と安全 

３．５．１ 雇用と安全に関する法令 

1988年に改正されたブラジル連邦憲法（第 7条）は、労働について規定しており、都市

および農村の労働者の権利を確立させ、社会的立場の改善を目指している。労働組合、

団体交渉、公共部門・民間部門を問わずストライキの権利を合法化し、労働時間、有給

休暇、未成年・女子の労働、その他の事項を定めている。また、ブラジルの労働に関連

する具体的制度は、労働法（Labor Law）、政令第 5.452/1943 号（Decree Law 
5.452/1943）および補足規則によって規定され、事業主はすべての労働者を登録しなけ

ればならないと定めている。また、ブラジル国民が労働権を得るには、労働手帳

（Carteira de Trabalho e Previdência Social：CTPS）と呼ばれる雇用条件を記載した労

働・社会保障証の交付を受けなければならない。 

労働雇用省（Ministério do Trabalho e Previdência Social: MTPS）は労働者の健康および

安全について監督を行い、規則（Regulating Norms：NR）を定める。林業セクターに

直接関連する規則として、主に農業、林業、その他森林利用における労働に係る安全と

健康について定めた MTE NR 31 が挙げられる。 

３．５．２ 雇用と安全に関するリスク 

一般的に、ブラジルの森林事業労働者の教育レベルは低く、憲法や労働法に保障された

自身の権利を把握していない場合が多い。全般的な状況はここ数年で改善したものの、

労働者が奴隷に近い労働環境におかれる場合19や、児童労働また性差別といったリスク

は未だに残っている。ブラジルは、世界正義プロジェクト（World Justice Project）20が

                                                            
18  https://www.ibama.gov.br/licencas‐servicos/fauna/licenca‐de‐importacao‐exportacao‐de‐fauna‐cites‐
e‐nao‐cites  
19 ブラジル刑法（Código Penal brasileiro）第 149 条は、奴隷に類似する労働を「強制労働あるいは超過勤

務時間を課す、人格を傷つけるような労働条件に従わせる、雇用者からの借金を理由に離職を無理やり制限

するといった行為による奴隷のような状況に人を置くこと」と定義している。 
20 https://worldjusticeproject.org/  
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実施する法の支配指数（Rule of Law Index）の「基本的人権（労働者の権利を含む）」

項目において 113 カ国中 59 位であった。 

労働雇用省は、労働者の権利に関して違反した企業を一覧にした「ブラックリスト」を

作成、公開している。2017 年に更新された一覧に掲載されている企業（130 社）の内、

農業関連企業（31%）、畜産業者（25%）、および伐採業者（8%）であった21。 

 

３．６ 森林管理・伐採における社会的配慮 

３．６．１  先住民族と伝統的コミュニティ 

ブラジルの法令では、天然資源利用に関する先住民と伝統的コミュニティの権利の保護

が大きく掲げられている。伝統的な生活様式で暮らす人々とコミュニティの持続可能な

開発のための国家政策（National Policy for Sustainable Development of Traditional 
Peoples and Communities）（政令第 6.040/07（Decree 6.040/07））22は、伝統的な

人々やコミュニティの社会環境面および文化面における多様性を尊重することを定め、

そのような人々が自身の文化・経済活動のために伝統的に利用してきた天然資源へのア

クセスを保証している。また、法律第 6.001/73 号（Law 6.001/73）「先住民に関する法

律（Estatuto do Índio）」を通じ、天然資源に関する先住民族と伝統的コミュニティが

有する権利を保護している。 

ブラジル環境省によると、ブラジルの伝統的な人々およびコミュニティとして、先住民、

キロンボ（脱走した奴隷によって形成された集落）、セリンゲイロ（Seringuieros、天

然ゴム採取住民）、カスタンニャ（Castanheiros、くるみ採集住民）が挙げられる。 

パルマレス文化財団（Fundação Cultural Palmares）は、ブラジル 23 州において 2,400
以上のキロンボのコミュニティを特定している。連邦政府機関である国立先住民保護財

団（Fundação Nacional do Índio：FUNAI）は、全国で 566 の伝統的な先住民居住地域

の境界を確定し、地図上で示した。現在FUNAIによる調査段階にあるか、または先住民

を保護する目的で、第三者による利用、立ち入り、通過に制限を設けた地域はさらに

135 ある。FUNAI によると、ブラジルにおける先住民の所有する土地面積は 1 億 1,000
万ヘクタール以上であると推定される23。 

政令第 419/11 号（Decree 419/11）は、先住民またはキロンボの所有する土地の付近で

活動する場合、環境ライセンスを IBAMA に申請しなければならないと定めている。

                                                            
21 奴隷同然の労働環境を強いていると指定された企業一覧： 
http://trabalho.gov.br/images/Documentos/cadastro_empregadores_2017.pdf  
22 政令第 6.040/07 号（Decree 6.040/07）第 3 条は、伝統的な人々およびコミュニティを「自らを文化的に

区別し、独自の社会組織を持ち、その文化、社会、宗教、祖先、経済活動の基盤として、伝統的な知識、工

夫、行動を通じて土地と自然資源を所有、利用するグループ」と定義する。同政令にて、伝統的な土地は、

「恒久的あるいは一時的に使用される、伝統的な人々およびコミュニティの文化的・社会的・経済的活動に

必要な空間」と定義されている。 
23 http://www.funai.gov.br/index.php/indios-no-brasil/terras-indigenas  
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IBAMAは、関係する地域コミュニティに対してコンサルテーションを実施し、必要に応

じて環境影響評価の実施と環境影響報告24を実施する。 

先住民と伝統的コミュニティに対する配慮は、コンセッション制度において特に詳細に

定められる。法律第 11.284/06号（Law 11.284/06）第 2条は、森林コンセッションの原

則として、地元住民による公有林へのアクセス権と森林から得られる便益に対する権利

を尊重することを定めており、ブラジル森林局（SFB）がコンセッションの計画を策定

する際（セクション 3.2.1 参照）には、先住民や伝統的なコミュニティの所有する地域

は除外される25。また、森林コンセッション区域で地元住民が習慣的に利用している林

産物があれば、それを採集する権利は引き続き認められる。コンセッション事業者は、

地元住民が採集活動を継続できるよう、住民による当該区域への立ち入りを保証しなけ

ればならない。一方、住民側は、当該地域へのアクセスに関する規則に従う必要がある。

コンセッション契約には、地元住民が利用する林産物が特定されており、事業者の伐採

対象外とされるか、または利用が制限されている。  

 

３．７ 政府機関による森林管理のモニタリング制度 

森林コンセッション制度を所管するブラジル森林局（SFB）は、森林の持続可能性を保

証し、社会・経済・環境面の便益が生じるよう、コンセッション事業者の作成した計画

と契約で義務付けられた活動をモニタリングする。政令第 6.063/07 号（Decree 
6.063/07）によってコンセッションのモニタリングが規定されており、その結果はブラ

ジル森林局が毎年発行する公有林管理報告書（Public Forest Management Reports）に

て公表される26。 

さらに、ブラジル森林局は、生産・流通・加工過程の管理システム（Chain of Custody 
System：CSS）の他、LIDARとDetexを活用したリモートセンシング、独立した第 3者

監査の 3 種類の手法を通じて森林コンセッションのモニタリングを実施している。 
 
 生産・流通・加工過程の管理システム（Chain of Custody System：CSS） 

ブラジル森林局は、2015 年に CSS を開発し、コンセッションの伐採から加工、販売ま

での工程の管理を行っている。CSS は、以下の作業によって伐採、丸太搬送、一次加工

工までを以下のオンラインシステムを用いて追跡、管理する： 

 すべての伐採予定樹木の位置情報の記録と登録 
 伐採の記録と登録 
 丸太が加工業者に輸送される際の登録（DOF には QR コードが付される） 
 丸太が加工され、梱包された木材製品毎に CSS は QR コードを付す。 

                                                            
24 環境影響評価の実施と環境影響報告は、専門家協会（CREA）に登録済された専門家が作成する。林業の

場合は一般的に登録された森林技師が作成する。 
25 聞き取り調査：SFB（2018 年 9 月 27 日） 
26 ブラジル森林局（SFB）によるコンセッションの報告ウェブページ 
http://www.florestal.gov.br/monitoramento  
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QR コードを入力すると、CSS は自動的に該当する樹木の由来を特定し、樹木の地理的

座標が示された地図を作成し、当該原木の全体に渡る追跡が可能となっている。 

コンセッション事業者は CCS データベースに森林管理計画開始時点からの全活動を入

力する。これにより、ブラジル森林局は森林コンセッションからの生産ならびに輸送を

管理することができる。 

 リモートセンシング（LIDAR と DETEX）を使ったコンセッションのモニタリング 

森林コンセッションのモニタリングでは、リモートセンシング27が活用されている。ブ

ラジル森林局は、森林開発発見システム（Detection System for Selective Exploitation、
DETEX）とライダー（Light Detection and Ranging Mapping、LIDAR）を用いて森林モ

ニタリングを実施し、違法な森林伐採等の把握に努める。 

 第 3 者による森林監査 

法律 11.284/06号（Law 11.284/06）は、森林コンセッションは最大 3年ごとに独立森林

監査を受ける必要があり、これは環境当局およびブラジル森林局の査察業務を侵害する

ものではないと定義している。監査は、国家度量衡・規格・工業品質院（ Instituto 
Nacional de Metrologia, Qualidade e Tecnologia：INMETRO）による認可を受けブラジ

ル森林局が認証する団体によって実施される必要がある。監査団体は、コンセッション

契約にて合意された活動と定められた経済・社会・環境義務の実施状況を評価・判定す

る。 

私有地の森林管理については、基本的に州環境局がモニタリングと検査を実施する。マ

トグロッソ州では、伐採期間中と伐採後それぞれの段階で現場検査が行われる。さらに、

州環境局はランドサットを用いた森林モニタリングを実施している。しかしながら、州

環境局のモニタリング能力は州によって異なり、土地所有権や先住民および伝統的コミ

ュニティの分布状況も異なる。 

 

４ 輸送と加工に関する法令 

４．１ 木材および木材製品の輸送と加工に関する法令 

表 12 に、木材および木材製品の輸送と加工に関連する法令を示す。 

 
表 12 木材および製材品の輸送と加工について規定する法規制 

法規制 制定年・
施行年 内容 

政令第 6.759 号 2009 税関業務と貿易の管理と課税 

                                                            
27 森林コンセッション地域のモニタリングについての詳細は次を参照：
http://www.florestal.gov.br/monitoramento 
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IBAMA 規範第 21
号 2013 製材品の輸出入に関連する DOF の規則 

IBAMA 規範第 15
号 2011 天然林あるいは人工林で採取された在来樹種由来の製

材品および副次的生産物の輸出にかかる手順を定める 

環境省令第 253 号 2006 ブラジル領内の木材および製材品の輸送にかかる
DOF を定める 

SINIEF 細則 07 号 - 2005 
- 2009 

国家経済会計情報システムの設立および国内の各販売
活動に対する公文書である電子インボイスおよび
DANFE（Documento Auxiliar da Nota Fiscal 
Eletrônica：電子税務出荷伝票）を定める 

 

４．２ 木材および製材品の輸送 

４．２．１ 木材および木材製品の輸送に必要な書類 

ブラジルにおいて木材および木材製品の輸送に必要な書類は以下の通りである： 

 売買証書（Nota Fiscal） 

売買証書とはインボイスを示し、ものの売買やサービス遂行に対するあらゆる金銭取引

の証明である。売買証書は課税にも役立てられる。売買証書を使用しなかったり求めな

かったりすると脱税と見なされる。現在、大半の企業は電子売買証書を使用しており、

製品とともに DANFE（Documento Auxiliar da Nota Fiscal Eletrônica：電子税務出荷伝

票）と呼ばれる書面が送られる。DANFE には電子売買証書と同様の情報が記載されて

いる。DANFE は、国内において輸送される天然林および人工林の両方に由来する木材

と木材製品に適用される。 

 DOF（Documento de Origem Florestal）  

DOF（付属資料 5）は、IBAMA が 2013 年に規範第 21 号（Normative Instruction 21）
に従って設けた文書で、天然林に由来する木材と木材製品に適用される。DOF には、

伐採許可の種類（森林管理計画、土地利用転換、ASV）、木材種、量、事業者名、住

所、予定輸送経路、森林管理計画承認番号などが明記される。DOF は IBAMA あるいは

SEMA が発行する。また、輸送経路において常に木材と木材製品に付随しなければなら

ず、当局に提示や確認を求められることがある。 

天然林由来の木材生産の主要な州であるパラ州とマトグロッソ州では、木材および木材

製品の輸送に必要な書類が他の州とは異なる。これら州では、法律第 233/05 号（ Law 
233/05）第 40 条に基づき、GF を伐採または加工場から最終搬送地までの輸送に必要な

文書として設けている。丸太の輸送には GF1（付属資料 6）、木材製品の輸送には GF3
（付属資料 7）と称される輸送許可証が使用される。また、GF3 は、当該木材製品の輸

送が輸出目的かどうか示す欄があり、輸出の際には、港までの携帯が義務付けられる。

その場合、GF3 には輸入者名と輸送先の国名が記載される必要がある。GF1 と GF3 と

も当該州の SEMA が発行する。 
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DOF および GF はシステムに登録した事業者がオンライン上で手続きして発行する。こ

れら文書は、道路に設置された検問所で提示が求められる。 

 
図 15 木材および木材製品の輸送に必要な書類 

 

４．３ 木材の加工 

４．３．１ 木材の加工に関する法制度 

木材加工場を設置、運営するためには、事業者は州政府から許可を取得しなければなら

ない。法律第 592/17 号（Law 592/17）第 31 条により、以下の 3 種類の許可が規定され

る（付属資料 9）： 

 事前許可：事前許可は、計画作成に必要となる。設立場所と設計を承認し、設立の

条件を満たしていること証明する 
 設置許可：設置許可は、承認済みの計画、プログラム、プロジェクトに含まれる仕

様書に則った設置を許可するものである。環境管理措置やその他の制約もここに含

まれる 
 運営許可：運営許可は、 事前許可および設置許可が取得確認された後に当該加工場

の運営を許可するものである。運営上の環境管理措置ならびに条件が決定される。 

木材加工事業者はすべて DOF システムに登録しなければならない（パラ州およびマト

グロッソ州ではSISFLORAに登録）。加工場から生産される製材等の製品の輸送に必要

な DOF や GF3 の発行をい DOF（または SISFLORA）システムを通じて行う。 

さらに、業種にかかわらず事業者はすべてアルバーラ免許（Alvara License）を取得し、

SEMA への登録を済ませなければならない。アルバーラ免許は当該市役所が交付し、あ

らゆる形態の企業、機関、協会の他、個人または法人による商業、産業、農業、サービ

ス業者の所在地と業務内容を承認するものである。 
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４．３．２ 木材加工施設関連のリスク 

木材加工事業者は、毎日 DOF または SISFLORA システム上で搬入される丸太情報（樹

種、量等）と生産される木材製品情報（製品タイプ、樹種、量等）を報告することにな

っている。しかしながら、この記録は加工場の運営状況と能力にも左右され、必ずしも

遵守されてはいない28。 

加工場は、DOF あるいは SISFLORA システムに記録した搬送された丸太量よりも多い

量の製品を取り扱うことはできない。州環境局は、加工場の査察を行うが、その際には、

実際に取り扱われる木材製材品量が DOF あるいは SISFLORA 上の申告量と一致しなけ

れば、罰金が科せられる。 

しかしながら、ブラジル森林局（SFB）の報告によると、リーガル・アマゾン地域の製

材業に対する検査は必ずしも適切に行われていないことが指摘される。木材の原産地、

許可証の更新、および業務許可証明に関する検査が厳格ではなく、定期的なチェックも

実施されていない（SFB, 2014）。同報告書は、さらに製材所に対する現行の許可付与

体制は、州ごとに規則が異なり透明性に乏しく、効果的な違法木材取り締まりに十分と

は言えないと指摘している29。 

 

５ 貿易 

５．１ 関税法 

ブラジルでは、製品の国際取引は、政令第 660/92 号（Decree 660/92）によって開発さ

れた貿易統合システム（Sistema Integrado de Comércio Exterior：SISCOMEX）によっ

て管理されている。シスコメックスは、産業貿易サービス省（Ministério da Indústria, 
Comércio Exterior e Serviços：MDIC）貿易局（Secretaria de Comércio Exterior：
SECEX）、連邦収税局（Receita Federal do Brasil：RFB）、ブラジル中央銀行（Banco 
Cental do Brasil：BACEN）が実施する国際的取引の登録、モニタリング、管理を統合

する電子オンラインシステムである。 

輸出入業者の承認手順を設ける規範第 650/06 号（Normative Instruction 650/06）により、

シスコメックスにアクセスするには連邦収税局への登録（Ambiente de Registro e 
Rastreamento de Atuação dos Intervenientes Aduaneiros：RADAR）が必要である。ま

た、輸出業者は貿易局 30が管理する輸出入業者登録（Registro do Exportadores e 
Importadores：REI）に登録される。この登録はシスコメックスを通じた初回の輸出業

務の時点でなされる。図 16 に、木材および製材品の輸出過程を示す。 

                                                            
28 聞き取り調査： CIPEM（2018 年 9 月 28 日） 
29 http://www.florestal.gov.br/ultimas-noticias/680-artigo-madeira-da-amazonia-um-novo-foco-no-combate-a-
ilegalidade  
30 貿易局（Secretaria de Comércio Exterior：SECEX）は貿易活動に関する規制、監督、指針策定、計画、

管理、評価を行う。 
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図 16 木材輸出にかかる法的手順 

 

５．２ 製品の分類 

輸出事業者は、輸出する木材製品を以下の品目コードに従って分類する必要がある：1）
商品の名称および分類についての統一システム（Harmonized Commodity Description 
and Coding System：HS システム）に関する国際条約に基づき設けられたラテンアメリ

カ統合連合（Latin American Integration Association：ALADI）HSコード（NALADI／SH）

で、6 桁の数字からなるが、国が独自に 4 桁まで付け加えることができる；2）南米南部

共同市場（メルコスール、Mercado Comum do Sul：MERCOSUL）共通関税番号

（Nomenclature Comim do MERCOSUL：NCM）で、1995 年に開始され、政令第 
2.733/97 号（Decree 2.733/97）にて承認された。表 13 にて、ブラジルから輸出される

主要な木材製品の HS コードを示す。 

 
表 13 ブラジルの主流な輸出木材製品に付される統計品目番号（HS コード） 

HS コード 説明 
第 47 類 木材パルプ、繊維素繊維を原料とするその他のパルプおよび古紙 
第 48 類 紙および板紙並びに製紙用パルプ、紙または板紙の製品 

4403 木材（粗のものに限るものとし、皮または辺材をはいであるかな

いかまたは粗く角にしてあるかないかを問わない。） 
4407 木材（縦にひき若しくは割り、平削りまたは丸はぎしたもので、

厚さが 6 ミリメートルを超えるものに限るものとし、かんながけ

し、やすりがけまたは縦継ぎしたものであるかないかを問わな

い。） 
4412 合板、ベニヤドパネルその他これらに類する積層木材 
4418 木製建具および建築用木工品（セルラーウッドパネル、組み合わ

せた床用パネルおよびこけら板を含む。） 
440122 のこくずおよび木くず 
480100 新聞用紙 
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天然林を取扱う製材輸出業者は、DOF システム（パラ州とマトグロッソ州では

SISFLORA）に登録する必要がある。CITES 附属書掲載される樹種は IBAMA が発行す

るCITES許可書が必要となる。植林地に由来する木材製品に対しては、輸出の際に特段

の許可や免許は義務付けられていない。 

 

５．３ 税関検査 

IBAMAは、各港に事務所を設けており、製材品の輸出管理にあたる職員を配置している。

ブラジルの港では輸出の際、以下の区分に応じた検査を実施している： 

 緑：書類検査・貨物検査のいずれも不要。緑色のチャンネルに指定されると、いか

なる認証も経ず自動的に通関できる 
 黄：書類検査が必要。輸出製品に付随する書類が税関検査を受ける 
 赤：書類検査・貨物検査の両方が必要。書類検査に加えて製品の現物検査も行われ

る。硬材は赤色のチャンネルに指定され書類と貨物検査を受ける31 
 灰：申告額に虚偽記載の疑いがあり、書類検査・貨物検査の両方が必要。書類検査、

現物認証、ならびに特別税関審査が行われ、申告商品価格などにおける不正行為の

要素がないかどうかが検査される 

 

５．４ 木材製品の貿易に必要とされる書類等 

表 14 にて、木材および製材品の輸出に必要な書類の概要および発行機関をまとめる： 

 
表 14 木材および製材品の取引に法律で必要とされる文書 

必要書類 説明 発行機関 

DOF または GF3  税関に提出が必要 IBAMA または SEMA 

ワシントン条約（CITES）
輸出許可証 

ワシントン条約附属書掲載の木材樹種を輸

出する際に必要 
ワシントン条約管理当局

（IBAMA） 

インボイス 

海外事業者を相手とした購入処理を正式化

する商業文書で、サービスを受ける個人／

組織、サービス内容、および支払い額が 
記載される。 

輸出者 

輸出品出荷申告書

（Shipping Export 
Declaration：DDE） 

輸出申告書は輸出業者が港にて記入・提出

する税関申告書 
輸出品億及び製品の詳細申告 

輸出者により税関に提出 
注：出荷申告書（シスコ

メックスが割り当てる番

号を記載する 

売買契約書（任意） - 輸出者 

                                                            
31聞き取り調査：ABIMCI（2018 年 9 月 25 日） 
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梱包リスト（Romaneio de 
carga） 

輸出されるコンテナ、梱包の内容物の詳細

説明 輸出者あるいは代理人 

船荷証券（Bill of Landing
／CRT／AWB／TIF） 

出荷される製品と数、金額、出荷人、受取

人、港／空港／船積みおよび荷揚げする国

境、運搬業者が記載される。輸送手段によ

って名称が異なる。 

輸送者あるいは代理人 

原産地衛生検疫証明書

（CFO）および統合原

産地衛生検疫証明書

（CFOC）（付属資料 
10） 

CFO は植物、植物製品、その他規制物品の

委託が決められた輸入衛生要件を満たし、

適切な証明書による証明に準拠しているこ

とを明らかにする、 
 

SEMA 
注：許可を受けた森林業

者が提出しなければなら

ない 

 

木材および木材製品の輸入に関しては、 IBAMA の規範第 21/2014 号（Normative 
Instruction 21/2014）に従い、輸入業者は DOF システムに輸入申告書（ Import 
Declaration：DI）を登録し、輸入原産地証明書（Import Document of Forest Origin：
DOF）の発行を受けなければならない。DI は、連邦技術登録制度（Federal Technical 
Regystry System：CTF）32に登録された個人あるいは法人に対して発行される。 

IBAMA の規範第 21/2014 号（Normative Instruction 21/2014）によると、IBAMA は、上

記の書類以外には、木材および木材製品の輸入に対する特段の基準や手続きを設けてい

ない。従って、CITES 附属書 I および II に掲載されている樹種を除いては、木材製品の

輸入には事前承認を必要としない。CITES 附属書 I および II に掲載されている樹種の場

合は、SISCOMEX上で IBAMAによる許可を必要とする。CITES附属書 IIIに掲載されて

いる樹種を輸入する場合、輸出国が IBAMA に対して発行する「原産地証明書

（Certificate of Origin）」あるいは「CITES 輸出許可書」が求められる。 

加えて、下記に示す標準的な貿易関連文書も必要である： 

 輸入登録 – シスコメックス（Registro de Importação） 
 原産地衛生検疫証明書（Certificado Fitossanitário de Origem：CFO） 
 統合原産地衛生証明書（Certificado Fitossanitário de Origem Conslidado：CFOC） 
 輸出品出荷申告書（Shipping Export Declaration：DDE） 
 税関申告書 
 買売証書 
 梱包リスト 
 インボイス 
 船荷証券 

 

                                                            
32 連邦技術登録制度（Federal Technical Regystry System of Potentially Polluting Activities and / or Users of 
Environmental Resources：CTF/APP）は、環境規制を受ける活動を遂行する個人および法人に登録が義務

付けられている。 
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６. その他の関連情報 

６．１  違法伐採・取引対策に関する国際的枠組み／貿易協定 

EU が 2,003 年に策定した FLEGT 行動計画（「森林の施行・ガバナンス・貿易に関する

EU 行動計画（EU Forest Law Enforcement, Governance and Trade: EU FLEGT）」は、

違法伐採および違法伐採行為が社会、経済、環境に与える被害を防止することを目的と

する取り組みである。VPA（Voluntary Partnership Agreement）と呼ばれる二国間協定

を EU と締結した生産国は、独立モニタリングと合法性確認制度（Timber Legality 
Assurance System: TLAS）に基づくライセンス制度のもと、輸出する木材が合法である

ことを担保する。ブラジルは、これまで FLEGT に関連したプロジェクトを実施したが
33、積極的に FLEGT プロセスには参加していない。この理由として、EU が重要なマー

ケットでないことが考えられる。さらには、ブラジルは FLEGT をアマゾン地域の管理

に関する他国の干渉として捉えていることが考えられる。このようなブラジルの

FLEGT に対する考えは、他のラテンアメリカ諸国にも影響し、中南米では FLEGT-VPA
プロセスに積極的に関心を示す国は、ホンジュラスとガイアナだけである。 

ブラジルにとって重要な違法伐採問題に関する輸入国側の制度として、米国の改正レイ

シー法（2008 年）が挙げられる。改正レイシー法に基づき、違法伐採に由来する木材、

木材製品の取引が禁止され、違法性が証明された場合米国の木材・木材製品の輸入事業

者は罰則が課せられることになっている。改正レイシー法では 、購入者が輸入木材の学

術名、量、値段、原産国を明らかにすることが義務付けられ、これは「レイシー申告

（Lacey Declaration）」と呼ばれる。 

ブラジルはアメリカへ多く製材品を輸出しており、輸出業者は、国内法制度の完全遵守

に努めなければならない。聞き取り調査によると34、米国に輸出する業者は FSC 認証制

度を活用するほか、米国の輸入業者の要望に応じて、当該木材製品の下となる伐採許可

証（AUTEXまたはAUTEF）や丸太の輸送証（DOFまたはGF1）を準備すると述べた。 

                                                            
33 FLEGT がブラジルに奨励したプロジェクトの一つは、リオデジャネイログリーン取引所（BVRio）によ

る責任ある木材交換（Responsible Timber Exchange）システムであった

（http://www.bvrio.org/static/madeira.html?/）。 
34 聞き取り調査：Triângulo Pisos e Painéis 社 Douglas Antônio Granemann 氏（2018 年 9 月 24 日ク

リチバ） 
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７ 聞き取り調査／現地調査 

2018 年 9 月 24 日から 10 月 1 日にかけてブラジルにおいて現地調査を実施した。本調

査の日時、面会者、面会者の役職、機関を表 14 にまとめる。 

 
表 15 聞き取り調査および現地調査の結果 

調査日時 面会者 組織 
9 月 24 日 13：
00 

森林技術士  A 社（植林地管理） 

9 月 25 日 8：
30 

常務取締役 B 社（天然林管理、加工） 

9 月 25 日 10：
30 

代表  ブラジル木材加工業協会

（ABIMCI） 
9 月 25 日 17：
30 

事務局長 
分析官 

FSC ブラジル 

9 月 26 日 10：
00 

COMEX コーディネーター  
環境アナリスト  

ブラジル環境・再生可能天

然資源院（IBAMA） 
9 月 27 日 10：
00 

森林プログラムコーディネー

ター  
世界自然保護基金（WWF）
ブラジル 

9 月 28 日 10：
00 

理事長、副理事長、顧問弁護

士 
マット・グロッソ州木材生

産・輸出産業センター

（CIPEM）  
9 月 28 日 14: 
00 

SEMA 局長 マット・グロッソ州環境局

（SEMA/MT） 
10 月 1 日 山林担当 C 社 （植林地管理、加工） 
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付属資料 

付属資料１ 農村環境登録証（CAR） 

農村環境登録証（CAR）は全国公共電子登録制度で、ブラジル国内の農村地域の私有地

すべてに義務付けられている。登録証には、土地所有者、登録番号ならびに土地の種類、

土地所有権が記載されている。登録証はブラジル森林局がインターネット上で発行する。 
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付属資料２ 森林伐採許可（AUTEX） 

森林伐採許可（AUTEX）は SEMA が発行し、年間事業計画（POA）示された伐採を許

可する文書である。伐採可能な樹種名と樹種ごとの伐採可能量を定め、有効期限が設け

られている。前述のとおり、AUTEX は、AUTEF を使用するパラ州とマトグロッソ以外

の州で使用される。 
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付属資料３ 森林伐採許可（AUTEF） 

森林伐採許可（AUTEF）はパラ州とマトグロッソ州の環境局（SEMAS）が発行する文

書で、当該年の年間生産単位（UPA）の伐採を許可し、樹種ごとの最大伐採可能量およ

び全体の伐採可能量を定めている。AUTEF の伐採許可には有効期限がある。他州では

AUTEX と呼ばれる伐採許可が使用される。AUTEF には、許可番号、発行日、森林技師

責任者名、当該森林の情報（所有者、場所、所有・森林管理計画・POAの面積）等が含

まれる。 
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付属資料４ 伐採届（Requerimento  de  Colheita  e  Comercialização  de  Florestas 

Plantadas） 

伐採届（Requerimento de Colheita e Comercialização de Florestas Plantadas）は植林

地の伐採に必要。当該州政府から許可を受けるとDCC（商業伐採証明）として使われる。 
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付属資料５ 森林原産証明書（DOF） 

森林原産証明書（DOF）は、丸太と木材製品の輸送に必要な文書である。DOF はパラ

州とマトグロッソ州以外のすべての州で使用されている。DOFには、事業者名、所在地、

輸送経路、許可番号、木材製品とその量が記載されている。 
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付属資料６ 丸太輸送許可証（GF1） 

木材製品輸送許可証（GF1）はパラ州およびマット・グロッソ州の SEMA が発行する。

販売者および購入者、樹種の学術名および属名、製品、量、価格、輸送経路といった基

本情報が記載されている。丸太輸送の際に発行される。 
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付属資料７ 木材製品輸送許可書（GF3） 

木材製品輸送許可証（GF3）はパラ州およびマトグロッソ州の SEMA が発行する。木材

製品の販売者および購入者、樹種の学術名および属名、製品、量、価格、輸送経路、輸

送手段といった基本情報が記載されている。また製品が輸出目的かどうかについても記

載される。木材加工製品の輸送管理を目的としている。 
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付属資料８ CITES 輸出許可証 

CITES 輸出許可証には、輸出者および輸入者、取引の目的、許可証の種類（輸入、輸出、

再輸出、その他）、輸送情報、木材種の伐採地、樹種の学術名および属名、量、製品

（量）、原産地、再輸出の場合の国情報、有効期限が記されている。IBAMAが発行する。 

 

 

 

 

 

 

 

244



55 

 

付属資料９ 木材加工場運営許可証 

製材業を行うには営業許可証の発給が必須である。処理番号、営業場所、事業者名およ

び住所、許可された活動、主な活動、有効期限といった情報が明記されている。各州の

SEMA が発行する。 
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付属資料１０ 原産地衛生検疫証明書（PCO） 

原産地衛生検疫証明書（PCO）は、製品の原産地、事業者情報、製造に関する情報、衛

生処理、証明書発行責任技術者の認定資格が明記されている。PCO はブラジル全州の

SEMA が発行する。 
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記号一覧 

% パーセント 
MM 百万 
M³ 立方メートル 
Nº Number（番号） 
USD 米ドル 
Ha ヘクタール（ha） 
Km² 平方キロメートル 
ART 条項 

 

略語一覧 

ACTO ア マ ゾ ン 協 力 条 約 機 構 （ Amazon Cooperation Treaty 
Organization） 

AIMA エクアドル木材産業協会（Asociación Ecuatoriana de Industriales 
de Madera） 

ALADI 中南米統合連合（Asociación Latino Americana de Integración）  

ASOTECA エ ク ア ド ル チ ー ク ・ 熱 帯 木 材 生 産 者 連 合 （ Asociación 
Ecuatoriana de Productores de Teca y Maderas Tropicales） 

BCE エクアドル中央銀行（Banco Central del Ecuador） 

CITES 絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約（ワ

シントン条約） 

COA 環境基本規範（Codigo Orgánico del Ambiente） 

CONAIE エクアドル先住民連盟（ Confederación das Nacionalidades 
Indígenas del Ecuador） 

COMAFORS 持続可能な森林管理公社（Corporación de Manejo Forestal 
Sustentable） 

CoC 加工流通過程の管理 

COPCI  生産・取引・投資組織法（Código Orgánico De Producción, 
Comercio e Inversion） 

DAE 輸出税関申告（Declaración Aduanera del Ecuador） 

FLEGT 森林法の施行・ガバナンス・貿易 

GADS 分権自治政府 （Gobiernos Autonomos Descentralizados） 

GOJ 日本政府 

IESS エクアドル社会保障局（ Instituto Ecuatoriano de Seguridad 
Social） 
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INEC 国家統計調査局（Instituto Nacional de Estadistica y Censo） 

IRS  国税庁（Servicio de Rentas Internas del Ecuador）  

IUCN 国際自然保護連合 

JFA 日本林野庁 

FAO 国連食糧農業機関 

FSC 森林管理協議会 

MAE 環境省（Ministerio del Ambiente） 

MAGAP 農業畜産水産省（Ministerio de Agricultura y Ganadería 
Acuacultura y Pesca） 

MCPEC  生産調整・雇用・競争力省（Ministerio de Coordinación de la 
Producción, Empleo y Competitividad） 

MDF 中密度繊維板 

MICIP 貿易・産業・漁業・競争力省（Ministerio de Comercio Exterior, 
Industrialización, Pesca y Competitividad） 

NALADI ラテンアメリカ統合連合の命名法（Nomenclatura de la 
Asociación Latinoamericana de Integración） 

NGOs 非政府組織 

OTCA アマゾン協力条約機構 

PAFSI 簡易木材伐採プログラム（Programas de Aprovechamiento 
Forestal Simplificado） 

PAFSU 持続可能な木材伐採プログラム（Programas de 
Aprovechamiento Forestal Sustentable） 

PROFORESTAL エクアドル林業促進・開発ユニット（Unidad de Promoción y 
Desarrollo Forestal del Ecuador） 

RUC 納税者番号（Registro Único de Contribuyentes） 

SAF 森林管理システム（Sistema de Administración Forestales） 

SENAE エ ク ア ド ル 国 家 税 関 局 （ Servicio Nacional 
de Aduana del Ecuador）  

SENPLADES 国家計画開発事務局（Secretaría Nacional de Planificación y 
Desarrollo） 

SFP 生産林システム（Sistema de Produción Forestale） 

SNAP 国立自然保護地域システム（ Sistema Nacional de Areas 
Protegidas del Ecuador） 

SPN Subsecretaria de Patrimonio Natural（国有財産事務局） 
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SUIA 環 境 情 報 統 合 シ ス テ ム （ Sistema Único de Información 
Ambiental） 

TCA アマゾン協力条約 

TFP 木材伐採プログラム （Programa de Tala de la Madera） 

USA アメリカ合衆国 

USAID 米国国際開発庁 

ZCL  合法的土地利用転換（Zona de Conversión Legal） 

WWF 世界自然保護基金 
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１． 林業セクターの概要 

１．１ 森林資源 

エクアドルは 283,560km2の国土面積を有し、生物多様性の豊かな国々のひとつである。

エクアドル本土は、地形別に主に 3 つの地域に分かれる。 

 沿岸地域（Costa）： エクアドル領の 17％を占める 
 高原地域（Sierra）： エクアドル領の 21％を占める 
 東部（Oriente）： 国土の 62％を占める Oriente（東部／アマゾン地域） 

また、太平洋のガラパゴス諸島（Archipiélago de Colón）もエクアドル領である。 

エクアドルの主な地形別地域に基づき、一般的に森林は次のように分類することがで

きる。 

 アマゾン熱帯雨林：東部に分布 
 山岳森林：高原地域に分布 
 沿岸熱帯雨林：沿岸に分布 
 マングローブ林：海岸沿いに分布 

さらに、エクアドル政府によると、エクアドルの自然植生は、以下のよう詳細に分類

することができる。 

 Bosque Seco Andino （アンデス乾燥林） 

 Bosque Seco Pluviestacional（熱帯乾燥林） 

 Bosque Siempreverde Andino Montado（アンデス山脈常緑樹林） 

 Bosque Siempreverde Andino de Pie de Monte（アンデス山脈麓常緑樹林）  

 Bosque Siempreverde Andino de Ceja Andina（Ceja Andina 常緑樹林）1 

 Bosque Siempreverde de tierras bajas de la Amazonía（アマゾン低地常緑樹林）  

 Bosque Siempreverde de tierras bajas del Chocó（チョコ地方低地常緑樹林） 

 Manglar（マングローブ林） 

 Moretal（オオミテングヤシ林） 

FAO（2015）によると、エクアドルの天然林面積は、原生林や天然生林を含め約

1,250 万 haである。天然林の大半（約 980 万 ha）がアマゾン熱帯雨林地域に分布する

（80％）。エクアドルは、アマゾン地域に重要な原生林が多く残り、世界で最も多様

性に富んだ国の一つとされる。原生林が分布するもう一つの重要な地域は、北部（エ

スメラルダス県）の沿岸地域である。図 1 にエクアドルの植生分布を示す。 

  

                                                            
1 Ceja Andina はコロンビアとの国境に近いカルチ（Carch）地方の標高 3000m 付近に分布する原生林を

示す 
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図 1 エクアドルの植生図 
 

上記の詳細なカテゴリーに基づく 2013 年のエクアドルの自然植生の比率を図 2 に示

す。 
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図 2 エクアドルの自然植生の組成（2013） 

出典：MAE-Sistema de Contabilidad Nacional（2014） 

 

エクアドル環境省（Ministerio del Ambiente：MAE)（2014）によると、エクアドルの

植林地面積は約 14 万 5 千 ha である（表 1）。商業用の植林地には、ユーカリ類

（Eucalyptus globulus、Eucallyptus eurograndis）、マツ類（Pinus radiata; Pinus 

patula）、チーク（Tectona grandis）、バルサ（Ochroma spp）、メリナ（Gmelina 

arbore）が利用される。 

さらに、エクアドルの植林地は、高原および沿岸地域にも広がっている。ユーカリ・

グロブルス（Eucalyptus globulus）の植林地の大部分が高原地帯（特に、ピチンチャ

県とインバブーラ県）に、ユーカリ・ユーログランディス（Eucalyptus urograndis）

植林地は、沿岸地域（エスメラルダス県）に分布する。マツの植林地は、コトパクシ

県、チンボラソ県、ピチンチャ県、ボリバル県に広く分布する。その他の樹種（チー

ク、バルサ、メリナ等）は、ロスリオス県、グアヤス県、エスメラルダス県、マナビ

県で一般的に見られる。 

エクアドルは長年にわたり、違法伐採、放牧地と農地の拡大や石油、金、その他鉱物

資源の開発によって森林が減少した。1990 年から 2014 年にかけての森林被覆率の変

化を図 3 に示す。エクアドルは、中南米で森林減少率が最も高い国の一つに挙げられ

る。1990 年から 2000 年の年間森林伐採率は 1.5％、2005 年から 2010 年の伐採率は

1.9％と推定される。 
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表 1 エクアドルの主な植林樹種 

属 樹種 面積（ha） % 
ユーカリ E. globulus 16.248 11,2% 

E. urograndis 2.094 1,4% 
E. saligna + E. robusta 249 0,2% 

小計  18.592 12,8% 
マツ P. radiata 16.146 11,1% 

P. patula 7.111 4,9% 
P. pseudostrobus + P. muricata 57 0,04% 

小計  23.314 16,1% 
ユーカリとマツの合計 41.906 28,9% 

その他の樹種 チーク（Tectona grandis） 48.442 33,4% 
バルサ（Ochroma spp） 18.858 13,0% 
メリナ （Gmelina arborea） 7.418 5,1% 
その他（175 樹種） 28.356 19,6% 

その他の樹種の合計 103.073 71,1% 
合計  144.979 100,0% 

出典：MAE（2014） 

 

 
図 3 エクアドルの地域別森林被覆率の変化 

出典：MAE－SUIA（2015） 

 

エクアドルの天然林は、アマゾン地域とエスメラルダス県（北部沿岸地域）に広く分

布する。天然林から 120 以上の木材樹種が伐採され国内市場で取り引きされる。一方、

植林地は、少ない面積にもかかわらず、産業用木材の重要な供給源となっている。 

29 26 24 23

39
34

30 29

87
84 82 81

0

20

40

60

80

100

1990 2000 2008 2014

Pe
rc

en
ta

ge
 (%

)

Sierra

Costa

Oriente

257



12 

 

エクアドルの天然林と植林地から伐採される最も重要な樹種を表 2 に示す。 

 

表 2 エクアドルの主要な商業用伐採樹種（天然林と植林地） 

 
出典：FLEGT 

１．２ 土地利用と土地保有権のカテゴリー 

国家統計調査局（Instituto Nacional de Estadistica y Censo – INEC）2によると、エク

アドルの土地利用は、永年性作物、一過性作物（transitional crop）、自然放牧、管理

放牧、山林、天然林、湿地、再生林、人工林、その他の利用に分類される。 

図 4 に、エクアドルのカテゴリー別土地利用を示す。エクアドルで最も重要な土地利

用は天然林（50％）、続いて山林である。 

 

図 4 エクアドルの土地利用（2017） 
出典：INEC（2018） 

                                                            
2 INEC は、農地および林地の土地利用情報しか出していない。インフラ開発を始めとするその他の土地

利用面積（ha）に関する完全な情報はない。 
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2008 年に制定された現行の憲法は、土地の個人所有権と民間所有権について規定する。

世界森林資源評価（FAO, 2015）によると、土地保有権は 3種類のカテゴリーに分かれ

る。 

 公有地：国の行政機関または公共機関が所有する土地。これらの土地には、国有

自然地域（State Natural Areas）、国有林、国有保安林（State Protection Forests）
の他、先住民が習慣的に所有する土地が含まれる 

 私有地：個人、家族、先住民と地域コミュニティ、民間協同組合、法人、その他

民間企業、宗教法人、私立学校、個人年金基金、個人投資基金、非政府組織

（NGO）、自然保護協会などの民間機関が所有する土地 
 所有者不明地：所有権のない森林区域 

法制度、法執行の欠如、不完全な不動産登記制度などの問題によりエクアドルの土地

所有権には問題があり、特にアマゾン地域で顕著である。一方、沿岸地域では、農地

の大半が合法的な土地所有権の下管理されている。 

公有地と私有地の両方で、森林管理を促進し土地利用を明確にするため、エクアドル

政府は、 2017 年に施行した環境基本規範（Codigo Orgánico del Ambiente 2017： 
COA 2017）に基づいて、森林地域に 4 種類の土地保有権を定めた（表 3）。 

 

表 3 森林の種類と所有権 

森林の種類 内容 所有権の種類 

国有永久生産林

（Permanente State 
Production Forest） 

商業伐採を目的とした森林で、

優先順位に従って開発される 公有地 - 

私有永久生産林

（Permanent Private 
Production Forests） 

商業伐採を目的とした森林 
‐  

私有地 

保護林 人工林または天然林の保護され

ている森林と植生 公有地 私有地 

研究用などを目的とした特

別地域 

特に、研究、エコツーリズムな

ど特別利用の森林地域および植

生地域 
公有地 私有地 

 

エクアドルは、環境省が管理する国立自然保護地域システム（SNAP：Sistema 
Nacional de Áreas Protegidas del Ecuador）の下で天然林の重要保護区を設定した。保

護区の総面積は 63,886 km²（天然林）である。表 4 に、保護区の分類と数および利用

を示す。 
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表 4 エクアドルの保護区の分類と利用（2018） 

保護区／カテゴリー 数 利用 

国立公園 11 エコツーリズムと研究は可能であるが、天然資源

の開発は禁止されている 
生態系保護区（Ecological 
Reserve） 9 科学研究を目的とする地域。エコツーリズムや天

然資源開発などの活動は禁止されている 
海洋保護区（Marine 
Reserve） 3 利用は、年間管理計画に記載される保護区のニー

ズによって異なる 
生物学的保護区（Biological 
Reserve） 5 科学研究を目的とする地域。エコツーリズムや天

然資源開発などの活動は禁止されている 

野生生物保護区（Wildlife 
Reserve） 5 

利用は、野生生物保護区の管理計画によって定め

られるが、一般的に、研究、エコツーリズム、持

続可能な管理などの活動は許可される 
植物保護区（Geobotanical 
Reserve） 1 エコツーリズムと研究が可能 

野生生物保護区（レフュー

ジ）（Wildlife Refuge） 10 研究・環境モニタリングのみ許可される。 

レクリエーション地域 6 天然資源の持続可能な管理、エコツーリズム、研

究などの活動が可能 
出典：SNAP（2018） 

 

１．３ 森林認証 

エクアドルで森林管理協議会（Forest Stewardship Council： FSC）の森林管理認証は

限られている。合計で、4 件の認証、5 万 7 千 ha の認証を受けた植林地がある（エク

アドルの植林地合計面積の 39％）。これまでエクアドルで認証を受けた天然林管理は

ない。  

またバルサとユーカリで 2 社が管理木材の認証を受けている。CoC 認証を取得してい

る企業は 17 ある。 

 

表 5 エクアドルにおける FSC 認証の状況（2018 年 10 月） 

認証の種類 認証数 認証面積（ha） 
FSC –森林管理 4 57,466.09  

FSC –管理木材 2 - 

FSC –加工流通過程の管理（CoC） 17 - 

合計 23 57,466.09 
出典：FSC エクアドル（2018） 

エクアドル政府は森林認証制度を支持するが、事業者に対して認証取得のためのイン

センティブは設けていない。 
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１．４ 林業の特徴と木材生産  

エクアドルでは、森林所有者と製材業者が 連携し組織化されている。主な連合は、エ

クアドル木材産業協会（Asociación Ecuatoriana de Industriales de la Madera：AIMA）
3とエクアドルチーク・熱帯木材生産者協会（Asociación Ecuatoriana de Productores 
de Teca y Maderas Tropicales：ASOTECA）4である。これら協会が、エクアドルの林

業の促進と政策に大きな役割を果たしている。  

木材の主な消費者は、合板メーカー、中密度繊維板（MDF）メーカー、パーティクル

ボードメーカー、バルサ加工業者、木材チップ業者、製材業者である。他の中南米諸

国と異なり、エクアドルは、パルプの生産を行っていない。 

表 6 に、エクアドルの主要な商業用木材樹種を示す。エクアドルの産業用木材消費の

合計は、約 370 万 m³/年である。そのうち、約 200 万 m³が植林地から生産されると推

定される。 

 

表 6 エクアドルの主な商業木材樹種（2010） 

樹種 一般名 量（m³） 主なマーケットと用途 

Ochroma pyramidale Balsa 794,359. 45 輸出（ブロックとパネル） 

Eucalyptus globulus Eucalyptus 619,243. 35 輸出（チップ）、薪、製材 

Pine radiata Pine tree 470,493. 80 合板、パーティクルボード、

MDF、製材 
Cordia alliodora Laurel 284,644. 57 製材 

Schizolobium parahybum Pachaco 188,986. 82 合板および製材 

Tectona grandis Teca 181,915. 43 輸出（丸太、角材） 

Pollalesta discolor Pigue 132,948. 35 製材（木箱、パレット、建

材） 
Brosimum utile Sande 66,247. 84 合板 

Trichospermum spp Pichango 61,772. 54 製材／建材 

Brosimun sp. Lechero 43,908. 35 製材および合板 

- その他の樹種 844,659. 69 - 

合計 3,689,180.19  

出典：MAE（2013） 

マツ（Pine spp.）とユーカリ（Eucalyptus spp.）の植林地は、木材パネル産業の主要

な木材供給源であり、ユーカリの植林地は、木材チップ産業の唯一の原材料供給源で

もある。その他産業用木材の重要な供給源は、バルサ（Ochroma pyramidale）とチー

クの植林地である。 

図 5 に、エクアドルの植林地から生産される木材のサプライチェーンを示す。 

                                                            
3 エクアドル木材産業協会（Asociación Ecuatoriana de Industriales de la Madera：AIMA）

http://www.aima.org.ec/  
4 エクアドルチーク・熱帯木材生産者協会（Asociación Ecuatoriana de Productores de Teca y Maderas 

Tropicales：ASOTECA）https://www.asoteca.org.ec/  
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図 5 植林地から生産される木材のサプライチェーン 

 

エクアドルでは、天然林から 120 種以上の樹種が利用されると推定され、その伐採量

の大半が自国のマーケットで取り引きされる。天然林木材を伐採、加工する事業者は

植林地事業者と比較すると小規模であり、一般的に生産能力が限られている。天然林

からの丸太は、主に建設用や付加価値製品（家具、ドア、床材などの）に利用され

る。また一部の天然林木材は、合板に利用される。図 6 に、エクアドルの天然林から

生産される木材のサプライチェーンを示す。 

 

図 6 エクアドルの天然林木材サプライチェーン 

 

エクアドルの木材生産に関する最新の一貫性のあるデータはない。AIMA、ASOTECA、
環境省、農業畜産水産省（ (Ministerio de Agricultura y Ganadería Acuacultura y 
Pesca：MAGAP）、民間企業から収集した情報に基づき推定したエクアドルの林業生

産量を表 7 に示す。 
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表 7 エクアドルの林業の推定生産量（2017） 

製品 推定生産量 (m³) 
製材* 700,000  
合板* 180,000 

パーティクルボード** 310,000 
MDF** 76,000 

バルサ材** 160,000 
チーク（丸太）** 140,000 

木材チップ** 90,000 
合計 1,656,000 

*天然林と植林地 
**植林地 
 

１．５ 木材および木材製品の貿易 

エクアドルの製材業は比較的よく発展しているが、大企業の数は少ない。大手企業は

国際マーケットに木材製品を供給する。 

バルサ、チーク、木材チップ業はほぼすべての製品を輸出している。合板、パーティ

クルボード、MDF（中密度繊維板）など木材パネル産業もまた、製品のかなりの部分

を輸出している。 

図 7 に、エクアドル中央銀行がまとめたエクアドルの木材製品の輸出傾向を示す。輸

出総額は 2017 年に約 3 億米ドルに達した。 

主な輸出用林産物は合板、パーティクルボード、バルサ材、チーク丸太、木材チップ

である。これら 4 つの製品を合わせると、エクアドルの林業セクター輸出の約 95％を

占める。エクアドルは、規模は小さいが、MDF や家具、木製扉などの付加価値製品な

ども輸出している。 

 

図 7 エクアドルの木材および木材製品輸出額の動向（米ドル）（2007-2017） 
出典：COMAFORS（2018） 
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木材製品の 2017 年の輸出について表 8 に示す。エクアドルは中南米の木材供給で重要

な位置を占め、コロンビア、パナマ、ペルー、チリといった中南米諸国に家具、パー

ティクルボード、合板、MDF を輸出している。 

米国は主にエクアドルの合板メーカーにとって重要なマーケットであるが、家具、ド

ア、バルサ材の重要な輸出先でもある。バルサ材の輸出先は多様化しており、主な輸

出国として、米国の他に、中国、リトアニア、ポーランド、デンマーク、ドイツが挙

げられる。 

一方で、エクアドルのチーク材の 90％以上がインドに輸出される。また、近年は中国

とバングラデシュへの輸出も伸びてきている。 

 

表 8 エクアドルの主要木材製品の輸出（2017） 

製品 価額 
(千米ドル） % 

合板 45,018 15,1% 
MDF 6,447 2,2% 

パーティクルボード 97,182 32,5% 
バルサ材 90,537 30,1% 

チーク（丸太） 42,402 14,1% 
木材チップ 10,560 3,6% 

家具およびドア 4,751 1,6% 
木製ドア 1,414 0,5% 
その他 722 0,2% 
合計 299,035 100% 

出典：AIMA（2017） 

 

2018 年でエクアドルの木材チップメーカーは 1 社しかなく、2011 年以降、エクアド

ルで製造された木材チップはすべて日本に輸出されている。輸出量は、2015 年に減少

したが、全体的に増加傾向にあり 2011 年から 2016 年までの期間に 161％成長した。 

図 8 に、2006 年から 2016 年までの日本へのエクアドルの木材チップ輸出額を示す。 
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図 8 エクアドルから日本への製品別輸出額（米ドル）（2006-2016） 
出典：Trademap（2018） 

 

エクアドルは木材製品の輸入も行っており、特に木材パルプと紙の輸入によって貿易

収支はマイナスとなっている。エクアドル中央銀行がまとめた木材製品輸入額を表 9
に示す。 

 

表 9 エクアドルの林産物輸入額（2017） 

製品 輸入額 
（千米ドル） % 

パルプと紙 297,000 85,8% 
MDF 21,122 6,1% 

家具とドア 17,173 4,9% 
パーティクルボード 9,275 2,7% 

その他 1,534 0,4% 
合計 346,104 100% 

出典：AIMA（2017） 

 

前述のとおり、主な輸入林産物はパルプと紙（総額の 85.8％）である。エクアドルの

紙生産は、段ボール紙、梱包材、ティッシュペーパーである。生産には、リサイクル

繊維（紙ごみ・リサイクル紙）と輸入パルプを使用し、リサイクル原料が約 90％、バ

ージンパルプが 10％である（Rubadeneira, 2015）。パルプと紙は主にコロンビア、

ブラジル、チリ、中国から輸入する。 

2006 年から 2016 年のパルプ・紙の総輸入額および日本からの輸入額の詳細を図 9 と

図 10 に示す。 
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図 9 エクアドルのパルプ・紙輸入額（米ド

ル）（2006-2016 年） 
図 10 日本からエクアドルへの紙輸入額（米

ドル）（2006-2016 年） 

 
出典：Trademap（2018） 

家具の輸入先は主に、スペイン、中国、ブラジルである。パーティクルボードと MDF
は主に、中国、チリ、ブラジル、コロンビアから輸入する。 

 

２ 関連政府機関の概要  

２．１ 関連政府機関 

エクアドル憲法（2008）は、第 395 条で以下の環境原則を認めている。 

 国は、環境的にバランスのとれた文化の多様性を尊重する持続可能な開発モデル

を保証し、生物多様性と生態系の自然再生能力を保全し、現在と未来世代のニー

ズの充足を確保する。 
 環境管理政策を横断的に適用し、あらゆるレベルの行政機関および国内の自然人

と法人すべてに対して遵守が求められる。 

エクアドルの森林活動を規制・管理する最も重要な政府機関は、環境省と農業畜産水

産省である。  

環境省が、エクアドルの天然林の規制、促進、育成、商業利用を担当する。環境省の

下に、国有財産事務局（Subsecretaria de Patrimonio Natural ：SPN）と国家森林局

（Dirección Nacional Forestal）が設置されている。 

2015 年 9 月 30 日に環境省と農業畜産水産省との間で締結された省庁間合意 No. 3
（Acuerdo Interministerial nº 03）に基づき、植林地に関する所管を環境省から農業畜

産水産省に移し調整することが定められた。農業畜産水産省の中で、植林地関連業務

を担当するのは、森林生産事務局（Subsecretaria de Producción Forestal）である。   
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さらに、エクアドル 24 県のニーズを満たすため、農業畜産水産省と環境省は、各県に

設置された分権自治政府（Decentralized Autonomous Government：GAD）5と調整を

行う。GAD は、環境基本規範を各県で実施し、公有林における森林資源の保護・促進

の計画およびプログラムの策定を許可する。 

エクアドルの天然資源管理と保全は、環境基本規範によって規定され、以下が目的と

して設けられる。 

1. 国が批准した国際合意および憲法で定める、健全な環境と自然に関する権利、保

証、原則を規制する 
2. 国の公共政策を導く原則と環境ガイドラインを定める。公共機関の計画・決定・

実施の手段とプロセスに国家環境政策を反映させることを義務として規定する 
3. 国家分権型環境管理システム（National Decentralized System of Environmental 

Management）の基本方針とその適用における市民の共同責任を定める 
4. 生態系、生物多様性とその構成要素、遺伝的遺産、国家森林遺産、環境サービス、

沿岸海域資源と天然資源の保全、持続可能な利用、再生のメカニズムと手段を定

め、実施、奨励する 
5. 自然、文化的多様性、現在および未来世代の権利への尊重を促進する基準を設定

し、悪影響や環境被害を与える活動を規制する 
6. 動物の福祉、保護、責任ある管理および都市樹木の管理を規制し促進する 
7. 環境への悪影響を防止、最少化、回避、抑制し、劣化した自然空間の回復・再生

対策を策定する 
8. 自然の保全、保護、再生、総合的な回復およびその便益の創出に適切な方法で

人々が参加することを保証する 
9. 国の定める要件と優先事項に従って、環境管理と調査活動を担当する公共団体、

民間団体、市民社会団体を調整し、環境情報の作成を促進・奨励する仕組みを確

立する 
10. 緩和・適応行動によって気候変動の影響に取り組む効果的で効率的な横断的な対

策を策定する 
11. 国家環境政策の執行機関としての国家環境局の属性、GAD の環境管理能力、国家

分散環境管理システムの実施を決定する。 

伐採、加工、流通、貿易を担当する主要な政府機関とその役割および責任を表 10 にま

とめる。 

 
表 10 木材および木材製品の伐採 、加工、流通、貿易を担当する主な機関 

組織名 役割と責任 

環境省 
（MAE）  

‐ 天然林を所管する。天然林の木材伐採許可や木材輸送
許可を発行し、伐採管理などを行う 

‐ CITES 管理当局 

                                                            
5 エクアドル 2008 年憲法第 238 条によって、分権自治政府（GAD）とは、地方教区委員会（rural parish 

boards）、市議会、首都教区議会（metropolitan councils）、県議会、地方議会であると規定される。

GAD は、政治的、行政的、経済的自治を有し、そのガバナンス原則として連帯、補助、領土間平等、統

合、市民参加が挙げられる。 
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組織名 役割と責任 

農業畜産水産省 
（MAGAP） 

‐ 植林地を所管する。植林地の開発・促進、伐採、マー
ケティング、管理および商業目的の持続可能な管理、
商業樹種の苗木に関する権限を有し、植林地の伐採許
可、輸送許可等を発行する 

エクアドル中央銀行
（BCE） ‐ 木材貿易統計および取引規制を担当する 

国家計画開発事務局 
（SENPLADES） ‐ 天然林の年間伐採許可量など国家計画を担当する 

GAD ‐ 県レベルの公有林森林計画と森林統計を担当する 

 

３ 伐採に関する法律  

３．１ 伐採に関する法令  

エクアドルでは、天然林および人工林の伐採に伐採許可が必要である。省庁間合意No. 
3／2015に基づき、環境省が天然林の伐採許可の発行、農業畜産水産省が植林地の伐

採許可の発行を担当する。表11に、森林管理、伐採許可、その他関連法に関する重要

な法令を示す。 

 

表 11 エクアドルの森林利用権、森林管理、伐採許可に関する主な法令 

法令 年 内容 

環境基本規範（COA 
2017） 2017 環境権に関する規定を設け、環境の持続可能

性、保全、保護、回復を確保する 

省庁間合意 No.001 2015 
採掘活動、林業活動、および類似の活動にお
ける機械類および大型機器の使用について規
制する 

省庁間合意  
No. 003 

2015 天然林の法的責任の所在を環境省に、植林地
の法的責任の所在を農業畜産水産省に定める 

省庁間合意 No.125 2015 亜熱帯林の持続可能な管理を規制する 

行政命令 286 2014 植林地の権限を環境省から農業畜産水産省に
移譲する 

省庁間合意 No.130 2010 
コミュニティの森林資源開発と利用のための
「社会森林プログラム（Programa Socio 
Bosque）を定める 

省庁間合意 No.139 2010 木材伐採に関する行政手続きを定める 
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法令 年 内容 

省庁間合意 No.041 2004 立木の伐採権に関する規定を設け規制する 

省庁間合意 No.040 2004 植林地の木材伐採とアグロフォレストリーシ
ステムの樹木利用を定める 

省庁間合意 No.039 2004 湿性熱帯雨林の木材伐採の持続可能な森林管
理を規制しその他の規則を定める 

省庁間合意 No.038 2004 森林管理システムを定める 

省庁間合意 No.053 2001 検問所における木材検査について規定する 

 

３．２ 森林に関する法的権利  

エクアドルで土地の権利と開発を担当する局は、農業畜産水産省の下にある土地・土

地改革事務局（Subsecretary of Land and Land Reform）である。この政府当局の役割

は、農村および伝統的に所有する土地基本法（Ley Organica de Tierras Rurales y 
Ancestrales）で次のように定められている。 

 農村地帯を所有し、その権利を有するが、財産権を持たない個人または法的に対

して財産所有権を発行する。 
 本来の所有者に土地を譲渡する。 
 条件付き土地の収用を宣言する。 
 農地の登記簿を作成・管理する。 
 農地改革を完了する。 

土地保有権に関する既存の法律および政府の取り組みにもかかわらず、USAID（2012）
によると、土地の約 60％が定められた土地所有権の更新を行っていない。そのため、

私有地の森林に必要な伐採許可を得る際に支障を及ぼすことが多い。 

歴史的背景から、エクアドルの天然林の大半は、先住民や地域コミュニティが習慣的

に所有、利用してきた。先住民グループは、法的文書や土地所有権を持っていないこ

とが多いが、天然資源を利用する権利は憲法によって保護されているため、法的文書

がないことによって彼らの天然資源を利用する権利が妨げられることはない。一方、

法的文書の不備から、先住民や地域コミュニティはクレジットや融資の利用に関して

制限を受ける。 

 

３．３ 木材供給源の種類、管理、伐採計画・許可   

エクアドルにおける合法的な木材供給源は、天然林と人工林の他、アグロフォレスト

リーシステムとパイオニア・フォーメーションと称される自然倒木やインフラ事業

（道路開発、送電線設置、石油パイプライン設置等）に伴う伐採木材の利用がある。        
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なお、エクアドルに木材生産のための森林コンセッション制度はない。森林コンセッ

ション制度は、1980 年代に廃れた（TRAFFIC, 2013）。  

エクアドルでは、主に植林地に由来する木材の消費が増加傾向にある。図 11に、2007
から 2011 年の供給源毎の伐採量を示す。 

 

 

図 11 供給源毎の伐採量（2007 – 2011 年） 

出典：Palacions y Malessa（2013）に基づく 

*土地利用転換からの伐採量に関する正式な統計データは入手不可能であった 

 

植林地から生産される木材の割合は近年増加し、現在は、産業用木材の総供給量の約

50％を占め、大企業が加工に利用する木材の大半が植林地由来である。アマゾン地域

や北部沿岸（エスメラルダス県）沿いの小規模の製材所では主に在来樹種が使用され

る。 

 
 天然林 

環境省は、省庁間合意  No.139（2010）第2条に従って伐採許可（Licencia de 
Aprovechamiento Forestal）を発行し木材の使用を許可する。天然林の伐採には、統合

管理計画の作成と承認が必要である。管理計画の期間は、規則に定める伐採タイプの

要件に従って異なる（省庁間合意No.139／2010第4条）。エクアドルの天然林の伐採

に関する重要な規制は、森林の持続可能な管理に関する省庁間合意No. 125（2015）、

行政手続きの管理および木材伐採許可に関する省庁間合意No. 130（2010）、伐採手

続きを管理する省庁間合意No. 139（2010）に定められる。表12に、天然林の伐採に

関する許可のタイプと基本的な手続きについて示す。 
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表 12 天然林の伐採許可の発行手続き 

段階 内容 

森林統合管理計画 

（Integral 
Management Plan）
の作成と提出 

 

 

エクアドルの木材伐採の手続きは、伐採面積、森林利用者

の詳細（小規模所有者、共同財産、民間事業）と伐採の強

度（択伐、皆伐、機械による採取や機械化された工業的な

採取を行わない伐採）によって異なる。 

 択伐：持続可能な森林管理計画（Programas de 
Aprovechamiento Forestal Sustentable – PAFSUs）は、

中規模から大規模の森林管理で機械化された伐採によ

る。有効期間は 2 年である。 

 択伐：小規模の森林管理で非機械化さの伐採作業による

簡易な管理計画（Programas de Aprovechamiento 
Forestal Simplificado – PAFSI）。木材採取が 1 区画に

制限される。有効期間は 5 年である。 

 皆伐：合法的土地利用転換の伐採プログラム

（Programa de Corta para Zona de Conversión Legal - 
ZCL）1 年間有効。伐採面積は総面積の 30％を超えては

ならない。 

森林インベントリの

作成と提出 
伐採予定樹木はすべて直径と樹高を計測し、位置情報を記

録する。ZCL では位置情報は必要ない 

Regente Forestal（森

林監督官）6による検

査 

森林監督官（Regente Forestal） が、現地検査を実施し、

所管である環境省に報告する。省庁間合意 No. 139／2010
第 29 条により、現場調査は、PAFSI および PAFSI（対象地

域の 25％）、ZCL（100％）と定められる 

伐採許可の発行 

森林監督官の現地調査結果に基づき、環境省は、樹種毎の

伐採許可量（クレジット）を示した伐採許可を発行する。

クレジットは、木材輸送許発行の根拠となり、発行日から

最長 1 年間有効である（省庁間合意 No. 139／2010 第 25
条）。 

 

 人工林 

エクアドルでは、商業用の植林地はすべて私有である。上述したとおり、植林地の伐

採許可発行は農業畜産水産省が所管する。植林地伐採に関するガイドライン、承認、

                                                            
6 森林監督官（Regente Forestal）とは、環境省が認定し、国家森林局から任命された専門家で、技術支

援および森林・伐採管理の監督を行う。 
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実施については、省庁間合意 No. 327（2014）にて規定される。伐採許可発行を担当

するのは、農業畜産水産省の生産林事務局（Subsecretaria de Producción Forestal）で

ある。 

植林地における伐採許可を取得する基本的な手続きと要件は以下のとおりである。 

‐ 植林地の登録（Plantation Registration）：植林地の登録は義務ではないが、伐

採許可を取得するには登録が必要である。また、補助金を申請するために必要

であり、登録によって土地税も軽減される（植林地は非課税）。植林地登録に

は、土地所有権や納税者番号（RUC）などの法的書類が必要である。添付資料

の 1 に植林地登録証明書の例を示す。 

‐ 森林インベントリ：事業者は、農業畜産水産省のマニュアルに基づきインベン

トリを作成する。マニュアルには、サンプルプロットの設定、樹木の計測手順、

インベントリの様式が含まれる 

‐ 伐採計画：森林インベントリに基づいて、年間伐採計画案を提出する。伐採計

画では、伐採する樹種と量が示される。 

‐ 現場検査：農業畜産水産省の専門家は、提出された森林インベントリと伐採計

画の現場検査を行う。 

‐ 伐採許可の発行：専門家の報告に基づき、農業畜産水産省は伐採許可を発行す

る。伐採許可には伐採許可量（クレジット）が示され、木材輸送許発行の根拠

となる。添付資料 2 に伐採許可のサンプルを示す。 

 

３．４ 環境配慮に関する要件 

エクアドルの天然林と植林地の伐採の規則は、傾斜地での伐採を制限し水源への影響

を考慮する。天然林、植林地管理に関する主な環境規制は以下である： 

 天然林：省庁間合意 No. 125／2015 第 7 条によって、水源の保護について規制

し、樹木の保護と沿道の保全を図る。また、第 14 条と第 16 条で、45 度を超え

る傾斜地の伐採には低インパクト伐採施行の適用を定める 

 植林地：省庁間合意 No. 327／2014 第 21 条は、水源および傾斜地を保護につい

て規定する。 

エクアドルにおいて商業的に価値があり、ワシントン条約（CITES）付属書に記載さ

れる樹種は、ローズウッド（Aniba roseodora）とマホガニー（Swietenia macrophylla）
（付属書II）およびセドロ（Cedrela odorataとCedrella fissilis）（付録III）である。こ

れら樹種は、アマゾンン地域の天然林に分布する。 

エクアドルでは、環境省が、CITES 許可の発行を行う管理当局である7。表 13 にワシ

ントン条約で規制されるエクアドルの木材樹種を掲載する。 

                                                            
7 エクアドルの CITES 科学当局は、Universidad Estatal de Guayaquil、Instituto Oceanográfico de la 

Armada、Instituto Nacional de Pesca、Escuela Politécnica Nacional、Universidad Central del 
Ecuador、Museo Ecuatoriano de Ciencias Naturales、Pontificia Universidad Católica del Ecuador、
Universidad San Francisco de Quito、EcoCiencia、Fundación Charles Darwin、Universidad Técnica 
Particular de Loja など 11 の機関で構成される。 
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表 13 エクアドルにおけるワシントン条約付属書に記載された樹種 

Appendix 樹種  

Appendix II Aniba roseodora ローズウッド 

Appendix II Switenia macrophylla マホガニー 

Appendix III Cedrela fissilis セドロ 

Appendix III Cedrela odorata スパニッシュシダー 

出典：ワシントン条約（2018） 

 

また、エクアドルでは、環境基本規範第 135条により、2017年から科学的目的の限られた数量

を除き、天然林、植林地を問わず丸太の原木輸出を禁じている。そのため、インド等に輸出さ

れていたチークの丸太は角材にして輸出されるようになった。この場合は、加工製品と見なさ

れ、輸出が許可される。 

 

３．５ 森林管理と伐採作業における雇用と安全性  

エクアドルの労働省は、労働司法・家事労働認識に関する基本法（2015）（ the 
Organic Law of Labor Justice and Acknowledgement of Household Work）に基づく国

家就業規則・条件に基づく契約のもとですべての労働者を雇用することを義務付けて

いる。 

また、社会保障法（Social Security Law）（2014）は、「すべての労働者は保護され

る」と規定しており、労働内容に関わらず、すべての労働者は、社会保障制度に登録

される必要がある。 

さらに、労働法（the Labor  Law）第 244 条によって、雇用主はエクアドル社会保障庁

（IESS）にすべての労働者を登録し、登録を怠った場合 7 日以上の刑に服すことにな

る。 

林業に関しては、農業畜産水産省の決議 No. 3 （Resolution nº 3 of MAGAP）によって、

植林地に関する活動を行うにはオペレータ―を登録する必要があると規定している。 

エクアドルでは、労働権が近年大幅に強化され、憲法でストライキを行う権利が保障

されるなど、広範囲にわたり労働者を保護している。一方で、特に農業や林業に関し

て児童就労問題が指摘される（INEC, 2012）。 
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３．６ 森林管理・伐採における社会的配慮要件 

Palacios and Freire （2004）によると、エクアドルのアマゾン地域には、先住民、入

植者8、移民の 3 グループが伝統的な共同体として暮らしを営む。エクアドルでは、先

住民および伝統的コミュニティに関する統計的情報がほとんどない。しかし、エクア

ドルの先住民が伝統的に所有する土地は合計で 630 万 ha と推定される（Oxfam, 
2007）。 

エクアドルは、1998 年 5 月 15 日に批准された ILO 条約第 169 号（1989 年の原住民お

よび種族民条約）の締約国である。エクアドル憲法（第 57 条）は、先住民と伝統的コ

ミュニティが所有する土地の売買の禁止、財産税の免除の他、先住民族の土地の天然

資源開発および商業化に関する事前協議やプロジェクトによって生じる利益分配など、

彼らの権利を認識し保証している。先住民および伝統的コミュニティが所有する土地

の商業利用に関しては、すべての伝統的な人々と協議する必要がある。このプロセス

は、関係現地当局が行い、同意が得られない場合は、当該 GAD に従って進めることに

なっている。先住民および伝統的コミュニティの慣習上の権利はエクアドル憲法に規

定されているが、その権利の尊重について監視または行使する詳細な規則はない。 

環境省は、森林減少率の 50％低減を掲げる国家開発計画（2007-2010）に基づき、

2008 年から先住民および伝統的コミュニティによる森林保全と持続的森林管理促進を

目的に社会林業プログラム（Programa Socio Bosque）を開始した。同プログラムは、

天然林およびその他の在来植生の保全に自主的に取り組む小規模農家および先住民コ

ミュニティに対して経済的インセンティブを提供する9。これまでの成果として、

2,681 の小規模農家および先住民と契約を結び、1,616,263ha の土地が保全され、受益

者は 174,971 名に達する（MAE, 2018）10。 

 

４ 木材の輸送・加工に関する法律 

４．１ 木材および木材製品の輸送・加工に関する法令 

省庁間合意No.003／2015に基づき、環境省が天然林に由来する木材および木材製品の

輸送・加工の規制、モニタリング、承認を行い、農業畜産水産省が植林地由来の木材

を所管する。表14に、木材および木材製品の輸送・加工に関する関係法令を示す。 

 
表 14 木材および木材製品の輸送と加工に関する法令 

法令 年 内容 

省庁間合意
No.327 2014 伐採計画作成と実施、および木材の輸送に関して定

める 

                                                            
8入植者：家族単位で生計を営むため一定の土地を与えられた人々をさす 
9インセンティブの付与は、森林の保全が条件となる。プログラムに掲げられた目標の一つに、森林や原

生植生およびその生態系、経済的、文化的価値の保全が挙げられ、エクアドルの非保護林の 66％に相当

する約 400 万ヘクタールの保全が含まれる。 
10社会林業プログラム（Programa Socio Bosque） http://sociobosque.ambiente.gob.ec/node/330  
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法令 年 内容 

省庁間合意
No.049 2014 木材製品の原産地および最終仕向地の検証と管理の

行政手続きを規制する 

省庁間合意
No.139 2010 択伐および皆伐を許可する手続きを定める 

材積の測定方法／
環境省 2010 車両に積載された材積の計算方法を定める 

 

４．２ 丸太と木材一次加工品の輸送 

省庁間合意 No. 327／2014 と No. 049／2014 により、木材製品の輸送許可が規定され

る。丸太の輸送に関する基本要件と書類の発行申請に必要な書類は以下のとおりであ

る。 

 輸送許可証「Guía de Circulación」（添付資料 3） 

輸送許可の取得手続きは、森林管理システム（Sistema de Administración Forestal：S 
AF）を通じてオンラインで申請できる11。システム上で、事前に発行された伐採許可

の情報を照合する。「Guía de Circulación」の発行には以下の情報が必要である。 

‐ 書類を発行する事務局名 
‐ 伐採許可コードと番号 
‐ 承認された統合管理計画（PAFSU、PAFSI、ZCL）コードと番号 
‐ 森林所有者または代理人の氏名  
‐ 製品の原産地 
‐ 製品の最終仕向地、企業名、住所 
‐ 樹種別の製品量の詳細 

環境省が道路に設ける固定チェックポイントまたは移動チェックポイントで「Guia de 
Circulación」の提示が義務付けられる。チェックポイントでは、輸送される木材の合

法性および積載量と樹種が確認される。確認後に、検査官によって「Guia de 
Circulación」にサインが記される。このサインは、木材輸送を続けるために必要とさ

れる（省庁間合意 No.139／2010 第 53 条）。 

 

 土場からの輸送許可「Guia de Canje」（添付資料 4） 

丸太を森林から一旦土場または簡易加工場に輸送する場合がある。この地点（土場ま

たは簡易加工場）から最終仕向地（加工場）に輸送するには、「Guia de Canje」を発

行する必要がある。 

「Guia de Canje」は、「Guia de Circulación」に示された輸送許可量“クレジット”

（m3）に基づき発行される。「Guia de Circulación」のクレジットに換算係数（歩留

まり率）（表 15）を掛けた量が「Guia de Canje」に示される。 

                                                            
11 森林管理システム（SAF） https://spf.agricultura.gob.ec/  
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表 15 木材製品の換算係数 

換算  係数 

丸太から丸太 1 

丸太から角材 0.85 

丸太から製材 0.5 

出典：省庁間合意 No.327（2014）に基づく 

 
 

 「Guia de Remisión」（添付資料 5） 

「Guia de Remisión」は、すべての森林製品の国内輸送に必要な書類でインボイスの

役割を果たす。「Guia de Remisión」には管理番号があり、以下の情報が記載される。 

‐ 輸送開始日と終了予定日 
‐ 輸送出発地 
‐ 輸送目的 
‐ 荷受人の名称と納税者番号（RUC） 
‐ 運送人の名称、納税者番号（RUC）、車両のナンバープレート 
‐ 貨物の明細 
‐  

図 12 に、木材および木材製品の輸送に必要な主な書類と基本的なプロセスを示す。こ

のプロセスは、天然林および植林地の両方に適用される。輸送に土場／簡易加工施設

が含まれる場合のプロセスは図 13 に示す。 

 

図 12 木材および木材製品の輸送に必要な書類とプロセス 
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図 13 木材および木材製品の輸送に必要な書類とプロセス（簡易加工／土場を経由） 

 

省庁間合意 No. 049／2014 第 4 条に従い、木材の購入、加工、販売、保管を行うすべ

ての業者は、環境省に届け出をしなければならない。業者は抜き打ちで調査を受ける

場合があるため、常に、木材製品の原産地を証明する書類（「Guía de Circulación」ま

たは「Guia de Canje」および「Guia de Remisión」）を保管、管理する必要がある。 

 

４．３ 木材および木材製品の加工  

貿易・産業・漁業・競争力省（MICIP）が、木材林産物の二次加工を管理する。森林

製品産業に関連する MICIP が制定した法律に以下が挙げられる： 

 産業開発法（2006 年）（Industrial Development Law）：国内の産業を区分、整理

する 

 中小企業促進法（1973 年）（Law for the Promotion of Small Industries）：中小企

業について定義し、その分類とメリットを明確にし、基本要件と手続きを示す 

 職人養成法（1996 年）（Law of Artisan Development）：個人または共同で働く職

人を保護する。法制度によって職人およびその団体のカテゴリーを定める。 

さらに、環境基本規範は、森林セクターの一次加工業を規制し、林業の促進・管理を

環境省が所管することを定める。また、同規範 第 114 条によって、木材の一次加工業

を実施する事業者は、環境省に登録することが定められる。天然林の木材を加工する

林業は、年に 2 回環境省に対して木材の調達、在庫、販売した木材製品について報告

する必要がある。 

 

４．４ 伐採・輸送・加工をモニタリングする管理システム 

伐採・輸送・加工をモニタリングする管理システムは、森林の種類（天然林と植林地）

に関わらず、省庁間合意 No. 049／2014 に基づき、以下が規定される。 

 伐採許可発行前に実施される現場検査 

天然林の場合は、環境省に公認された森林監督官（Regente Forestal）」が伐採計画と

インベントリの現場検査を実施する。植林地の場合には、農業畜産水産省の専門家が

現場検査を行う。 
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 木材輸送のチェックポイント 

環境省と農業畜産水産省は、道路上に木材や家畜の輸送を検査するチェックポイント

を設置している。チェックポイントは、幹線道路、特に森林地域と接続する道路上に

設けられ、1 日 24 時間体制で検査を行う。チェックポイントではトラックが必要な許

可書の提示を求められ、積み荷をチェックされる。必要書類が無い場合は積載された

木材は没収される。 

 天然林加工場の検査 

天然林の木材を扱う業者は、6 カ月ごとに、木材と木材製品の収支および在庫を環境

省に報告することが義務付けられている。 

 

環境省の報告によると、2004～2010 年の期間に、合計 55 名の森林監督官が、不十分

な、または虚偽情報を含んだ伐採計画やインベントリを見逃したこと、また情報の変

更や改悪および樹種の変更等の違法行為のために処罰された（MAE, 2010）。 

 

５ 木材および木材製品の輸出に関する法制度 

５．１ 木材および木材製品に関する法令   

エクアドルの関税と税関検査を所管する省庁は、生産調整・雇用・競争力省（MCPEC）

とエクアドル国家税関局（Servicio Nacional de Aduana del Ecuador：SENAE）であ

る。また、エクアドルで企業が輸出を行うには、租税公平改革法（Reformatory Law 
for Tax Equity）（2007）に従って、企業納税者番号（RUC）を付与する国税庁（IRS）
に正しく登録する必要がある。そのためには、輸出業者は、エクアドル中央銀行に認

定された電子署名・認証のデジタル証明書を取得しなければならない。その後、輸出

業者は、エクアドル国家税関局決議 No. 345（2017 年）（SENAE Resolution nº 345）
第 10 条に従って、エクアドル政府の ECUAPASS システムで輸出業者として登録し、

輸出税関申告（DAE）を取得しなければならない。図 14 に、輸出するための法的手続

きを示す。 

 
図 14 エクアドルにおける輸出の法的手続き 
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５．２ 製品分類 

輸出業者は、商品の名称および分類についての統一システムに関する国際条約（HS 条

約）に基づいて制定したラテンアメリカ統合連合の命名法（NALADI）に従って輸出製

品を分類しなければならない。これは、NALADI／HSといった略語で表される。HSコ

ードは 6 桁であるが、自国の関税と統計上の必要性に従って国ごとに 4 桁増やすこと

ができる。エクアドルが輸出する主要な木材製品の HS コードを表 16 に示す。 

 

表 16 エクアドルから輸出される木材および木材製品の HS コード 

HS コード 品目 
47 パルプ 
48 紙 
4403 丸太 
4407 製材 
4412 合板 
4418 建材 
440122 木材チップ 
480100 新聞用紙 

出典：エクアドル外務省（2018） 

 

５．３ 法的に義務付けられている書類または記録  

木材および木材製品の国際貿易を規制する関係当局は、税関局である。表 17 に、木材

および木材製品の輸出に使用する法的必要書類と記録書類をまとめる。 

CITES 附属書に掲載された樹種の場合、輸出業者は CITES 管理当局が発行する輸出許

可証が必要となる。 

すべての木材製品は、港湾まで「Guía de Circulación」と「Guia de Remisión」を伴っ

ていなければならない。輸出の際には、それぞれの省庁が発行する輸出許可証（天然

林由来の木材製品は環境省、植林地の場合は農業畜産水産省）（付属資料図 6）が必

要となる。すべての書類を提示し、税関局が確認して輸出が許可される。 

 

表 17 木材および木材製品の輸出に必要な法的書類 

必要書類 内容 発行者 

コマーシャル・イ

ンボイス 

海外事業者を相手とした購入処理を正式化する商

業文書で、サービスを受ける個人／組織、サービ

ス内容、および支払い額が記載される 
輸出者 
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必要書類 内容 発行者 

輸出許可

（Licencia de 
Exportación）(付
属資料図 21） 

許可された「クレジット」に基づき、輸出許可を

木材製品の森林タイプ（天然林または植林地）に

基づき環境省または農業畜産水産省が発行する。 

環境省または農業

畜産水産省 

梱包リスト

（Romaneio de 
carga）  

輸出されるコンテナ、梱包の内容物の詳細説明 輸出者 

原産地証明 
輸出先国の税関の要件を満たすため、またエクア

ドルが交渉した貿易協定に従って与えられた関税

特権を輸出者が受けるために必要 
貿易省が発行 

植物検疫証明書( 

付属資料図 22) 

 

チーク丸太など天然製品に対し植物検疫証明書が

必要とされる。本書類は、農業畜産水産省が発行

し、専門処理業者が発行する処理証明書に基づく 

動植物防疫規制管

理局（Agency of 
Regulation and 
Control Phyto and 
Zoozanitario）が発

行 

船荷証券（BL／
CRT／AWB／
TIF） 

出荷商品の種類と数量、荷主、荷受人、港湾／空

港／船積み地と荷降ろし地、運送業者名、積荷価

格を記載する 

当該輸送会社、輸

送会社、海運業者

が発行 

（必要に応じて）

燻蒸証明書 

木製パレット、木枠、木材など国際船舶貨物に使

用される木製梱包材が国際輸送前に燻蒸または殺

菌されていることを証明する書類。国際貨物の燻

蒸証明書は通常、処理の目的、当該商品、使用し

た温度範囲、使用した薬品と濃度を記載する 

動植物防疫規制管

理局に登録してい

る民間企業が発行 

CITES 条約掲載種

の輸出許可 

CITES 条約付属書に掲載された木材樹種は、管理

当局である環境省が発行する輸出許可証を必要と

する（付属資料図 23） 

環境省（CITES 管

理当局） 
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６ その他 

６．１ エクアドルの参加する違法伐採対策に関連する国際的・地域的な取り

組み 

2009 年、エクアドルは、EU FLEGT（森林法、施行、ガバナンスおよび貿易）プログ

ラムに基づき欧州連合と森林ガバナンス改善に関する協議を開始し、これまでに

FLEGT に関連して 4 つのプロジェクトを策定した。さらに、エクアドルの首都、キト

には「南米における EU FLEGT 行動計画の実施支援（Supporting the implementation 
of the EU FLEGT Action Plan in South America）」プロジェクト本部が置かれた。さら

に、2012 年から、エクアドルは、TRAFFIC と WWF と協力して、森林透明性（Forest 
Transparency）に関する報告書をいくつか発表した。 

しかし、中南米の動向を受けて12、エクアドルは、2016年以降 FLEGTとの交渉やプロ

ジェクトに積極的に参加していない。 

エクアドルは、森林および天然資源を管理する多国間組織であるアマゾン協力条約機

構（The Amazon Cooperation Treaty Organization ：ACTO）に参加している。1978 年

に成立した同組織は、アマゾン協力条約（Amazon Cooperation Treaty： TCA）に基づ

く地域協力と政治対話の基盤となっている。ACTO は、アマゾン地域の違法森林伐採

取り締まり、コミュニティ林業や非木材森林製品のバリューチェーン強化、木材取引

法の遵守など協力プロジェクトを促進する。 

 

 

  

                                                            
12 ブラジル等は FLEGT をアマゾン地域の管理に関する他国の干渉として捉えていることが考えられる。

このような FLEGT に対する考えは、他の中南米諸国にも影響し、現在のところ FLEGT-VPA プロセス

に積極的に関心を示す国は、ホンジュラスとガイアナだけである。 
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７ 聞き取り／現地調査  
10 月 18～23 日の期間にエクアドルで現地調査を行った。表 18 に聞き取り先について

取りまとめる。 

 

表 18 聞き取り調査先リスト 

日時 面会者 組織 

10 月 18 日／15 時 会長、事務局長 ASOTECA 

10 月 18 日／16 時 セールスマネージャー A 社（チーク材輸出） 

10 月 18 日／17 時 管理パートナー B 社（丸太加工） 

10 月 19 日／9 時 事務局次長、アドバイザー 
 

農業畜産水産省（MAGAP）－

森林生産事務局 

10 月 23 日／9 時 局長 環境省（MAE）－国家森林局 

10 月 23 日／11 時 国家生物多様性局局長 ワシントン条約 – 
国家生物多様性局 

 10 月 23 日／13 時 代表取締役 C 社 （植林地管理、加工） 

Oct. 23 / 
16:00  
10 月 23 日／16 時 

事務局長 AIMA –  
エクアドル木材産業協会 

10 月 24 日／9 時 ゼネラルマネージャー、オーナー

パートナー B 社 （植林地管理、加工） 

10 月 25 日／10 時 コーディネーター FSC－森林管理協議会／国家

事務局 

10 月 25 日／14 時 森林管理マネージャー C 社 （植林地管理、加工） 

10 月 23 日／17 時 事務局長 COMAFORS – 
持続可能な森林管理公社 
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添付資料 

添付資料１ 植林地登録書 

植林地の登録は強制ではないが、伐採許可を申請するには植林地の登録が必要である。

書類には、プランテーション面積（ha）とその所在地など、執行者（販売者）と生産

者（土地所有者）に関する基本情報が記載される。本書類は農業畜産水産省が発行す

る。 
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添付資料２ 伐採許可（植林地および天然林） 

伐採許可は、森林インベントリと伐採計画を審査する環境省または農業畜産水産省が

森林タイプ（天然林または植林地）に応じて発行する。伐採許可には、伐採許可番号、

伐採面積（ha）、木材樹種別の数量、場所、有効期限などの情報が記載される。 
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添付資料３「Guía de Circulación」－輸送許可 

輸送許可の取得は、森林管理システム（SAF）を通じてオンラインで行う。システム

により以前に発行した伐採許可と照合される。本書類は、環境省または農業畜産水産

省が発行し、樹種名、数量、原産企業名、製品の仕向地などの情報を記載する。 

 
 

 

  

290



45 

 

添付資料４「Guia de Canje」 

「Guia de Canje」は、輸送のための原許可である輸送許可「Guía de Circulación」に

由来するクレジットに基づいて発行される。本書類は、丸太や一次加工製品を土場か

ら輸送するためにのみ使用され、省庁間合意 No. 139 に従ってそのクレジット量は製

品ごとに定められた換算係数を考慮する。本書類は、環境省または農業畜産水産省が

発行する。木材樹種（学名および一般名）、数量、原産企業名と仕向地、車両情報、

有効期限などの詳しい製品情報を記載する。 
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添付資料５「Guia de Remisión」 

「Guia de Remisión」は、輸送商品のインボイスの役割を持つ。本書類は、番号で管

理され、企業名（ID、所在地）、製品の数量および明細など商品の詳細な情報を記載

する。 
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添付資料６ 輸出許可書（Licencia de Exportación） 

植林地木材の場合、輸出許可書は農業畜産水産省が発行する。本書類は、伐採許可プ

ログラム番号、輸出する木材製品の原産地、木材樹種、製品の種類、大きさ、数量を

記載する。天然林木材の場合、輸出許可書は環境省が発行する。 
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添付資料７「Certificado Fitosanitario」－植物検疫証明書 

チーク丸太などの天然製品に対し、輸入業者は植物検疫証明書を必要とする。本書類

は、農業畜産水産省が発行する。書類には、樹種の名称、仕向国、企業名、製品の種

類を記載する。（剥皮された）木材チップと（加工品のみを輸出する）バルサ材には

適用されない。 
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添付資料８ CITES 証明書（ワシントン条約証明書） 

ワシントン条約証明書はワシントン条約付属書に掲載された木材樹種に対し義務付け

られる。本輸出許可書はワシントン条約管理当局（MAE）が発行する。 

エクアドルの場合、Dalbergia、 Mahogany、Cedrella に証明書が義務付けられる。木

材樹種（学名と一般名）、標本の説明、ワシントン条約当局の技術評価について技術

情報を提供する。 
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略語一覧 

CITES 

Convention  on  International  Trade  in 

Endangered Species of Wild Fauna and 

Flora 

絶滅のおそれのある野生動植物の

種の国際取引に関する条約（ワシ

ントン条約） 

CoC  Chain of Custody  加工流通過程の管理 

DAFO  District Agriculture and Forestry Office  郡農林事務所 

DDT  Department of Domestic Trade  内国商取引局 

DIH  Department of Industry and Handicraft  工業手工業局 

DOF  Department of Forestry  林業局 

DOFI  Department of Forestry Inspection  森林検査局 

ESIA） 
Environment  and  Social  Impact 

Assessment 
環境社会影響評価 

ESMMP 
Environment and Social Monitoring and 

Management  Plan 

環境・社会モニタリング及び管理

計画 

EU‐FLEGT  Action 

Plan 

European  Union  ‐  Forest  Law 

Enforcement, Governance and Trade 

森林法の施行・ガバナンス・貿易

に関する欧州連合行動計画 

FAO  Food and Agricultural Organisation  国連食糧農業機関 

FIPD  Forest inventory and Planning Division 
農林省 林業局 森林インベント

リ・計画課 

FMA  Forest Management Area  森林管理区（国有生産林内） 

FPIC  Free prior and informed consent 
自由意思による、事前の、十分な

情報に基づく同意 

FSC   Forest Stewardship Council  森林管理協議会 

GIZ 
Deutche  Gesellschaft  fuer 

Internationale Zusammenarbeit 
ドイツ国際開発公社 

ILO  International Labour Organization  国際労働機関 

IMF  International Monetary Fund  国際通貨基金 

JEM  Joint Expert Meeting  合同専門家会議 

JICA  Japan International Cooperation Agency  日本国際協力機構 

KfW 
Kreditanstalt  für  Wiederaufbau 

Bankengrupp 
ドイツ復興金融公庫 
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LFA  Lao Furniture Association  ラオス家具協会  

LFIPD 
Legislation and Forest Inspection Policy 

Division 
法規・森林検査政策課 

LNWPA 
Lao  National  Wood  Processing 

Association 
ラオス全国木材加工協会 

MAF  Ministry of Agriculture and Forestry  農林省 

MoF  Ministry of Finance:   財務省 

MOIC  Ministry of Industry and Commerce  商工省 

MONRE 
Ministry  of  Natural  Resources  and 

Environment: MONRE 
天然資源環境省 

NA  National Assembly  国民議会 

NSC  National Steering Committee: NSC  国家運営委員会 

NTPFs  non‐timber forest products  非木材林産物 

PAFO 
Provincial  Agriculture  and  Forestry 

Office 
県農林事務所  

PM   Prime Minister  首相 

PMO  Prime Minister’s Office  首相府 

POF  Provincial Office of Finance  県財務事務所 

POIC 
Provincial  Office  of  Industry  and 

Commerce 
県商工事務所 

ProFLEGT 

Joint  Initiative  of  the  Government  of 

Laos  and  the  German  Development 

Cooperation（GIZ） 

ラオスの FLEGTプロセス支援（GIZ

のプロジェクト） 

THE  Timber Harvest Enterprise  木材収穫企業 

THU  Timber Harvesting Unit  木材収穫ユニット 

TLAS  Timber Legality Assurance System  木材合法性保証システム 

TLD  Timber Legality Definitions  木材合法性定義 

TWG  Technical Working Group  技術作業部会 

VFO  Village ForestryOrganization  村落林業組織 

VPA  Voluntary Partnership Agreement  自主的二国間協定 
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１ ラオスの林業セクターの概観 

１．１ ラオスの森林資源  

１．１．１ 森林の植生のタイプと主要樹種 

農林省(Ministry of Agriculture and Forestry, MAF) 林業局（Department of Forestry, DOF）

森林インベントリ・計画課（Forest inventory and Planning Division, FIPD）は、植生のタイプ

を以下のように分類している。 

（１）乾燥フタバガキ林 

乾燥フタバガキ林（Dry Dipterocarp Forest）は疎林である。 樹木直径は比較的小さく、樹高

は8mから25mまでばらつきがある。樹冠の広がりは大きくない。このタイプの林は通常は浅

土、ときおりラテライト化土壌の場所に見られる。最も痩せた浅土では木が湾曲し、樹高は

10m未満になる。樹冠率が20%未満で木立に手が入っていない場合には、植生タイプはサ

バンナに分類されるべきであろう。 

（２）高地乾燥常緑樹林と低地乾燥常緑樹林 

常緑樹林の型は80%以上が常緑樹種で構成される複層林である。樹木の大半の幹は長い

円筒形で、そのうち多くは大きな板根を持っている。通常、上層木の樹高は30mを上回る。こ

の林型のもう一つの特徴は、樹幹のつる性植物と地衣類である。林冠が疎開している場合を

除き、竹は通常みられない。標高200m以上に位置する常緑樹林は高地常緑樹林に分類さ

れる。それ以下の標高は低地常緑樹林に分類される。主な木材種の属：Hopea spp、

Pterocarpus spp、Dipterocarpus spps、Anisoptera spp、Lagerstroemia spp 

 （３）シエンクワーン県の湿潤常緑樹林 

優占樹種 は Castanopsis echinocarpa 、 C. hystrix、 C. ceracantha などのクリ類か、

Quercus blakei、Q. kerri 、Q. fleuryi などのカシ類 のいずれかで構成される。そうでない場

合には、特定の樹種が優占することなく入り混じった樹種構成になる。泥沢地では、Nyssa 

javanica、Schefflera sp.、Castanopsis hystrix、Carpinus poilanei、Bischofia javanica、

Eriobotrya cavaleriei が見られる。下部斜面および中間斜面ではLithocarpus sp.、Styrax 

benzoides、Spondias axillaris、Spondias lakonensis、Paramichelia baillonii、Schima 

wallichii、Elaeocarpus siamensis、Canarium nigrum、Toona ciliata、Alstonia rostrata、

Garcinia multiflora 、 Ormosia semicastrata 、 Podocarpus neriifolius 、 Keteleeria 

evelynianaがよく見られる。峡谷における林型は、Cinnamomum sp.、Phoebe lanceolata、

Nothaphoebe umbelliflora といったクスノキ科のさまざまな樹種が特徴となっている。1,500 

303



 

8 

m以上の高い標高になると、Fokienia hodginsiioccurs にRhododendron sp.、Acer sp.、
Lithocarpus sp. その他さまざまな樹種が混じる。 

（４）高地混合落葉樹林と低地混合落葉樹林 

混合落葉樹林は、落葉樹種が林分の50%以上を占める。林層は常緑林型ほど密生していな

い。ほとんどの場合、この林型では竹が生えている。標高200mより上に位置する混合落葉

樹林は高地混合落葉樹林に分類され、標高200m以下に位置する混合落葉樹林は、低地混

合落葉樹林に分類される。主に北部の高地に見られる高地混合落葉樹林（乾燥常緑丘陵林

と呼ばれることもある）では、優占樹種はTristania merguensis、Castanopsis tribuloides、

Lithocarpus podocarpus などの常緑広葉樹である。この林型では、Dalbergia cultrata、

Betula alnoides、Keteleeria evelyniana、Pinus kesiya、Schima wallichii、Lithocarpus 

truncatus、Quercus griffithii、Engelhardtia spicata、Cratoxylon sp.、Aporosa villosa、 
Glochidion fagifolium、Helicia sp.、Pieris ovalifolia、Vaccinium exaristatum といった他の

樹種も多く見られる。場所によって、乾燥常緑丘陵林は Quercus vestita などのカシ類が優

占種となっている。主に国の中部および南部に見られる低地落葉樹林の場合、典型的な樹

種は Dipterocarpus intricatus、 Shorea obtusa、Dipterocarpus obtusifolius、Terminalia 

tomentosa、Shorea siamensis となっている。Tectona grandis はサイニャブーリー県の比

較的小さな領域に自生し、あってもごくわずかではあるが、伐採可能な林はまだ存在する。 

（５）拠水林 

拠水林の特徴は樹種構成ではなく、せいぜい落葉か常緑かで分けられる程度だろう。水路が

大きく氾濫する区域では、林は河川沿い（恒常河川と間欠河川を問わず）の低い土手に残さ

れ、片側の河床と、もう片側の例えば水田を分ける格好で細長い林帯を形成する。拠水林の

幅は100mを超えない。中央・北部高地の主要樹種はSalix tetrasperma、Celtis sinensis、

Carpinus poilanei だが、Duabanga grandifloras または Pterocarya tonkinensis にとって代

わられることもある。混交樹種は下部斜面にはNyssa javanica、Quercus poilanei、Morus 

sp、川沿いの上部斜面には Sapindus rarak、Protium serratum、Fraxinus sp.、Alangium 

chinense、Sterculia lanceolata、Bischofia javanica、Quercus griffithii、Garruga pinnata、

Spondias axillaris が見られる。一部の小川沿いでは Calocedrus macrolepis や Dacrydium 

elatum などの針葉樹が見られる。 

（６）針葉樹林 

針葉樹林は通常は単層の疎開林だが、稚樹が密な第二層を形成することもある。この林型

は気候の寒冷な高地に存在する。この林型の特徴的樹種はマツ類――Pinus kesiya および

Pinus merkusii ――だが、Cunninghammia や Fonkenia sppsなど他の針葉樹も存在する。

シエンクワーン県では、Keteleeria evelyniana、Schima wallichii、Wendlandia tinctoria、

Aporosa villosa、Betula alnoides、Glochidion fagifolium も点在する。 

304



 

9 

（７）針広混交林 

針葉樹林型から広葉樹林型への移行型。針葉樹が落葉樹または常緑樹と混交する場合が

ある。より高い標高でも見られる。優占樹種は  Pinus kesiya、Keteleeria evelyniana、

Schima wallichii ならびにカシ類（特に Quercus griffithii や Quercus serrata が主だが

Quercus vestita や  Quercus brandisiana も局在）となっている。少数混交樹種として 
Aporosa villosa、Lithocarpus truncatus、Wendlandia tinctoria、Cratoxylon sp.、Myrica 

esculenta、Syzygium sp.,Glochidion fagifolium、Anneslea fragrans、Phyllanthus emblica、

Vaccinium exaristatum、Engelhardtia serrataが見られる。 イチジクの巨木（Ficus sp.）が点

在する。  

（８）植林地 

森林プランテーションは外来樹種の木材を主に供給する。ラオスで植林されている主な樹種

はユーカリ（雑種を含む）、チーク（Tectona grandis）、樹液用のゴム（Hevea brazilliansiis）

で、ゴム木材は老木が伐採された際に使用される。 

（９）竹   

ある区域が竹（bamboo）で覆われ上層の樹冠率が5%未満の場合、 竹（Bamboo）と分類す

べきである。FIPDによると、竹は森林ではなく、潜在的森林である。 

 

１．１．２ 土地利用タイプ  

ラオスの土地利用タイプは、土地法（Land Law）（2003）第 11 条によって、以下のように法的

に定義されている。  

① 農業用地 

② 森林地 

③ 水域地 

④ 工業用地 

⑤ 交通用地 

⑥ 文化用地 

⑦ 国防および治安用地 

⑧ 建設用地 
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１．１．３ ラオスの森林面積 

長年にわたりさまざまなプロジェクトや機関が、ラオスにおける土地利用状況の地図作成と評

価を試みてきた。しかしこの試みは、地形、地質、農業生態系や森林生態系、倫理的土地利

用に加え、最近ではグローバル化、土地の商業化、機械化、人口増加による土地利用の性

質の急速な変化のせいもあり、困難を抱えている。土地利用面積についておそらく国レベル

の最もすぐれた評価が、先ごろ FIPD によって行われた。FIPD はこの 40 年間、森林被覆評

価と被覆図作成を行っており、初期の評価には精度の問題もあったものの、JICA プロジェク

トの支援を受けた最新の森林被覆評価は、森林被覆と土地利用全般に関するより現実に即

したデータを提供していると考えられる。このプロジェクトによる 2000 年から 2010 年にかけ

ての土地利用面積の評価を表１に示している。2010 年の森林面積は、13,430,000ha、森林

率は 58.3%である。 

表１ラオスの土地利用面積 

土地被覆/林型  2010  2005  2000 

レベル 1  レベル 2  ha  %  ha  %  ha  % 

現状森林  常緑樹林  EF  2,984,601     3,055,050     3,047,762    

混合落葉樹  MD  8,827,908     9,097,006     9,215,611    

乾燥フタバガ

キ 
DD  1,205,454     1,293,013     1,301,558    

針葉樹林  CF  86,270     86,646     87,997    

針葉・広葉樹

混交林  
MCB  218,932     244,121     244,439    

森林プランテ

ーション 
P  107,575  58.3%  21,738  59.8%  17,695  60.4% 

再生植生  竹  B  87,517     68,491     63,343    

再生植生  RV  5,435,926  24.0%  6,010,834  26.4%  6,167,668  27.0% 

その他の

植生地 

サバンナ  SA  103,998     106,643     107,786    

低木林  SR  24,626     27,623     27,489    

草地  G  245,150     272,691     283,065    

沼地  SW  10,187  1.7%  9,685  1.8%  11,156  1.9% 

耕作地  畑作物  UC  441,336     238,892     196,960    

水田  RP  1,187,568     1,178,021     1,152,985    

その他の農業  OA  844,124     609,283     414,027    

農業プランテ

ーション 
SP  65,561  11.0%  49,967  9.0%  47,973  7.9% 

無植生  都市  U  72,224     64,280     63,776    

不毛地  およ

び岩 
BR  182,691  1.1%  184,365  1.1%  183,322  1.1% 

その他の その他の土地  O  20,310  0.1%  19,181  0.1%  18,994  0.1% 

湿地  水  W  342,776  1.5%  277,043  1.2%  276,151  1.2% 
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その他  雲  CL  400,276     129,225     113,249     
雲の影  SH  159,216  2.4%  10,427  0.6%  11,220  0.5%  

合計 

 

23,054,226  100%  23,054,225  100%  23,054,226  100% 

参考資料：「表 3-14：2000 年、2005 年、2010 年森林分布図の区分別面積」―― 「持続可能な森林経

営及び REDD+のための国家森林情報システム構築に係る能力向上プロジェクト（第 2 年次）業務完

了報告書」、2016 年 3 月、JICA 共同企業体（国際航業株式会社、アジア航測株式会社）より抜粋。 

 

１．１．４ 森林と林地の保有権  

森林法（2007）第 4 条によると、ラオスのすべての天然林地は国が所有し、大部分は DOF が

管理している。唯一の例外は、国防省の委任管理下にある一部の区域である。この規定は、

森林法のさまざまな条項で引用されている。 

森林法（2007）第 4 条： 森林および林地の所有権。天然林および林地は国家の財産であり、

全国を通じて国が統一して集中管理する。森林・林地管理団体の認識の範囲内において労

力及び（又は）資金を得て指定区域で個人または団体によって植林された樹木は、係る個人

または団体の財産となる。 

植林地に関して、森林法第 68 条は、荒廃林地または不毛林地について、家族内労働力 1 人

当たり 3ha を超えない範囲で家庭が利用することを認めている。 家庭が植林にそれ以上の

土地を必要とする場合には、係る土地の賃借またはコンセッションを国に申請する権利を有

する。ただし、以下のとおり土地法（2003）も第 22 条において、林地の民間利用または所有

について言及しているが、天然林、人工林、またはその両タイプに関連するかどうかについて

触れておらず、実際のところ、森林地が私有地とされることはあったとしてもきわめて少ない。 

土地法（2003）第 22 条（林地利用権の付与）：郡および市街地域の役場は、村落の委員会と

連携し、その所轄地域内における林地利用権の個人および団体への付与に関して審議し、

決定に際して土地権利書を発行する。土地権利書は 3年を期限とする。この期限内に土地の

利用が法令に従って行われ、異議やクレームがなく、または係る異議やクレームが解決され

ている場合には、郡および市街地域の役場は、県又は特別市の土地管理機構に対して、長

期的な利用権を示す土地権利書の発行を申請する権利を有する。 

森林の慣習的利用に関しては、森林法第 42 条は次のように定めており、家庭はそれが慣行

であったとしても、天然材木を伐採し販売する権利はないということである（3.3.6 参照）。  

森林法第 42 条：「森林の慣習的利用とは、法令にしたがって長年実践されてきた森林および

林産物の利用をいう。国は、個人または団体の権利や利益を反映し、森林資源および環境

への悪影響のない家庭利用のために、立ち入りの禁止されていない森林での木材の使用お

よび林産物の収穫を認める。森林および林産物の慣習的利用は、所定の計画、村落の規則

および森林に関する法令にしたがって行うものとする。 
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林地保有権についてとりわけ難しい側面は、国有林地（すなわち国有林の区分）が土地利用

や森林被覆に関係していないことである。これについては、森林法（2007）第 3 条において、

「森林被覆の有無を問わないすべての土地であって、国によって林地と決定されるもの 」と規

定されている。  森林法（2007）第 56 条は、経営管理の目的で国有林地を 3 種類の区分に分

類している（表 3）。 

① 国家保全林（National Conservation Forests）：1993 年に首相令を通じて 18 の国家保

全林が初めて公表された。1996 年から 2012 年にかけて新たに 6 カ所が公表された。

国家保全林は、自然、動植物、森林生態系、自然・歴史・文化的価値のある場所を保全

することに加え、教育および科学研究の目的で（関係法令にしたがい）設定されており、

伐採は認められない。他の区分に比べ実際の森林被覆率は高いが、動植物を実際に保

全するためのステータスは弱い。 

② 生産林（Production Forest Areas）：社会経済的発展と住民の生活を目的として木材を

生産するために管理されている。2006 年に最初の生産林が 8 カ所公表された後、2007
年に 29、2008 年に 14 の生産林が公表された。実際の森林被覆率は 45％程度である。 

③ 国家保護林（National Protection Forests）：まだ正式には公表されていないが、広大な

面積（合計約 8,200,000 ha）に及ぶ国家保護林の地図が 2008 年に作成されており、法

的に認められているかのように促進され使用されている。保護林は水資源、土壌、環境、

国防上戦略的に重要な地域を保護するとともに、自然災害から守るために設定されてい

るが、現実にはこうした林地面積の少なくとも 50%が農業や他の幅広い土地用途に利

用されている。 

これに加えて、県および郡の行政も保全林と保護林を設定している。DOF はラオスの陸地面

積の 70%を国有林地と区分しているが、その国有林地の中には 2,993 の村落が存在するた

め、こうした 3 種の国有林地区分内に民間の土地保有権がないという点は問題である。地方

行政の中には、現在国有林地として地図に示されている地域で何世代にもわたり生活してい

る村民に私有地所有権を提供しているところもある。ただしこれについては、林野当局から異

議が唱えられている。他方、中央政府は特に水力発電をはじめ、植林、工芸作物プランテー

ション、鉄道路線や道路網、特別経済地区など幅広い開発プロジェクトのために、こうした国

有林地の一部を、村落で慣習的に利用してきた土地も含めて土地コンセッションに変えてい

る。先ごろ全国規模の詳細な土地コンセッションのインベントリが行われたが、結果はまだ公

表されていない。このように、ラオスでは、国有林地や土地コンセッションの区分と村落の慣

習権の関係性に問題が存在している。 
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表２ 2010 年現在の国有林地（国家保全林・生産林・国家保護林）に関する主要データ   

国有林地区分  面積  森林被覆  非森林の

区域比   

村落数 

ha  国土比  ha   区域比  国土比 

国有林地区分内  15,877,223  69%  7,581,465  48%  32.9%  51%  2,993  

国家保全林  3,878,684  17%  2,588,300  67%  27%  33%  340 

国家保護林   7,482,109  32%  2,614,000  35%  27%  65%  1,896 

県／郡保護林  1,403,093   6.1  982,165             95 

生産林  3,113,336  14%  1,397,000  45%  15%  55%  662 

国有林地区分外  7,177,625  31%  1,963,835  27%  8.5%     5,650  

合計 ラオス  23,054,848  100%  9,545,300     41.4%      

参考資料： “Technical Brief, Land Tenure Security within 70% Forestland Policy of Lao PDR”, Chris Flint, for 

MRLG, August,2018 

 

2017 年現在、植林用に製材会社に土地コンセッションとして保有権を与えている土地の概算

面積を表３に示した。民間または家族プランテーションは、全てではないとしてもほとんどの場

合、プランテーション用のコンセッションの土地ではなく、個人が所有権を主張するかまたは

所有する土地で行われている。ラオスでは私有林は比較的少なく、チーク・プランテーションと

ゴム・プランテーションが主である。 

表３ 木材生産用植林のための土地コンセッションおよび個人所有植林地面積 

プランテーションの樹木作物  保有権付与面積（ha）  利用面積、2017

（h ）

個 人 所 有 植 林 地 面 積

（h ）
ユーカリ  109,463  83,670   

アカシア  8,838  8,238   

ゴム  215,855  196,520  49,000 （ 農業センサス、

2010） 

ゴムと他の作物との混交  17,200  3,582   

チーク  0  0  49,338（DOF、2018） 

合計  351,356  292,010  98,448  

出典： 各種資料を抜粋し編纂 

 

１．１．５ 認証林面積 

これまで 3 カ所の小さな森林が FSC (Forest Stewardship Council、森林管理協議会)認証

によって認証されているだけである（表４）。関連情報は 1.4.3、4.2 章に示されている。 
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表４ ラオスの認証林の概要 

FSC 所有者   種類  面積、ha 

MAF  ラタン （天然生産林内）  10,949 

A社  ユーカリプランテーション  3,631 

B 社  ユーカリ・チークプランテーション  3,430 

出典：  FSC ウェブサイト、https://ic.fsc.org/en/document-center/id/133、 および私信  
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１．２ 木材および木材製品の主要サプライチェーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ラオスにおける木材および木材製品の主要サプライチェーンの概観 

 

国有林地の木材ソース（詳細は次項）で伐採された木材は、山土場(log landing 1)1に集めら

れ、各山土場から郡内の中間土場(log landing 2)に輸送トラックで運ばれる。中間土場に集

積された丸太は競売にかけられる。競売の前には、すべての丸太は国有財産として登録され、

競売後は国有財産から削除される。競売を通じて購入された丸太は、各加工工場の丸太置

き場である最終土場（log landind 3）に輸送され、加工される。 

  

                                                 

1 山土場とは、伐採する森林の中や近くに位置し、森林内に分散する小さな伐採区画で切り倒されたすべての丸太を集

積する場所であり、丸太は伐採区画から山土場まで、運搬車にスリングで固定して運ばれる。 
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１．３ 森林管理および収穫セクター  

ラオスの森林および林地は国有であり、農林省（MAF）が森林管理と伐採の計画と監督を担

当している。年次伐採計画は、県農林事務所 （Provincial Agriculture and Forestry Office, 
PAFO）の申請に基づいて林業局 (DOF)が策定する。プランテーションや天然林での木材収

穫を意図した森林は、首相府（Prime Minister’s Office: PMO）または国民議会（National 
Assembly: NA）の承認を受ける年次伐採計画に含まれている。天然林での商業伐採は、次

のいずれかの条件を満たした場合にのみ許可される。 

① ラオス政府職員が伐採前調査に基づいてインベントリ作成、調査、森林管理計画を行う

生産林において、選択的に木材を伐採する。 

② 政府承認済みの開発プロジェクト（地質探査、採鉱、道路および水力発電ダム建設、農

業プランテーションの創設）のために、完全かつ徹底した伐採前調査に基づいて皆伐す

る（森林転換）。ただし、天然生産林での伐採は現在禁止されている。 

天然林における木材収穫は、農林当局の管理下で MAF の承認により公式に設置される特

別伐採ユニットによる伐採許可および伐採契約に基づき、収穫規則に従って行うか、または、

政府職員の監督下で他の方法で下請契約を結んで行う。農林当局は、中間土場に積み上げ

られた材木の測定と格付けを行い、丸太明細書（log list）を作成する責任を担っている。天然

林で収穫された木材は国の財産とみなされ、政府がこの天然資源から最大限の収入を得ら

れるように、競売を通じて販売される。 中間土場に持ち込まれた木材の 1 立方メートル当たり

の最低原価（ロイヤルティー）は、商工省（Ministry of Industry and Commerce, MOIC）が樹

種と等級に 応じて設定し、定期的に更新する。2011／2012 年の伐採シーズン以降、ラオス

政府は森林調査に基づいた森林管理計画が策定される前に、生産林域での伐採にクオータ

を設定することは行っていない。  

現実にはこの制度は管理が困難であり、多くの違法伐採、国庫収入の損失、森林資源の喪

失が生じていることが多く報告されている。 このため、2016 年に首相は「木材収穫管理およ

び検査の厳密性、木材輸送ならびに木材ビジネスの強化に関する 2016 年首相令第 15 号」

（PM (Prime Minister) Order 15, 2016, Strengthening Strictness of Timber Harvest 

Management and Inspection, Timber Transport and Business ）を出した。首相令第 15 号

では主に以下のような事項を規定している。 

• 違法伐採および密輸に対する森林法および関係法令の執行を強化し、特に転換地から

の木材をはじめすべての木材について厳密な収穫モニタリングを行う。 

• 没収木材を含むすべての木材は中間土場で競売にかけ、国有資産に登録しなければな

らない。  

• すべての丸太は国内の木材加工業によって加工されなければならない。 

• 天然林で収穫した丸太、製材、加工材、立木、枝、樹木の輸出を禁止する。 
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• 違法な木材または非木材林産物（non-timber forest products: NTFPs）がラオスの領土

を通過することを禁止する。 

• 「首相府通知 2035/2017―1 月 18 日付輸出用木材製品リストに関する MOIC 合意

0002/3 について」（PMO (Prime Minister’s Office) Notification 2035/2017_MOIC 
Agreement 0002/3 Jan18 on the List of Wooden products for Export）にしたがって定

義された最終製品のみが、輸出を認められる。 

 

１．３．１ 木材ソース  

ラオスには現在 6 種類の潜在的な木材供給源がある。 

① 生産林：持続可能な木材生産と環境への悪影響の低減を目指した森林管理計画にした

がって管理されることになっている。ただし、実際の森林管理計画の実施状況にはばら

つきがある。ラオス政府 は、将来的には荒廃地や不毛地に作られた木材プランテーショ

ンも生産林に含めることができるように、法的枠組の見直しを計画している。ラオスには

合計 51、総面積にして約 310 万 ha の生産林がある。 

② 転換された森林（転換地）： 国内法令ではインフラ開発、すなわち水力発電プロジェクト

（ダムや貯水池、送電線、道路建設を含む）、土地コンセッション農業、特別経済区、採

鉱などの目的による、生産林の永久的な転換を認めている。こうした開発は、投資促進

法（Investment Promotion Law, 2016）に従わなければならない。森林の転換は、国民

議会の常任委員会による承認を受けなければならない。 

③ 植林地： ほとんどの植林地は企業が所有し、コンセッションによる土地またはラオス政

府や村落住民から賃借した土地で栽培されている。一部の植林地（多くがチーク植林だ

がユーカリ植林の場合もある）は農民世帯によって運営されており、木材を植林会社に

販売するか、または、木材加工業者に直接販売している。また、少量ではあるが、私的

農地で伐採された木材も存在する。 

④ 村落林： 村落地域内にあり、土地・森林分配計画に従って村落が管理、保存、利用す

るために割り当てられている林地。現行法令では、村落林で伐採された木材は、村落の

住宅建設または村落の建物修復のみに使用することができるとされているが、将来法制

度の変更がある可能性がある。現状では、一部の丸太は市場に流出している可能性が

ある。 

⑤ 没収木材： 伐採や商取引に違法性がともなう場合、裁判所の決定に基づき木材を没収

されることがある。没収木材は、政府の主催する競売で販売される。 

⑥ 輸入木材：  商工省(MOIC) 輸出入局（Department of Import and Export: DIMEX）の交

付する輸入許可証をともなわなければならない。第 3 国で販売するために輸出する目的

で違法木材および非木材林産物を輸入することは禁止されている。 
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2019 年現在、合法的な供給源は、上記のうち 3 つ、転換地、植林地、没収木材のみである。

すでに述べたように、2016 年 5 月付首相令第 15 号は、生産林の天然林の伐採は引き続き

禁止し、伐採を停止することを命じている（生産林での伐採中止に関する 2013 年 11 月 5 日

付首相令第 31 号に基づいている）。村落林からの材を市場に出すことは違法である。輸入木

材に関する情報は本調査では得られなかったが、量は限られているというのが一般的な理解

である。2016 年 5 月付首相令第 15 号が出された後、開発のための森林の転換による伐採

認可はしばらく中断していた。2017/2018 会計年度には下記の 2 カ所の転換地で合計約 4
千万 m3 の伐採が認可された。 

① ナムニアップ 1 水力発電ダム・貯水池、ボーリカムサイ県（伐採認可割当＝29,284.672 
m3） 

② ナムトゥン 1 水力発電ダム・貯水池、ボーリカムサイ県およびナムカディン国立保護林

（伐採認可割当＝10,719.590 m3） 
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１．４ 木材加工セクター 

１．４．１ 木材加工業者 

ラオスの木材加工セクターは、製材所、木材加工業者、家具工場、小規模または家族経営の

木材加工業者や家具製造業者で構成されており、木材加工製造基準に関する 2009 年 4 月

3 日付商工省決定第 0719 号では次のように説明されている。 

木材加工製造者とは、幹、枝、根、切り株などの原材料を用いて、樹木から最終製品に変え

る製造者をいい、次のものを含む。 

• レベル I: 製材所：引き材、カット材、半木材、建築用木材、室内装飾用木材およびパル

プの製造を目的とする。こうした種類の材料は、レベル II の木材加工製造者に供給し、

加工や付加価値をつけて最終製品にすることができる。 

• レベル II: 木材製品および家具の加工者および製造者：輸出および国内用に、住宅建材

（フレーム、ドア枠、窓枠、階段、桟、その他建物内部用製品）、寄木張り、床、パーティク

ルボードなど、木材製容器（箱、カーゴ、パレット等）、紙および紙製品、木製家具（テーブ

ル、椅子、棚、ベッド）、木製装飾品、木製彫刻、木製アクセサリー、額縁、家庭用品およ

び手工芸品を製造することを目的とする。  

• 小規模または家族経営の木材加工業者：労働力 10 人未満または 5 馬力未満の機械に

より、輸出及び国内向けにより大きな製材所に供給するためにテーブル、椅子、棚、ベッ

ド、木製装飾品、木製彫刻、木製アクセサリー、額縁、家庭用品および手工芸品を、製造

することを目的とする。 

ラオスには 2,000 以上の木材加工場があったが、首相令第 15 号が 2016 年 5 月に公布され

て以降、その数は 1,150 にまで減少した（表５）。トーンルン・シースリット首相は 2018 年 11
月に開催された国民議会でその事実を伝え、。「政府は調査に一層力を入れ、より多くの加

工場が品質基準を確実に満たすよう改善に努めていく」と述べた（2018 年 11 月 26 日付ビエ

ンチャン・タイムズ紙の記事）。 

表５  ラオスの木材加工所数 

時期  製材所  木材加工  家具工場  合計  小規模加工所 

2006 年：担当が MAF から

MOIC に移る 
181  384  1587  2,152  n/a 

首相令第 15号（2016年 5月

13 日公布）以前 
40  582  1,396  2,018  1,190 

首相令第 15 号の後（2018

年） 
10  416  724  1,150  162 

出典： MOIC、私信 
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１．４．２ 木材加工業者の組織 

ラオス商工会議所（Lao National Chamber of Commerce）の傘下で 2 つの「協会」が設立さ

れ、一部の木材加工業者や家具工場が加入している。 

（１）ラオス家具協会  

ラオス家具協会（Lao Furniture Association: LFA）は 2003 年に設立され、会員企業の利益

を代表して促進することを主目的としている。LFA の公式登録会員は 84 業者（国内には合計

約 700 の家具工場がある）だが、すべてが 活発に活動しているわけではない。会員の地理

的分布は以下のとおりである。 

• 首都ビエンチャン:  70  

• ボーリカムサイ県: 6 

• カムムアン県:  2 

• サイニャブーリー県:  2 

• サーラワン県:  1 

• セーコーン県:  1 

• サワンナケート県:  1 

• チャンパーサック県:  1  

LFA は以下のような活動を行っている。  

• GIZ（Deutche Gesellschaft fuer Internationale Zusammenarbeit, ドイツ国際開発公社）

などから資金を得て、経営・管理や技術的知識に関する研修プログラムを開催 

• 見本市や展示会を開催 

LFA のウェブサイト2では「製品広告を提供する」とも述べているが、84 会員のうち製品に関す

る情報を伝えているのは 5 業者のみで、しかもごく簡単なものになっている。本調査では、

LFA に会員が製造し輸出する製品の種類と数量について情報提供を依頼したが、会員の生

産品に関する情報は持っていなかった。ほとんどの家具会社では、自社製品を地域のフェア

や展示会で販売するか、中国人、ベトナム人、タイ人がラオスで小売品を購入し、自ら自国に

輸出しているということであった。 

                                                 

2 www.lfalaos.com 
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（２）ラオス全国木材加工協会   

ラオス全国木材加工協会（Lao National Wood Processing Association: LNWPA）には会員

は 1 名しかいないようであるが、訓練開発センターを運営している。このセンターは、「木材加

工モデルおよび木材加工クラスターの確立に関する通知第 265 号（Notification No. 265 on 
Establishment of Wood Processing Model and Wood Processing Cluster）」により 2017
年 2 月 15 日に首相府の承認を得た後立ち上げられたものである。訓練開発センターの目的

は、新しい木材製造技術に関してと、木材加工および取引の搬出入モニタリングに関する今

後の MOIC 決定に備えた加工流通過程の管理（CoC）に関して、木材加工会社の能力を向

上することであり、GIZ のプロジェクト「ラオスと EU-FLEGT Action Plan（European Union - 
Forest Law Enforcement, Governance and Trade, 森林法の施行・ガバナンス・貿易に関す

る欧州連合行動計画）プロセス支援」（ProFLEGT）からの支援を受けて設立され、GIZ によっ

て実施され、MOIC 工業手工業局（Department of Industry and Handcraft: DIH）製品基準

課およびラオス商工会議所の支援を受けている。 

 

１．４．３ 木材製品の種類と数量 

ラオスの天然林で収穫された木材から作られた木材製品は、数量はやや限られているもの

の、種類の面では多岐にわたる。  

• 丸太、粗挽き板 

• 挽き材、半製品、建設用木材、室内装飾用木材 

• 住宅建材（フレーム、ドア枠、窓枠、階段、手すり、その他建物内部用建材等） 

• 寄せ木張りおよび床材  

• 木材製容器（箱、カーゴ、パレット等） 

• 木製家具（テーブル、椅子、棚、ベッド等） 

• 木製装飾品、木製彫刻、木製アクセサリー、額縁 

• 輸出および国内向けの家庭用品および手工芸品 

各種製品の数量に関する信頼できる統計情報・データは入手できなかった。また、地方レベ

ルでの木材製品製造に関する情報は中央レベルまで完全には上がっていないようである。 
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１．５ 木材製品の取引 

１．５．１ 数量と金額 

ラオスでは、輸出される木材製品の数量と種類に関する正確な、あるいは公式のデータ・情

報は手に入らない。その理由としては、全国の多種多様なグループによって生産される木材

製品の複雑なサプライチェーンや、営利企業間では容易く共有されないビジネス上の情報と

いうこともあるかもしれない。また、時として非公式な（したがって記録されていない）伐採、加

工、輸出が行われていることもある。   

首相令第 15 号やそれに続く多くの省令・局令は、引き続きラオスからの丸太の輸出を禁止し、

加工製品の輸出に対して厳格な管理を要求している。しかし、木材製品輸出禁止および管理

の実施に関する詳細な報告書やデータは公表されていない。 

国際通貨基金（International Monetary Fund: IMF）の報告（2017）では、ラオスから、主要な

取引先である中国とベトナムへの木材製品の輸出において、違法な伐採や取引が行われて

いる可能性が高いことが示されている。表６に示すように、IMF の報告はラオスからの製品輸

出額に大きな食い違いがあることを明らかにしている。中国とベトナムによる木材・木材製品

の輸入額の記録は、ラオスの輸出額の記録よりも著しく高い。その理由として、2008 年以降、

ラオスでは地元産業の保護や環境上の理由から原木および木材製品の輸出に割当てと制

限が課せられており、記録の違いは輸出制限を回避するための未記録の輸出に起因する可

能性があるとしている。同様に、ラオスと中国・ベトナムとの国境チェックポイントにおいても、

ラオス側の記録が中国・ベトナム側の記録よりもかなり少ないことが報告されている (WWF 
2015)。 

表６ ラオス(MOIC)と、輸出先国（中国とベトナム）の木材製品輸出額の報告（2014 年 10
月～2015 年 9 月） （単位：百万米ドル） 

輸出  MOIC（ラオス）  輸出先国   相違 

対中国輸出  28.5  498.6  ‐470.1 

対ベトナム輸出  69.8  404.4  ‐334.6 

出典： IMF（2017）に基づく。 

 

Phuc et al.（2017）によると、2016 年の首相令第 15 号の実施により、ラオスからベトナム・中

国への丸太・製材の輸出は対 2014 年比で 26%に減少している。しかしながら、2016 年以降

もローズウッドなどの希少で高価値材の輸出は続いていた（表７）。 
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表７ ラオスからベトナムへの丸太および挽き材輸出（2010 ‐ 2017） 

年  総額（米ドル） 
挽き材  丸太 

数量（m3）  金額（米ドル）  数量（m3）  金額（米ドル） 

2010  200,827,266  257,326  160,364,062  177,480  40,463,204 

2011  327,455,614  292,204  236,127,657  184,74  91,327,957 

2012  281,930,769  283,830   207,596,466  199,349  74,334,303 

2013  454,223,629  385,485   319,819,678  225,812  134,403,951 

2014  559,459,483  495,126  410,003,936  308,647  149,455,547 

2015  348,455,372  383,149  239,169,893  321,718  109,285,534 

2016  73,268,564  97,138  63,677,885  36,194  9,590,679 

2017  37,622,576  43,697  36,425,115  7,106  1,197,461 

出典： Phuc et al.（2017） 

 

１．５．２ 樹種 

ラオスからベトナムに丸太や挽き材として輸出された木材の樹種を表８、９、１０に示した。輸

出数量(m3) の大きさに連動し、輸出金額でもクルイン、ホワイトメランチ、マグノリアが上位 3
つの木材種となっていた。2015 年にはこの 3 種の合計額が 6,500 万米ドルを上回り、上位

10 種中それ以外の 7 種の合計輸出額の約 2.5 倍をしめていた。輸出金額に関してはケラン

ジィ（サイアミーズローズウッド）やセプター（セペティール）は上位 10 種に入るが、輸出数量

については少ないことから、これらの市場価値の高さを示している。 

表８ ラオスからベトナムに輸出された丸太の主な木材種（2013-2015 年） 

一般名  樹種 

2013  2014  2015 

数量 

(m3) 

金額 

(百万米

ドル) 

数量 

(m3) 

金額 

(百万米

ドル) 

数量 

(m3) 

金額 

(百万米ド

ル) 

ケランジィ  
Dalbergia 
cochinchinensi
 

32,900  84.9  24,300  65.5  2,500  7.2 

ビルマカリ

ン  

Pterocarpus 
macrocarpus 

9,600  6.7  15,700  11.7  9,300  7.4 

クルイン  
Dipterocarpus 

alatus、D. 

costatus、D. 
  

35,000  6.1  41,000  8.4 
125,20

0 
42.7 

ホワイトメ

ランチ

Shorea 
b hii 

22,300  4.8  25,100  5.6  48,500  12.5 

サルスベリ   Lagerstroemia 
paniculata 

15,500  3.7  5,600  1.4  7,500  1.9 
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ホワイトセ

ラヤ

Parashorea 
t ll t  

20,500  3.7  12,700  2.5  12,000  2.1 

チェンガル

バツ

Hopea ferrea  11,000  3.2  11,800  3.4  5,600  1.7 

チーク   Tectona 
di   

8,400  3.0  6,800  2.5  5,900  2.1 

マグノリア   Magnolia 
h   

11,300  2.9  36,900  11.4  25,100  10.2 

コウヨウザ

ン  

Cunninghamia 
konishii 

5,300  1.8  12,300  3.4  10,900  3.2 

セプター   Sindora 
i  

4,900  1.7  24,100  8.7  4,900  2.3 

インドシナ

アイアンウ

ッド

Erythrophloeu
m fordii 

2,400  1.7  140  0.1  1,300  0.9 

テチガイシ

タン

Dalbergia 
li i 

1,000  1.6  2,900  4.3  469  0.7 

その他    45,700  8.5  89,400  20.7  62,500  14.4 

計    225,800  134.4  308,60
0

149.5  321,70
0

109.3 

出典： Phuc et al（2016） 

表９  2015 年に丸太としてベトナムに輸出された主な樹種 

商品名  樹種 

クルイン   Dipterocarpus alatus、D. costatus、D. spp.  

ホワイトメランチ   Shorea roxburghii 

マグノリア   Magnolia champaca  

ケランジィ   Dalbergia cochinchinensis 

ビルマカリン   Pterocarpus macrocarpus 

サルスベリ   Lagerstroemia paniculata 

ホワイトセラヤ   Parashorea stellata 

チェンガルバツ   Hopea ferrea 

チーク（植林）  Tectona grandis  

コウヨウザン   Cunninghamia konishii 

セプター   Sindora siamen 

インドシナアイアンウッド  Erythrophloeum fordii 

テチガイシタン  Dalbergia oliveri 

出典： Phuc et al（2016） 
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表１０ 2015 年にベトナムに輸出されたラオスの挽き材の主な木材種 

No 商品名   学名  

1   ビルマカリン、ビルマローズウッド、セナ（マレー語）  Pterocarpus macrocarpus  

2   セプター、Memperas   Sindora siamen  

3   インドシナアイアンウッド  Erythrophloeum fordii  

4   スリアン、toon、レッドシダー、リンパガ   Toona sureni  

5   マグノリア   Magnolia champaca  

6   ホワイトセラヤ、ジェルチュ  Parashorea stellata  

7   メラワン  Hopea pierrei  

8   ビルマローズウッド、テチガイシタン   Dalbergia oliveri  

9   インピール  Afzelia xylocarpa  

10  サルスベリ、ブンゴル（マレー語）、タベック（タイ

語）   

Lagerstroemia paniculata  

出典： Phuc et al（2016） 

 

１．５．３ 植林地由来の木材製品の取引 

現在、ラオスで木材生産のための植林地を設立している外国投資家は主に5社存在する

（表１１）。これら企業の大半は、ユーカリやアカシアなど成長の速い樹種を植えている。

一般にこれらの企業は、ラオス国内のパルプ工場への供給に主眼を置いてプランテー

ションを築いているが、そうしたパルプ工場が設立されるまで、原材料の輸出または家具

の製造と輸出を行っている。 

表１１ ラオスで外国企業が所有する木材プランテーション 

企業 
投資家の本

国 
面積（ha）  備考  現在の製品 

BA スウェーデン  8,000 コンセッションと提携  

SE フィンランド／

スウェーデン 4 000 コンセッションと提携  

BP  インド  50,000 コンセッション   

M 不明 74,974 コンセッション  

SP  中国 9,235 コンセッション パルプ工場を建

設したところ 
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（１）BA 社 

アグロフォレストリー・モデルを使ってユーカリと米の間作を試みるとともに、プランテーション

経営のあらゆる側面に村を利用することで、主に農村地域における食料安全保障と貧困撲

滅に役立つことを目指している。現在植林を終えているのは 4,500 ha（このうち 3,430.10 ha
が FSC 認証済み）だが、村民とは 8,000 ha まで土地協定を結んでいる。短・中期的には、植

林面積を 15,000 ha まで増やす予定である。長期計画（5～8 年）は企業が保有する植林地

を 60,000 ha 確保し、理想的には村落による植林地を 30,000 ha まで増やす予定である。植

林樹種は、Eucalyptus deglupta、E.  camaldulensis、 E. pellitta、E. urophylla、E. grandis、

および一部 Acacia auriculiformis、A. mangium をベースにした品種およびハイブリッド種で

ある。 

現在 1 カ所で木材加工施設（FSC 認証）を運営し、植林木（ユーカリ、チーク）を原料に家具を

含む木材および木材製品を生産している。将来は、ヒンフープ郡にパルプと合板の製造工場

を建設し、直径 8～30 cm の丸太を扱って年間 50,000 m3 加工することと、より大規模な林

業クラスター（パルプ工場、合板、製材所、バイオ燃料、グリーン電力など）を建設することを

計画している。 

過去 5 年間に下記の輸出実績がある。 

• モルディブ： チークおよびユーカリの挽き材。チークはウッドデッキとユーカリは屋根板用 

• 中国: チークの挽き材および家具 

• 英国： チーク家具 

• タイと米国： チーク家具 

• デンマークとスウェーデン： 少量のチークおよびユーカリ家具 

• 韓国： まな板、床材 

 （２）SE 社 

最近収穫を開始したばかりである。同社の目標は、パルプと紙および、ベニヤ（合板）用の丸

太を育て、輸出またはラオス国内の加工会社に販売することである。 

 （３）M 社 

パルプと紙および（b）ベニヤ（合板）用の丸太生産を目指していると考えられる。同社はボー

リカムサイ県とカムムアン県に土地コンセッション合意に基づき約 24,000 haのプランテーショ

ン（このうち 22,000 ha には主にユーカリとごく一部アカシアが植林されている）を有している

ほか、約 5,000 ha の契約栽培農家のプランテーションを有している。 
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（４）BL 社 

インド系企業で自社のプランテーション（土地コンセッションによる賃借）を中国の Sun Paper
に売却することを検討中である。製品取引情報は入手できなかった。 

（５）SP 加工施設 

サワンナケート県に新しい工場を建設している。ここでは、中国政府による中国への古紙輸

入制限（公害問題による）を回避した、欧米からの古紙のリサイクルも行うことにしている。 

 （６）BW 社 

白炭を取り扱う会社。ラオス退役軍人連盟（Lao National Veterans Federation）と合意した

コンセッション契約に基づき、ターパバート郡の合計 90.05 ha を利用している。ラオスでは

2004 年に白炭の生産が開始され（樹種は Cratoxylum formosum）、 日本と韓国からの活発

な需要にともない着実に成長を遂げてきた。2015 年にはラオス全国で 65 の企業が白炭を生

産し、2016 年に輸出は 11,156 トンを上回り、輸出総額は 2,403,000 米ドル（1kg 当たり 0.22
米ドル）に達した（Vongkhamho et al. 2018）。  
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２ 関係政府機関の概要 

木材および木材製品の合法性において関連性または一定の役割を有する政府機関は次の

とおりである。 

• 農林省（Ministry of Agriculture and Forestry: MAF） 

• 天然資源環境省（Ministry of Natural Resources and Environment: MONRE） 

• 商工省（Ministry of Industry and Commerce: MOIC） 

• 財務省（Ministry of Finance: MoF） 

これらの本省はすべて首都ビエンチャンにあり、省ごとに 18 県それぞれと、各県内の各郡と

に事務所を置いている。中央レベルで省はさまざまな部局で構成されているが、こうした部局

も県や場合によっては郡レベルで個別に事務所を置いている。これらの省、とりわけ関係局

および県・郡事務所の役割と責任について、表１２、図２にまとめた。 

表１２ 木材および木材製品の収穫、加工、流通、取引の担当機関 

機関名  役割と責任 

農林省（MAF） 

林業局 （DOF） 

 生 産 林 ・ 伐 採 管 理 課
(Production  Forest  and  Logging 

Management Division） 

 森林インベントリ計画課

（FIPD） 

 プランテーション促進森林再

生 課 (lanation  Promotion  and 

Forest Restoration Division） 

 村落林・NTFP 管理課（Village 
Forest  and  NTFP  Management 

Division） 

 法 規 ・ 林 業 技 術 基 準 課
(Legislation  and  Forestry 

Technical Standard Division） 

 

 林業に関する戦略とプログラムを策定して実施する。  

 森林資源の変化を調査・監視し、全国の森林資源に関す

る情報を管理する。 

 区画を線引きし、森林資源を調査し、森林および林地、

非木材林産物、水、野生生物の保全、保護、開発、利用

のための経営計画を策定、実施する。 

 森林法その他の法的文書を策定する。 

 規則および技術的指示によって法令を運用可能にする。 

 植林、森林再生、森林管理、森林保護、森林資源に関す

る政策、方法、対策について研究し提言する。 

 林業基本計画、プログラムおよびプロジェクトの実施を

監視し、監督し、評価する。 

 森林資源の管理、保護、利用および持続可能な開発に対

する林業の法的枠組の実施と有効性を調査し、監視し、

評価する。 

 法規・林業技術基準課は、伐採から中間土場までの林業

活動とCoCに関係する法的文書の改正または新規策定を

担当する。  

森 林 検 査 局 （ Department  of 

Forestry Inspection：DOFI） 

 法 規 ・ 森 林 検 査 政 策 課
(Legislation and Forest Inspection 

Policy Division：LFIPD） 

 DOFI は 2008 年に設置され、2007 年森林法 No06/NA およ

び 2007 年野生生物および水棲生物法（Wildlife  and 

Aquatic  Law）No07/NA に基づく調査と執行活動を担当し

ている。委任事項 No 1894/MAF 2012に基づき活動し、森

林法、野生生物および水棲生物法および関連規則に関し

て大臣官房に直接報告義務を負う。  
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 DOFI の法規・森林検査政策課（LFIPD）は最近創設さ

れ、FLEGT常任事務所に置き換えられた。FLEGT VPAプロ

セスのための TLD 策定を含め、森林から中間土場までの

木材合法性に関する政策と法的文書の策定を担当する。 

県農林事務所（PAFO） 

 県林業セクション（Provincial 

Foresty Section） 

 県レベルでの DOF の機能の実施を担当する。具体的に

は、MAF に提出する県収穫割当ての策定、収穫許可証の

交付、収穫契約書の策定、収穫作業の監督、丸太の記録

書類作成（丸太の測定と格付および中間土場での丸太明

細書の作成を含む）を行う。 

郡農林事務所（District  Agriculture 

and Forestry Office: DAFO） 

 郡森林ユニット 

 

 PAFO に報告する（各県につき約 7～11 の郡がある）。

機能はプランテーションの登録、プランテーション経営

計画、収穫前調査、収穫作業の監視、丸太原産地証明書

の作成など。DAFO は収穫した木材を測定し、すべての

地域からの収穫物に対する丸太明細書を作成する。 

天然資源環境省（MONRE） 

天然資源環境政策局（Department 
of Natural Resources and Environment 

Policy） 

 インフラ開発、すなわち水力発電所、ダムおよび貯水

池、送電線、道路建設、農業、鉱業のための天然林の転

換に対する検討と承認を担当する。 

環 境 ク オ リ テ ィ 推 進 局

（ Department  of  Environmental 

Quality Promotion） 

 森林転換の環境および社会影響評価を担当する。 

土地局（Department of Lands）   少なくとも 8 種類の土地用途（その一つは林地）のレベ

ルまで国土の土地区画設定を担当する。 

 土地登記と土地権利設定を担当する。 

商工省（MOIC） 

工業手工業局（DIH） 

 

 木材加工業を担当する。木材加工会社を所有する民間企

業や家庭は MOIC の DIH および関連の県当局および郡商

工事務所（District Office of Industry and Commerce）に管理

される。 

輸出入局（Department  of  Import 

and Export: DIMEX） 

 輸出入管理課（ Import  and 

Export Management Division） 

 以前は輸出入許可証の交付を担当していたが、今は担当

していない。 

 輸出入に関する全国統計をとって集め、貿易関連情報

（法令や手続、関税を含む）を掲載するラオス政府のウ

ェブサイト「ラオス貿易ポータル」を運営している。  

内 国 商 取 引 局 （ Department  of 

Domestic Trade: DDT） 

 

県商工事務所（Provincial  Office  of 

Industry and Commerce: POIC） 

 

 各県の木材・林業のビジネス（収穫後に商取引が行わ

れ、丸太が中間土場に運搬されて輸出に至るまで）を担

当し、中間土場での丸太の競売と工場における輸出用木

材製品の認証を行う 

財務省（MoF）    
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税関局（Department of Customs）   税およびロイヤルティーの徴収、ラオスからの輸出品

（国に出入する木材および木材製品を含む）に対する関

税の決定と徴収を担当する。 

 国有資産局（Department  of 

State Assets） 

生産林や転換地で伐採した天然の丸太（こうした丸太は国有

資産）の登録を担当する。  

測定と格付けを行った丸太は国有資産台帳に記入し、買い手

による丸太の代金支払いが終われば台帳から削除する。没収

した丸太と没収した加工木材製品も国有資産台帳に記入す

る。 

 中央レベルでは、国有資源管理課（ State  Resources 

Management Division）の担当になる。 

 県レベルでは、県財務事務所（Provincial Office of Finance: 

POF）の国有資産セクション（State Asset Section）が担当

する。 

 郡レベルでは郡財務事務所（District  Finance Office）が担

当する。 
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図２ 許可証および承認の担当する機関 

 

   

生産林地 転換地

天然資源環境省土地局・
農林省林業局森林インベ
ントリ計画課

土地転換の承認機関は面
積による
100 ha以下：省人民委
員会
100-1000ha：首相府
1000 ha超：国民議会

計画策定：県農林事務所／郡農林事務所
計画承認：農林省林業局森林インベントリ計画課

計画策定：県農林事務所・郡農林事務所
計画承認：農林省林業局森林インベントリ計画課

実施：木材収穫ユニットまたは木材収穫企業
監視：県農林事務所・郡農林事務所

ログリスト作成：木材収穫ユニット／木材収穫企業
と県農林事務所／郡農林事務所

格付け・測定：県農林事務所／郡農林事務所
国有財産登録：財務省・県財務事務所

競売：商工省・県商工事務所
国有財産登録削除と丸太代金回収：財務省・県財務
事務所

木材加工業者の許可：天然資源環境省・商工省（検
討中）
木材加工業者の営業管理：商工省（検討中）

積載許可：県商工事務所・県農林事務所・県財務事
務所

税関申告：国境税務署（財務省・県財務事務所）

土地区分・
土地利用計画

森林管理計画

森林管理エリア計画・
伐採計画

伐採

土場１

土場２

丸太の競売

土場３

委託積載

輸出

林業・加工・貿易
におけるステップ

327



 

32 

３ 森林に関する法令の概要 

３．１ 概要  

ラオスには林業に関してする夥しい数の法令文書が存在している。2015 年、DOF は国連食

糧農業機関（Food and Agricultural Organisation: FAO）と世界銀行および GIZ の支援を受

け、林業合法性概要（Forestry Legality Compendium）を作成した。この概要は法的文書そ

のものではなくリストを示しており、2007 年森林法の個別条項との関連性に基づいて幅広い

範囲の文書を整理して分析し、文書間で隔たりやずれがあればそれも明らかにしている。林

業合法性概要は、林業セクターの個別サブセクターごとに法的文書をリスト化している。 

• 生産林の木材に関連する法律・規定（またはガイドライン）文書（51 件） 

• 転換地の木材に関連する法律・規定（またはガイドライン）文書（51 件） 

• 村落林および個人林に関連する法律・規定（またはガイドライン）文書（36 件） 

• 産業プランテーションに関連する法律・規定（またはガイドライン）文書（52 件） 

• 小自作農プランテーションに関連する法律・規定（またはガイドライン）文書（45 件） 

• 木材加工に関連する法律・規定（またはガイドライン）文書（18 件） 

• 木材製品の取引と輸出に関連する法律・規定（またはガイドライン）文書（33 件） 

 

林業セクターに関する法律・規定文書が大量に存在することは、これらを理解することはもと

より、実際に活用すること、つまり、木材および木材製品の合法的な収穫、加工、取引の実施

そのものが極めて困難な状況にあると言える。当然、輸出先から合法性証明を求められても、

関連する情報の提供が難しい状況にある。 
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３．２ ラオスにおける FLEGT  

2003 年に、EU は森林法施行・ガバナンス・貿易に関する行動計画（EU-FLEGT Action Plan）

を採択した。このスキームは、違法伐採の低減と持続可能な林業の強化を目指して、世界中

の林業セクターにおけるグッド・ガバナンスを推進するものである。違法木材および木材関連

製品の EU 市場への流入を防止するように策定されている。計画には木材生産国に対する

財政的・技術的支援や助言のほか、合法的な木材貿易の推進策も含まれている。FLEGT の

重要な構成要素は、木材生産国との自主的二国間協定（Voluntary Partnership Agreement、
VPA）の締結である。VPA は違法な木材収穫を減らして合法的な木材貿易を推進するため

の国際貿易協定である。 

ラオス政府はまず 2010 年に FLEGT VPA の策定に対する基本合意書を EU に提出し、2012
年には農林省がラオス政府を代表して FLEGT にコミットし、VPA の交渉に臨む意欲を表明し

た。農林省は 2013 年に、GIZ の支援を受けて DOFI とともに FLEGT 常任事務所を開設し

た。その上で、ラオス政府は GIZ の ProFLEGT の援助を受けながら、EU との VPA の交渉

を開始した。その後、数年間の準備作業を経て（表１１）、2017 年の 4～5 月に初の直接会合

の開催に至った。2018 年 6 月には 2 回目の直接交渉が開かれた。EU とラオス政府の VPA
は 2021 年の初頭に締結されることが見込まれている。VPA が締結されると次に合同実施委

員会が開かれてシステムの実施と評価を監督することになっており、それがうまく行けば、ラ

オスに FLEGT ライセンスが発行される。この FLEGT ライセンスは、VPA の締結から約 3 年

後（2024 年）には発行されるものと期待されている。ラオスと EU は、VPA と FLEGT ライセン

スがあらゆる国へのすべての輸出を対象とし、国内の木材・林産業にも適用されることに合

意したものと理解されている。 

ラオスにおける FLEGT VPA プロセスの概要を図３に示している。現在パートナーはまだステ

ップ（1）の「VPA の締結交渉中」の段階にあり、i) TLD と ii) サプライチェーン管理システムに

焦点を当てて交渉しているところである。 
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表１１ ラオスと EU の FLEGT VPA 締結交渉の下で行われた主な活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2010 年：MAF および MOIC が FLEGT VPA に関する基本合意書を EU に提出。 

 2011 年：ラオスにおける木材の流れに関する基礎研究が完了。 

 2012 年：MAF、MOIC、MoNRE の各副大臣が FLEGT VPA 交渉の準備のための基本合意書

を提出。 

 2013 年：DOFI の下に FLEGT VPA 常任事務所を設置。 

 2015 年：首相府がラオスと EU との FLEGT VPA の交渉開始を承認。 

 2015 年 10 月：第 1 回国家運営委員会（National Steering Committee: NSC）会合を開催。 

 2016 年 7 月：第 2 回 NSC 会合を開催。 

 2016 年 12 月：5 件の TLD 草案と製品範囲を EU に提出。 

 2015 年 9 月：市民社会（CSO）FLEGT 委員会を設置。 

 2017年 1月：交渉チームおよび技術作業部会と EFI（EUのコンサルタント）との会合。 

 2017 年 4～5 月：EU と GoL との第 1 回直接交渉。 

 2018 年 1 月：第 3 回 NSC 会合をチャンパーサック県で開催。共同議長は農林副大臣、

ラオス‐EU FLEGT VPA の交渉責任者は Dr Phouangparisak Pravongviengkham。 

 2018 年 6 月：第 2 回直接交渉を首都ビエンチャンで開催。交渉は 2 つの会合、2 日間

の合同専門家会議（Joint Expert Meeting:  JEM）と技術作業部会（交渉）会合（Technical 

Working Group: TWG）を含む。 

 2018年 10月：サプライチェーン管理、生産林・木材加工・取引の妥当性確認に関する

EU のフィードバック。 

 2018 年 10～11 月：JEM 3 の文書パッケージの仕上げを支援するために EFI の技術ミッ

ションをラオスに派遣。 

 2019 年：ブリュッセルで JEM 3 と TWG 3 から成る第 3 回直接交渉を開催予定。 
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図３: ラオスにおける FLEGT-VPA プロセスの概要 

 

ラオスの FLEGT の促進を支援するため、ラオス政府と GIZ による共同イニシアティブである

ProFLEGT が 2013 年より実施されている。2017 年に 2 件の GIZ プロジェクトが加わって

ProFLEGT／ProFEB プログラムが立ち上がり、資金は引き続き BMZ を通じてドイツ政府が

提供し、実施は GIZ が行っている。ProFLEGT／ProFEB プログラムの第 1 フェーズは 2019
年 4 月まで実施されることになっている。事務所は MAF の DOFI に置かれている。第 2 フェ

ーズは 2019 年 5 月に開始し、少なくとも 2 年間実施される見込みである。ProFLEGT／

ProFEB プログラムは MAF（初期は FLEGT 常任事務所、現在は DOFI の法規・森林検査政

策課（LFIPD）を通じて）、MOIC、MONRE および他の政府機関、市民社会団体、学術機関、

木材加工産業と緊密に連携している。さらに、ProFLEGT／ProFEB を通じた GIZ によるラオ

スの FLEGT への技術援助と並行して、ドイツ復興金融公庫（KfW）はラオスの FLEGT 実施

に対して、保全地域や木材加工セクターに重点を置いて700万ユーロの援助を約束した。EU
はラオスでの FLEGT の進展を支援する機関や団体に対しても資金を提供している。 

 

３．２．１ ラオスの FLEGT における木材合法性定義 

森林資源の使用権利、収穫、輸送、加工、取引を規制するラオスの法令をまとめた枠組であ

る TLD（Timber Legality Definitions、木材合法性定義）が、ラオスの FLEGT の取り組みの

下で策定され、試験が行われている。TLD はラオスの現行法令に基づき、VPA プロセスに基

づくマルチステークホルダーの協議を経て策定される。FLEGT VPA が合意されれば、少なく
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とも EU 諸国への木材・木材製品輸出に必要な FLEGT ライセンスを受け取るためには、木

材および木材製品はこの定義に適合しなければならない。 

現在では、8 種類の TLD が策定されている。これらの TLD には、ラオスにおける合法的木材

供給源・丸太の輸送・丸太の販売・木材加工・加工木材製品の取引に関連する作業への法

的要件のほか、労働義務が含まれる。 

TLD 1：生産林（18 の参照法令に基づく） 

TLD 2 ：転換地（19 の参照法令に基づく） 

TLD 3 ：植林地（16 の参照法令に基づく） 

TLD 4 ：村落林（本調査の時点では、合法的な木材ソースではなく、草案は作成されていな

い）   

TLD 5 ：没収木材（19 の参照法令に基づく） 

TLD 6 ：輸入木材（3 の参照法令に基づく） 

TLD 7 ：林業、木材加工、取引業務における労働義務（9 の参照法令に基づく） 

TLD 8 ：木材加工と取引（19 の参照法令に基づく） 

TLD は原則、基準、指標、立証書類、参照法令で構成されている。 

原則と基準： ラオスの木材合法性保証システム（Timber Legality Assurance System, 
TLAS）の対象となる法的要件の適用範囲と概要 

指標：順守しなければならない法的要件を指定 

立証書類：各指標の順守を裏付ける文書。この立証書類によって、検証機関は指標に適

合していることを判断する 

参照法令：指標と関連立証書類が規定されている法令を特定 

 

３．２．２ ラオスの FLEGT における木材合法性保証システム 

TLD によって法令が整理され合法性の枠組みが明らかにされ、これが実施されれば合法的

な木材・木材製品が確保されることになるが、最終的な木材製品が本当に合法的な木材によ

るものと確認可能にするためには、こうした法令のすべてが論理的かつ連動し、一貫した過

程を辿って順守されることを監視し、チェックして確認するためのシステム、木材合法性保証

システム（Timber Legality Assurance System, TLAS）が必要になる。このシステムは加工

流通過程の管理（Chain of Custody: CoC）評価と呼ばれている。ラオスは木材の収穫と輸送

の合法性を検証して確保することを目指した以下の既存の法令がある。 
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• 生産林における木材の収穫と輸送の CoC に関するガイドライン 1097/DOF（2007）

（Guidelines 1097/DOF（2007）、on Chain of Custody （CoC）Control of Timber 
Harvesting & Transport in Production Forest） 

• 森林から中間土場までの木材輸送の管理に関するガイドライン 0962/DOF（2010）

（Guideline 0962/DOF（2010）on Management of timber transports from forest to Log 
yard II） 

しかし、これらの規則の一貫性や実行可能性は必ずしも確保されておらず、時代遅れでもあ

る。また、加工や取引に関する CoC ガイドラインはこれまで存在していない（現在開発中であ

る）。このような状況のため、現状においては、収穫の合法性を検証する現行のシステムは効

果に乏しく、時には実施されていない可能性もある。 

ラオスは現在、EU FLEGT の下で TLAS の策定に力を注いでいる。この TLAS は、すべての

木材製品輸入国によって、将来の木材合法性保証の基準として受け入れられることが見込

まれている。ラオスの TLAS は、政府、民間セクター、市民社会、学術界のステークホルダー

が関与する協議プロセスにおいて策定中であり、次の 5つの機能を備えるものになる（図４）。 

① TLD への適合の検証 

② 木材サプライチェーン管理および関連するコンプライアンスの検証（3.2.1 項参照） 

③ 検証で見つかった違反の管理 

④ FLEGT ライセンスの発行 

⑤ 独立監視 

図４ FLEGT-VPA で策定中の木材合法性保証システム（TLAS）の 5 つの機能 
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ラオスの TLAS の適用範囲は、木材供給源から企業および家族経営業者による丸太と木材

製品の一次加工からその後のあらゆる加工に対する管理と検証の手段を含んでいる。さらに、

TLAS はラオス国内での丸太と木材製品の取引および木材製品の輸出も管理し、検証する。

ラオスの TLAS は丸太および木材製品の国内市場での販売と、対象となる木材製品の輸出

に適用される。木材製品の輸出委託貨物には、仕向け先の市場に関係なく（EU と非 EU 諸

国を問わず）、1 個口ずつ FLEGT ライセンスが発行される。 

TLAS に適用される CoC は 2 つに分かれており、それぞれマーケットチェーンの上流部門

（MAF の担当）と下流部門（MOIC の担当）を規制している。 

• マーケットチェーンの上流部門：森林から中間土場までを対象。「森林から中間土場まで

の木材輸送の管理に関するガイドライン 0962/DOF（2010）」（Guideline 0962/DOF 
(2010). Management of timber transports from forest to Log yard II）が適用される。こ

のガイドラインは現在見直しが行われている。 

• 木材マーケットチェーンの下流部門：中間土場（競売後）から加工、取引および輸出まで

を対象。現在策定中の「木材の加工と取引における木材の搬出入の管理および監視に

関する決定、MOIC/DIH」2019 年 1 月 8 日付草案」（Decision on the management and 
monitoring of timber input and outputs in wood processing and trading、MOIC/DIH）

が適用される。 
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３．３ 森林資源の収穫に関する法令 

３．３．１ 森林に対する法的権利  

法的には、天然林木の伐採および販売は、関係政府当局の与える伐採割当（クオータ）の承

認に基づいてのみ行うことができる。その理由は、（1）国有林地の天然林の樹木は国の所有

物であり、（2）林地以外で天然に自生する樹木も国の所有物であり、個別の承認が与えられ

ていない限り営利目的で伐採や販売を行ってはならないためである。村落の場合、住民は天

然林木の伐採と販売は許可されていないが、住宅や公共の建物といった慣習的目的でのみ

利用することができる。この森林や樹木の法的地位は、2007 年森林法（Forest Law）と、見

直し中の森林法（Forestry Law）2018 年 12 月 11 日付草案に規定されている。改正中の森

林法には下記の通り示されている。 

第 4 条の 5（改正） 森林および林地の所有権（改正中の森林法） 

天然の森林および林地は国家の財産であり、森林および林地を復元し保存するために、

国民の参加を得て、国が統一して集中管理する。 

森林・林地管理団体の認識において労力および（または）資金を得て指定区域で個人、法

人または団体（投資家を含む）によって植林された森林及び樹木は、植林した者もしくは団

体または投資家の財産となる。 

個人、法人または団体の土地にあり、国がその利用権を分配している天然林木について

は、係る個人、法人または団体の財産とする。 

上記の第 3 段落は現行の 2007 年森林法には存在しないため、私有地にある天然林木の保

有権は流動的な状況にあるといえる。個人または他の主体によって植林された樹木の場合、

係る主体は自ら当該樹木を植えたことを証明し、その伐採、輸送、販売の許可を得なければ

ならない。その理由は、植林された樹木の委託貨物の中に天然林の樹木を隠す／密輸する

可能性があるためである。ただし、ゴムとユーカリは外来樹種であるため必然的に 100%植

林されていることから、両樹種の木材はこの規制の例外とされている。 

森林コンセッションや、森林資源の長期的管理や利用に対するコンセッション（使用権）は存

在しない。その代わり、森林は国によって管理され、森林資源へのアクセスは年次クオータ制

度や伐採認可によって提供される。ただし、ラオス政府は水力発電プロジェクト、特別経済区、

鉄道路線、道路といった一連の開発プロジェクトに対しては「土地コンセッション」を発行して

いる。こうしたプロジェクト対象区域は国有林地に位置することもあるが、一般には荒廃林地

が多い。 
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３．３．２ 森林資源の管理と収穫に関する法令   

森林資源の収穫に関する法令は、木材供給源の種類にしたがって TLD 1（生産林）、TLD 2
転換地）、TLD 3（植林地）にまとめられている。現在、生産林からの収穫は首相令第 15 号に

よって禁止されているが、将来の生産林の木材供給再開に備えて以下の TLD の草案が作成

中である。 

（１）生産林の管理および収穫に関する法的枠組み 

DAFO は、生産林における郡の管轄域内にある森林管理区（Forest Management Area: 
FMA）3の管理と収穫について計画を策定した後、所属する県の PAFO にその計画を提出す

る。PAFO は受け取った計画に基づき、年次木材収穫計画を含む県の年次事業計画を作成

し、MAF の承認を得る。次に、PAFO は FMA に対する収穫許可を交付し、木材収穫ユニット

（Timber Harvesting Unit: THU）または木材収穫企業（Timber Harvest Enterprise: THE）と

伐採計画の運営実施の契約を結ぶ。THU は ライセンスを取得し MAF の承認を得て設立さ

れ、木材の収穫と収穫地から中間土場までの木材の輸送を行う組織、THE は MAF によって

設立される事業部門で、法令および関係当局の出す要件にしたがって実施する、必要な基

準にしたがって木材収穫活動を実施するための独立した財源を有する組織である（木材収穫

ユニットおよび企業の設立と管理に関する2009年2月23日付合意2812（Agreement 0812, 
23 Feb 2009. On the establishment and management of timber harvest units and 
enterprises））。 

天然生産林の管理計画に関する法的要件は、ラオスの FLEGT の TLD 1（基準 1.1.1）に掲

載されている。 

原則 1.1: 天然生産林管理計画 

基準 1.1.1: FMA に対する天然生産林管理計画を確立する。 

関係法令 

 規則 0204/MAF（2003）:  生産林の確立および持続可能な管理について 

 ガイドライン 2156/DOF（2006）:  持続可能な生産林管理計画 

 決定 0108/MAF（2005）:   森林インベントリに関する規則 

 法律 06/NA（2007）:  森林法 

指標  立証書類 

1.1.1.1 PAFO および DAFO が村落の参加を得て生産

林管理計画を策定し、DOF が承認した。既存計画

の改訂については、少なくとも 15 年以内に改訂し

なければならない。 

1.1.1.1.1 生産森林管理計画 

1.1.1.1.2   村落林管理協定 

                                                 

3 森林管理区（FMA）は生産林の一部であり、生産林は多くの FMA が集まって構成されている。 
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1.1.1.2 管理計画は 15 年間の計画サイクルに対して

持続可能な年間許容伐採量および区画（年次伐採

面積）を定義している。 

1.1.1.2.1  生産林管理計画内の年次許

容伐採量 

1.1.1.2.2 年間収穫区画の地図 

 

天然生産林の収穫に関する法的要件はラオスの FLEGT の TDL 1（基準 1.2.1、1.2.2）に掲

載されている。 

   原則 1.2:  収穫作業 

基準 1.2.1:  FMA に対して収穫計画を策定し、県の年間木材収穫計画が承認されている。    

参照法令  

 法律 06/NA（2007）: 森林法（2007） 

 規則 0204/ MAF（2003）: 生産林の確立および持続可能な管理について 

 ガイドライン 2155/DOF（2006）:  参加型森林インベントリ 

 ガイドライン 2157/DOF（2006）: 生産林の木材収穫に関する首相令第 17 号  

指標  立証書類 

1.2.1.1 DAFO が収穫前インベントリの結果に基づき

収穫計画（「特定の FMA 対象」）を作成し、PAFO

が認証した。  

1.2.1.1.1 収穫前インベントリ報告

書 

1.2.1.1.2   FMA の収穫計画（収穫地

図付き） 

1.2.1.2 PAFO が年間作業計画と年間木材収穫計画

（「各 FMA 対象」）を策定し、MAF に提出した。  

1.2.1.2.1 県年間作業計画（年間木材

収穫計画を含む） 

1.2.1.3 政府（「首相府」）が年間木材収穫計画を

承認し、PAFO に収穫作業について通知を出した。 

1.2.1.3.1  首相府の年間木材収穫計画

に関する通知書 

1.2.1.3.2   MAFの年間木材収穫計画に

関する通知書 

1.2.1.4 PAFO が FMA に対する収穫許可証（「特定

の年度／季節に対して」）を発行した。 

1.2.1.4.1 PAFO により発行された伐

採許可証 

基準 1.2.2:  木材収穫 は収穫原則に従う。 

参照法令  

 法律 06/NA（2007）: 森林法（2007） 

 決定 0182/ MAF（2009）: 木材収穫ユニットおよび企業の確立と管理に関する合意 

 決定 0080/ MAF（2012）:  チェーンソーの輸入、管理および利用 

 ガイドライン 2157/DOF（2006）:  生産林における木材収穫 

 ガイドライン 0962/DOF（2010）:  森林から中間土場までの木材輸送の管理 

 決定 0116/MAF（2007）: 丸太、切り株、節瘤の測定および丸太の品質格付けの手続き 

指標  立証書類 

1.2.2.1.1 署名された収穫契

約書 
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1.2.2.1 PAFO が公式に 設立され合法的に業務を行う木材収

穫ユニット（THU）または木材収穫企業（THE）と契約を結

んだ。 

1.2.2.1.2 MAFの発行した収

穫ユニット企業設立許可証 

1.2.2.1.3 POIC からの収穫

企業登録 

1.2.2.1.4 車両利用許可証 

1.2.2.1.5 チェーンソー利用

1.2.2.2 THUまたは THEが既存のガイドライン＋木材収穫計

画にしたがって伐採施設を準備した（林道、伐採ユニット

のキャンプ、土場を含む）。 

1.2.2.2.1 収穫地図 

1.2.2.3  THUまたは THEが既存のガイドラインにしたがって

伐採作業を実施した。 

1.2.2.3.1 DAFO および PAFO

による伐採中の監視報告書 

1.2.2.4 収穫作業者が、伐倒地点または山土場における玉切

り後のすべての丸太を記録した。 

1.2.2.4.1 伐倒した樹木およ

び玉切りによる丸太を記録

した選択樹木リスト（フォ

ーム I） 

1.2.2.5 中間土場において、PAFO、DEQP および村落森林官

（Village Forestry Officer: VFO）がガイドラインにしたがって

丸太明細書を作成し、丸太を測定して塗料で印をつけ、丸

太を計量して格付けを行った。 

1.2.2.5.1 中間土場の丸太明

細書（フォーム IV） 

 

（２）転換地の管理および収穫に関する法的枠組み  

転換地に対応する政府所轄官庁は、対象となる林地の作業規模によって異なる。  

• 森林地の転換は、 国民議会の常任委員会によって承認される。 

• 荒廃林地の転換については、100 ha 未満は県人民議会、100～1,000 ha は政府（首

相）、1,000 ha より上は国民議会の常任委員会によって承認される。 

• 無立木の森林地の転換については、30 ha 未満は郡または市町村行政当局、30～200 
ha は県人民議会、200～10,000 ha は政府（首相）、10,000 ha より上は 国民議会の常

任委員会によって承認される。 

林地転換のための管理計画に関する法的要件は、ラオスの FLEGT TLD 2（基準 2.2.1）に

掲載されている。 

原則 2.2:  インベントリと伐採 

基準 2.2.1: 伐採前計画はコンセッション合意にしたがって確立する。 

法令 

 法律 06/NA（2007）: 森林法（2007） 

 規則 0108/MAF（2005）: 森林インベントリに関して 

 規則 0112/MAF（2008）: 水力発電ダムの貯水域における伐採および伐採後の清掃に関

して 
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 命令  15/PM（2016）: 木材収穫管理および検査の厳密性、木材輸送ならびに木材ビジネ

スの強化 

指標  立証書類 

2.2.1.1 現場での実施に関する県委員会の下の伐採管理ユ

ニットが伐採区域を画定し、木材数量を調査した（収穫前

インベントリ）。 

2.2.1.1.1 伐採区域の調査報告

書と地図 

2.2.1.2 PAFO が県の年間作業計画（転換地の年間木材収

穫計画を含む）を策定し、MAF に提出した。 

2.2.1.2.1  県の年間作業計画

（年間木材収穫計画を含む） 

2.2.1.3 政府が年間木材収穫計画（転換地の収穫計画を含

む）を承認した後、MAF が収穫作業について PAFO に通知

書を出した。 

2.2.1.3.1  MAF に向けた首相府の

年間木材収穫計画に関する通知

書 

2.2.1.3.2 PAFO に向けた MAF の

年間収穫計画に関する通知書 

基準 2.2.2:  伐採準備、伐採および伐採後清掃は、転換地での収穫に関する規則に従う。 

法令 

 法律 06/NA（2007）: 森林法（2007）. 

 決定 0182/MAF（2009）: 木材収穫ユニットおよび企業の確立と管理に関して 

 決定 0080/MAF（2012）: チェーンソーの輸入、管理および利用に関して 

 命令 15/PM（2016）:  

 規則 0112/MAF（2008）:  水力発電ダムの貯水域における伐採および伐採後の清掃に関し

て 

 決定  116/MAF（2007）: 丸太、切り株、節瘤の測定および丸太の品質格付けの手続きに

関して 

指標  立証書類 

2.2.2.1   PAFO が公式に設立され合法的に業務を行

う THU または THE と契約を結んだ。 

 署名された収穫契約書 

 MAF の発行した収穫ユニット／企

業設立許可証 

 POIC からの収穫企業登録 

 車両利用許可証 

 チェーンソー利用許可証 

2.2.2.2 THU／THE が伐採管理委員会の承認した伐

採計画にしたがって伐採作業の準備を行った。 
伐採計画 

2.2.2.3 THU／THE が、現場実施結果について伐採

管理委員会に定期的に報告を行う。 
現場実施報告書 

2.2.2.4 中間土場において、林業技官が丸太を測定

して格付けし、丸太に印を付ける。 

丸太明細書 
 

 

 （３）植林地の管理および収穫に関する法的枠組み 

登録や許可を含め、必要な手続は植林地の規模によって異なる。植林地の管理計画に関す

る法的要件は、ラオスの FLEGT TLD 3（基準 3.2.3）に掲載されている。 
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原則 3.2:  植林地の設立と管理 

基準  3.2.3:  植林地の管理は法規則に従わなければならない。  

関係法令 

 通知 1374/MCAF（2010）:  植林区画および育った木材の登録申請 

 規則 0196/MAF（2000）: 長期植林地の開発と促進に関する規則 

 指示 1643/DOF（2010）:   産業林およびNTFP投資に関するフィージビリティスタディの策

定 

 指示 8029/MONRE（2013）:  投資プロジェクトおよび投資活動に関する初期環境調査 

 指示 8030/MONRE（2013）:  投資プロジェクトおよび投資活動に関する環境社会影響評価 

 命令 84/ラオス政府（2016）:  補償および移住に関して 

指標   立証書類  
3.2.3.1 点在する樹木は村長によって認証され、DAFOによって

承認されなければならない。 

植樹証明書（Planted Tree 

Certificate） 

3.2.3.2 1,600 m2以上5ha未満の植林地はDAFOによって登録され

なければならない。  

植林地登録証明書 

3.2.3.3 5haより広い植林地はDAFOによって登録され、PAFOによ

って承認されなければならない。  

植林地登録証明書 

3.2.3.4 賃借およびコンセッションによる植林地ならびに5haよ

りも広い植林地は、管理計画を立てなければならない。  

管理計画  

3.2.3.5環境・社会モニタリングおよび管理計画（Environment and 

Social Monitoring and Management Plan、ESMMP）の策定が義務づ

けられている植林地は、環境適合性証明書（ Environmental 

Compliance  Certificate）の指定どおり天然資源環境当局に定期的

に報告しなければならない（面積200  ha超：MONRE、面積20～

200 ha: PONRE）。  

ESMMPの実施に関する報

告書 

3.2.3.6 プロジェクトオーナーは、環境および社会的な紛争に関

するすべての要求を記録し解決を求めなければならない。解決

について意見が一致しない場合、影響を受ける当事者は補償委

員会に申し立てを行うことができる。 

プロジェクトオーナーの

事務所に寄せられた要求

の記録。さまざまなレベ

ルの紛争処理事案がより

高度な解決レベルに移行

した事例の記録文書 

3.2.3.7 プロジェクトオーナーは環境・社会管理およびモニタリ

ング措置の実施に関する情報を公開する。 

ESMMP実施に関するプロ

ジェクトオーナーの報告

書 

 

伐採許可に必要な手続は木材種および収穫作業者によって異なる。植林地における収穫に

関する法的要件は、植林地についてのラオスの FLEGT TLD3 の下記の基準 3.3.1 に掲載さ

れている。 

原則 3.3:  収穫作業 
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基準 3.3.1: 植林地における収穫または点在する樹木の伐採は、関係法令に従って行う。  

参照法令 

 指令 3659/DOF（2017）:  植林木の収穫および移動の実施 

 法律 06/NA（2007）: 森林法  

 決定 0182/MAF（2009）:  木材収穫ユニットおよび企業の確立と管理に関する合意   

 決定 0080/MAF（2012）:  チェーンソーの輸入、管理および利用 

指標   立証書類  

3.3.1.1 ユーカリ、アカシア（Acacia  auriculiformis、Acacia 

mangium）、パラゴムノキ、沈香のプランテーションまたは

点在樹木から収穫した木材の数量は、植林地所有者によって

DAFOに報告しなければならない。  

DAFOで管理する緑林地木材

数量記録  

3.3.1.2 植林地または点在天然樹木からの在来樹種の伐採は

PAFOの承認を得なければならない。  

PAFOによる収穫承認  

3.3.1.3  林業作業が収穫企業によって実施される場合、当該

植林地所有者または木材の買い手は、公式に設立され合法的

に業務を行うTHUまたはTHEと契約を結んでいる。 

 署名された収穫契約書  

 MAFの発行した収穫企業設

立許可証 

 POICからの収穫企業登録  

 車両利用許可証 

 チェーンソー利用許可証 

3.3.1.4 収穫が家族の働き手によってチェーンソーで行われ

る場合、そのチェーンソーはPAFOに登録し、毎回チェーンソ

ーを使用する際にPAFOに通知する必要がある。 

チェーンソー利用許可証  

 

TLD 1、2、3 の法的要件として参照されている法令のうち下記は、政府が現在見直しに取り

組んでいる。 

• 規則 0112/MAF（2008） 「水力発電ダムの貯水域における伐採および伐採後の整地に

関する規則」  

• 決定 0116 /MAF（2007）、 「丸太、切り株、節瘤の測定および丸太の品質格付けの手続

きに関する決定」   

• ガイドライン 0962/DOF（2010）「森林から中間土場までの木材輸送の管理 」 

 

３．３．３ 環境要件 

（１）天然林生産林での収穫における環境配慮に関する法的要件 

天然生産林での収穫における環境配慮に関する法的要件は、TLD 1（原則 1.5）に以下のと

おりまとめられている。  
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原則 1.5:  収穫後の作業 

基準 1.5.1:  収穫後評価を行う。 

参照法令 

 規則 0204/MAF（2002）、第 13 条 

 ガイドライン 2157/DOF（2006）、第 10（3）章 

 ガイドライン 1036/DOF（2010）、第 6 項 

 PSFM 作業マニュアル DOF（2013） 

指標  立証書類 

1.5.1.1 PFS、DFU、VFO が伐採実績および伐採影響の評価を行

った。 

 1.5.1.1.1 収穫後評価

報告書 

基準 1.5.2:  収穫後の作業の結果を実施する。  

参照法令 

 規則 0204/MAF（2002）、第 13 条 

 ガイドライン 2157/DOF（2006）、第 12 章 

 PSFM 作業マニュアル DOF（2013）、第 8.5.2 項 

指標  立証書類 
1.5.2.1 収穫ユニット／企業は、PFS、FMU および VFO の勧告

する課題および影響を緩和し対策を実施した。 

 1.5.2.1.1 影響緩和・

実施報告書 

 

（２）転換地での伐採に対する環境配慮に関する法的要件 

転換地での伐採に対する環境配慮に関する法的要件は、TLD 2（原則 2.1）に以下のとおり

掲載されている。 

 

原則 2.1:  環境・社会影響の評価と緩和計画、転換許可およびコンセッション合意 

基準 2.1.1:   プロジェクトオーナーは、開発プロジェクトの環境・社会影響の緩和のために調

査を行い計画を立てる。  

 参照法令 

 指示 8029/MONRE（2013）: 投資プロジェクトおよび投資活動に関する初期環境調査 

 合意 8056/MONRE（2013）: 初期環境調査または環境影響評価の必要な投資プロジェクト

および投資活動のリストの承認＋公布. 

 決定 2797.1/MONRE.DESIA（2016） 

 指示 8030/MONRE（2013）: 投資プロジェクトおよび投資活動に対する環境社会影響評価

（ESIA） 

 命令 84/ラオス政府（2016）:   補償および移住に関して  

指標  立証書類 
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2.1.1.1 スクリーニングプロセスの結果、早期環境検

査（Initial  Environment Examination：IEE）が必要になる

開発プロジェクトの場合、プロジェクトオーナーは、

被影響住民およびその他ステークホルダーの参加を得

て IEE 報告書および ESMMP を作成する。 

 IEE 報告書（協議の記録と結果を

伝える章を含む） 

 ESMMP 報告書 

 影響を受ける可能性のあるすべて

の地域を示した地図 

2.1.1.2  スクリーニングプロセスの結果、環境社会影

響評価（ESIA）（グループ 2）が必要になる開発プロ

ジェクトの場合、プロジェクトオーナーは、被影響住

民およびその他ステークホルダーの参加を得て ESIA お

よび ESMMP を作成する。 

  ESIA 報告書（協議の結果を伝え

る章を含む）  

 ESMMP 報告書 

 影響を受ける可能性のあるすべて

の地域を示した地図 

 

環 境 ・ 社 会 モ ニ タ リ ン グ お よ び 管 理 計 画 （ Environment and Social Monitoring and 
Management Plan: ESMMP）は、転換地での伐採に対しても義務づけられており、以下に示

すとおり TLD 2（原則 2.2 の基準 2.2.3）に基づき規定されている。 

原則 2.2: インベントリと伐採（転換地） 

基準 2.2.3:  林業および環境セクターは、伐採作業ならびに ESMMP に関連する管理およびモ

ニタリング計画の実施を監視する。 

法令 

 規則 0112/MAF（2008）:  水力発電ダムの貯水域における伐採および伐採後の清掃 

 指示 8029/MONRE（2013）: 投資プロジェクトおよび投資活動に関する初期環境調査 

 指示 8030/MONRE（2013）:   投資プロジェクトおよび投資活動に関する環境＋社会影響

評価 

 命令 84/ラオス政府（2016）:  補償および移住に関して 

指標  立証書類 

2.2.3.1 現場での実施に関する県委員会の下の伐採管理ユニ

ットが、各小伐採区域における継続作業のフェーズと伐採終

了後フェーズを監視した。 

 作業中の評価報告書 

 収穫後評価報告書 

2.2.3.2 環境セクターが社会・環境管理を監視し、その実施

が伐採作業終了まで ESMMP に従っていることを見届けた。 
 伐採作業終了までの進捗

報告書 

2.2.3.3 プロジェクトオーナーは環境・社会紛争に関するす

べての要求について記録をとり解決策を探す。解決について

意見が一致しない場合、影響を受ける当事者は補償委員会に

申し立てを行うことができる。未解決の問題はより高いレベ

ルに移して解決を図ることができる。 

  プロジェクトオーナーの

事務所に寄せられた要求

の記録 

 各レベルにおける紛争解

決の記録書類 

2.2.3.4 プロジェクトオーナーは環境・社会管理およびモニ

タリング措置の実施に関する情報を公開する。 

 ESMMPの実施に関するプ

ロジェクトオーナーの報

告書 
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（３）植林地に対する環境配慮  

植林地に対する環境配慮に関する法的要件は、TLD 3（基準 3.2.1）に以下のとおりまとめら

れている。 

原則 3.2: 植林地の設立と管理 
基準 3.2.1:  植林地は技術・環境・社会評価要件を満たさなければならない。 

参照法令  

 規則 0196/MAF（2000）:  長期プランテーション林の開発と促進に関する規則 

 指示 1643/DOF（2010）: 産業林およびNTFP投資に関するフィージビリティスタディの策

定に関して 

 指示 8029/MONRE（2013）: 投資プロジェクトおよび投資活動に関する初期環境調査 

 合意  8056/MONRE（2013）:   初期環境調査または環境影響評価の必要な投資プロジェク

トおよび投資活動のリストの承認＋公布 

 決定 2797.1/MONRE.DESIA（2016）、 

 指示 8030/MONRE（2013）: 投資プロジェクトおよび投資活動に関する環境＋社会影響評

価 

指標   立証書類  

3.2.1.1  賃借またはコンセッションによって5 haより大きい

プランテーションを抱えるオーナー（数人が所有し相互に隣

接して5 ha超の地域を所有している場合を含む）は、技術的

分析を行ってDOFの承認を得なければならない。 

技術評価報告書の承認  

3.2.1.2 スクリーニングプロセスの結果IEE（グループ1）が必

要になるプランテーション・プロジェクトの場合、プロジェ

クトオーナーは、被影響住民およびその他ステークホルダー

の参加を得てIEEおよびESMMPを作成する。 

IEE報告書（協議の記録と結

果を伝える章を含む） 

ESMMP報告書  

影響を受ける可能性のある

すべての地域を示した地図  

3.2.1.3 スクリーニングプロセスの結果EISA（グループ2）が

必要になるプランテーション・プロジェクトの場合、プロジ

ェクトオーナーは、被影響住民およびその他ステークホルダ

ーの参加を得てEISAおよびESMMPを作成する。 

ESIA報告書（協議の結果を伝

える章を含む）  

ESMMP報告書 

影響を受ける可能性のある

すべての地域を示した地図 

 

３．３．４ 保護樹種のカテゴリーとリスト  

2007年森林法第27条は、「樹木およびNTFP種の保全」について以下のように定めている。  

樹木および NTFP 種の保全： May Dou Lai（Pterocarpus macrocarpus sp.）、May Kha 

Nhoung（Dalbergia cochinchinensis）、May Khamphi（Dalbergia bariensis）、May Long 

Leng（Cunninghamia sinensis）、Fang daeng（樹種名不明）、Sapan（樹種不名明）およ

び国の定義するその他の樹種など、主として禁止種および希少種は天然林で絶滅の危機

に瀕しており、種を増やし充実させるためにその保全が奨励される。 
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樹木および NTFP 種の保全には次の対策が含まれる。  

1. 樹木および NTFP 種の調査 

2. 母樹林の分類、樹木および NTFP 種のインベントリと登録 

3. 地元住民の参加による保全・保護地域の計画  

4. 保全および利用に関する規則および措置の策定と実施 

5. その他の必要な活動 

その後 2012 年に樹木種のリストが作成され、「0008/MAF（11-1-2012）：樹木のタイプ一覧

表：禁止・特別・管理種」 に掲載された。このリスト（表 14）には、禁止（Prohibited）種／樹木：

12 種、特別（Special）種／樹木：24 種、規制（Controlled）種／樹木（レベル I、II、III）：それぞ

れ41、17、53種が記載されているが、これらの分類の定義や意味は不明である。実際には、

禁止種リストに含まれている樹種であっても、近年一般的に輸出され、高額に取引されてい

た。 

この樹木種のリストは「丸太、切り株、節瘤の測定および丸太の品質格付けの手続きに関す

る」決定 0116 /MAF（2007）で示されているリストにきわめて似ている。決定 0116 では、禁止

種も含めた全カテゴリーの全樹種の伐採基準を規定しているが、伐採が禁止されているので

あればその樹種に対する伐採基準があるのは矛盾している。また決定 0116 /MAF（2007）に

ついては現在見直しが行われている。 

最近では、2018 年 10 月の CITES（絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関す

る条約）のラオスに対するレビューと勧告を受けて、将来的にはラオス政府は上述のリストの

代わりに CITES 付属書 I、II、III のリストを使用していく意向であり、そのための DOF 野生生

物管理課が作成している新しい法律文書の草案には、保護樹種のカテゴリーとリストを盛り

込むことが想定されている（DoF 局長へのインタビューによる情報）。現在改正中の森林法の

草案でも、CITES 付属書リストを参照するなどの修正が行われている。 

表１２ 禁止・特別・規制木材樹種リスト 

I   禁止樹種   II    特別樹種  II    特別樹種 
1  Dalbergia cochinchinensis  1  Tectona grandis  13  Mesua ferra 

2  Dalbergia cultrata  2  Fokina kawalhajal  14  Fokinia chinensis 

3  Canninghamla sinensis  3  Pterocarpus macrocarpus  15  Gradenia frangeoldes 

4  Canninghamla obtusa  4  Pterocarpus pedatus  16  Pterocarpus santalinus 

5  Canninghamla lanceolata  5  Afzelia xylocarpa  17  Xylia kerril 

6  Desmodium lengipes  6  Aguliaris Sp.  18  Hopea odorata 

7  Gradenia Cambodiana  7  Milletia leocantha  19  Swetenia macrophylla 

8  Fagraea fragrans Box  8  Cinnamomum liseafoitum  20  Mangiletian Insignis 

9  Elaeocarpus sianensis  9  Mansonla gagei  21  Ficus Sp. 

10  Erythropholeum fordil  10  Mansonla Sp.  22  Cinnamomum cassis BL 

11  Michelia champact  11  Diospyros embryoteris  23  Pinus merkusii 

12  Dysoxylon lourelri  12  Diospyros mollis  24  Pinus Kaslya 
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III  規制樹種 I  IV  規制樹種 II    規制樹種 III 
1  Shorea harmandii   1  Melia azedarach   1  Bombax anceps  

2  Hopea ferrea   2  Gmelia arborea   2  Aistonia scholaris  

3  Shorea vulgaris   3  Stereospermum  3  Castanopsis hystrix  

4  Vatica Cinerea   4  Irvingia cambodiana   4  Castanea castanopsis 

5  Vatica dyeri   5  Sandoricum indicum   5  Pygeum arboretum  

6  Terminalia corticosa   6  Dipterocarpus  6  Canarium nigrum  

7  Lagerstroemia floribunda   7  Eugeinia compongensis   7  Nauclea orientalis  

8  L. cochinchinensis   8  Albissia codoratisima   8  Pterospermum 

9  Melanorrhea laccifera   9  Cinnamomum iners   9  Carallia lucida  

10  Sindora siamensis   10  Talauma gioi   10  Albizzia procera  

11  Sindora cochinchinensis   11  Dialium cochinchinensis   11  Cananga latifolia  

12  Artocarpus lancefolius   12  Peltophorum dasyrashis   12  Aglaia gigantea  

13  Terminalia tomentosa   13  Samanea saman   13  Paradina hirsuta  

14  Dipterocarpus obtusifolium   14  Coruga piñata   14  Pentacme suavis 

15  Shorea hypochra   15  Pentace burmani..   15  Shorea thorelii  

16  Shorea obtuse   16  Sterculia lychnophora   16  Artocarpus lakoocha 
Anogeissus  

17  Pentacme siamensis   17  Dialium indum   17  Acuminata  

18  Terminalia belerica       18  Vitex pinnata  

19  Dipterocarpus costatus       19  Castanopsis annamonsis  

20  Dipterocarpus alatus       20  Castanopsis indica  

21  Dipterocarpus turbinatus       21  Canarium kerrii  

22  Dipterocarpus intricatus       22  Lagorstroemia 

23  Mangifera indica       23  Cassia garettiana  

24  Toona febrifuga       24  Litchi chinensis  

25  Chukrasia tabularis       25  Crypteronia paniculata  

26  Chukrasia Sp.       26  Millingtonia hotensis  

27  Berrya mollis       27  Dillenia Spp  

28  Anisoptera robusta       28  Stereospermum Spp  

29  Parashorea sttellata     規制樹種 III  29  Terminalia chebula 
vancitrina  

30    42  Azadirachia indica   30  Calophylum salgonensis  

31  Adina cordifolia   43  Hanglietea clauca   31  Sterculia foetida  

32  Hopea pierrel   44  Peperomia pellusicia   32  Sterculia villosa  

33  Duabanga sonneratioides   45  Cratexylon prunifolium   33  Spondias pinnata  

34  Xylia dolariformis   46  Michelia masticate   34  Wrightia tomentosa  

35  Eugenia SP   47  Gardenia philastrel   35  Holarrhaena 

36  Caesalpinia sappan   48  Combretum guarangula   36  Tetrameles nudiflora  

37  Shorea sp   49  Garcinia ferra   37  Parinarium annamensie  

38  Dysoxylum binectariferum   50  Vitex altisima   38  Protium serratum  

39  Keteleria tonkinensis   51  Garunia miteflora   39  Cassia siamea  

40  Allanthus fauveliana   52  Stephogyne parvifolia   40  Amoora polystachya 

41  Vatica astrotricha   53  Pterospermum  41  Lacticum  

出典： 文書 008/MAF（2012）より抜粋 
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３．３．５ 森林管理と収穫作業における雇用と安全  

雇用に関する法的要件と、森林管理と収穫活動に関わる人に対して法的に義務づけられて

いる保護や安全については、ラオスの FLEGT の TLD 7（林業、木材加工および取引業務に

おける労働義務）に明記されている参照法令（表１３）から情報を集めることができる。現状と

しては、雇用に関しては、給与の支払いや適時の支払いの欠如、労働契約の欠如、地元のラ

オス国民が優先されていないことが報告されている。また、安全衛生についても、安全整備

の不備、伐採キャンプの衛生環境の悪さ、死傷に対する未保障などが指摘されている。 

表１３ TLD 7（林業、木材加工および取引業務における労働義務）に基づく参照法令 

法令の名称   年  説明  

法律 43/NA（2014）、労働法  2014  第 43 条―雇用者の健康診断を促進する使用者の義

務、第97条―妊婦または新生児のいる母親の雇用、

第 119 条―労働条件、労働者の安全衛生対策に関す

る使用者の義務、第 102 条―危険で健康に有害な活

動における若年雇用者の採用の制限、第 122 条―リ

スク評価、第 123 条―雇用者の安全衛生に対する責

任者に関して。 

指示 No. 1035/2010 MAF  2010  労働法の実施、ならびに安全対策、労働と健康に関

する内部規則、年次健康診断に関する 2010 年 4 月

23 日付の第 3 条を厳格に実施するよう企業に注意を

促すことに関して。 

法律  34/NA（2013）、 社会保

障法 

2013   

決定 4277/MoLSW（2016）、  2016  労働監督官の組織と機能に関して。 

オンライン労働監督報告書の

利用に関する新決定 

   

決定 0182/ MAF（2009）、  2009  木材収穫ユニットおよび企業の確立と管理に関する

合意 

決定  0080/ MAF（2012）、チ

ェーンソーの輸入、管理およ

び利用に関して 

2012  現在、このガイドラインは輸入、ライセンス付与な

どに言及するのみとなっている。改正案には訓練お

よび安全装置も盛り込まれることになる。 

347



 

52 

ガ イ ド ラ イ ン   2157/  DOF

（2006）、生産林の木材収穫

に関するガイドライン、2006

年 

2009  伐採請負業者選考基準： 

電動チェーンソー、スキッダー、トラックなどの

伐採道具や機械の保守と使用に関するスキルとよ

く訓練を受けた人材を備えていること。 

 伐採ユニットのキャンプの建設： 

伐採その他の施設の提供。午前中に日が当たり通

気の良い場所に設置する。 

…設計では寝室、キッチン…トイレを確保する。

飲料水その他の水の十分な供給があり、適切な集

水タンクが利用可能で…水のタンクは清潔に保

ち、病気の原因となりかねない蚊の繁殖を避け

る。 

保護具に関する第2条 

 伐採技術等に関する第3条 

 決定 0719 /MOIC（2009）、木

材加工製造基準に関して 

2009  第7条：技術者と労働者の基準 

第9条：安全・衛生・環境基準 

9.1. 労働者の労災事故、疾病および健康への悪影

響を回避するための安全管理を備えなければなら

ない。 

9.2.   機械の危険から身を守る防護策――注意標識

や危険な現場での警告標識など――を設置し、機

械や道具を常に良好な状態に保つための計画を立

てなければならない。 

9.3. 火災報知器、消火器、消火ホースなど、建物

内に十分な火災警報システムを設置し、常に利用

可能な状態にしておかなければならない。 

9.4.マスクやカバー（口、耳、鼻、靴、目、ヘル

メット、手袋）およびユニフォームなど、労働者

を塵、臭い、騒音から守る装備を用意しなければ

ならない。 

9.5. 十分に清潔な水飲み場、救急箱、トイレ、更

衣室がなければならない。 

9.6. 適切な空調システムを設置し、狭すぎず、整

頓されていて十分な明かりがなければならない。 

 

３．３．６ 社会的要件  

（１）慣習上の権利の承認  

木材に対する慣習上の権利に関する一般的方針は、森林法に次のように示されている。 
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第 42 条 森林の習慣的利用：国は、個人または団体の権利や利益を反映し、森林資源お

よび環境への悪影響のない家庭利用のために、立ち入りの禁止されていない森林での木

材の使用および林産物の収穫を認める。森林および林産物の慣習的利用は、所定の計画、

村落の規則および森林に関する法令にしたがって行うものとする。 

限定的に認められている村落の木材利用については、以下の 2 つの関連条項により明確に

規定されている。 

第 40 条 村落のための森林および林産物の利用： 村役場、集会所、学校、診療所など

の建設活動への木材の利用 

第 41 条 家庭ための森林の利用： 国は、…住む家のない家庭、または家が老朽化し、も

しくは災害で崩壊、損傷もしくは破壊された家庭などについて…村民が村役場の承認と郡

農林事務所の許可を得て、住宅の建設および修繕のために村落林の禁止されていない木

材種を利用することを認める。 

木材の村落民による慣習的利用に関して、木の伐採や販売には言及されていないため、たと

えそれが慣行であったとしても、村民は天然林の材木を伐採することも販売することもできな

いという解釈になる。 

 （２）社会影響評価 

社会影響評価は、以下の①～③のとおり、木材供給源の種類に応じて行われる。 

①生産林に関する社会影響評価 

国有生産林の管理および伐採について、社会影響評価は必要ない。 

②転換地に関する社会影響評価   

転換地の伐採については社会影響評価が義務づけられており、「開発プロジェクトにおける

補償および移住 管理に関する首相令第 84 号」（PM Decree 84, 05 / 04 / 2016, on  

Compensation and Resettlement Management  in Development Projects）の以下の条項

に規定されている。 

第 8 条 補償計画の実施（要点７）：樹木、作物、家畜または所得の損失が生じた場合、プロ

ジェクトオーナーは補償額に基づいて補償を行う責任を負わなければならない。 

第 9 条 補償査定および補償額の概算：プロジェクトオーナーは、地元レベルでの補償・移

転委員会と協力し、国の適用する価格、市場価格、補償期間に適用可能な平均価格ならび

に財産および立地の種類に基づいて、土地、建造物、作物、家畜、潜在的所得に対する補償

額を概算するとともに、適正適切な方法を選択することによって被影響住民との協議を行わ

なければならない。 
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ただし、木材は国の所有物であるため村民は木材の販売を認められておらず、開発プロジェ

クトによって失った地域林または天然林は村民にとっての法的価値はなく、したがって、その

観点から補償対象とはならない。他方、村落コミュニティーは、住宅や村落の社会インフラに

天然木材を使用することが法的に認められているため、こうした木材の損失は、村民にとって

開発プロジェクトによって失った価値とみなすことができる。しかし実情は、多くの場合開発プ

ロジェクトがプロジェクトの影響を受けた個人やコミュニティーのために住宅や施設を再建し、

それが建築用木材損失の補償とみなされている。チーク植林、ゴム・プランテーション、果樹

園のように樹木が明確に個人に所有されている場合、開発プロジェクトによるその損失は調

査と補償の対象となる。ラオスの FLEGT の TLD 2 では、基準 2.1.1 および 2.1.2 に掲載され

ている。 

原則 2.1:   環境・社会影響の評価と緩和計画、転換許可およびコンセッション合意 

基準 2.1.1:  プロジェクトオーナーは、開発プロジェクトの環境・社会影響の緩和のために調

査を行い計画を立てる。  

 関係法令 

 命令 84/ラオス政府（2016）:  補償および移住に関して 

 指示 8029/MONRE（2013）: 投資プロジェクトおよび投資活動に関する初期環境調査 

 指示 8030/MONRE（2013）: 投資プロジェクトおよび投資活動に関する環境＋社会影響

評価 

 合意 8056/MONRE（2013）:  初期環境調査または環境影響評価の必要な投資プロジェク

トおよび投資活動のリストの承認＋公布（EIA） 

 決定 2797.1/MONRE.DESIA（2016）:    

指標  立証書類 

2.1.1.1 スクリーニングプロセスの結果 IEE（グ

ループ 1）を必要とする開発プロジェクトの場

合、プロジェクトオーナーは、被影響住民およ

びその他ステークホルダーの参加を得て IEE 報告

書および ESMMP を作成する。 

IEE 報告書（協議の記録と結果を伝える章

を含む） 

ESMMP 報告書 

影響を受ける可能性のあるすべての地域

を示した地図 

2.1.1.2  スクリーニングプロセスの結果 ESIA が

必要な開発プロジェクトの場合、プロジェクト

オーナーは、被影響住民およびその他ステーク

ホルダーの参加を得て ESIAおよび ESMMPを作成

する。 

ESIA 報告書（協議の結果を伝える章を含

む）  

ESMMP 報告書 

影響を受ける可能性のあるすべての地域

を示した地図 

2.1.1.3  補償および移住の対象となる開発プロ

ジェクトの場合、プロジェクトオーナーは被影

響住民と協議して補償・移転計画を作成する。 

補償計画  

移住計画  

被影響住民のリスト 
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2.1.1.4  補償額は地元レベルの補償・移転委員

会と協力し、委員会の示す単価に基づいて概算

する。 

被影響住民、補償・移転委員会、および

プロジェクト開発者の署名のある補償

金額に関する合意覚書 

2.1.1.5   プロジェクトオーナーは環境・社会影響

評価に関連する情報を公開する。 

IEE の必要な開発プロジェクトの場合、

IEE および ESMMP の公開部分 

ESIA の必要な開発プロジェクトの場合、

ESIA および ESMMP の公開部分 

 

③ 植林地に関する社会影響評価 

森林プランテーションに関する社会影響評価 は、ラオスの FLEGT の TLD 3 の原則 3.2 の基

準 3.2.1 に規定されている。 

原則 3.2: プランテーションの設立と管理 

基準 3.2.1:  プランテーションは技術・環境・社会評価要件を満たさなければならない。 

参照法令 

 規則 0196/MAF（2000） 

 指示 1643/DOF（2010）  

 指示 8029/MONRE（2013） 

 合意 8056/MONRE（2013） 

 決定 2797.1/MONRE.DESIA（2016） 

 指示 8030/MONRE（2013） 

 命令 84/ラオス政府（2016） 

指標   立証書類  

3.2.1.2  スクリーニングプロセスの結果IEE（グループ

1）が必要になるプランテーション・プロジェクトの場

合、プロジェクトオーナーは、被影響住民およびその

他ステークホルダーの参加を得てIEEおよびESMMPを作

成する。 

IEE報告書（協議の記録と結果を伝

える章を含む） 

ESMMP報告書  

影響を受ける可能性のあるすべて

の地域を示した地図  

3.2.1.3 スクリーニングプロセスの結果ESIA（グループ

2）が必要になるプランテーション・プロジェクトの場

合、プロジェクトオーナーは、被影響住民およびその

他ステークホルダーの参加を得てESIAおよびESMMPを

作成する。  

ESIA報告書（協議の結果を伝える

章を含む） 

ESMMP報告書 

影響を受ける可能性のあるすべて

の地域を示した地図 

3.2.1.4 補償対象のプランテーション・プロジェクト

の場合、プロジェクトオーナーは被影響住民と協議し

て補償計画を作成する。 

補償計画  

被影響住民のリスト 

3.2.1.5   補償額は地元レベルの補償・移転委員会と協力

し、委員会の示す単価に基づいて概算する。 

被影響住民、補償委員会、および

プロジェクトオーナーの署名のあ

る補償金額に関する合意覚書 
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3.2.1.6 プロジェクトオーナーは環境・社会影響評価

に関連する情報を公開する。 

IEEの必要な開発プロジェクトの

場合、 IEEおよびESMMPの公開部

分 

ESIAの必要な開発プロジェクトの

場合、ESIAおよびESMMPの公開部

分 

 

（３）自由意思による、事前の、十分な情報に基づく同意（FPIC）  

ラオス政府は ILO 条約第 169 号（1989 年の原住民及び種族民条約）の締約国ではなく、

FPIC（Free prior and informed consent）の原則はラオスの法令や政策に具体的に明記され

ていないが、一部の政策には、合意（コンセンサス）の必要性を示唆する文言も含まれている。

例えば、土地転換や植林地への転換で影響を受ける可能性のある住民に対する参加および

協議プロセスを義務づける規則があり、影響を受ける可能性のある住民に対しては、補償計

画を策定するための協議が義務づけられている。 

（４）利益の共有 

商業伐採による収益を地元の村落と利益共有することについては、「生産林で伐採される木

材の販売による収入の分配」に関する 2012 年国家主席令第 001 号（Presidential 

Ordinance 001/2012）で扱われており、特に以下の第 4 条および第 5 条で具体的に規定さ

れている。 

第 4 条 PFA で採取された木材の販売から得た収益の分配：PFA で採取された木材の販

売から得た収益は、次のように 2 パートに分割しなければならない。 

パート 1：総収益の 70% ―国家予算収入として 

パート 2：総収益の 30% ―森林管理、保護・保全および主に生産林の開発を支援する

予算ならびに生産林と境界を接する村落または村集団の開発資金として 

第 5 条 総収益のパート 2（30%）の分配：さまざまな目的で利用するため、総収益の第 2

パートは次の 4 つに区分しなければならない。 

区分 1： 20%―森林および林業資源の開発のための信託基金として 

区分 2：20%―全国での生産林開発のための信託基金として 

区分 3：20%―利用されている生産林の開発のための信託基金として 

区分 4： 40%―生産林の管理協定のパートナーである村落または村集団の開発のため

の信託基金として 

ただし、こうした利益の共有が実際にどの程度適用されているかは、世界銀行の SUFORD
プロジェクトで行われている伐採の数事例を除けば、明らかではない。 
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３．３．７ 収穫の合法性を検証するための管理措置   

すでに 3.2.2 で述べたように、収穫の合法性を検証して確保することを目指した CoC に関す

る法的文書は２つあるが、収穫の合法性を検証するためのシステムは脆弱で、場合によって

は存在しないことや、実施されていないこともある。このため、ラオスの FLEGT で現在策定と

試行が進められている TLAS システムは、近い将来ラオスで実施されるという想定の下に、

すべての木材製品輸入国によって将来の木材合法性保証の基準として受け入れられること

が見込まれている。 
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３．４ 木材および木材製品の輸送と加工に関する法令 

３．４．１ 木材および木材製品の輸送に関する法令 

TLD 1、2、3 では、生産林、森林転換地、プランテーションからの丸太の輸送に関する法令を

特定している。 

表１４ TLD 1、2、3 で特定されている輸送に関する法令 

法令の名称  年  説明 

法律 06/NA（2007）  2007  森林法 

命令 17/PM（2008）  2008  林業および木材ビジネスの経営における森林管

理、保護、調整の強化に関して 

命令 57/PM（2014）  2014  木材および NTFPs の販売の収益回収管理に関して 

指示 3211 /MOF（2015）  2015  木材および NTFPs の販売の収益回収管理に関する

首相令 57（2014）の実施に関して 

規則 1726/ MOIC（2012）  2012  木材の販売と購入に関する規則に関して 

命令 32/PM（2012）  1012  森林管理および林業ビジネスに関する国家森林会

議の議事録の採択に関する決定 32/PM（2012）  

ガ イ ド ラ イ ン   0962/DOF

（2010） 

2010  森林から中間土場までの木材輸送の管理に関して 

規則 0112/MAF（2008）  2008  水力発電ダムの貯水域における伐採および伐採後

の清掃に関する規則 

決定 116/MAF（2007）  2007  丸太、切り株、節瘤の測定および丸太の品質格付

けの手続きに関して 

指令 3659/DOF（2017）   2017  造林木の収穫および移動の実施に関して 

 

（１）生産林からの輸送 

天然林生産林および転換地から一次加工施設への丸太の輸送には、受領書、丸太明細書

の抹消書、当局からの許可証が必要になる。天然生産林の丸太の輸送に関する法定手続と、

収穫作業（中間土場）から加工施設（最終土場）まで丸太に添付する書類は TLD 1 に示され

ている。 
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原則 1.4  木材の輸送 

基準 1.4.2 中間土場から最終土場までの丸太の輸送要件の順守 

 命令 17/PM（2008）、林業および木材ビジネスの経営における森林管理、保護、調整

の強化に関して 

 命令 57/PM（2014）、木材および NTFPs の販売の収益回収管理に関して 

 指示 3211  /MOF（2015） 木材および NTFPs の販売の収益回収管理に関する首相令 57

（2014）の実施 

 1726/ MOIC（2012）  木材の販売と購入に関する規則 

 命令 32/PM（2012）、  森林管理および林業ビジネスに関する国家森林会議の議事録の

採択に関する決定 32/PM（2012）に関して  

 ガイドライン 0962/DOF（2010）、 森林から中間土場までの木材輸送の管理 

指標  立証書類 

1.4.2.1 木材の買い手は木材の移動前

にすべての輸送書類を揃えている。 
1.4.2.1.1 木材販売の受領書 

1.4.2.1.2 国有資産台帳からの丸太明細書の抹消書 

1.4.2.1.3 丸太明細書（フォーム V） 

1.4.2.1.4 PAFO からの輸送許可証 

 

（２）転換地からの輸送 

転換地由来の丸太の輸送に関する法定手続と、収穫作業（中間土場）から加工施設（最終土

場）まで丸太に添付する書類は TLD 2 に示されている。 

原則 2.4 木材の輸送 

基準 2.4.1 収穫業者は、伐採場所から土場までの輸送要件に従う。 

参照法令 

 規則 0112/MAF（2008）水力発電ダムの貯水域における伐採および伐採後の清掃に関し

て 

 決定 116/MAF（2007）丸太、切り株、節瘤の測定および丸太の品質格付けの手続きに関

して 

 法律 No. 06/NA（2007）森林法  

指標  立証書類 

2.4.1.1  山土場では、伐採管理ユニットの技術スタッフが丸太

に印をつけ、樹木の数、丸太の数、伐採区画を丸太明細書に記

録する。 

 山土場の丸太明細書 

2.4.1.2 中間土場では、伐採管理ユニットの技術スタッフが丸

太に刻印ハンマーで「PM（Forestry）」と打刻した。 
 丸太明細書 

基準 2.4.2  木材の買い手は中間土場から最終土場までの輸送要件に従う。 

参照法令: 

 法律 06/NA（2007）、 
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 命令 No.17/PM（2008）、 

 指示 No.3211/MOF（2015）、  

 命令 32/PM（2012）、7） 

 ガイドライン 0962/DOF（2010）、 

指標  立証書類 

2.4.2.1. 木材の買い手は、木材の移動前にすべて

の輸送書類を揃えている。 

2.4.2.1.1 木材販売の受領書  

2.4.2.1.2 国有資産台帳からの丸太明細書

の抹消書 

2.4.2.1.3 丸太明細書 

2.4.2.1.4 PAFO からの輸送許可証 

 

（３）植林地からの輸送 

植林地由来の丸太の輸送に関する法定手続は TLD 3 に示されている。植林地由来の丸太

に関しては、在来樹種は許可証が必要だが、ユーカリ、アカシア（Acacia auriculiformis、

Acacia mangium）、ゴム、沈香などの樹種には輸送許可法は必要ない。 

原則  3.5: 木材の輸送 

基準 3.5.1: プランテーション／点在樹木の木材を買い手の丸太置き場まで輸送するには関係

法令に従わなければならない。 

参照法令 

 指令 3659/DOF（2017） 

指標   立証書類  

3.5.1.1 ユーカリ、Acacia  auriculiformis、  Acacia mangium、

ゴムおよび沈香の木材の輸送は輸送許可証を必要としな

い。 

プランテーション／点在樹木の在来木材種の輸送はPAFOか

ら許可を受けなければならない。 

3.5.1.1.1 PAFOによる在来樹種

の輸送許可証 

 

 

（４）加工木材製品の輸送 

木材加工と取引に関する TLD 8 は、加工された木材製品の輸送に関する法定手続について

明確に示されていない。これは、下流のサプライチェーンの CoC に関する法令が未整備であ

ることによると考えられ、今後整備されることになるだろう。「MOIC/DIH、木材の加工と取引

における木材の搬出入の管理および監視に関する決定」が、2019 年 1 月 8 日付草案で検討

されている。 
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３．４．２ 木材および木材製品の加工に関する法令  

TLD 8 では、森林産業の木材加工と取引セクターにおける輸送に関する法令をまとめている

（表１５）。 

表１５ 木材加工と取引セクターにおける輸送に関する法令 

 

木材加工所での材料の流れは、主に丸太と加工原料の保管、木材の加工、加工製品の保管

の 3 つの作業で構成されている。木材加工所に搬入されるすべての丸太は最終土場（一般

には木材加工者の丸太置き場）で保管され、すべての丸太が記録されて保管される。丸太は

その加工所での一次加工（丸太を大～中サイズの板材に変えること）に使われる場合と、商

人または他の木材加工者に直接販売される場合がある。一次および二次加工（板材を建設、

家具その他木材産業で直接利用できる多様な挽き材に変えること）の段階では、丸太や加工

原料の搬入と加工材の搬出が記録される。 歩留まり率は搬入量と搬出量に基づいて計算さ

れる。木材および木材製品の加工に関する法的要件は、木材の加工と取引に関する TLD 8
下記の通りで特定されている。 

 

 

法令の名称   年   説明  
法律 46/NA（2013）  2013  企業法（Law on Enterprise） 

法律 48/NA（2013）  2013   工業加工法 （Law on Industrial Processing） 

法律 06/NA（2007）  2007  森林法 

法律 70/NA（2015）  2015  関税・税法（Law on customs duty, tax） 

法律 29/NA（2012）  2012  環境保護法（Law on Environmental Protection） 

規則 0719/MOIC（2009）  2009  木材産業基準に関する決定 

ガイドライン 0962/DOF（2010）  2010  森林から中間土場までの木材輸送の管理に関

して  

指示 8030/ MONRE（2013）  2013  投資プロジェクトおよび投資活動に関する環

境社会影響評価 

指示 8029/ MONRE（2013）  2013  投資プロジェクトおよび投資活動に関する初

期環境調査 

指示 No: 3281/MoF（2014）  2014  徴税管理に関して。この文書は全企業を対象

とする一般文書だが、林業セクターへの個別

の言及はない。 

通知 1429/DDT（2016）…   2016  国内市場向けの木材製品の輸送に関して 

CoC に関する決定案バージョン 2、
2/4/2018/MOIC 

2018  木材加工および取引における木材の搬出入の

管理と監視に関して 
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原則 8.1:  木材の加工と取引に関する要件および手続き  

基準 8.1.1 合法的に設立された木材加工および取引企業に関する要件の順守。     

参照法令 

 法律 46/NA（2013）、企業法 

 法律 048/NA（2013）、 工業加工法 

 法律 06/NA（2007）、森林法 

  MOIC 合意 0002_3Jan18_輸出用木材製品リストに関して 

 規則 0719/MOIC（2009）、 木材産業基準に関する決定 

指標  立証書類  

8.1.1.1  業者は木材の加工および取引

業務に対する有効なライセンスと許可

証を所持していた。 

8.1.1.1.1 企業登録証明書 

8.1.1.1.2 工場操業証明書 

8.1.1.1.3 林業事業登録書  

基準 8.1.2: 木材の加工および取引に関するサプライチェーン管理手続の順守 

参照法令  

 最終土場から輸出までの CoC に関する決定（案）バージョン 2、2/4/2018/MOIC 

 ガイドライン 0962/DOF（2010）:森林から中間土場までの木材輸送の管理に関して 

 通知 1429/DDT（2016）:（文書はまだない） 

 法律 70/NA（2015）L  関税・税法 

 指示 No: 3281/MoF（2014）: 徴税管理に関して 

指標  立証書類   

8.1.2.1 業者は受領した原料を管理および

記録し、その合法的出所を確保するための

システムを実施している。    

8.1.2.1.1 木材および木材製品に関する搬入報

告書（フォーム I）  

8.1.2.1.2  バランス・システムの実施 

 8.1.2.2  業者は全生産過程における歩留ま

り率を記録して維持するためのシステムを

実施している。 

8.1.2.2 .1  一次および（または）二次加工の

消費ノルマに対する業者による計算システ

ムの実施に関する報告書 

 8.1.2.3 業者は木材と木材製品の搬出と残

余を管理するためのシステムを実施してい

る。 

8.1.2.3.1 木材の搬出と残余に関する報告書

（フォーム II） 

8.1.2.3.2  タックス・インボイス 

8.1.2.4  業者（家族経営事業を除く）は納

税に関するすべての義務を履行している。     

8.1.2.4.1 年次納税証明書  

8.1.2.5 家族経営事業は定額税を納めてい

る。 

8.1.2.5.1  年次定額税徴収票 

 

３．４．３ 木材および木材製品の輸送と加工の合法性を検証するための監督・管理システム 

現在、木材および木材製品の輸送と加工の合法性を検証するための監督・管理のシステム

は整備されておらず、「MOIC/DIH、木材の加工と取引における木材の搬出入の管理および

監視に関する決定」が、2019 年 1 月 8 日付草案で検討されている。  
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３．５ 木材および木材製品の取引に関する法令   

３．５．１ 木材および木材製品の取引に関する法令   

すでに述べたように、生産林での伐採の停止に関する首相令第 31号（2013）に続き、首相令

第 15 号（2016）は天然生産林の伐採を禁止し、天然林産の丸太、挽き材、加工木材の輸出

を禁じている。現在の規制の枠組の下では、「PMO 通知 2035/2017―1 月 18 日付輸出用木

材製品リストに関する MOIC 合意 0002/3 について」にしたがって定義された最終製品のみ

が、輸出を認められる。命令 2143/MOIC. DIMEX（2016）によって、家具については輸出ライ

センスの必要がなくなり、その代わりに検査証明書（Inspection Certificate）または荷積検査

証明書（Loading Inspection Certificate）が必要になる。検査証明書は県工業手工業事務所、

PAFO 職員および POF 職員（後者は天然木材由来の木材製品の場合）によって家具工場で

チェックされ承認される。木材製品輸出のための荷積検査証明書（天然材木材製品は IC-01、

植林木材製品は IC-02）4はラオス語のフォームしかないが、以下の情報が含まれている。IC-
01、IC-02 のフォーマットは別添資料 6.1 と 6.2 に示した。 

• 会社登録承認の情報 

• 木材伐採認可に関する情報 

• 委託貨物に関する情報（梱包明細書（納品書）と同じ） 

• 輸送車両に関する情報 

現在、天然林由来の木材および木材製品の輸出は禁止されているにもかかわらず、TLD 8
では、次のとおりその原則、基準などに天然林木材を含んでいるが、その理由は、TLD は天

然林の木材の伐採、加工、販売が再び認められるかもしれない将来を見越して策定されてい

るためである。 

原則 8.2:   輸出に関する要件および手続き 

基準 8.2.1: 輸出に関する法令の順守 

参照法令 

 0002/MOIC（2018）（決定 1833/MOIC（2016）に代わる）:   輸出適格木材製品の改訂リ

ストの承認に関して 

 命令 2143/MOIC. DIMEX（2016）: コンテナ荷積み前の木材製品の認証手続 

 通知 1161/DOIH（2016）: 天然木材製品および植林木材製品の輸出認証申請 

 通知 1818/PMO（2016）: 海外輸出のための木材製品検証手続（車両への荷積み） 

 最終土場から輸出までの CoC に関する決定（案）バージョン 2、 2/4/2018/MOIC 

指標  立証書類  

                                                 

4 IC: Industry Commerc の略である 
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8.2.1.1     輸出用木材製品は、天然林または人工

林の丸太に由来する製品に対する、輸出の認め

られる範囲と基準に適合している。 

8.2.1.1.1 木材製品輸出向け荷積検査証明

書（フォーム IC‐01、天然林由来の木材製品

について申請） 

8.2.1.1.2   木材製品輸出向け荷積検査証明書

（フォーム IC‐02、人工林由来の木材製品に

ついて申請） 

8.2.1.2 輸出者は木材製品輸出に必要な情報を

すべて揃えている。 

8.2.1.2.1 承認済みの税関申告書 

基準 8.2.2:  CITES に基づく木材製品輸出規制の順守 

参照法令 

 規則  0141/MAF（2010）:   森林および森林資源の訴訟（森林法の承認後に改正して樹種を

含める予定）   

 法律 18/NA（2017）:条約および国際協定に関して 

 命令 05/PM（2018）:  禁止されている野生動植物の管理と確認の取り組みを強化する命令    

指標  立証書類  

8.2.2.1 木材製品輸出者は CITES 条約およびその付属書 I、

II、III を順守している。 

8.2.2.1.1 CITES 許可証 

 

３．５．２ 木材製品の取引 

（１）製品の種類 

すでに述べた通り、ラオスから輸出される多様な種類の木材製品の数量については、公式情

報はもとより非公式データや情報すらない。2016 年 5 月付首相令第 15 号を受けて、輸出を

認可される木材製品の種類と寸法はより明確に定義されるようになっている。「輸出向け木材

製品リストに関する 2016 年 10 月 3 日付合意 No. 1933/MOIC の改正」（the Revision of the 
agreement No. 1833/MOIC、issued on 3 October 2016 on the list of wood products for 
exports）に関する MOIC 合意 0002、2/1/2018 に、輸出を認可される木材製品の種類と寸法

に関する最新の仕様が掲載されている。ラオスから輸出される製品を反映するこのリストに

は 以下の項目が含まれている。 

• ブリケット、ペレット 

• 木炭 

• 寄木張り、室内床材、壁および天井パネル、 フィンガージョイント材 

• 合板および各種集成板 

• 木製ハンドル製品 

• 木製建具および建築用木工品 

• 窓およびドアの枠 
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• その他の品目：まな板、衣類用ハンガー等 

• 木製家具 

ラオスの FLEGT VPA でも、管理または禁止対象の製品について独自のリストを作成してい

るところである。MOIC のリストにきわめて似ているが、フォーマットは VPA のものを採用して

いる。 

（２）木材および木材製品の取引に関して法的に義務づけられている書類または記録  

法的に義務づけられた書類または記録については、「木材の加工および取引における木材

の搬出入の管理と監視に関する決定」バージョン 2.2、8/1/2019/MOIC に示されている。この

決定はまだ草案作成の過程にあり、現在アッタプー県で試行中である。内容の大部分は現行

法令に基づいており、将来ラオスからの木材および木材製品の輸出の法的基礎となるだろう。

決定草案 15 条に木材および木材製品の合法的取引に必要な書類が示されている。 

第 15 条 木材および木材製品の国内販売および輸出販売のためのドシエに関する規則： 

所有権を変更する（販売）には、買い手はドシエ（trade dossier、売買に必要な書類）一式

を提示できなければならない。販売先（国内または輸出）によって、揃える必要のある書類

は異なる。 

1. 国内市場に必要な標準書類 

国内市場で販売する木材および木材製品については、買い手は売リ手から得た以下の書

類を提示できなければならない。  

• 製品リスト／梱包明細書（業者が発行し署名済み）   

• 付加価値税納付領収書） 

2. 輸出に必要な標準書類  

木材・木材製品の適格な輸出に関するラオス政府の最新の政策に基づいて輸出用に販

売する木材および木材製品については、 輸出者は以下の書類を提示できなければならな

い。 

必須書類： 

• 国有資産事務所に登録済みの売買契約書  

• 製品リスト／梱包明細書（業者が発行し署名済み）  

• コマーシャルインボイス 

• 税関申告書  

• 付加価値税納付領収書（該当する場合） 

• 荷積検査証明書 
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• CITES 対象種が使用されている場合には CITES ライセンスおよび他の関連する生産記

録 

該当する場合: 必要に応じて他の裏付け資料  

• 原産地証明書  

• 植物検疫証明書 

3. その他合法的木材輸出に必要なドシエ  

適合性検査や輸出ドシエの承認の際に MOIC／POIC に要求された場合、詳細な説明と

適合の証拠を示す補充書類を提出しなければならない。追加の補充書類には以下のよう

なものがある。 

• 伐採許可証 

• 木材、木材製品、切り株、節瘤の輸送許可証（中間土場から最終土場まで）  

• 木材、木材製品、切り株、節瘤の木材販売契約書 （中間土場で） 

• 丸太明細書 （中間土場で） 

• 木材、木材製品、切り株、節瘤の正式受領書／税金領収書 

• 木材および木材製品の受領覚書（最終土場で） 

法的に義務づけられた書類または記録については、「木材の加工および取引における木材

の搬出入の管理と監視に関する決定」バージョン 2.2、8/1/2019/MOIC に示されている。この

草案には「荷積検査証明書」の書式は明記されていないが、3.5.1 で示した「コンテナ荷積み

前の木材製品の認証手続に関する命令 2143/MOIC. DIMEX（2016）」 に規定されている

フォーム IC-01 およびフォーム IC-02（木材製品輸出に対する荷積検査証明書）になると想定さ

れる。 

本調査では、天然林由来の木材・木材製品の輸出に際し、実際に作成されている書類につ

いて明らかにすることはできなかった。一方、植林地由来の木材と家具を扱う会社(Brapha 
Agroforestry 社)が英国へのチークの家具の輸出認可を得るために作成した書類のリストを

表１６に示した。リストに掲げた書類は委託貨物に用いられたもので、会社登録、伐採または

木材購入許可、工場登録・許可に関する書類は含まれていない。 

表１６ ラオスのあるプランテーション・家具会社からイングランドの会社への木材製品輸出に

用いた書類（2018 年 9 月） 

  書類名  説明  発行機関  

1  輸送用コンテナに荷積みする前に工場で記入される書類 

1.1  委託貨物用に会社が提供する書類 

a  インボイス  製品の提供者から購入者に送付さ

れる書類 

木材製品会社 
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b  梱包明細書  発送品のリスト  木材製品会社 

c  原産地証明書  原産国の明示  ラ オ ス 商 工 会 議 所

（LNCCI）、MOIC の権

限下 

d  燻蒸消毒証明書  貨物輸送する製品が燻蒸消毒され

ていることの保証 

燻蒸会社（ラオス国内

には 3 社ある） 

e  植物検疫証明書  製品が植物検疫処理を受けている

ことの保証 

ラオス植物検疫当局

（MAF 農業局） 

f  保険証券明細表  物品が CIF（運賃、保険料込み条

件）で販売される場合 

保険会社 

1.2: 記入し（ラオス語で）、POIC による承認を受けた書類 

  植林木材製品輸出に対

する荷積検査証明書

（フォーム IC‐02） 

 木材および木材製品の輸出に関

する法令順守を明示 

POIC, PAFOおよびPOFも

検査チームに参加 

2: 国境（輸出地点）で記入する書類 

2.1  税関申告書  ASEAN 通関申告書：フォーム B10  Mof 税務局 税務管理課 

国境税関ユニット 

2.2  梱包明細書  委託貨物の中身の説明（種類、寸

法、個数等） 

Mof 税務局 税務管理課 

国境税関ユニット 

3  国境中継地点（タイの港）で記入する書類 

  船荷証券  UNCTAD/ICC 複合運送書類に関する

規則（ICC パブリケーション 481）

の対象となる船荷証券の交付 

運送会社 

 

上記のうち、インボイス、梱包明細書、原産地証明書、植林木材製品輸出用の荷積検査証明

書（フォーム IC-02）を別添資料６．３、６．４、６．５、６．６示した。 
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４ その他  

４．１ 絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約(CITES) 

ラオスは 2004 年 3 月 1 日に CITES を批准し、2004 年 5 月 30 日に発効した。3.3.4 に示し

た通り、ラオスは現在国内のラオスにおける CITES と国内法令による保護樹種の整合性を

明確にする努力を行っている。CITES の管理当局は MAF の林業局、科学当局は科学技術

省（Ministry of Science and Technology）バイオテクノロジー生態学研究所（Biotechnology 
and Ecology Institute）である。 

 

４．２ 木材および木材製品の合法性／持続可能性に関する自主的制度  

自主的な森林認証制度の活用は、現在のラオスにおいて木材・木材製品の合法性を確認で

きる唯一の方法であると考えられる。ラオスには FSC 認証林が 3 カ所、FSC 認証木材加工

業者は 2 者存在する（1.1.4 参照）。FSC 認証林 2 か所は海外企業による植林地、1 か所は

DOF/MAF が管理する天然生産林であるものの、ラタン（非木材製品）収集を対象としており、

現在ラオスには、認証された天然林由来の木材は存在しない。 

BA社はユーカリとチークの FSC認証林を有しており、ビエンチャンの FSC 認証加工工場で、

家具等に加工し輸出を行っており、本調査のインタビューでは、合法性確認が実施されたか

は不明であるが、英国向けに家具を輸出したことを確認した（3.5.2 参照）。DOF/MAF も FSC
認証のラタンを FSC 認証加工工場で家具として加工している。 

ラオス政府は世界銀行の SUFORD（持続可能な林業・農林開発プロジェクト）資金援助を得

て、短・中期的に 175,789.9 ha の生産林の認証に向けた取り組みを開始しており、長期的に

は 253,750 ha の認証を目指している。 
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６ 別添資料 

別添資料６．１ 天然林木材製品輸出用の荷積検査証明書（IC‐01 フォーム） 
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別添資料６．２ 植林木材製品輸出用の荷積検査証明書（IC‐02 フォーム） 

 

370



 

75 

 

 

 

371



 

76 

 

   

372



 

77 
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５ 国内調査 
 
５－１ 目的 
本事業は特に、我が国の事業者が調査対象の木材生産国（フィリピン、タイ、エクアド

ル、ブラジル、ラオス）から木材・木材製品を輸入する際に合法性の確認／確保をする

ことを効率的に実施することを目的としている。このため調査対象国における調査とあ

わせ、この 5 カ国から木材・木材製品を実際に輸入している事業者が、具体的にどのよ

うな木材・木材製品を輸入し、その合法性の確認を図っているかについて調査し、調査

対象国での調査の参考とした。 

 

５－２ 方法 
本調査は日本木材輸入協会専務理事の岡田清隆氏と日本製紙連合会常務理事／林業経

済研究所フェロー研究員の上河潔氏の多大な協力を頂いた。両氏からは、5 カ国から輸

入する事業者とその輸入状況、各国の調査ポイントなどについての情報提供を受けた。 

また日本木材輸入協会および日本製紙連合会の会員である 17 事業者、およびその他の

事業者に対し、電話またはアンケートによって、以下の項目について質問した。 

(1) 日本に輸入している木材・木材製品の種類 
(2) その原料（各国の国産材、第三国からの輸入材の加工品、天然木、植林木など） 
(3) 合法性の確認の有無、その方法 
(4) 対象国から合法性を確認する上で困難に感じている点 
(5) 本調査事業への要望 
(6) クリーンウッドナビへの要望 
 

５－３ 結果 
５－３－１ 
回答を得た各国からの事業者数、輸入している木材・木材製品、合法性確保の手段は以

下のとおりであった。 
 
 回答のあった事業者数 輸入している木材・木材製品 
フィリピン 木材：2 社（１社は現在は

取り扱っていない） 
住宅建設：1 社 

 フィリピン産植林木（コンセッション

からのものなど） 
 フィリピン産天然木 
 マレーシア産植林木 
 住宅建具（原料はすべて輸入品、認証

材や各国の合法材を使用） 
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タイ 木材：3 社（うち 1 社は現

在は取り扱っていない） 
紙・パルプ：1 社 

 ゴム材（王立森林局からの原産地証明） 
 欧州材の加工品（現在は取り扱い停止） 
 製紙用植林木チップ（認証材） 

エクアドル 紙・パルプ：2 社  製紙用植林木チップ（認証材） 
ブラジル 木材：4 社 

紙・パルプ：4 社 
 天然木加工材（輸送許可証の確認等に

よる DD） 
 植林木集成材（認証材） 
 植林木のマツ材（認証材） 
 製紙用植林木チップ（認証材） 

ラオス 現地植林：1 社（現在は売

却済みであった） 
なし 

 
５－３－２ 対象国から合法性を確認する上で困難に感じている点 
対象国から合法性を確認する上で困難に感じている点としては以下が挙げられた。 
 
フィリピン 
 政府からの書類の発行が遅い 
 第三国から木材を輸入する場合、国によっては合法証明となり得る認証や証明書が

ない。違法ではなくとも合法証明書の入手が困難。 
 

ブラジル 
 自社で合法性の確認調査を定期的に行うにしても、対象国が地理的に遠く、輸入量

が限られている場合は後回しになりがちである。 
 
５－３－３ 本調査事業への要望 
本調査事業への要望としては以下の点が挙げられた。 
 
フィリピン 
 これまでのところフィリピンから合法性証明を取ってはいないため、どのような制

度があるのか教えてもらえるとありがたい。 
 合法性に関する書類は中小企業に対しても発行されるのか 

 
ブラジル 
 現地の大手パルプ・製紙メーカーが、どのように原料を調達しているのか、EU 木

材規則（EUTR）にどう対応しているのか、また EU や米国が木材製品輸入の際に、

実際に何を確認しているか知ることは重要。 
 当該樹種における産地での植林状況や伐採量に対する自然生産量の割合など、持続

性の担保に関する調査、情報が欲しい 
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エクアドル 
 現地政府には植林に関する統計資料（樹種別の植林面積・植栽年度や資源量）の整

備を希望したい。 
 
５－３－４ クリーンウッドナビへの要望 
クリーンウッドナビへの要望としては以下の点が挙げられた。 
 
ブラジル 
 広葉樹（IPA や AMAPA）について FSC 認証材の状況について情報があるとありが

たい 
 当社は森林認証に頼りきっていることもあり、ブラジルの森林法や伐採手続きなど、

法令も含めた具体的な内容まで踏み込んだ知見を持ち合わせていないが、森林認証

材ではない一般の木材の合法性についてはそれぞれの調達者が独自に調査を行う

必要があるため、クリーンウッドナビのような確認するべき模範はたいへん参考に

なると考える。 
 

全般 
 事業者に対し、どの程度のデュー・ディリジェンスをしたら合法材として認められ

るのかなどの判断の基準を示してほしい。 
 政府としては難しいかもしれないが、リスク評価をし、国と樹種毎に合法性リスク

（高い・低い）を示してほしい。NGO もその様に主張している（三段階評価）。そ

の様な情報が国から提供されれば、自然に産地転換、樹種転換が進むと予想する 
 合法性を評価する仕組みを示してほしい。企業名を伏せて模範例を紹介してもいい

のではないか。 
 
５－３－５ 生産国調査へのインプット 
本調査で得た情報は、各国における合法性関連情報の調査の際に参考にした。現地調査

を開始する前に、各国の調査を担当するコンサルタントに伝え、その調査内容に合法性

確認に関する日本の事業者にとって有用な情報や、日本の事業者が輸入している木材・

木材製品とその原料がカバーされるように努めた。 
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６ 調査委員会 
 
調査委員会は、林野庁、国内外の学識経験者、日本の対象国からの木材、木材製品の輸入を行う木

材関連事業者、環境NGO 等の委員 6 名により構成し、既往の情報を整理、調査の項目、手法、成

果のとりまとめ方法を含む調査設計及び現地調査の結果、取りまとめ方法についての助言、支援を

行った。 
 
本事業の調査委員を林野庁事業担当者と協議の上、下記のメンバーに依頼した。 

• 永田信氏 東京大学名誉教授／大日本山林会副会長 
• 立花敏氏 筑波大学准教授 

• 岡田清隆氏 日本木材輸入協会専務理事 
• 上河潔氏 林業経済研究所フェロー研究員 
• 森田一行氏 全国木材組合連合会常務理事 
• 三柴淳一氏  FoE Japan 理事 

 
６－１ 第一回調査委員会 
 
第一回調査委員会を平成 30 年 5 月 17 日に TKP 新橋カンファレンスセンターにて開催し、本事業

の進め方について委員からのコメントをいただき、議論した。以下議事録を収録する。 
 
議事 1 事務局挨拶 
• 今回、本事業を国際熱帯木材機関（ITTO)で実施させていただくこととなった。 
• クリーンウッド・ナビへの掲載情報の作成を通じて、クリーンウッド法の実施、適切な熱帯木

材貿易に貢献させていただく所存。 
 
議事 2 林野庁挨拶 
• 昨年 5 月にクリーンウッド法が施行され、木材等を取り扱う木材関連事業者が合法性の確認等

の取組を行うことを規定しているところ。そのために必要な情報提供を行うことが国の責務と

されており、「クリーンウッド・ナビ」を開設。 
• これまでの調査を通じ、現在、クリーンウッド・ナビには生産国 14 カ国の違法伐採対策に関

する情報を掲載しているところ。当面の目標として、木材輸入相手国の上位 30 ｶ国を掲載した

い。 
• 今回の事業は平成 29 年度補正予算によるもので、ITTO には国際機関としての情報ネットワー

クを活用し、熱帯地域の国々を中心として生産国の木材流通の状況や、伐採、貿易に関する法

令等の情報収集をお願いしたい。委員の皆様には忌憚のない意見をお願いしたい。 
 
議事 3 委員他紹介（略） 
 
議事 4 座長選任 
永田東京大学名誉教授を推薦する声あり、座長に選出。 
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議事 5-1 クリーンウッド・ナビの掲載内容について 
＜林野庁＞本事業の調査内容は、資料 2 の仕様書の 2(2)②ア～ウのとおりであり、その結果をクリ

ーンウッド・ナビに反映させることとなる。クリーンウッド・ナビには林野庁HP の分野

別情報（キーワード）から入ることができる。「国別情報」には、資料 1 のインドネシア

の例のように、木材生産・流通の状況や、関連法令の概要や条文仮訳、運用状況などを掲

載。国により掲載情報にはバラつきがあり、随時更新して内容の充実を図っている。今週

も新たに追加した情報があって、法令の英語仮訳等を追加したところ。 
＜委員＞現在、登録木材関連事業者のリストは、登録実施機関のホームページにいかないと見られ

ず一覧性がないので、林野庁で一覧表を整理して掲載してほしい。各国情報の他にも、腐

敗認識指数や米国レイシー法、EUTR などの情報にリンクがあると良い。 
＜林野庁＞登録木材関連事業者の登録が始まって約半年経過したところであり、5 の登録実施機関

がそれぞれのホームページで登録事業者のリストを公表しているが、一覧表をクリーンウ

ッド・ナビに掲載するべく調整中である。ご指摘あったような合法性の確認に資する情報

も掲載し内容を充実させたいが、国が提供するものであり、客観的な事実を基本とした情

報を掲載する考え。 
＜委員＞問合せ先として掲載している電話番号はどこのものか。 
＜林野庁＞左側の「制度に関すること」は林野庁木材利用課、右側の「掲載情報に関すること」は

問合わせ窓口業務の受託者である。林野庁の別事業により、本サイトのページ作成、問合

せ窓口業務を委託している。 
 
議事 5-2 本調査事業の実施（各国コンサル等）について 
＜事務局＞（資料 2～4 により、事業内容（資料 2、資料 3 の 1）、事業責任者（資料 3 の 2－1）、

調査実施者（案）（資料 3 の 2－2）、事業実施スケジュール（資料 4）を説明。） 
 
議事 5-3 質疑 
＜委員＞日本国内の調査実施者は、何を調査するのか。 
＜事務局＞資料 3 の「国内調査」の項のとおり、調査対象国について、海外調査からの情報を得な

がら、当該国の木材等を輸入している事業への聞き取り等を行い、とりまとめを行う。 
＜委員＞資料の中に、フィリピン以外の国からは、チップの輸入が多いという記載があったと思う

が、フィリピンからの輸入実績数のかなりの分量がある事業者の委託加工貿易によるもの。

フィリピン原産木材に由来しない製材を行っている。フィリピンでは、針葉樹材、日本材

や南方系の合板も含め様々な原産国の木材が加工されている。一方で、フィリピン原産の

木材由来製品も少ないが存在しており、そういった製品を輸入している業者はフィリピン

国内の伐採に関する情報を必要としている。以上の状況も念頭に入れ、調査を行うべき。 
＜委員＞製紙業界では、ラオス、ブラジルで植林事業を行っている事業者がある。彼らから情報を

得られると思う。 
＜委員＞同意見。ベトナムは木材加工国であり、8 割が輸入材。対象の 5 カ国を調査する際に、輸

入と輸出の両方の実態を踏まえて調査する理解でいいか。ラオス材がベトナムに出て日本

に入っているケースがある。そういった情報を調査してもらえたら、ありがたい。 
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＜委員＞ラオス材がベトナムで加工され家具として日本に輸入されている。 
＜委員＞タイはチップを日本に直接輸出。また、2017 年の統計では、世界から中国への木材製品輸

出で、タイはロシア・カナダに次ぐ第 3 位の輸出国だが、中国で消費されているかは疑問。

家具などに加工され日欧米などに再輸出されているのではないか。日本の事業者が困って

いるのは、中国から輸入するタイ産木材由来の製品について、中国の業者に問い合わせて

も、合法性確認のすべがないこと。タイではこうなっている、というのをこの調査で調べ

て、日本の事業者が中国の取引相手にタイからこういう書類を貰えるはずだ、などと聞け

るようになればよい。 
＜事務局＞ITTO としてはグリーンサプライチェーンを推進することとしており、中国とセミナー

の開催を準備している。委員のご意見は良い参考となる。 
＜委員＞伐採許可書をはじめ、流通過程のどこでどういう書類が出てくるのかが可視化されれば、

木材輸入業界、製紙業界に有益ではないか。 
＜事務局＞クリーンウッド・ナビにすでに掲載されている中で、一連の書類が掲載されている場合

あり。そのように情報を収集したい。 
＜委員＞法令や証明書類のみならず、デューディリジェンスやリスク評価に関する情報も重要。各

国で生産している木材でワシントン条約の規制対象となっている樹種についての情報も

掲載してほしい。 
＜林野庁＞様々な情報をどこまで掲載するかは要検討だが、ワシントン条約については、今週の更

新時に「その他の情報」に概要を追加しており、経産省や条約事務局のHP にもリンクを

張ったところ。また、昨年度実施した調査の報告書や結果報告会の資料も見られるように

する予定。腐敗認識指数などを直接掲載しないにしても、事業者の参考となるHP へのリ

ンクを追加していく考え。 
＜委員＞関連の文献が収集できたとしても、国や地方によって制度が運用されていない場合がある

旨、業者から聞いている。ベトナム、中国などでも、規定の書類があっても現場の担当者

がこれを知らない場合あり。行政に聞いても制度が変わったと言われたりする。実態がど

うなのかといったところまで調べてもらえるとありがたい。 
＜林野庁＞国内調査からのアプローチも有効ではないか。国内業者からの聞き取りをした上で、各

国に聞くということもできる。どこにギャップがあるのか明らかにできるとよい。 
＜委員＞日本での調査では、団体のみならず個別事業者にも聞き取りをすべき。また、各国の調査

対象で言及されている環境NGOもできるだけローカルなものに聞き取りしていただきた

い。 
＜事務局＞そのようにしたい。 
＜委員＞クリーンウッド法の施行をうけて、各事業者は、各国の制度について調べ始めており、例

えばベトナムの合法性証明制度がどうなっているかなどデューディリジェンスの初歩に

あたることを勉強している。制度運用の実態は、相手国政府に対する調査よりも、各輸入

業者に聞いた方が分かる場合があるのではないか。輸入協会の会員企業を紹介することは

可能。ラオス、タイについてはあまり情報がないかもしれないが、北米をマーケットにし

ているブラジルはFSC など認証の活用が進んでおり、業者に情報がある可能性あり。 
＜委員＞対象国調査の内容に、FSC、PEFC などの認証、FLEGT－VPA の動向についても加えるべ

き。 
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＜委員＞認証については是非加えるとよい。 
＜委員＞タイも PEFC 認証の仕組みを作ろうとしており、近々、日本の SGEC について勉強する

ため関係者が来日することになっている。その際に聞き取りできるかもしれない。 
＜事務局＞国内の調査者については、最終的な選定と契約後に委員のみなさんに電子メールで連絡

させてもらうことでよろしいか。（委員了解） 
＜委員＞森林伐採の合法性のみならず、コンセッションや伐採権、アブラヤシへの用途転換など森

林の大規模開発に関する法令も調べるべき。大規模開発からの木材生産が相当割合を占め

る国もあるので、これが合法なものか確認するための情報も重要。ラオスではゴムのため

の森林開発あり。 
＜林野庁＞クリーンウッド・ナビを利用する事業者が必要としている情報にフォーカスすることが

必要。各国コンサルタントへの調査内容の伝え方も日本国内での調査内容の趣旨が理解で

きるよう工夫することが重要。 
＜委員＞昨年度実施された調査は、2 つの事業者が共同実施していたが、両者の調査視点が異なっ

ているところがあった。一者は違法リスクがどこにありそうかという視点でまとめられて

いて、事業者に有用だと思われた。今年度は、日本森林技術協会が同様の調査を欧州地域

で実施しており、本調査と情報を共有するとともに、調査の視点などを揃えるとよいので

はないか。 
＜委員＞できるだけ 2 つの調査事業が整合して進むべき。欧州地域の調査委員会に ITTO からもオ

ブザーバー参加するのが適当ではないか。 
＜事務局＞了解。林野庁と相談し連携して調査を進めるよう努めたい。 
＜委員＞1 つの国でも、リスクの高い木材と低い木材が混在している場合がある。例えば、ブラジ

ル南部のタエダマツはリスクが低いが、アマゾンの天然木はリスクが高い。ラオスのラオ

スマツとゴムノキもリスクが異なる。クリーンウッド法では両方同じ扱いだが、リスクの

低いものにまでデューディリジェンスに労力を割く必要はなく、リスクの高いものに注力

すればよい。また、国としては高リスクでも、製品の中には低リスクのものもある。メリ

ハリある対応をすることが、違法伐採対策の目的を達成することになる。昨年度の調査で

は、ベトナムの日系製材所などを輸入協会から聞取り先として紹介し、有益な現地調査と

なったと思う。 
＜委員＞調査結果は、リスクに関する情報も含め、報告書にまとめられ、報告書がクリーンウッド・

ナビに載ることになるのか。 
＜林野庁＞その想定である。委員が言及されたベトナムの調査では、制度が改正された後も、古い

通達に基づく書類を今でも使っている実態が明らかになった。 
＜委員＞フィリピンは木材輸出国ではあるがそれ程木材生産はしていない。ブラジルは大きな国で

あり、地域によって状況が異なる。調査ではこのような視点も重要。 
＜委員＞ブラジルは EUTR を有する EU やレイシー法を有する米国向けに木材輸出を行っている

ので、具体的にどのように対応しているかを調査すべき。 
＜委員＞調査結果についての報告会はあるのか。 
＜事務局＞資料 4 にあるように、10 月下旬を予定。 
＜委員＞国内のアンケート調査はどのように行うのか。 
＜事務局＞国内の輸入事業者等から、対象国の林業、林産業における違法伐採対策、木材、木材製
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品の合法性証明の課題について、アンケートや聞き取りといった手法により調査を実施。 
＜委員＞コンサルタントは 2 回日本に来ることになるのか。 
＜事務局＞事業の趣旨、調査方法等について理解・共有するために開始時に 1 回、報告会の 1 回で、

計 2 回を予定している。 
＜林野庁＞対面のミーティングの重要性は理解するが、コンサルタントは海外に住んでいることも

あり、対面のミーティングに加えオンラインでのミーティングを最初に行ってもよいので

はないか。 
 
議事 5-4 次回委員会について 
＜事務局＞資料 4 にあるように、第 2 回委員会は 10 月上旬に行いたい。 
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６－２ 第二回調査委員会 
 
第二回調査委員会を平成 30 年 10 月 11 日に（公財）地球環境戦略研究機関（IGES）東京サステイ

ナビリティフォーラムにて開催し、これまでの事業の進捗と今後の作業について委員からのコメン

トをいただき、議論した。以下議事録を収録する。 
 
議事 1 事務局挨拶 
本事業を ITTO に委託して頂き、林野庁に感謝申し上げる。誠に残念なことに事業責任者が 6 月に

亡くなられた。ITTO は体制を強化し事業を進めていく所存である。本日の委員会では、国内調査

と対象国 5 か国の調査について、第 1 回委員会以降の進捗を報告する。対象国のうち、フィリピン、

タイ、ブラジル、エクアドルは、既にコンサルタントが中間報告書を作成した。ラオスに関しては、

政府機関や民間企業とのコンタクトの困難さから開始が遅れたが、現在は調査を進めている。皆様

から事業に対するフィードバックを頂きたい。 
 
議事 2 出席者紹介（略） 
 
議事 3 事業に関する報告 
議事 3-1 第 1 回調査委員会以降の事業計画の変更及びその進捗概要  
＜委員＞生産量や貿易量などは何年ぐらい遡って分析をしているか？ 
＜事務局＞10-20 年間程度遡っている。すでに廃された法規に関しても現在の状況に影響している

可能性があるため、調査対象としている。 
＜委員＞伐採後の再造林に関する法律も確認しているか？ 
＜事務局＞確認内容に含まれる。 
＜委員＞各国調査においては、NGO も訪問しているのか？ 
＜事務局＞訪問している。事前にコンサルタントが予定訪問先を我々に報告し、必要があれば訪問

先の追加を指示している。 
 
議事 3-2 国内調査報告 
＜委員＞「木材輸入企業全体に対するアンケート調査」では、どの国において合法性確認が難しい

か質問するのか？木材製品の加工度によって困難さが異なると思われる。 
＜林野庁＞実際に事業者から回答が得られるだろうか。 
＜委員＞輸入協会の全事業者は無理だと考える。回答が得られるのは、一部の大手企業からのみで

あろう。こうした情報は回答したくない企業もある。限られた企業が調査の趣旨を理解し

てくれる程度で、難易度は高い。また多くの木材製品は 2，3 ヶ国を介した複雑なサプラ

イチェーンを通じて作られており、原産地までトレースするのは非常に困難である。フィ

リピンの他、マレーシア製品でも自国産材でないケースがある。多くの企業は分からない

としか回答できないのではないか。不完全なデータしか得られない可能性が高い。 
＜委員＞クリーンウッド・ナビで提供されるべき情報は何か。現在提供されている情報は各国で伐

採されている木材の合法性に関する情報がメインで、第三国からの輸入材に関する情報は

乏しい。 
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＜林野庁＞現在のクリーンウッド・ナビで提供している情報は、ファーストステップだと理解して

頂きたい。まずは各国の法制度について把握する必要がある。法制度の実効状況、ビジネ

ス構造が重要であることは理解している。リスク情報の事例だけでは、その国の全体像の

把握が難しくなるので、全体像を把握することが大切だと考えている。また、加工国のサ

プライチェーンの複雑性も考慮し、できうる限りの情報を追加したいとは考えている。た

だし、今回の事業では、限られた予算と時間で出来るだけ情報を集めているという状況で

あることを理解頂きたい。 
＜事務局＞各国の調査では第三国からの輸入材の情報も収集している。途上国では、クリーンウッ

ド・ナビのような情報制度はなく、デュー・ディリジェンスはされていないので、第三国

からの輸入材の合法性確認は非常に難しい。インドネシアをはじめ、この点は、FLEGT-
VPA においても大きな懸念になっている。生産国のデュー・ディリジェンスに向けて ITTO
は取り組みを進めている。この課題は本事業の次のステップではないだろうか。 

＜委員＞クリーンウッド法で対象とされるのは HS コードの 44 に限定されるのか？HS コードの

どれがクリーンウッド法の対象になっているのか？ 
＜林野庁＞HS コードの分類には対応していない。 
＜委員＞「事業者全体のアンケート調査」は次のステップでよいのではないか。本事業の対象 5 カ

国からの輸入については、主な輸入木材製品がHS の「その他建材」になっているものが

多く、それが何であるか明らかになればありがたい。特にフィリピンについては、ほとん

どが「その他建材」になっている。 
＜事務局＞その情報は企業にとっては、機密扱いになるのかもしれない。「対象 5 カ国に関する聞

き取り調査」では、どのような製品を輸入しているかを事業者に対して質問をしている。

「木材輸入企業全体に対するアンケート調査」は、合法証明についてどの国が難しいか質

問する。 
＜委員＞それに関しては情報がある。どの国から何を日本が輸入し、そのうち何割が合法証明木材

となっているか、そして合法証明の根拠について輸入協会で把握している。その情報は共

有することはできる。個別の企業に聞いても、積極的には教えてくれないであろう。アン

ケート調査を行っても、優秀な企業のみが回答し、バイアスがかかるであろう。 
＜委員＞「対象 5 カ国に関する国内聞き取り調査」についてはこのまま進めて頂き、「木材輸入企

業全体に対するアンケート調査」については輸入協会と相談して頂きたい。 
＜委員＞国内調査結果は公開しないとあるが、この調査は何のために行うのか？ 
＜事務局＞事前に国内企業にインタビューし、各国調査を行うコンサルに情報提供を行い、ニーズ

に即した情報収集を行ってもらうためである。クリーンウッド・ナビ上で国内調査の結果

を公開することはない。 
＜林野庁＞実際の輸入品目を把握できれば、各国でより効果的な調査が実施できる。 
＜委員＞「対象 5 カ国に関する国内聞き取り調査」はその通りだ。「木材輸入企業全体に対するア

ンケート調査」は、今後のクリーンウッド・ナビの情報提供設計のために役立つ。その実

施については検討が必要だ。 
 
議事 3-3-1 フィリピン 
＜委員＞日本の木材をフィリピンでプレカットし、再輸入しているものは合法性の問題が無いので
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はないか？ 
＜事務局＞工場内で他の国からの輸入材と分別管理されているかが重要である。 
＜委員＞フィリピン国産材の情報が大事なのは、フィリピン産の材をベトナムなどで加工して日本

に輸出しているケースがあるためで、これらについてはフィリピンの合法証明を確認する

必要がある。また第三国からフィリピンへの輸入材に関しては、工場で分別管理がされて

いるかが重要である。 
＜林野庁＞フィリピンにおけるFLEGT-VPA に向けた動きはあるのか？ 
＜事務局＞フィリピン環境天然資源省は協議を進めたいようだが、外務省が交渉に入ることをスト

ップしたと聞いている。 
＜委員＞現地調査では、第三国からの輸入材のフィリピン国内での流通状況についても調査したの

か。 
＜事務局＞努力はしているが、統計情報が少なく、状況を把握することが難しい。 
＜委員＞加工貿易という特徴があるが、まずはフィリピン産木材の合法性を中心に調査するのが良

いであろう。 
 
議事 3-3-2 タイ 
＜事務局＞タイ政府では、ゴムの木は農作物の扱いをしている。老木を製材すると木材になる。ITTO

は、農作物ではなく木材として取り扱うよう政府に働きかけているが、難しい状況である。

輸入統計も整備されておらず、書類すらなくミャンマー、ラオス、カンボジアなどからた

だ木材を持ち込んでいるという場合もある。タイの調査は、フィリピンを担当するコンサ

ルタントが担当しているが、フィリピンに比べて関連情報、文書が出てこずに時間がかか

っている状況だ。 
＜委員＞「6.その他」に様々な自主的な制度とあるが、どういう機関が作った制度なのか 
＜事務局＞業界団体などが自主的に制度を構築している。 
＜委員＞そうした情報を報告書にまとめて頂きたい。 
＜委員＞タイのゴム製材の最大の輸入国は中国である。中国は本事業の対象ではないが、中国経由

でゴム材が日本に輸入されている可能性もあるだろう。中国経由の材についても考慮する

必要がある。 
＜委員＞林野庁に伺いたい。ゴムの合法性証明は必要なのか？  
＜林野庁＞ゴムが木材利用のために植栽・伐採されたのであれば必要だ。樹液採取後の廃材であれ

ばリサイクル材であり、クリーンウッド法の対象外となる。 
＜委員＞樹液目的で植栽されても、人手不足等から採取されないまま伐採される場合もある。樹液

が採取されたかどうかで材を判断することは、実情にそぐわないのではないだろうか。 
＜林野庁＞法律上クリーンウッド法の対象となるかどうかは、廃棄されたかどうかで判断される。 
＜事務局＞タイについては、ゴムの問題もあるが、隣国から輸入される材や天然林材により焦点を

当てるべきではないだろうか。 
＜委員＞現状を明らかにすることを方針にして頂きたい。 
 
議事 3-3-3 ブラジル 
＜委員＞植林地の森林認証取得の割合はどうなのか？ 
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＜事務局＞プランテーションでは 7～8 割程が認証林である。現地調査で訪問した企業は、周辺の

農家と契約造林を行い、木材を買い取っているが、その際の合法証明についても情報収集

した。 
＜林野庁＞天然林材の合法証明システムの実施状況はどうか？ 
＜事務局＞インベントリーや輸送許可証における水増しなどの虚偽情報が存在すると聞いた。木材

加工の際の歩留まりは一律 35%として計算されているが、製材所ごとの値を求めて精度

を上げようとしている。実施のレベルは事業者と州政府の能力により地域毎に差がある。

また州によってシステムがやや異なる。今回訪問したマト・グロッソ州のように、国の

SINAFLOR とは別の独自のシステムを用いている州もある。違法伐採の例としては、マナ

ウスで河川運搬されている際の検査により見つかったことが報告されている。 
＜事務局＞植林木はよく管理されている。ペルー、ボリビアからの違法伐採材の流入がある。ブラ

ジルは広い国のため、一回の調査で全体像を把握するのは難しい。今後も情報を更新して

いくことが重要だろう。 
 
議事 3-3-4 エクアドル 
＜林野庁＞産業用造林拡大が主要政策とあるが、劣化した天然林を造林するという方針なのか、ま

たは非森林地に植林するという方針なのか確認して頂きたい。 
＜事務局＞ペルー、コロンビアでは ITTO はコカ栽培地への再植林プロジェクトを実施している。 
＜委員＞産業造林にともなう土地転換の合法性について調べて頂きたい。 
 
議事 3-3-5 ラオス 
＜委員＞ラオスでは開発コンセッションから生産される木材が問題であった。FLEGT-VPA 交渉に

おいてもその扱いが検討されるであろうが、開発コンセッションからの木材を追跡・見分

けることができるのか。そうした視点で報告書をまとめて頂きたい。 
＜事務局＞それは、現状の制度についてか、それとも FLEGT が構築された後の状況を意味するの

か。現状で追跡できるかどうか、コンサルタントに調査するよう伝えているが、ラオスの

天然林材から作られた製品の合法性を示すことは難しいと報告を受けている。 
＜委員＞報告書では、天然林材の追跡が現時点では難しいのであれば、そのように記載していただ

きたい。 
＜委員＞なぜラオスが今回の調査対象国になったのか？輸入貿易額の上位 30 位に入っているの

か？ 
＜林野庁＞HS44 類全体の貿易額を基にしており、上位 30 位内にラオスが入っていた。ただし、品

目としては炭の輸入が多いためであれば、そのことが示せればよいと考えている。 
＜事務局＞炭は基本的に植林コンセッションから生産されている。 
＜事務局＞炭、ゴムはクリーンウッド法の対象外だが、報告書に含めるべきか？ 
＜林野庁＞詳細は必要ないが、報告書で簡易に述べて頂ければよい。 
＜事務局＞ラオスはアジア地域の最貧国で、ラオス材の合法性証明は難しいと言わざるを得ない。

VPA 交渉の進捗も非常に遅い。 
＜委員＞開発コンセッションからの木材は特に難しい。またラオスでは政府と人民革命党で方針が

異なることがあるので注意が必要である。 
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＜委員＞VPA プロセスにある国が調査対象になっているので、プロセスの進捗状況を整理してほし

い。 
＜委員＞VPA 交渉に入るにも国会審議など、正式な手続きが必要になる。現在どの段階なのか明ら

かにして頂きたい。  
＜委員＞まずは、合法性証明が難しいことが明らかになれば良い。エクアドルについても、VPA プ

ロセスの現状を明らかにして頂きたい。 
 
議事 4 次回委員会と今後の予定 
＜事務局＞委員会のコメントを反映させて調査を進める所存である。次回委員会は 12 月を予定し

ている。 
 
議事 5 その他 
＜委員＞ITTO は途上国から信頼されている。この調査を通じて、日本のクリーンウッド法につい

て相手国政府に伝えて頂きたい。 
＜事務局＞本事業においても、ラオスでの調査のために政府（2 省庁）から許可を得る必要があり、

クリーンウッド法の説明を行った。 
＜事務局＞ブラジルの現地調査では担当政府機関にクリーンウッド法の説明を行った。 
＜林野庁＞クリーンウッド・ナビでクリーンウッド法の英語版などを公開している。 
＜オブザーバー＞ここ 3 年間、同様の調査事業を行ってきた。これまで調査した国には、中国など

の加工国も含まれる。輸入相手国上位 30 カ国の木材需給構造には大きく変動がある。例

えばルーマニアからウクライナへのシフト、ラオスからカンボジアへのシフトなどがある。

調査では、それぞれの国の国産材に焦点を当てるべきだが、今後、実際の原産国はどこな

のかを明らかにすることを観点に入れると発展性のある調査になりうる。 
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６－３ 第三回調査委員会 
 
第 3 回調査委員会を平成 31 年 2 月 4 日に（公財）地球環境戦略研究機関（IGES）東京サステイナ

ビリティフォーラムにて開催し、事業の進捗と結果のとりまとめについて委員からのコメントをい

ただき、議論した。以下議事録を収録する。 
 
議事 1 事務局挨拶 
• 本事業を ITTO に委託して頂き、林野庁に感謝申し上げる。本日の委員会では、順調に実施さ

れる本事業の対象国 5 カ国の調査結果について報告する。 
• 3 月 8 日には、本事業の成果報告会を開催する。参加者の皆様から事業に対するフィードバッ

クを頂きたい。委員の皆様には、本事業の実施に貢献して頂き、感謝申し上げる 
 
議事 2 出席者紹介（略） 
 
議事 3 事業に関する報告 
議事 3-1 第 2 回調査委員会以降の進捗概要 
質疑なし 
 
議事 3-2 国内調査報告 
＜委員＞国内調査と対象国における調査・報告書作成のプロセスの関係性はどうなっているのか？ 
＜事務局＞国内調査は 8 月から実施しており、調査で得た情報は随時現地コンサルタントに共有し

ており、調査に反映されている。引き続き実施した国内調査で重要なものについては、そ

れ以降もコンサルタントに共有してきた。ITTO/IGES が最終的な報告書作成を行うが、そ

のまとめ方にも反映する。 
＜事務局＞例えば、国内調査によってサプライチェーンの透明性の向上に関心を持つ事業者もいる

ことが分かったので、クリーンウッド法の対象外であっても、ゴム材（廃材扱い）の取り

扱いは、関連情報について言及するよう考えている。 
＜委員＞国内調査結果のとりまとめについて伺いたい。 
＜林野庁＞第一回目の委員会にて出た話だが、国内調査で得た情報を、事前に各国調査を行うコン

サルに伝え、ニーズに即した情報収集を行うことが目的である。クリーンウッド・ナビ上

で国内調査の結果を公開することはない。 
 
議事 4 熱帯地域 5 ヵ国における情報収集結果 
議事 4-1 フィリピン 
＜委員＞農民植林が多いとのことだが、その樹種、用途、土地所有形態について伺いたい。 
＜事務局＞ミンダナオではファルカタが中心であり、製紙会社による苗木の配布によるものとのこ

とであるが、伐期等は不明、現地調査で確認予定である。基本的には私有地における植林

であるとの情報を得ているが、国有林の中にあるのか等についても、今後確認したい。 
＜委員＞CENRO の役割について伺いたい。丸太、製材、チップ等すべての木材製品はCENRO か

ら輸出許可が必要なのか、それとも特定の木材のみなのか？輸出許可証があればCENRO
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が許可しているとみなせるのか？現状、事業者は原産地証明で対応しているが、これは合

法性を示す上で有効な方法なのか、関税局が発行する原産地証明はCENRO が発行する輸

出許可証と関連しているのか伺いたい。事業者に対して、合法性証明のために一番信頼で

きる書類は何かという情報は重要である。調査では、どのような書類があるか示すだけで

なく、事業者の立場でどうするべきかを明確にしてほしい。 
＜事務局＞輸入木材の場合は、合法性確認はなされていない。CENRO の輸出許可と関税局の原産

地証明の関係については、2 月の現地調査で明らかにしたい。 
＜林野庁＞国内調査で、日本の事業者はフィリピン材にどのように対応しているのか、情報は得ら

れたか？ 
＜事務局＞わからないので何もしていないという事業者と、認証材をカナダからフィリピンに輸入

し、現地で加工しているという事業者が存在した。 
＜林野庁＞フィリピンは中国からの輸入が多いようなので、輸入材については問題があり得ること

が考えられる。取りまとめる際には、適切に条件わけをして記述してほしい。クリーンウ

ッド法は、HS コードによる分類と明確に対応しているわけではないので、HS コードで

記述するのは避けてほしい。 
＜事務局＞報告書では、フィリピン国産材については、伐採時点までの合法性確認が取りやすいが、

第三国からの輸入材については難しいと記述を修正する。 
＜委員＞報告書では、トレーサビリティは担保できるのかということについて、第三者の立場で正

直に記載してほしい。どこまでわかっていて、どこまでわかっていないのかを明記してほ

しい。 
 
議事 4-2）タイ 
＜林野庁＞リスク情報については、それを誰が述べているのか、主語を明確にするべき。木材合法

性証明システム（TLAS）が必要というのは、誰の考えなのか？ 
＜委員＞：許可証をたどって、サプライチェーンを本当にたどれるのか？ 
＜事務局＞木材加工工場では、量のみしか記録されていないことから、その工場が複数の木材供給

源を取り扱う場合には、たどることが出来ないと考える。ゴム、ユーカリ材については全

くたどることはできない。森林認証はトレーサビリティの課題に対処するために使われて

いると考える。 
＜事務局＞クリーンウッド法で求められる生産地の特定は、「タイ」という国名のみでもよいとみ

なすのか？ 
＜林野庁＞その通りだ。 
＜林野庁＞夜間にはチェックポイントが機能していないとのことだが、制限樹種が夜間に輸送され

た場合には、輸送許可が発行されていない状況となるのか？ 
＜事務局＞制限樹種については、輸送前に輸送許可証の取得が必要である。 
 
議事 4-3 ブラジル 
＜委員＞ブラジルから日本への輸出は、紙パルプ業界関連が多いが、フローリング・ウッドデッキ

等に使用されるイペは注目すべきと考える。オンラインシステム（SINAFLOR）は輸入業

者もアクセス可能なのか？ 
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＜事務局＞確認する。 
＜事務局＞ブラジルやその他の国にも当てはまるリスクに、政権交代が挙げられる。ブラジルでは

政権が変わり、アマゾンの森林モニタリング関連部署の人員削減が行われている。前政権

ではイペの CITES 登録申請を予定していたが、新政府ではその計画は実施しないと考え

られる。クリーンウッド・ナビ上で、各国情報の更新を行うことが重要だと考える。 
＜オブザーバー＞最近のニュースでは、天然林私有地の土地証券登録(CAR)を担当する地方政府に

よる情報の不正操作が指摘されていた。データの改ざんを防ぐために、ブロックチェーン

を使ったシステムの構築について報告があった。SINAFLOR について、中級CAR と国家

システムはどうやって一元管理されているのか？同じ情報源なのか、異なる情報源が使用

されているのか？ 
＜事務局＞CAR は、視察を行ったマト・グロッソ州独自のオンラインシステム（SISFLORA）とは

リンクしていると聞き取り調査で聞いた。天然林伐採の主要な 2 州（マトグロッソとパラ

州）では、連邦政府とは別の州独自のシステムがあることを現地調査で確認している。国

レベルの制度と整合性を図るべきだという意向は確認できたが、実際にどのように連携し

ているかはわからなかった。SINAFLOR は新しいシステムであるため、その運用状況につ

いては把握できなかった。ブラジルの木材合法性については、今後の SINAFLOR の実施

状況の理解が重要だと思われる。 
 
議事 4-4 エクアドルとラオス 
エクアドルとラオスについては時間的都合上、報告のみ実施し、意見は後日メールにていただくこ

ととした。 
 
議事 5 成果報告会について 
質疑なし 
 
議事 6 閉会 
＜事務局＞合法性の問題は複雑である。合法性確認の手続きだけでなく、ガバナンス全体の問題が

かかわってくる。合法性確認ができないから取引をやめるというだけではなく、相手国の

改善を支援するということも重要であることを強調したい。最後に、委員の皆様には、本

事業の実施に貢献して頂き、感謝申し上げる。 
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７ 事業者向け報告会 
 
７－１ 報告会概要 
 
本事業において得られた情報についての事業者向け報告会を以下の日時、会場で行った。

本報告会は、ITTO（主催）と IGES（共催）が協力して開催した。 
 
 目的：  
クリーンウッド法に基づき、木材関連事業者による合法性の確認などの取組を一層推進

するため、木材関連事業者が効率的に合法性の確認等の取組が実施できるよう、生産国

における木材の流通や関連法令に関する国からの情報提供を充実させる必要がある。こ

のため本事業では日本への主要な木材輸出国のうち、フィリピン、タイ、ブラジル、エ

クアドル、ラオスについて調査を行った。本報告会は事業を通じて得られた情報を木材

関連事業者に提供するために行った。 
 
 日時及び会場 
日時： 平成 31 年 3 月 8 日（金）13:30～16:30 
会場： TKP 虎ノ門駅前カンファレンスセンターホール 2A 
〒105-0001 東京都港区虎ノ門 1-4-3 NT 虎ノ門ビル 2F 
 
 プログラム 
時間 項目 担当者 所属 
13時 00分 受付開始   
13時 30分 開会    
13時 40分 林 野 庁 挨

拶 
畑茂樹 林野庁林政部木材利用課貿易対策室室長 

13時 50分 趣旨説明 Steven Jonson ITTO 林産物貿易・林産業担当次長 
14時 00分 フ ィ リ ピ

ン 
鮫島弘光 IGES 自然資源・生態系サービス領域 

14時 25分 タイ 鮫島弘光 IGES 自然資源・生態系サービス領域 
14時 50分 エ ク ア ド

ル 
藤崎泰治 ITTO 森林経営部 

15時 15分 休憩   
15時 25分 ブラジル 藤崎泰治 ITTO 森林経営部 
15時 50分 ラオス 山ノ下麻木乃 IGES 自然資源・生態系サービス領域 
16時 15分 質疑応答   
16時 30分 閉会   
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７－２ 参加者 
 
参加者は以下のように合計 58 名であった。 
 一般参加者（民間企業、研究機関、NGO、在京大使館など）：54 名 
 林野庁、外務省、環境省からの参加者：12 名 
 事務局（ITTO、IGES）：11 名 
 
なお、報告会では逐次／同時通訳を提供し、幅広い参加を可能とした。 
 

報告会の様子 
 
質疑応答では、フィリピンやエクアドルの発表に対して合法性を確認するための文書や

制度の詳細の他、違法木材が混ざるリスクについて質問が行われた。またフィリピンに

ついては、加工木材における合法性確認の困難さについてコメントがなされた。ラオス

については、合法な木材供給源や FLEGT の今後の予定に関連した質問が行われた。 
 
 
７－３ 別添資料 
 別添資料 1：報告会のチラシ 
 別添資料 2：報告会発表資料 
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平成31年3月8日（金） 東京都港区虎ノ門
林野庁委託事業「クリーンウッド」利用推進事業の 
うち生産国における現地情報の収集（熱帯地域）」 
調査結果報告会 ー フィリピン、 タイ、 ブラジル、  
エクアドル、 ラオス ー

プログラム
13時00分　受付開始
13時30分　開会
13時40分　林野庁挨拶
13時50分　ITTO趣旨説明
14時00分   現地調査結果報告
14時00分～15時15分    フィリピン、タイ、エクアドルの

     3カ国の報告
15時15分～15時25分    休憩
15時25分～16時15分    ブラジル、ラオスの2カ国の報告
16時15分～16時30分    質疑応答
16時30分    閉会

国際熱帯木材機関（ITTO）は、林野庁委託事業「クリーンウッド」利用推進事業のうち 
生産国における現地情報の収集（熱帯地域）を受け、熱帯地域5カ国（フィリピン、タイ、  
ブラジル、エクアドル、ラオス）において木材流通状況と合法性確認に係る法制度に 
ついて情報を収集しました。本報告会では、各国の調査結果について報告いたします。

日時：平成31年3月8日（金）
       13：00～13：30（受付）、13:30（開始）～16:30（閉会）

会場：TKP虎ノ門駅前カンファレンスセンターホール2A
       〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-4-3 NT虎ノ門ビル 2F　
       https://www.kashikaigishitsu.net/facilitys/cc-toranomon-ekimae/access/ 

申し込み
事前申込制となります。参加ご希望の方は、
下記のオンラインフォームよりお申込みくだ
さい。 
https://req.qubo.jp/shudo/form/entry
申込者数が定員（120名）に達し次第、締め
切らせていただく場合がございます。

本報告会に関する問い合わせ
藤崎泰治（fujisaki@iges.or.jp）

主催　国際熱帯木材機関（ITTO）
共催　公益財団法人　地球環境戦略研究 
         機関（IGES）
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平成29年度林野庁委託事業

「クリーンウッド」利用推進事
業のうち生産国における現
地情報の収集（熱帯地域）

2019年3月8日

主催：国際熱帯木材機関（ITTO)
共催：地球環境戦略研究機関（IGES)
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Miettinen et al. 
(2015)より作成

2015年現在の
フィリピンの植生

「クリーンウッド」利用推進事
業のうち生産国における現
地情報の収集（熱帯地域）

フィリピン

鮫島弘光
公益財団法人地球環境戦略研究機関

2019/3/8 TKP虎ノ門駅前カンファレンスセンター

林野庁委託事業「クリーンウッド」利用推進事業のうち生産国における現地情報の収集
（熱帯地域）調査結果報告会－フィリピン、タイ、ブラジル、エクアドル、ラオス－
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 かつてフィリピンの森林被覆率は7
割以上あり、1960-70年代は南洋材

の主要輸出国（主に日本向け）。多
くは択伐コンセッションからの生産

 過剰伐採、低地からの移住民によ
る開拓→森林被覆率は2割以下ま
で減少

 1991年レイテ島で台風による災害
→原生林・高地での伐採禁止

 2004年すべての択伐コンセッション
を停止

 2011年すべての天然林の伐採禁止

1. 林業セクターの概況フィリピンの森林面積
（百万ha）

（百万m3）

2015年森林
被覆率：27%
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の木材生産

 2000年代後半以降、木材生産の多くは私有地
における早生樹

 特にその生産はミンダナオ東部Caraga地方
（Region 13）に集中：2017年木材生産の67%

2017年にはフィリピン国産
材の94%が私有地から生産

※林地のうち森林
が維持されている
のは半分程度

 2017年木材生産（73.3万m3）の99.6%は植林木（早生樹）
 主要樹種
ファルカタ（Paraserianthes falcataria）：49.8万m3

マホガニー（Swietenia macropylla）：6.9万m3

ヤマネ（Gmelina arborea）：5.7万m3

マンギウム（Acacia mangium）：5.3万m3

Caraga地方のファルカタ私有林。村周辺に植
林されている。
5-7年生で伐採、製材工場、合板工場へ販売
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3.森林資源の収穫に関する法律

 伐採に関する申請の受領、審査、現地調査、輸送許可発行
 輸送時の検査（チェックポイント）
 木材加工工場許可証の申請を受領、審査
 木材加工工場の監査
 木材加工工場からの材木原産地証明を発行
 輸入許可証、輸出許可証を発行

許認可の審査

評価・監督

全国17地方

全国81州

全国173事務所：4-10の市・町を管轄

環境天然資源省（DENR）

森林管理局（FMB）

環境天然資源省州事務所（PENRO）

環境天然資源省コミュニティ事務所（CENRO）

環境天然資源省地方事務所

3.森林資源の収穫に関する法律

所有権 土地使用権／伐採許可のタイプ 天然木 植林木

公有地 包括的森林管理協定 (IFMA)

企業への25年間使用ライセンス
102ライセンス、合計727,983 ha（2017年）

2,252 26,032

コミュニティ林管理協定 (CBFM)

コミュニティへの25年間使用ライセンス
1,884ライセンス、1,615,598 ha（2017年）

258

私有地 植林地所有証明書 (CTPO) / 自己モニタリングフォーム(SFM)

確認証明書 (CV)：CTPOを持っていない私有地からの輸送許可

36 688,329

私有地木材許可書 (PLTP) 4 770

特別伐採許可 開発などにともなう伐採（主に公有地） 2,543

その他
私有地の保護種を伐採するための特別私有地木材伐採許可
(SPLTP)など

619 12,632

合計 2,912 730,563

かつては木材伐採権協定 (TLA)による択伐コンセッション（公有地）が主な木材供給源
であったが、現在施業中のコンセッションは存在しない

土地使用権／伐採許可タイプと2017年生産量 (m3)
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公有地

種類 ①包括的森林管理協定 (IFMA)
企業への25年間国有林使用ライセンス
主に植林プランテーション
伐採コンセッション（TLA）から転換されたものが多い

森林管理
のための
要件

 環境影響評価または初期環境調査→環境適合認証書の取得（環
境天然資源省が発行）

 25カ年包括的資源管理計画（環境天然資源省が承認）

伐採許可  5ヵ年作業計画
 年次運用計画
 伐採予定木の100%インベントリー

丸太輸送
許可

木材搬出許可
 木材原産地証明申請
 検数表（樹種と量）

木材原産地証明書
（CTO）（CENROが発行）

公有地

種類 ②コミュニティ林管理協定 (CBFM)

森林管理
のための
要件

25カ年包括的資源管理フレームワーク（環境天然資源省が承認）
• コミュニティ協議
• 土地の境界確定と調査
• 木のマーキング
• DENR（コミュニティ、州、地方レベル）、住民組織、地方行政単位
その他ステークホルダーによる検証・承認

伐採許可  5ヵ年作業計画
 伐採予定木の100%インベントリー

丸太輸送
許可

木材搬出許可
 木材原産地証明申請
 検数表（樹種と量）

木材原産地証明書
（CTO）（CENROが発行）
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私有地

種類 ①植林地所有証明書 (CTPO)

森林管理
のための
要件

 コミュニティ環境天然資源事務所から植林地所有証明書を取得
• 土地所有権の証拠

• 申請者が植林地の正当な所有者であることを示すバランガイ長
（村長）から取得した証明書

• 植林地の写真
CENROスタッフが現地測量を行う
取得には一週間程度必要
 土地登記局において登記

伐採許可  伐採許可を取得する必要はない
 伐採予定木をCENROに申請

丸太輸送
許可

 自己モニタリングフォーム（SMF）
 検数表（樹種と量）
 輸送契約書の写し

CENROが現地確認・承認
１日程度

CTPO SMF

CTPOのID

樹種名

植林樹種名
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②植林地所有証明書 (CTPO)がない場合

 伐採許可証：CENROが発行
 輸送確認証明書（COV）：CENROが発行

私有林

④高級樹種

 インドカリン（Pterocarpus indicus）、ベンゲット松（Pinus keysia）などについては
特別私有地木材許可（SPLTP）取得が義務（CENROが発行）

 輸送確認証明書（CENROが発行）

③私有地木材許可証

 私有地からの天然木伐採許可

伐採本数は10本以下の場合等
CENROスタッフが現地調査を行う

CBFM

CTPO

CTPOなし
私有地植林木

インドカリン
など保護種

木材原産地証明
（CTO）

4.木材加工・輸送のために必要な手続き

COV

SMF

SPLTP

原材料や供給源の記録
が義務

工場内計測者（in-plant 
scalers）、 CCTVカメラによる
入荷・出荷材の監視

承認

材木原産地証明（CLO）

CTO, SMFなど、計

数表（本数、樹種な
ど）添付

家具・完成品
には不要

全国117ヶ所のCheck Pontで
監視

環境天然資源省地方事務所

木材加工工場

木材生産地のCENRO

木材加工工場許可

加工工場所在地のCENRO

IFMA
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環境天然資源省コミュニティ事務所（CENRO）の例：Caraga地方

CENRO Bayugan（農村部）

CENRO Nasipit（都市部）
 ４つのMonitoring Station/Assistance Center
 1つのCheck Point
 2木材加工工場を監督  19木材加工工場を監督

 In-plant scalerが毎日、木
材の入荷・出荷を監査

 CCTVカメラで常時記録

Monitoring Station/Assistance Center
CTPOの測量、SMFの現地確認等

Check Point

木材・木材製品の輸送許可証
（SMF, CTO, CLOなど）の確認

木材原産地証明書／材木原産地証明書
CENROによって毎月オンラインデータ
ベースに入力される

マニラの森林管理局（FMB）で
全国のデータを確認

木材製品の種類、原料樹種名
検数表（1本ごとの樹種とサイズ）

伐採許可ID

408



5-1.木材輸入のために必要な手続き

木材・材木販売業者登録証明
木材原料輸入許可

承認

フィリピン木材協会
加工流通過程の管理（CoC）システム

及びモニタリングコンプライアンスの要
件に関するガイドブック

木材輸入事業者第三国の木材
輸出事業者

販売・供給契約書

認証

国内市場

Importation document

所在地のCENRO

環境天然資源省地方事務所

第三国の駐在フィリ
ピン商務官／大使館

国外における伐採時の合法性
の確認は求められない

PNGから
丸太を輸入 単板に加工

サプライチェーンの例：Caraga地方

合板のコアは周辺の農村部
からのファルカタ材
（CTPO/SMF）

フィリピンの合板・ブロックボード製造事業者

中国の単板製造事業者 合板の裏表に使用

輸出元事業者は明確、植物検疫
の書類から樹種もわかる。

しかし原木の生産国や、伐採の
合法性を確認することは困難

PNGの合法証明

別の合板製造事業者は中国からOkoume（アフリカ原産種）単板を輸入していた
が、原産国については把握していなかった
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5-2.木材輸出のために必要な手続き

承認

木材輸出事業者 海外市場

所在地のCENRO

輸出許可証

原産地証明書
（必要に応じて）

フィリピン→日本への輸出は日・フィリピン経
済連関協定 (PJEPA)に基づく原産地証明書

関税局

輸出許可取得のために必要な書類
 樹種、数量
 事業者登録証
 事業許可証
 原産地証明
（CTO/CLO/COV/Importation documents等）
 写真

環境天然資源省地方事務所

フィリピン国産材については伐
採時の合法性確認が容易だ
が、第三国からの輸入材を加
工した製品については困難

輸出許可証（合板）

添付書類

原料（中国製ベニヤ、国産ベニヤ、国産丸太）
とその合法性に関する情報も添付される
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文章名 詳細 発行当局

販売用インボイス 輸出された製品の詳細と約定価格 輸出業者

船荷証券 貨物の受領を確認
運送業者または貨物取扱業

者（または代理業者）

輸出許可書
認可輸出業者が要請された輸出手配を進め

ることができる。
環境天然資源省地方事務所

特別許可書

製品が植林地で育った高級材種（例：

Pterocarpus indicus）から作られている場合、

当該製品の輸出に特別許可が与えられる。

環境天然資源省地方事務所

輸出承諾書及び輸出適合証明書
積荷の製品が、輸出許可書によって輸出を認

められた製品と合致していることを証明
環境天然資源省CENRO

植物検疫証明書

（BPIフォーム“Q” No. 11）
製品が植物検疫処置を受けたことを証明

植物産業局植物検疫サービ

ス課（農業省）

梱包明細書
輸送された各クレート、ボックス、コンテナの

中身の詳細
輸出業者（CENROによる認可）

輸出申告書 輸出される品目・製品の詳細な申告書 輸出業者が関税局へ提出

積込許可書
輸出業者が積荷を船または航空機へ積み込

むことができる。
関税局

原産地証明書（日本向け輸出の

場合は「JP原産地証明書」）
輸出される製品の原産地を証明 関税局

輸出の際に法的に義務付けられている書類

2つの書類が合法性に関連する

 2019年に国会で持続的林業法（Sustainable Forestry Act）が成
立する可能性がある。

 国レベルでの合法性第三者認証システム構築（TLAS）も検討さ
れている

 現在フィリピンで生産されている植林木の多くは外来樹種で、
天然林からの違法伐採材と区別しやすいが、将来的には在来
種植林木の供給も増えることが考えられる

 木材輸出国ではないため、EUとのVPAには関心が薄い（2019年
森林管理局聞き取り）

6.その他

 現在フィリピン国内にFSC FM認証を取った森林は無い（USAID
のプロジェクトで取得したコミュニティがあったが、更新せず）

 FSC CoC認証は10社が取得
 国家森林認証システム（PEFCと相互認証の可能性）構築が検
討されている
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まとめ

 フィリピンの木材合法性は、伐採、輸送、加工、輸出入など一
貫して環境天然資源省コミュニティ事務所（CENRO）が窓口と
なっており、許認可データはオンライン管理されている。

 国産材に関しては、伐採の行われた場所や許可の種類が明
らかな書類が輸出段階まで添付されるので、合法性確認は比
較的容易と考えられる

 基本的に天然木は伐採が禁止されているため、フィリピン国
産天然木については適切な許可が取得されているか十分な
確認が必要

 第三国からの輸入材については、伐採時の合法性情報など
は要求されない。別途確認が必要
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2019/3/11

Miettinen et al. 
(2015)より作成

2015年現在の
タイの植生

「クリーンウッド」利用推進事
業のうち生産国における現
地情報の収集（熱帯地域）

タイ

鮫島弘光
公益財団法人地球環境戦略研究機関

2019/3/8 TKP虎ノ門駅前カンファレンスセンター

林野庁委託事業「クリーンウッド」利用推進事業のうち生産国における現地情報の収集
（熱帯地域）調査結果報告会－フィリピン、タイ、ブラジル、エクアドル、ラオス－

森林法（1941年）によれば、私有権が与えられている土地以
外の全ての土地は国有林地（Forest）で、森林法が適用され
る。現在2300万 ha（国土の45%）。

国有林地のうち1180万 ha（国有保存林1012万 ha + 保存林外
168万ha）は天然資源環境省王立森林局が管理責任を持つ

国立公園（632万 ha）、野生動物保護区（373万 ha）などは天

然資源環境省国立公園・野生動物・植物保護局が管理責任
を持つ

国有林地外（＝私有地）では住民によるユーカリ、ゴムノキ栽
培が行われており、現在のタイの主要な木材供給源となって
いる。

1. 林業セクターの概要
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戦前からチーク、紫檀（rosewood）などの生産が盛んであった

商業伐採や農地造成の結果、森林被覆率は50%（1960年代）
→25%未満（1980年代半ば）

1989年：南部で森林の荒廃による洪水→天然林伐採完全停止

1980年代以降：紙パルプ産業が成長。当初国有林地内に自社
プランテーションを造成しようとしたが、地域住民との紛争が相
次ぐ→住民の契約ユーカリ植林による原料調達に転換

木製家具産業は1990年代に大きく再編、ほぼ完全にゴム材に
依存

パーティクルボード、MDF等の製造もゴム材に依存

2015年現在の森林被覆は1640万 ha（森林被覆率32%）。うち
ユーカリやゴムなどのプランテーションは399万 ha

2013年用材植
林世帯密度
（世帯/,000ha）

0 50,000

Eucalyptus

Teak

Central
Northeast
North
South

植林世帯数

Central

Northeast

North

South

2013年ゴム栽培
世帯密度

(世帯/,000ha)

ユーカリ

チーク

ユーカリ
推定面積48万ha
約6万世帯

ゴムノキ
370万ha

95%が私有
7割が契約栽培
6大パルプ企業へ
原料供給

植栽後25-30年で伐採、

木製家具、木質パネル
の原料として利用される
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2.木材・木材製品生産・貿易の概要

 現在のタイで生産されている主な木材は、私有地で栽培さ
れているゴムの廃材、ユーカリ

 90年代は木材輸入量が多かったが、近年は国内での木材
生産量（主にゴム、ユーカリ）が輸入量を大きく上回る

製品（単位） 国内生産量 輸入量 国内消費量 輸出量

産業用丸太（1,000 m3） 14,600 184 14,771 13

製材（1,000 m3） 2,850 684 1,234 2,301

木質パネル（1,000 m3） 5,400 184 1,451 4,113

木質パルプ（1,000 ton） 927 631 1,386 172

紙及び板紙（1,000 ton） 4,829 1,002 4,953 879

木炭（1,000 ton） 1,449 127 1,538 37

木質チップ（1,000 ton） 52 43,984

2015年木材・木材製品生産量、消費量、輸出入量

（FAO 2018）
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木質パルプ（4701-05）

木製家具（94030-60）
日本30%、米20%、EU10%

紙（4802-03）

紙（4802-03）
繊維板（4411）
輸出量世界第3位
主に中近東

木質チップ（4401）
輸出量世界第3位
中国61%、日本33%

パーティクルボード（4410）
輸出量世界第3位
韓国、マレーシア、インドネシア等

合板（4412）

タイの木材・木材製品輸入額推移

タイの木材・木材製品輸出額推移

 2000年代以降、製材、繊維版、パーティクルボード、
木質チップの輸出が増加

 木質チップはユーカリ、その他はゴム材が主な原料
 日本は木質チップおよび木製家具の主要輸入国

広葉樹製材輸出量世界第2位
ほぼ全てゴム材
99%中国へ輸出
（家具の原料等）

出典：UN Comtrade Database
数字はHSコード
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Myanmar

丸太（4403）

製材（4407）

合板（4412）
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3.森林資源の収穫に関する法律

国有保存林
公有地

商業用植林プラ
ンテーション法
に基く登録農園

 植林地免許(Por Sor 31)
 小規模保有者への5年間リース(Por Sor 23)
 国有地配分証明書(Sor Tor Kor)

 森林法に基づく利用許可証
 農地改革法に基づく農業または生計のため
の公有地利用権 (Sor Por Kor)

 農地整備法に基づく土地利用証明書
 生活用地配分法に基づく利用証明書 (Nor Kor 3)
 Ratchaphatsadu 土地法に基づく土地リース及びその他
の契約書

 土地法に基づく自由土地所有権証書 (Nor Sor 4, Nor Sor 4 Kor, Nor Sor
4 Khor, Nor Sor 4 Ngor及び Nor Sor 4 Chor)

 土地法に基づく利用証明書 (Nor Sor 3, Nor Sor 3 Kor, Nor Sor 3 Khor)
 土地法に基づき発行された優先買取権証書 (Nor Sor 2)

私有地

 公有地の中には多くの住民が住んでいる（2000-2500万人）
 様々な土地利用権・所有権が存在する（4分類12種類を示す）

 植林プランテーショ
ン登録（Por Sor3）
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3.森林資源の収穫に関する法律

種類 国有保存林内における植林、伐採、移動許可

土地保有
権の種類

 植林地免許（Por Sor 31）：最長30年間リース
 小規模保有者への5年間リース権（Por Sor 23）
 国有地配分証明書（Sor Tor Kor）：5年間リース
これらの権利は譲渡・売却できない

森林管理
のための
要件

年次管理計画、年次管理報告（Por Sor 32） の王立森林局への提
出義務（Por Sor 31保有者のみが必要）

伐採許可 全ての樹種の木材に関し、王立森林局から伐採許可証（Por Sor 2）
を取得 ←樹種、サイズなどの申請が必要

丸太輸送
許可

王立森林局から移動許可証／輸送証明書を取得

3.森林資源の収穫に関する法律

種類 国有保存林外の公有地における植林、伐採、移動許可

土地保有
権の種類

 森林法に基づく利用許可証
 農地改革法に基づく農業または生計のための公有地利用権 （Sor

Por Kor）
 農地整備法に基づく土地利用証明書
 生活用地配分法に基づく利用証明書（Nor Kor 3利用証書および

Kor Sor Nor 5共同組合地利用証書）
 Ratchaphatsadu土地法に基づく土地リース及びその他の契約書

これらの権利は譲渡・売却できない

森林管理 なし

伐採許可 ①制限樹種（カテゴリーA 158種、カテゴリーB 13種）：森林局の許可
が必要
②非制限樹種（ゴムノキ、ユーカリなど）：不要

丸太輸送
許可

①制限樹種：輸送前に王立森林局から移動許可証／輸送証明書を
取得
②非制限樹種：輸送中に王立森林局チェックポイントで取得
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3.森林資源の収穫に関する法律

種類 私有地

土地保有
権の種類

 土地法にもとづく自由土地所有権証書（Nor Sor 4, Nor Sor 4 Kor, 
Nor Sor 4 Khor, Nor Sor 4 Ngor及び Nor Sor 4 Chor）

 土地法に基づく利用証明書（Nor Sor 3, Nor Sor 3 Kor, Nor Sor 3 
Khor）

 土地法に基づき発行された優先買取権証書（Nor Sor 2）

森林管理 なし

伐採許可 ①チーク、ヤン、紫檀： 王立森林局から伐採許可取得
②チーク、ヤン、紫檀以外（ゴム、ユーカリなど）： 不要

丸太輸送
許可

①チーク、ヤン、紫檀： 王立森林局から輸送許可証取得
②チーク、ヤン、紫檀以外： 不要

3.森林資源の収穫に関する法律

種類 商業用植林プランテーション法に基づく登録プランテーション
※58樹種（タイの在来種：チークと紫檀は含むが、ゴムやユーカリは
含まない）の植林地が対象

土地保有
権の種類

植林プランテーション登録（Por Sor 3）

森林管理

伐採許可 伐採証明書／伐採通知書（Sor Por 13）

丸太輸送
許可

• 輸送許可は必要ない
• 植林プランテーション木材梱包リスト（Sor Por 15）の承認が必要
←樹種、サイズなどの申請が必要

• 材にスタンプを押すための印鑑登録（Sor Por 8）、印鑑証明書
（Sor Por 9）が必要
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4.木材加工・輸送のために必要な手続き

国有保存林

国有保存林
外の公有地

私有地

登録プラン
テーション

①制限樹種

②非制限樹種
（ゴム、ユーカリなど）

②その他の樹種
（ゴム、ユーカリなど）

カテゴリー１チェック
ポイント（38県）

輸送許可証
（樹種、数量）

木材加工工場

木材報告（Timber account）
入荷量、出荷量、在庫量を記録
（入荷元の情報は含まない）

丸太、木質チップが対象

木材加工
許可証

木材生産量の多くを占める私有地からのゴム、ユーカリは、伐採許可、
輸送許可の取得が免除されている
→伐採地までの特定が困難。

移動許可証
（樹種、数量）

輸送許可
証不要

58樹種

（ゴム、ユーカリ
は対象外）

全樹種 王立森林局（RFD）

①チーク、ヤン、紫檀

木材加工工場には２タイプ
① 1960年以前に免許取得
全ての樹種を加工できる

② 1989年以降に免許取得
14非制限樹種（ゴム、ユーカリ、アカシアなど）のみ加工できる

4.木材加工・輸送のために必要な手続き

木材加工工場

②14非制限樹種
（ゴム、ユーカリなど）

製材輸送証
明書（黄色）

①その他の樹種

木材加工工場自身が作成
樹種や数量
家具、木質パネル、パルプ、紙などは対象外

製材輸送証
明書（白色）

王立森林局チェックポイント
全国で42

輸送許可証の確認
移動許可証の発行

（樹種、数量）

輸送許可証の確認
移動許可証の発行

（樹種、数量）

製材輸送証明は全ての樹種を含み、木材加工工場までは特定可能
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製材輸送証明書（黄色）製材輸送証明書（白色）

5-1.木材輸入のために必要な手続き

 輸入に関し、原産地証明を要求するが、合法性の保証を必要としない

 合法性は輸出国における合法性システムに依存している

 輸入した木材はチェックポイントで輸送許可証を取得

5-2.木材輸出のために必要な手続き
 対外貿易局より輸出許可証

この取得のため以下の書類が必要
• 王立森林局からの輸出許可証、移動／輸送許可証など

• 王立森林局からの制限木材製品証明書（制限樹種で作られた木材製
品、家具）

• 農業局からの保護樹種輸出許可証（ワシントン条約記載種）

 チークは森林産業機構（FIO）が生産した植林材のみ輸出を許可
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書類名 説明 発行機関

輸出許可証
あらゆる樹種の丸太、製材、木

炭の輸出に必要
対外貿易局

輸出許可証 木材製品の輸出を認可する 王立森林局

私有地からの木炭証明書
私有地で生産された木炭の輸

出の認可
王立森林局

制限木材製品証明書
制限樹種から作られた家具や

木材製品に対して発行される
王立森林局

売上請求書 輸出製品及び合意額の詳細 輸出者

船荷証券 出荷のための貨物の受領確認
配達業者または貨物取扱業者（あ

るいはその代理人）

梱包リスト
出荷される各クレート、箱、コン

テナの内容物の詳細説明
輸出者あるいは代理人

植物検疫証明書
製品が無病及び/または植物検

疫処置をうけたことの証明
DOA、農業・協同組合省

ワシントン条約／保全樹種輸

出許可証認証 (該当する場合)

必要に応じて、ワシントン条約

にリストされた樹木種及び派生

物の輸出を促進する

DOA（ワシントン条約にリストされた

木材樹種に関して王立森林局と協

議して）

輸出申告書（税関書式 101 ま

たは101/1）
輸出品目及び製品の詳細申告 輸出者により税関に提出

原産地証明（輸入国から要求

あるいは輸出者から請求され

た場合）

輸出品の原産国を確認 対外貿易局

輸出の際に法的に義務付けられている書類

6.その他

 FSC FM認証: 19 (84,216 ha)

森林産業機構のチーク林、小農栽培のゴム（グループ）、ユー
カリの認証取得が進められている。

 国レベルの認証（PEFCメンバー）：国の基準のドラフトはできて
いる。早ければ2019年から実施

 タイでは特に住民が私有地で植林したゴム、ユーカリの生産・
輸送に関しての規制や情報がほとんど存在しない。トレーサビ
リティを確保するための自主的な制度が構築されつつある。

例： E-Tree online database,自己宣言アプローチ（Tree Bankプログ
ラムを介したものなど）

 2013年より、EUとのVPA交渉、技術支援を受けている

タイ政府は現在、紫檀など高価値樹種の植林を推奨しているが、
天然林からの違法伐採材が混合されないためには第三者合法性
証明システム（TLAS）の確立が必要との意見もある
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リスク情報（新聞報道、聞き取り調査結果による）

 紫檀・沈香、チーク

• 違法に伐採され、海外のマーケットへ密輸出

• タイ国内で違法伐採されたチークが密輸出され、タイに輸入
されて「合法材」となる事例も存在（現在は減少）

 ゴム

• 国立公園などの中に違法にゴム農園が造成される事例

• 本来は違法な、利用権の譲渡・売却された公有地内での植
林の事例

 タイ政府は違法植林、伐採の取締りに積極的

• シャムローズウッド違法伐採及び取引防止地域協議会を何
度も主催。周辺国とも連携して取り締まり強化

• 2017年には2,279件の違法開墾、3,014件の違法伐採・加工
を摘発

まとめ

 タイの主な木材生産は私有地からのゴム、ユーカリ材である
が、これらは伐採許可、輸送許可が免除されており、伐採地
まで遡ることができない。

※必要とする場合は王立森林局に特別の申請、または森林認
証などを活用

 製材の出所は製材輸送許可証によって木材加工工場までは
遡ることが可能である。木製家具や木質パネルは対象外

 チークや紫檀などは伐採許可、輸送許可に厳密な手続き

 第三国からの輸入材については、伐採時の合法性情報など
は要求されない。別途確認が必要
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「クリーンウッド」利用推進事
業のうち生産国における現
地情報の収集（熱帯地域）

エクアドル

2019年3月8日

INTERNATIONAL TROPICAL TIMBER ORGANIZATION (ITTO)

藤崎泰治
国際熱帯木材機関（ITTO)

アウトライン
1. エクアドルの概況

2. 木材の伐採

3. 木材の加工・輸送

4. 木材の輸出

5. リスク関連情報

6. まとめ
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エクアドルの森林植生分布（STCP, 2018）

• 森林被覆率：50.5%

• 天然林：12.5百万（99.4%）；

植林地：14.5万ha（1.6%）

• 国家森林プランテーション・
インセンティブプログラムに
よる人工林の増加

• 森林所有権：公有（38.8%）; 
私有（5.9%）; 不明（55.3%）

• 森林減少率：0.6%（1990～
2015年）

1. エクアドルの概況

1-1) 森林資源

3

 主要な商業用樹種：バルサ、
ユーカリ、マツ等

 バルサ：国際市場の90%を供
給

 ベニヤ・木質ボード生産、バ
ルサ材加工、木質チップとパ
レット生産（パルプと紙生産能
力は低い）

 木材製品輸入＞輸出：パルプ
と紙の輸入（総額の85.8％）

 アマゾン地域からの木材は国
内市場（約120樹種が取引） 樹種毎の伐採量の内訳 （STCP 2018）

1-2) 林業セクター概要

4

21%

17%

13%8%
5%

5%

31%

バルサ

ユーカリ

ラジアータパイ

ン
ペテレビ

Pachaco

チーク

その他
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1-3) 主要な商業用樹種・伐採量・目的

樹種 俗名 伐採量（m³） 主な用途／目的

Ochroma pyramidale バルサ 794,359. 45 輸出

Eucalyptus globulus ユーカリ 619,243. 35 輸出（木材チップ）、燃材、建設用

Pine radiata ラジアータマツ 470,493. 80 合板、家具、建設用

Cordia alliodora Laurel 284,644. 57 OSB, 木材パレット、家具

Schizolobium parahybum Pachaco 188,986. 82 建設用、木材パレット

Tectona grandis チーク 181,915. 43 輸出

Pollalesta discolor Pigue 132,948. 35 木箱、木材パレット、建設用

Brosimum utile Sande 66,247. 84 合板

Trichospermum spp Pichango 61,772. 54 建設用

Brosimun sp. Lechero 43,908. 35 建設用、合板

- Other species 844,659. 69 -

合計 3,689,180.19

• エクアドルの林業生産に関する一貫性のあるデータは存在しない

エクアドルの主要な商業用樹種、伐採量と目的（2017年）

5

生産量は、本事業で収集した情報に基づき推定

1-4) 森林認証

• FSC-FM認証面積（57,000ha）：すべて植林地で、認証を受け
た天然林管理はない

• 植林地面積の39％がFSC-FM認証を受ける（4事業者）

• FSC-管理木材：バルサとユーカリ

エクアドルの森林認証面積（2018年）

認証の種類 認証数 認証面積（ha）
FSC -FM 4 57,466.09
FSC –CW 2 -
FSC-CoC 17 -

6
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1-5) 木材・木材製品輸出の概況
（製品、輸出国別）

• 製材（バルサ、バナック、インブイヤ ）：中国、米国、デンマーク、ドイツへ輸出

• ベニヤ：米国、コロンビア、メキシコへ輸出

• 丸太（チーク）：インド、中国、バングラデシュへ輸出（ただし2017年から原木輸出が禁止）

• 木質チップ（ユーカリ）：日本へ輸出

エクアドルの木材製品輸出状況（米ドル）
出典：UN Comtrade Database
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• 木材供給源
 植林地（私有地）

 天然林（私有地）：持続的森林管理（択伐）、簡易森林管理計画
（択伐）、土地利用転換（皆伐）

 その他：パイオニア・フォーメーション（自然倒木、インフラ開発）、
アグロフォレストリー

• 関係政府機関
 農水産省：植林地とアグロフォレストリーの伐採・輸送許可

 森林局（環境省）：天然林の伐採・輸送許可

 GAD（Gobierno Autónomo Descentralizado） ：県レベルの森林
管理・保全計画の策定・実施・モニタリング

2. 木材の伐採-輸送

2-1)合法的な木材の供給源と関係政府機関

9

• 土地利用転換からの木材量は統計情報なし
植林地：産業用木材の総供給量の約50％を占める

木材供給源毎の生産量（2007年~2011年）
出典：Palacios and Malessa（2013）

2-2)木材供給源毎の伐採量
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2-3)エクアドル木材の生産と市場

11

プロセス 内容

① 植林地登録
• 植林地の登録は義務ではないが、伐採許可、植林補助金申
請に必要

• 植林地の登録には、土地所有や納税者番号（RUC）等の書
類が必要

② 森林インベントリと

伐採計画

• 農水産省のガイドラインに基づく

• 事業者はインベントリに基づいて、年間伐採計画を作成

③ 農水産省専門家に

よる検査
• 現地検査：管理計画とインベントリーの検査

④ 伐採許可の発行 • 専門家の報告に基づき農水省は伐採許可（最長1年間）を発
行

2-4) 植林地の伐採

12
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植林地登録証
登録番号、植林地所有者、植林地面
積、位置情報等が含まれる

伐採許可証（植林地）
伐採プログラム番号、伐採区画面
積、樹種と許可された伐採量、有効
期限等

13

プロセス 内容

① 統合的森林管理
計 画 （ Integral
Management
Plan）の作成

 持続可能な森林管理計画（PAFSUs）：択伐、中～大規模、
有効期間（2年）

 簡単管理計画（PAFSI）：択伐、小規模（1区画）、有効期間
（5年）

 土地利用転換（ZCL）：皆伐、天然林（総面積の30％以下）、
1年間有効

森林インベントリ
• 商業用樹木はすべて直径と樹高を計測し、位置情報を記
録（ZCLは樹種と量のみ）

② 森林監督官による
検査

• 管理計画の現地検査：計画とインベントリ検査

• 検査強度：PAFSUsとPAFSIは区域の25％、ZCLは区域
の100％

③ 伐採許可の発行
• 専門家の報告に基づき環境省は伐採許可（最長1年間）を
発行

2-5) 天然林の伐採

14
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• すべての事業者は森林管理システム（SAF）に登録（植林地の場合はSPF)
• 輸送許可（Guía de Circulación）：伐採許可に基づき、環境省（天然林）または
農水省（植林地）がオンライン発行（72時間有効）

• インボイス（Guia de Remisión）：すべての木材製品の輸送に必要
• 加工場の登録：木材製品の加工、販売、保管を行う施設はすべて環境省に登録が必要
• 加工業者の報告：環境省への収支情報の報告義務（年2回）

• 輸出許可証：木材製品の輸出には環境省（天然林由来製品）または農水省（植林
地由来）がオンライン発行

3. 木材の輸送・加工・輸出までの流れ

15

輸出
輸出許可証

（Licencia de Exportación)伐採許可 加工

輸送
Guia de Circulación
/Guia de Remisión

輸送
Guia de Circulación t 

Guia de Remisión

輸送許可証（Guía de 
Circulación）：

• 商品所有者と事業者
の情報

• 伐採プログラム番号
• 商品購入者の情報
• 輸送手段の情報

• 製品名、樹種、伐採
量、輸送量

• 伐採許可番号
• 伐採許可タイプ

インボイス
（Guia de Remisión）

• 事業者名と住
所、製品の量と
説明

• 輸送先の情報等

16

木材のチェックポイント
• 全国に5箇所（固定）と移動式
検閲所

• すべての木材輸送はチェック
され輸送許可証にサイン

木材のチェックポイント
© Rodrigues L (2014) 
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4. 輸出に関する法制度

• 国税庁（IRS）に登録し、企業納税者番号（RUC）を取得

• エクアドル中央銀行による証明書発行
• ECUAPASSシステムで輸出業者として登録、輸出税関申告
（DAE）の取得

17

必要書類 内容 発行機関

インボイス 購入処理を示す商業文書 輸出者

輸出許可（Licencia de 

Exportación）

伐採許可に示された原産地、製品の種類、サ

イズ数量を記載

農水省（植林地）または環境省（天然

林）

梱包リスト 輸出者

原産地証明 輸出先の税関の要件を満たすため 貿易省

植物検疫証明書 動植物衛生管理局

船荷証券（BL／CRT／AWB

／TIF）
輸送／海運業者

（必要に応じて）燻蒸証明

書
登録している民間企業

CITES輸出許可証
取引業者がワシントン条約附属書掲載の木材

種を輸出する際に必要

CITES管理当局

（環境省国家生物多様性局）

木材製品の輸出に必要な文書

18
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輸出許可証
• 製品所有者と事業者情報
• 伐採プログラム番号
• 港、輸送手段情報

• 製品情報（製品タイプ、樹
種、量）

検疫証明書 CITES許可証

19

5.リスク関連情報

＜不明瞭な土地所有権＞

• 約60％の土地が適切な土地所有権の登録を行っていない（USAID 
2012)

• 先住民と入植者は、エクアドル・アマゾン地域の森林面積60％（630
万ha）を慣習的に所有（Oxfam, 2007）。

＜森林管理計画・インベントリ＞

• 55件の違反（2004～2010年）：森林管理計画・インベントリに関する
虚偽情報（樹種名、材積）や輸送許可の売買等（エクアドル環境省,
2010)

• 木材ロンダリング（Mejia and Pacheco, 2013) 

• 小規模伐採業者とインフォーマルな林業セクター（NEPCon, 2017) 

• 現場検査の課題
• 短期的な森林管理計画
• 土地利用転換（農地や放牧地）と開発プロジェクトに起因する高い
森林減少率

20
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6. まとめ

• エクアドルの木材製品輸出は増加傾向：日本への木材チップ
• アマゾン天然林由来の木材は国内マーケットが主流
• 伐採量に関すると統計情報の不足: 土地利用転換、小規模伐
採業者、契約植林地農家

• 輸出許可証に示された伐採許可プログラム番号について確認
が重要

• 米国の輸入業者はFSC認証を求める場合が多い

• エクアドルに関する関連情報

 Timber Trade Portal: 
http://www.timbertradeportal.com/countries/ecuador/

 NEPCon: https://www.nepcon.org/sourcinghub/timber/timber-ecuador

21
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「クリーンウッド」利用推進事
業のうち生産国における現
地情報の収集（熱帯地域）

ブラジル

2019年3月8日

INTERNATIONAL TROPICAL TIMBER ORGANIZATION (ITTO)

藤崎泰治
国際熱帯木材機関（ITTO)

アウトライン
1. ブラジルの概況

2. 木材の伐採と搬送に関する法制度

3. 木材の輸出に関する法制度

4. リスク関連情報

5. まとめ

C社植林地 （2018年10月1日）
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• 国土面積: 851万ha（世界
第5位）

• 世界2位の森林面積: 天然
林（485.8 百万ha)；植林地
（7.7 百万ha)

• 植林面積：72％（ユーカ
リ）；20％（松）

• 土地所有：公有地
（61.8%）；私有地（20.6%)；
不明（17.6%)

ブラジルの森林植生分布 (STCP 2018)

1. ブラジルの概況

1-1) 森林資源

1-2) 林業セクター

• GDPの1.1%（2011年）

• 森林行政：環境省（MMA)；環境・再生可能天然資源院

（IBAMA）；ブラジル森林局（SFB)；州環境局（SEMA)

• 植林地（全森林面積の1.5％）からの伐採量は天然林伐採

量の約5倍（2016年）

• 木材（天然林）のほとんどは私有林から生産：マトグロッソ州
とパラ州（約70%を占める）

• 禁止：天然林丸太の輸出；ブラジルナッツノキ (Bertholletia

excels) およびゴムノキ（Hevea spp.）の（天然林）伐採
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天然林樹種 植林樹種

一般的な商業用樹種:
• Maçaranduba 

(Manikara huberi);
• Angelim  (Dinizia

excelsa.);
• Cupiúba (Goupia

coubaril.);
• Jatobá (Hymenea

coubaril);
• Cedrinho (Erisma

uncinatum);
• Amapa (Brosimum

utile);
• Cumaru (Dipteryx

odorata.);
• Faveira (Parkia spp.);
• Garapa (Apuleia

leiocarpa).

高級樹種:

• Yellow Ipe
(Handroanthus
serratifolia);

• Pink Ipe 
(Handroanthus 
impetiginosus);

• Red cedar 
(Cedrela odorata); 
- CITES Appendix 
III.

• Mahogany 
(Switenia
macrophylla) 
CITES Appendix II.

一般的な商業用樹
種:
• Pine trees (Pine 

spp.);
• Eucalyptus

(Eucalyptus
spp.).

その他樹種:
• Acacia (Acacia

spp.);
• Teak (Tectona

spp.);
• Parica

(Schizolobium
amazonicum);

• Rubber wood
(Hevea
brasiliensis).

1-2) 林業セクター：主要な商業用樹種

1-3) 森林認証

認証タイプ 認証面積(ha) 認証数 CoC認証数

FSC（2018年） 6.601.911 1,126 1016

CERFLOR/PEFC

（2017年）
3.072.628 48 50

• FSC-FM認証：天然林（120万ha）;人工林（480万ha）

• 人工林の約61%がFSC-FM認証を取得

• CERFLOR（ブラジルの森林認証プログラム）：PEFCの承認

• FSC と PEFCのダブル認証: 250万 ha (2016年)

ブラジルの森林認証面積（2018年）
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米国; 41.5

メキシコ; 7.6中国; 5.9英国; 3.9
日本; 3.5

ベルギー; 3

フランス; 3

ドイツ; 2.5
インド; 2.1

その他; 27
米国
メキシコ
中国
英国
日本
ベルギー
フランス
ドイツ
インド
その他

1-4) 木材・木材製品貿易の概況
（輸出相手国）

ブラジルの2017年の木材製品輸出相手国（金額ベース）: HSコード44品目
出典：ITC (2018) 

1-4) 木材・木材製品貿易の概況
（製品タイプ別の推移）

• 製材、合板、床材等の輸出: 米国、メキシコ、中国、EU

• 木材パルプ、チップ輸出: EU、日本
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1-4) 木材・木材製品貿易の概況
（日本向け輸出）

• 日本への輸出状況: 木材チップ（ユーカリ）
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9

• 植林（私有地）：天然林伐採量の5倍

• 天然林持続的森林管理：択伐（私有地）

• 天然林コンセッション：択伐（公有地）

• 土地利用転換：皆伐 天然林木材供給の約6-7%

• 輸入（丸太、製材等）：ボリビア、パラグアイ、アルゼン
チン等：国内生産量の0.01%（丸太）、0.15%（製材）

2. 木材の伐採-輸送

2-1)合法的な木材の供給源
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2-2)主要な木材サプライチェーン

植林地

公有林

加工場

天然林

丸太

製材

合板

木材チップ

木材パルプ

紙

薪炭材

製材
薪炭材

取引業者

消費者

私有林

加工場

丸太

土地利用転換

家具 家具

2.3) 天然林択伐（私有地・公有地）の伐採-輸送

1. 土地所有権とCAR（Rural environmental registry）またはコンセッション契約

2. 森林ライセンス：持続的森林管理計画（SFMP)、年間オペレーション計画（POA)

3. 伐採許可（AUTEXまたはAUTEF）

4. 丸太の輸送：DOFまたはGF1

5. 製材所ライセンス：事前許可、設立許可、運営許可

6. 一次加工木材製品（製材、集成材、木材チップ等）の輸送：DOFまたは GF3

伐採許可
AUTEXまたはAUTEF

（輸送）
DOFまたはGF1
インボイス

一次加工場
ライセンス

（輸送）
DOFまたはGF3
インボイス

（輸送）
DOFまたはGF3
インボイス

取引業者
Radar

輸出

• AUTEF, GF1, GF3：マトグロッソ州とパラ州：使用される許可証、輸送証／AUTEX, DOF：その他の州で使用される
• 私有地と州有林コンセッションの伐採許可は州環境局（SEMA) ／ 国有林コンセッションの伐採許可はIBAMA
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CAR

森林ライ
センス AUTEF

加工場 木材の輸送
（GF3）

2.4) 例）マトグロッソ州の天然林択伐（私有地）
伐採～港まで

丸太の輸送
（GF１）

丸太の輸送
（GF１）

AUTEF

森林ライ
センス

CAR

2-4) 土地利用転換（皆伐）由来の木材と輸送

• AEF（土地利用転換許可）の多くはCerrado地
域

• 輸送許可：天然林択伐と同じプロセス
丸太：DOFまたはGF1

木材製品：DOFまたはGF3

@ CIPEM

（土地利用転換許可）
AEFまたはAD

（輸送）
DOFまたはGF1

一次加工場
ライセンス

（輸送）
DOFまたはGF3

（輸送）
DOFまたはGF3

取引業者
（Radar） 輸出

 AEF：土地利用転換のための皆伐：農業開発等（州政府環境局の許可）
 ASV:公共事業のための皆伐（IBAMAの許可）
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2-5) 国家原産地証明オンラインシステム
（National System for Forest Products Origin 
Control：SINAFLOR)の構築と実施

• 連邦政府によるオンライン統合管理システム
CAR－森林ライセンス－伐採－輸送－加工－取引

• 対象：天然林（私有地、コンセッション、土地利用転換）
• 丸太毎のバーコード管理
• 2017年から試験的に運用が開始

• 21／27州が運用準備を進める

2-6) 植林地の伐採-輸送

天然林伐採とは異なるルール

• 森林管理計画の承認は必要ない

• 新規植林の許認可：必要（エスピリット・サント州、ミナス・ジェライス
州、リオ・グランデ・ド・スール州）

• 伐採：商業用伐採届

• 丸太輸送：NTMとResumo Especial 

• 契約農家も同じ手続き:新規植林の許認可、伐採届、NTM、Resumo
Especial

伐採届（商業用伐採証明）

（ミナス・ジェライス州で使用される）

（C社提供）

 伐採届（Requerimento de Colheita e Comercialização de Florestas 
Plantadas）→州に許可されるとDCC（商業伐採証明）

 NTM（木材輸送通知書）：木材の由来の明細を示すインボイス
 Resumo Especial ：輸送税支払いのために使われる
 NF：インボイス、輸送証をかねる

（伐採）
伐採届

（輸送）
NTMとResumen especial 

工場

（輸送）
NF

取引業者／輸出

NTM（木材輸送通知書）

（C社提供）
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3. 輸出に関する法制度

• 貿易統合システム (SISCOMEX)によるオンライン管理

• 輸出・輸入業者としての登録（RADAR）

• HSコードと輸送許可証（DOF/GF3：天然林）、CITES許可証

• リスクに応じた税関手続き：天然林木材製品に対しては、文書と貨物
検査を実施

登録
（RADAR）

登録とアクセス
（ SISCOMEX）

HS 分類 輸出業者登
録（DOF）

輸出 自動登録
（REI）

天然林由来の木材製品の輸出に必要な文書

必要書類 内容 発行機関

インボイス 購入処理を示す商業文書 輸出者

輸送証（DOFまたはGF3）
木材および製材品の内容と由来を明らかにする

港まで輸送するために必要
IBAMAまたはSEMA

CITES輸出許可
取引業者がワシントン条約附属書掲載の木材種を

輸出する際に必要

ワシントン条約管理当局

（IBAMA）

SISCOMEXの登録 SISCOMEX

検疫証明書（CFO）および統合原

産地衛生検疫証明書（CFOC）

CFOは植物、植物製品、その他規制物品の委託が

決められた輸入衛生要件を満たし、適切な証明書

による証明に準拠していることを明らかにする

SEMA

（許可を受けた業者が提出）

輸出品出荷申告書 輸出業者が港にて記入・提出する税関申告書

地域を管轄する税関事務所

（出荷申告書（シスコメックス

が割り当てる番号を記載））

梱包リスト 輸出者

船荷証券（Bill of Landing） 品物の出荷時に必要
船会社あるいは船会社代理

店
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4.リスク関連情報

＜土地権＞

• リーガル・アマゾン地域の3億ha（53%）は所有権が不明（農業国勢調査

2006年）

＜先住民の慣習的テリトリー＞

• FUNAI（国家先住民基金）:472の先住民テリトリーを認証（国土の13%）

http://www.funai.gov.br/index.php/indios-no-brasil/terras-indigenas

• グーグルマップやグーグルアースでテリトリーを確認できる。

＜違法な森林減少:土地利用転換＞

• 2013-2017年にかけて3.2百万haの森林が減少。その内、約70万ha

（21%）が違法な森林減少（INPE and MCTI, 2018）

→違法に伐採された木材の存在

＜森林伐採＞

• 木材ロンダリング：森林管理計画、インベントリーの虚偽情報
（樹種、量）（Yellow Ipe,Pink Ipe, Mahogany等の高級樹種）

• 労働法に違反した企業リスト（労働省）：2018年に165社がリス
トに（内13社が伐採業者）
http://www.prt5.mpt.mp.br/images/Lista_Suja_2018.pdf

＜政府機関による法執行とモニタリング＞

• アマゾン地域での製材所の検査実施状況と法遵守の課題
（SFB 2014)

• 森林管理のモニタリング能力：広大な森林面積と担当機関・州
政府の制度・能力の違い：コンセッション（第3者検証）、私有地
（州環境局による衛星を使ったモニタリングと現場検査）
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5. まとめ

• 伐採－輸送－加工―販売までの情報のオンライン統合管理が図ら
れる：SINAFLORの運用状況の把握が重要

• 州毎の把握が重要：制度、実施・モニタリング能力は州によって異
なる

• 天然林木材の輸出：DOFまたはGF1を購入先が要求する事例

• パルプ製品の輸出：DCC（商業伐採証明）を購入先が要求する事例

• ブラジルの関連情報
 NEPcon: https://www.nepcon.org/sourcinghub/timber/timber-brazil

 BVRio Responsible Timber Exchange: 
https://www.bvrio.com/plataforma/plataforma/madeira.do?language=en-us

 UNEP-WCMC: 
ttp://ec.europa.eu/environment/forests/pdf/Country_overview_Brazil_03_10_2018.pd
f http://ec.europa.eu/environment/forests/timber_regulation.htm

 Timber trade portable http://www.timbertradeportal.com/countries/brazil/
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3/11/2019

「クリーンウッド」利用推進事
業のうち生産国における現地
情報の収集（熱帯地域）

ラオス

2019年3月8日

INTERNATIONAL TROPICAL TIMBER ORGANIZATION (ITTO)

山ノ下麻木乃
公益財団法人地球環境戦略研究機関

1 ラオスの概況

1-1ラオスの森林

非森林地

常緑林等
落葉・針葉樹林等

竹・植林地等
乾燥フタバガキ林

2000 2005 2010

森林面積
（1,000ha)

13,915 13,798 13,430

森林率 60.4 % 59.8 % 58.3 %

ラオスの森林面積変化 (GoL 2018, JICA支援)

• 森林国だが深刻な森林減少

• 森林率：1940年代に70%
→2010年に58％

• 森林モニタリングシステムが
最近開発された
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• 土地利用区分としての森林
• すべての天然林は国有

• 住民一人当たり3haの森林の利用を許可

• それ以上は貸与・コンセッションの申請必要

• 森林区分と村落エリア・コンセッションとの重複
が問題

面積
(1000 ha)

森林被
覆率

村落数

保全林 3,878 (17 %) 67% 340 伐採不可

保護林 7,482 （32%） 35% 1,896 水源林等

生産林 3,113 （14%） 45% 662 木材生産と住民の生計の
ため森林管理計画に基づ
き伐採される

森林以外 7,177 （31%) 27% 5,650

ラオスの森林土地利用区分の面積 (Flint 2018)

コンセッション
登録面積 (ha)

村落世帯
植林地 (ha)

ユーカリ 109,463

アカシア 8,838

ゴム 215,855 49,000

ゴムとその他生産
混合

17,200

チーク 0 49,338

合計 351,356 98,448

ラオスの植林地面積の推定 (コンサルタント作成)

• 植林地
• 民間企業に植林のための土地保有権をコン

セッションとして付与

• 村落世帯の植林は主に慣習権のある土地・私
有地
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所有者 樹種 面積 (ha)

農林業省生産林 天然林内のラタン 10,949

Stora Enso Lao アカシア・ユーカリ・チーク 3,631

Burapha Agroforestry ユーカリ・チーク 3,430

ラオスのFSC認証林面積 (FSC 2018)

• 認証林

• FSC 認証林は3カ所

• FSC認証木材加工事業者は2社

• 国有生産林の認証面積を230,000 haに
増やす計画あり（世界銀行支援）

所有者 製品

Danlao Company ラタン家具等

Burapha Agroforestry 粗木、無垢材、建築用材、家具等

ラオスのFSC木材加工事業者 (FSC 2018)

首相令第15号（2016) :

木材伐採管理と検査、木材輸送とビジネスの厳
密性強化について

• 違法伐採と密輸対策

• 天然林の伐採禁止
• 政府に許可された開発による転換のみ可能

• 天然林からの丸太・製材の輸出禁止

• ラオス国内で最終加工された製品のみ輸出可
能

• PMO Notification 2035/2017

• 天然林木：合板、内装材、ペレット、炭等

• 植林木：製材、べニア、チップ、炭等
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鉱物産品

丸太

製材金属

機械

野菜

その他

ラオスの輸出産品 (2015) 総額3.8億US$

• 木材製品はラオスの主要な輸出産品

• ラオスの木材製品生産・貿易に関するデータの
脆弱性が指摘されている

• 丸太・製材はラオスの主要な輸出産品だった

1-2 ラオスの木材製品生産と貿易

0

400

800

1,200

1,600

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

製材Total 丸太Total

製材・丸太輸出禁止
(1999-2002)

製材・丸太
輸出禁止

(2016-)

ラオスの製材・丸太輸出金額（百万＄）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

日本

ベトナム

中国

タイ

ラオスの製材・丸太輸出先
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日本のラオスからの木材製品輸入 (2015)
総額141万US$

0.0

5.0

10.0

15.0

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

日本（製材） 日本（丸太）

日本のラオスからの製材・丸太輸入金額 （百万＄）

木炭

木像・寄木細工・
縁加工材・合板等

現在、ラオスから日本への
木材製品の輸出は少ない

0.0

5.0

10.0

15.0

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

日本（製材） 日本（丸太）

2 ラオスの森林関連の法令

概況：

• 木材の伐採・輸送、木材の加工と輸出に関する法令制
度が多数存在しているが、その関係が体系的に整理さ
れていない

• 法令・制度の実際の施行が困難な状況
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2-1 ラオスの木材のソース

ソース 説明 リスク関連情報

生産林 森林管理計画に基づき管理される
国有林

管理が不十分
現在伐採不可

転換された
森林

インフラ開発のために転換された
森林
国民議会の承認必要

現在の天然林材の主なソー
ス
規則の実施（伐採クオータ設
定）に問題

植林地 コンセッション、貸与地
チーク・ユーカリ・アカシア

住民問題リスク

村落林 森林分配制度の下、村落エリア内
で村落管理の下にある天然林。

村落での使用のみ許可、一
部市場に流出

押収材 押収された材で政府による競売を
経て合法材と認識される

合法材化プロセスの不透明
性

上流のCoC：農業林業省

下流のCoC：商工業省
法令ドラフト中

2-2 木材と木材製品のサプライチェーン

村落林

押収材

植林地生産林

土場１

転換された
森林

土場１

土場２

土場３

一次加工工場
（製材所）

土場３

二次加工工場

国内市場 輸出

（大径木）

（小径木）

オークション
国有財産登録と削除

将来的には
合板工場など

×by PMO15

村落での利用のみ
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2-3 ラオス輸出時に必要な書類

必須書類

売買契約書 国有資産事務所に登録済みのもの

製品リスト／梱包明細書 業者が発行し署名済みのもの

コマーシャルインボイス

税関申告書

付加価値税納付領収書

荷積検査証明書（ラオ語） 「コンテナ荷積み前の木製品の認証手続に
関する命令2143/MOIC. DIMEX（2016）」 に規
定されているフォーム（IC-01）

CITESライセンス

必要に応じて求められる裏付け資料

原産地証明書

植物検疫証明書

• 実際の実施状況については不明

• 商工省は「最終土場から輸出までのCoCに関する決定（案）」を準備中

2-4 ラオスの保護樹種に関する規定
• 森林法(2007)で「禁止樹種」「特別樹種」「管理樹

種」が定められている
• これらの区分の定義は不明瞭

• 「禁止樹種」にも伐採基準が定義（農林省決定0016）

• 禁止樹種は実際に輸出されている

• CITESリストとの矛盾が指摘、改善予定

Siamese Rosewood

タイローズウッド
Dalbergia cochinchinensis (禁止樹種）

Burma Padauk 

ビルマパドゥク、カリン
Pterocarpus macrocarpus (禁止樹種）

Keruing ケルーイング Dipterocarpus alatus, D. costatus, D. spp. 

White Meranti 

ホワイトメランチ、メラピ
Shorea roxburghii

Crape Myrtle クレープマートル Lagerstroemia paniculata

White Seraya ホワイトセラヤ Parashorea stellata

Chengal Batu ギアム Hopea ferrea

Teak チーク Tectona grandis

例：ベトナムに丸太で輸出された樹種
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2-5 ラオスの木材合法性の確認の現状

• 木材合法性の定義が不明瞭
• 林業法(2007)をはじめ200以上の関連法令

• 複雑に関係しているが未整理、整合性ある実施を困難に

• 木材合法性証明システムが機能していない
• Chain of Custody (CoC)関連法令間の整合性がなく、実施

が困難

• ラオスの森林ガバナンスの弱さ
• 信頼できるデータが不在（＝モニタリング能力が弱い）

• 透明性、説明責任の担保が限られており、法制度の実施に
問題、汚職の指摘 (Chatman House)

• 現状、ラオスの木材製品の合法性を確認することは非
常に困難

• EUとのFLEGT-VPA交渉のもと、状況改善が取り組まれ
ている

2003年：EUはFLEGT行動計画制定
目的：違法伐採による深刻な環境的、経済的、社会的影響
に対処。

対象：森林セクターの違法性が高く、ガバナンスがしっか
りしていない生産国

2010年：ラオス政府がFLEGT VPA（自主的二国間合意）
への興味を示す

2012年：VPA交渉開始を宣言
2017年、2018年に交渉実施

2019年に再交渉予定

2021年：VPA締結見込み（共同実施委員会がシステム
の実施と評価を監視）

2024年：FLEGTライセンス発行見込み

3ラオスとEUのFLEGT

（森林法の施行・ガバナンス・貿易に関する行動計画）
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1. VPAのための交渉(2015-2021)
 木材合法性の定義
 サプライチェーン管理システム
 検証
 独立モニタリング
 情報開示
 その他

2a. VPA署名
2b. VPAの試行(2021-2023)

3. FLEGTライセンス発行(2024)

4a. VPAプロセスとFLEGTライセンスに基づく木
材伐採・輸送・加工・輸出

4b. EU加盟国はFLEFTライセンスの木材のみ取
り扱う

3-1ラオスのFLEGT-VPAプロセス

• それぞれのTDLで、原則・基準・指標・証明書・
根拠となる法令を明確化

• 原則と基準：合法性証明システムでカバーされる
べき法的要求の対象と概要

• 指標：遵守するべき具体的な項目
• 証明書：それぞれの指標について遵守したことを

証明する証拠となるもの。検証機関はこの証明書
に基づき、指標が遵守されたか確認する

3-2 ラオスの木材合法性定義(FLEGT-VPA)

(TLDs: Timber Legality Definitions)

TDL 1 生産林地 TDL 5 押収材

TDL 2 転換された森林 TDL 6 輸入材

TDL 3 植林地 TDL 7 労働に関する義務

TDL 4 村落林 TDL 8 木材加工と貿易

• TDLは、森林資源、伐採、輸送、加工、貿易に関
する既存のラオス法令を整理したフレームワーク
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• あ

例：転換された森林からの木材合法性の定義 (TLD 2)

原則 主な基準 主な証明書

転換の承
認とコン
セッション
合意

森林の転換がStanding Committee of National
Assemblyで承認されている（面積によって環境社
会影響調査の要求が異なる）

Standing Committee of National
Assemblyの採択

インベント
リと伐採

• 県農林事務所作成の伐採計画の政府承認
• 県農林事務所と伐採業者の契約
• 伐採業者が伐採と社会環境影響評価を報告

• 土場２で林業技術官は丸太を計測し評価し
マークを付ける

• 首相から農林省へのレター
• 契約書
• 各種報告書

• 土場２ログリスト

木材販売 • 入札委員会（農林省・商工省・財務省）がログ
リストに基づき透明性のある競売を実施

• ログリストの木材の国有材登録と削除

• 入札公示、売買契約書、領収
書

• 証明書

木材輸送 • 土場１で林業技術官が丸太をマークし、数量
を記録する

• 土場２で林業技術官が丸太にスタンプする

• 購入者は輸送前にすべての必要書類を揃え
る

• 土場１ログリスト

• 土場２ログリスト

• 領収書、国有財産登録削除の
レター、ログリスト、県農林事務
所の輸送許可書

• TLDsで法令が明確にされ、合法的な林業が実施され
た場合、すべての法令が論理的でリンクされた整合
性のある一連のつながりとして遵守されていること
（CoC: Chain of Custody)をモニター、確認、検証す
るシステムが必要となる

• TLASの機能
• 木材合法性定義の遵守の証明

• 木材サプライチェーンのコントロールと遵守の証明

• 不遵守が発見された場合の管理

• FLEGTライセンス発行

• 独立したモニタリング

3-3 ラオスFLEGTにおける合法性証明システム
(TLAS: Timber Legality Assurance System)
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• 日本のラオスからの木材製品輸入は、現在少ない

• ラオスでは現在、天然林の伐採と輸出が禁止、国内で
加工された木材製品のみ輸出可能

• ラオスでは木材合法性の確認は困難な状況
• 森林ガバナンスの問題
• 各木材ソースでリスクが残る
• CoC管理が未整備であるので追跡困難
• FSC認証材は追跡可能だが、現在、3森林地（植林地と

ラタン生産地）と2加工工場のみ

• EUとのFLEGT-VPA交渉のもとで改善が進んでいる
• ライセンス発行予定は2024年
• 将来、ラオスのすべての木材製品の生産と貿易に適用

される（？）

4 まとめ
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